
 

 

  

Ⅵ-2-1-8 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち，「4.1 地震力の算定法(2)動的地震力」

に基づき，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価の方針について説明するも

のである。 

 

2. 基本方針 

施設の耐震設計では，設備の構造から地震力の方向に対して弱軸及び強軸を明確にし，地震力

に対して配慮した構造としている。 

今回，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる耐震設計に係る技術基準が制定されたこ

とから，従来の設計手法における水平１方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算に対し

て，施設の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性がある施設

を評価対象施設として抽出し，施設が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

評価対象は「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年 6 月 28

日原子力規制委員会規則第 6号）」の第 5条及び第 50条に規定されている耐震重要施設及びその

間接支持構造物，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止

設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）が設置される重大

事故等対処施設並びにこれらの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する施設とする。

Ｂクラスの施設については，共振のおそれのあるものを評価対象とする。 

評価にあたっては，施設の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を受け

る部位を抽出し，その部位について水平２方向及び鉛直方向の荷重や応力を算出し，施設が有す

る耐震性への影響を確認する。 

施設が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な手法を用いた検討等，新たに設計上

の対応策を講じる。 

 

3. 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる地震動 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価には，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，

Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２を用いる。基準地震動Ｓｓは，Ⅵ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ

及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」による。 

ここで，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる基準地震動Ｓｓは，複

数の基準地震動Ｓｓにおける地震動の特性及び包絡関係を，施設の特性による影響も考慮した上で

確認し，本影響評価に用いる。 
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4. 各施設における水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する影響評価方針 

4.1 建物・構築物 

4.1.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法の考え方 

従来の設計手法では，建物・構築物の地震応答解析において，各水平方向及び鉛直方向

の地震動を質点系モデルにそれぞれの方向ごとに入力し解析を行っている。また，原子炉

施設における建物・構築物は，全体形状及び平面レイアウトから，地震力を主に耐震壁で

負担する構造であり，剛性の高い設計としている。 

水平方向の地震力に対しては，せん断力について評価することを基本とし，建物・構築

物に作用するせん断力は，地震時に生じる力の流れが明解になるように，直交する２方向

に釣合いよく配置された鉄筋コンクリート造耐震壁を主な耐震要素として構造計画を行う。

地震応答解析は，水平２方向の耐震壁に対して，それぞれ剛性を評価し，各水平方向に対

して解析を実施している。したがって，建物・構築物に対し，水平２方向の入力がある場

合，各方向から作用するせん断力を負担する部位が異なるため，水平２方向の入力がある

場合の評価は，水平１方向にのみ入力がある場合と同等な評価となる。 

鉛直方向の地震力に対しては，軸力について評価することを基本としている。建物・構

築物に作用する軸力は，鉄筋コンクリート造耐震壁を主な耐震要素として構造計画を行う。 

入力方向ごとの耐震要素について，図 4－1に示す。 

また，Ⅵ-2-2「耐震設計上重要な設備を設置する施設の耐震性に関する説明書」，Ⅵ-2-3

～Ⅵ-2-10の申請設備の耐震性に関する説明書及びⅥ-2-11「波及的影響を及ぼすおそれの

ある施設の耐震性に関する説明書」のうち，建物・構築物の局部評価は，地震応答解析に

より算出された応答を水平１方向及び鉛直方向に組み合わせて行っている。 

排気筒については，斜め方向に作用する地震力に対して隅柱（主柱材）の軸力が大きく

なる場合を想定した検討も実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－1 入力方向ごとの耐震要素 
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4.1.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

建物・構築物において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した場合に影響

を受ける可能性がある部位の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設及びその間接支持構造物，常設耐震重要重大事故防止設備，

常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐

震重要度分類がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設並びにこれらの施設へ

の波及的影響防止のために耐震評価を実施する施設の部位とする。 

対象とする部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定さ

れる応答特性から，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響を受ける可能性が

ある部位を抽出する。 

応答特性から抽出された水平２方向及び鉛直方向地震力による影響を受ける可能性があ

る部位は，従来の評価結果の荷重又は応力の算出結果等を水平２方向及び鉛直方向に組み

合わせ，各部位に発生する荷重や応力を算出し，各部位が有する耐震性への影響を確認す

る。 

各部位が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な手法を用いた検討等，新た

に設計上の対応策を講じる。 

 

4.1.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

建物・構築物において，従来の設計手法における水平１方向及び鉛直方向地震力の組合

せに対して，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能性がある耐震評価

上の構成部位について，応答特性から抽出し，耐震性への影響を評価する。 

影響評価のフローを図 4－2に示す。 

(1) 影響評価部位の抽出 

① 耐震評価上の構成部位の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，該当する耐震評価上の構成部位

を網羅的に確認する。 

② 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が想定される応答特性の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せの影響が想定される応答特性を整理する。 

なお，隣接する上位クラス建物・構築物への波及的影響防止のための建物・構築物の評

価は，上位クラスの建物・構築物との相対変位による衝突の有無の判断が基本となる。そ

のため，せん断及び曲げ変形評価を行うこととなり，壁式構造では耐震壁（ラーメン構造

では柱，はり）を主たる評価対象部位とし，その他の構成部位については抽出対象に該当

しない。 

③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

整理した耐震評価上の構成部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響が想定される応答特性のうち，荷重の組合せによる応答特性を検討する。水平２方

向及び鉛直方向地震力に対し，荷重の組合せによる応答特性により，有する耐震性への影
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響が想定される部位を抽出する。 

④ ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

荷重の組合せによる応答特性が想定される部位として抽出されなかった部位のうち，３

次元的な応答特性が想定される部位を検討する。水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ

に対し，３次元的な応答特性により，有する耐震性への影響が想定される部位を抽出する。 

⑤ ３次元ＦＥＭモデルによる精査 

３次元的な応答特性が想定される部位として抽出された部位について，３次元ＦＥＭモ

デルを用いた精査を実施し，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せにより，有する耐震

性への影響が想定される部位を抽出する。 

また，３次元的な応答特性が想定される部位として抽出されなかった部位についても，

局所応答の観点から，３次元ＦＥＭモデルによる精査を実施し，水平２方向及び鉛直方向

地震力の組合せにより，有する耐震性への影響が想定される部位を抽出する。 

局所応答に対する３次元ＦＥＭモデルによる精査は，施設の重要性，建物規模及び構造

特性を考慮し，原子炉建物について地震応答解析を行う。 

 

(2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価において，水平１方向及び鉛直

方向地震力の組合せによる局部評価の荷重又は応力の算出結果を組み合わせることにより

評価を行う場合は，米国 Regulatory Guide 1.92＊の「2.Combining Effects Caused by Three 

Spatial Components of an Earthquake」を参考として，組合せ係数法(1.0：0.4：0.4)に

基づいて地震力を設定する。 

評価対象として抽出した耐震評価上の構成部位について，構造部材の発生応力等を適切

に組み合わせることで，各部位の設計上の許容値に対する評価を実施し，各部位が有する

耐震性への影響を評価する。 

⑦ 機器・配管系への影響検討 

③及び⑤で，施設が有する耐震性への影響が想定され，評価対象として抽出された部位

が，耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大

事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）が

設置される重大事故等対処施設の機器・配管系に対し，水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認された場合，機

器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，⑤の精査にて，建物・構築物の影響の観点から抽出されなかった部位であっても，

３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析結果から，機器・配管系への影響の可能性が想定

される部位について検討対象として抽出する。 

注記＊：Regulatory Guide 1.92 “Combining modal responses and spatial components 

in seismic response analysis” 
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図 4－2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる 

影響評価のフロー（建物・構築物） 
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4.2 機器・配管系 

4.2.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法の考え方 

機器・配管系における従来の水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計手法では，

建物・構築物の振動特性を考慮し，変形するモードが支配的となり応答が大きくなる方向

（応答軸方向）に基準地震動Ｓｓを入力して得られる各方向の地震力（床応答）を用いて

いる。 

応答軸（強軸・弱軸）が明確となっている設備の耐震評価においては，水平各方向の地

震力を包絡し，変形モードが支配的となる応答軸方向に入力するなど，従来評価において

保守的な取り扱いを基本としている。 

一方，応答軸が明確となっていない設備で３次元的な広がりを持つ設備の耐震評価にお

いては，基本的に３次元のモデル化を行っており，建物・構築物の応答軸方向の地震力を

それぞれ入力し，この入力により算定される荷重や応力のうち大きい方を用いて評価を実

施している。 

更に，応答軸以外の振動モードが生じ難い構造の採用，応答軸以外の振動モードが生じ

難いサポート設計の採用といった構造上の配慮など，水平方向の入力に対して配慮した設

計とする。 

 

4.2.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

機器・配管系において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した場合に，影

響を受ける可能性がある設備（部位）の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又

は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラス

のもの）が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系並びにこれらの施設への波及的

影響防止のために耐震評価を実施する設備とする。 

対象とする設備を機種ごとに分類し，それぞれの構造上の特徴により荷重の伝達方向，

その荷重を受ける構造部材の配置及び構成等により水平２方向の地震力による影響を受け

る可能性がある設備（部位）を抽出する。 

構造上の特徴により影響の可能性がある設備（部位）は，水平２方向及び鉛直方向地震

力の組合せによる影響の検討を実施する。水平各方向の地震力が 1：1で入力された場合の

発生値の算出方法として，従来の評価結果の荷重又は算出応力等を水平２方向及び鉛直方

向に整理して組み合わせる方法又は新たな解析等により高度化した手法を用いることによ

り，水平２方向の地震力による設備（部位）に発生する荷重や応力を算出する。 

これらの検討により，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた荷重や応力の結果

が従来の発生値と同等である場合は影響のない設備とし，評価対象には抽出せず，従来の

発生値を超えて耐震性への影響が懸念される場合は，設備が有する耐震性への影響を確認

する。 

設備が有する耐震性への影響が確認された場合は，詳細な手法を用いた検討等，新たに

設計上の対応策を講じる。 
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4.2.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

機器・配管系において，従来の設計手法における水平１方向及び鉛直方向地震力の組合

せに対して，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響の可能性がある設備について，

構造及び発生値の増分の観点から抽出し，耐震性への影響を評価する。影響評価は従来設

計で用いている質点系モデルによる評価結果を用いて行うことを基本とする。 

影響評価のフローを図 4－3に示す。 

なお，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を検討する際は，地震時に水平２

方向及び鉛直方向それぞれの最大応答が同時に発生する可能性は極めて低いとした考え方

である Square-Root-of-the-Sum-of-the-Squares法（最大応答の非同時性を考慮したＳＲ

ＳＳ法）又は組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）を適用する。この組合せ方法については，現

状の耐震評価が基本的におおむね弾性範囲でとどまる体系であることに加え，国内と海外

の機器の耐震解析は，基本的に線形モデルで実施している等類似であり，水平２方向及び

鉛直方向の位相差は機器の応答にも現れることから，米国 Regulatory Guide 1.92 の

「2.Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考

としているものである。 

 

① 評価対象となる設備の整理 

耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事

故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）が設

置される重大事故等対処施設の機器・配管系並びにこれらの施設への波及的影響防止のた

めに耐震評価を実施する設備を評価対象とし，代表的な機種ごとに分類し整理する。（図 4

－3①） 

② 構造上の特徴による抽出 

機種ごとに構造上の特徴から水平２方向の地震力が重畳する観点，若しくは応答軸方向

以外の振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点にて検討を行い，水平２方向の地震力に

よる影響の可能性がある設備を抽出する。（図 4－3②） 

③ 発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平２方向の地震力が各

方向 1：1で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平１方向及び鉛直

方向地震力の組合せによる設計に対して，水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した発生

値の増分を用いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。 

また，建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討により，機器・配管系への影響の可

能性がある部位が抽出された場合は，機器・配管系への影響を評価し，耐震性への影響が

懸念される設備を抽出する。 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕度が小さい設備

（部位）を対象とする。（図 4－3③） 

④ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

③の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備が有する耐震性への影響を確認
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する。（図 4－3④） 
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図 4－3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる 

影響評価のフロー（機器・配管系） 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

①評価対象となる設備の整理 

②構造上，水平２方向及び鉛直方向 
地震力の影響の可能性がある設備か 

水平２方向及び鉛直方向地震力を 
考慮した発生荷重等を用いた検討 

③水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮 
した発生値が従来の発生値と比べて影響があるか 

④水平２方向及び鉛直方向 
地震力の組合せの影響評価（水平２方向及び 
鉛直方向地震力に対し，耐震性を有している

ことへの影響があるか） 

従来の設計手法に加えて更なる 
設計上の配慮が必要な設備 

従来の設計手法で水平２方向及び 
鉛直方向地震力は対応可能 

建物・構築物及び屋外 
重要土木構造物の検討 
による機器・配管系への 
影響検討結果 
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4.3 屋外重要土木構造物等 

4.3.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法の考え方 

従来の設計手法の考え方について，取水槽を例に表 4－1に示す。 

一般的な地上構造物では，躯体の慣性力が主たる荷重であるのに対し，屋外重要土木構

造物等＊は，おおむね地中に埋設されているため，動土圧や動水圧等の外力が主たる荷重

となる。また，屋外重要土木構造物等は，比較的単純な構造部材の配置で構成され，ほぼ

同一の断面が奥行き方向に連続する構造的特徴を有することから，３次元的な応答の影響

は小さいため，２次元断面での耐震評価を行っている。 

屋外重要土木構造物等は，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能を維持するため，

通水方向や管軸方向に対して空間を保持できるように構造部材が配置されることから，構

造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を有する。 

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさないことから，従来設

計手法では，弱軸方向を評価対象断面として，耐震設計上求められる水平１方向及び鉛直

方向地震力による耐震評価を実施している。 

図 4－4に示すとおり，従来設計手法では，屋外重要土木構造物等の構造上の特徴から，

弱軸方向の地震荷重に対して，保守的に加振方向に平行な壁部材を見込まず，垂直に配置

された構造部材のみで受け持つよう設計している。 

また，Ⅵ-2-2「耐震設計上重要な設備を設置する施設の耐震性に関する説明書」，Ⅵ-2-3

～Ⅵ-2-10の申請設備の耐震性に関する説明書及びⅥ-2-11「波及的影響を及ぼすおそれの

ある施設の耐震性に関する説明書」における屋外重要土木構造物等の耐震評価では，弱軸

方向を評価対象断面とし，水平１方向及び鉛直方向の地震力を同時に作用させて評価を行

っている。 

屋外重要土木構造物等のうち取水口及びガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，海水

の通水機能や配管等の間接支持機能を有する構造物と比較して，強軸及び弱軸が明確では

ないことから，従来設計手法では，直交２方向ともに評価対象断面として，耐震設計上求

められる水平１方向及び鉛直方向地震力による耐震評価を実施している。 

注記＊：屋外重要土木構造物，重大事故等対処施設のうち土木構造物及び波及的影響を

及ぼすおそれのある下位クラス施設のうち土木構造物を「屋外重要土木構造物

等」という。 

なお，重大事故等対処施設は以下のとおり分類される。 

・常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防

止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）

が設置される重大事故等対処施設に該当する土木構造物 

・常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備に該当する土木構

造物 
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表 4－1 従来設計手法における評価対象断面の考え方（取水槽の例） 

 横断方向の加振 縦断方向の加振 

従来設計の

評価対象断

面の考え方 

 

  

・横断方向は，加振方向に平行な壁 

部材が少なく，弱軸方向にあたる。 

・縦断方向は，加振方向に平行な側壁及 

び隔壁を耐震設計上見込むことがで 

き，強軸方向にあたる。 

・強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。 

・弱軸方向を評価対象断面とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－4 従来設計手法の考え方 
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4.3.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

屋外重要土木構造物等において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した場

合に影響を受ける可能性がある構造物の評価を行う。 

評価対象は，取水槽，取水管，取水口，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），屋外

配管ダクト（タービン建物～放水槽），Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽，屋外配管ダ

クト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物），ガスタービン発電機用軽油タンク基

礎，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽，屋外配管ダクト（ガ

スタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機），緊急時対策所用燃料地下タンク及

び波及的影響防止のために耐震評価を実施する土木構造物（免震重要棟遮蔽壁，復水貯蔵

タンク遮蔽壁，１号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡ダクト部底版，仮設耐震構台，

土留め工（親杭））とする。また，津波防護施設である防波壁，１号機取水槽流路縮小工及

び防波壁通路防波扉，津波防護施設の間接支持構造物である１号機取水槽北側壁も本評価

では屋外重要土木構造物として扱うこととし，評価対象に含める（「4.4津波防護施設，浸

水防止設備及び津波監視設備」参照）。 

表 4－2に屋外重要土木構造物等の施設分類を，表 4－3に屋外重要土木構造物及び重大

事故等対処施設の分類を示す。 

屋外重要土木構造物等を構造形式ごとに分類し，構造形式ごとに作用すると考えられる

荷重を整理し，荷重が作用する構造部材の配置等から水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せによる影響を受ける可能性のある構造形式を抽出する。 

抽出された構造形式については，従来設計手法での評価対象断面（弱軸方向）の地震応

答解析に基づく構造部材の照査において，評価対象断面（弱軸方向）に直交する断面（強

軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の発生応力等を評価し適切に組み合わせること

で，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる構造部材の発生応力を算出し，構造物

が有する耐震性への影響を確認する。 

構造物が有する耐震性への影響が確認された場合は詳細な手法を用いた検討等，新たに

設計上の対応策を講じる。 
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表 4－2 屋外重要土木構造物等の施設分類 

評価対象構造物 
施設分類 

屋外重
要土木
構造物 

重大事
故等対
処施設

＊ 
波及的
影響 

 取水槽 ○ ○ － 
 取水管 ○ ○ － 
 取水口 ○ ○ － 
 屋外配管ダクト(タービン建物～排気筒） ○ ○ － 
 屋外配管ダクト(タービン建物～放水槽） ○ － － 
 Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 ○ ○ － 
 屋外配管ダクト(Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タ

ンク～原子炉建物） ○ ○ － 
 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 － ○ － 
 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 － ○ － 
 第１ベントフィルタ格納槽 － ○ － 
屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油

タンク ～ガスタービン発電機） － ○ － 

緊急時対策所用燃料地下タンク － ○ － 
免震重要棟遮蔽壁 － － ○ 
復水貯蔵タンク遮蔽壁 － － ○ 
1号機取水槽ピット部及び１号機取水槽漸拡

ダクト部底版 
－ － ○ 

仮設耐震構台 － － ○ 

土留め工（親杭） － － ○ 

注記＊：重大事故等対処施設は以下のとおり分類される。 

・常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備に該当する土木構造物 

・常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止 

設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの） 

が設置される重大事故等対処施設に該当する土木構造物 
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表 4－3 屋外重要土木構造物及び重大事故等対処施設の分類 
① ② ③

浸水防止
設備

津波監視
設備

原子炉補機海水ポンプ ○ － － ○

原子炉補機海水ストレーナ ○ － － ○

原子炉補機海水系　配管・弁 ○ － － ○

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ○ － － ○

高圧炉心スプレイ補機海水ストレーナ ○ － － ○

高圧炉心スプレイ補機海水系　配管・弁 ○ － － ○

タービン補機海水ポンプ － ○ － －
＊2

タービン補機海水系　配管・弁（ポンプ出口～第二出口
弁）

－ ○ － －＊2

循環水ポンプ － ○ － －＊2

循環水系　配管・弁（ポンプ出口～タービン建物外壁） － ○ － －
＊2

除じんポンプ － ○ － －
＊2

除じん系　配管・弁（ポンプ入口配管，ポンプ出口～取水
槽海水ポンプエリア境界壁）

－ ○ － －
＊2

貫通部止水処置 － ○ － －＊2

取水槽除じん機エリア防水壁 － ○ － －＊2

取水槽除じん機エリア水密扉 － ○ － －
＊2

取水槽漏えい検知器 － ○ － －＊2

取水槽床ドレン逆止弁 － ○ － －
＊2

取水槽水位計 － － ○ －＊2

非常用ガス処理系　配管・弁 ○ － － ○

非常用ディーゼル発電設備 A-燃料配管　配管・弁 ○ － － ○

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備 燃料配管　配
管・弁

○ － － ○

非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料移送ポンプ ○ － － ○
非常用ディーゼル発電設備 B-ディーゼル燃料貯蔵タンク ○ － － ○

非常用ディーゼル発電設備 B-燃料配管　配管・弁 ○ － － ○

屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵
タンク～原子炉建物）

○ － ○ 非常用ディーゼル発電設備 B-燃料配管　配管・弁 ○ － － ○

非常用ディーゼル発電設備 A-燃料配管　配管・弁 ○ － － ○

原子炉補機海水系　配管（放水配管） － ○ － －＊2

タービン補機海水系　配管・弁（放水配管）（逆止弁下
流）

－ ○ － －＊2

液体廃棄物処理系　配管・弁（逆止弁下流） － ○ － －＊2

タービン建物漏えい検知器（屋外配管ダクト（タービン建
物～放水槽））

－ ○ － －＊2

貫通部止水処置 － ○ － －＊2

取水管＊1 ○ ○ － － － － － －

取水口＊1 ○ ○ － － － － － －

第１ベントフィルタ　スクラバ容器 － － － ○

第１ベントフィルタ　銀ゼオライト容器 － － － ○

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（低レンジ） － － － ○

圧力開放板 － － － ○

格納容器フィルタベント系　配管・弁 － － － ○

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ） － － － ○

スクラバ容器圧力 － － － ○

スクラバ容器温度 － － － ○

スクラバ容器水位 － － － ○

低圧原子炉代替注水ポンプ － － － ○

低圧原子炉代替注水系　配管・弁 － － － ○

SAロードセンタ － － － ○

SA1コントロールセンタ － － － ○

代替注水流量（常設） － － － ○

低圧原子炉代替注水槽水位 － － － ○

低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 － － － ○

緊急時対策所用燃料地下タンク － ○ － － － － － －

ガスタービン発電機用軽油タンク － － － ○

ガスタービン発電機 燃料配管　配管・弁 － － － ○

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用
軽油タンク～ガスタービン発電機）

－ － ○ ガスタービン発電機 燃料配管　配管・弁 － － － ○

　　＊3：低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽のうち低圧原子炉代替注水槽

常設重大事故等対処施設：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度
　　　　　　　　　　　　分類がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設に該当する土木構造物

耐震：耐震重要施設（浸水防止設備，津波監視設備を除く）

注記＊1：非常用取水設備

　　＊2：常設重大事故等対処設備に対する浸水防止設備又は津波監視設備

常設重大事故等対処設備：常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備に該当する土木構造物

第１ベントフィルタ格納槽 － － ○

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 － ○
＊3 ○

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 － － ○

屋外重要土木構造物：Ｓクラスの機器・配管系を間接支持する支持機能若しくは非常時における海水の通水機能を求められる土木構造物

Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納槽 ○ － ○

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） ○ － 〇

取水槽
＊1 ○ ○ ○

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） ○ － ○

設備名称

①又は③に設置される設備

屋外重要
土木構造物

常設重大
事故等対
処設備

常設重大
事故等対
処施設

名称 耐震

耐津波
常設重大
事故等対
処設備
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4.3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

屋外重要土木構造物等において，従来の設計手法における水平１方向及び鉛直方向地震

力の組合せに対して，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響の可能性がある構造

物について，構造形式及び作用荷重の観点から影響評価の対象とする構造物を抽出し，構

造物が有する耐震性への影響を評価する。 

影響評価のフローを図 4－5に示す。 

(1) 影響評価対象構造物の抽出 

① 構造形式の分類 

評価対象構造物について，各構造物の構造上の特徴や従来設計手法の考え方を踏まえ，

構造形式ごとに大別する。 

② 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を抽出する。 

③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

②で整理した荷重に対して，構造形式ごとにどのように作用するかを整理し，耐震性に

与える影響程度を検討した上で，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定さ

れる構造形式を抽出する。 

④ 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定される箇所の抽出 

③で抽出されなかった構造形式について，従来設計手法における評価対象断面以外の箇

所で，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響により３次元的な応答が想定される

箇所を抽出する。 

⑤ 従来設計手法の妥当性の確認 

④で抽出された箇所が，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対して，従来設計手

法における評価対象断面の耐震評価で満足できるか検討を行う。 
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(2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

評価対象として抽出された構造物について，従来設計手法での評価対象断面（弱軸方向）

の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価対象断面（弱軸方向）に直交する

断面（強軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の発生応力等を適切に組み合わせるこ

とで，水平２方向及び鉛直方向地震力による構造部材の発生応力を算出するとともに構造

部材の設計上の許容値に対する評価を実施し，構造物が有する耐震性への影響を確認する。 

評価手法については，評価対象構造物の構造形式を考慮して選定する。 

⑦ 機器・配管系への影響検討 

評価対象として抽出された構造物が，耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備，

常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震

重要度分類がＳクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系の間接支

持構造物である場合には，機器・配管系に対して，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認された場合，機

器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，④及び⑤の精査にて，屋外重要土木構造物等の影響の観点から抽出されなかった

部位であっても，地震応答解析結果から機器・配管系への影響の可能性が想定される部位

については検討対象として抽出する。 
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図 4－5 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる 

影響評価のフロー（屋外重要土木構造物等） 
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②従来設計手法における評価対象断面 
に対して直交する荷重の整理 

④従来設計手法における評価対象断面 
以外の３次元的な応答特性が 

想定される箇所の抽出 

 

①構造形式の分類 

（構造上の特徴や従来設計手法の考え方を 

踏まえた類型化） 

従来の設計手法で水平２方 
向及び鉛直方向の地震力は 

対応可能 

従来の設計手法に加えて 
更なる設計上の配慮が 

必要な構造物 

⑦機器・ 
配管系へ 

の影響検討 

 

評価対象部位 

  

⑤従来設計手法の妥当性の確認 
（従来設計手法における耐震評価で 

包絡できない箇所か） 

③荷重の組合せによる応答特性が 
想定される構造形式か 

⑥水平２方向及び鉛直方向地震力の組
合せの影響評価（水平２方向及び鉛直
方向地震力に対し，耐震性を有してい

ることへの影響があるか） 
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4.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備は，「建物・構築物」，「機器・配管系」又は

「屋外重要土木構造物等」に区分し設計をしていることから，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せの影響評価は，施設及び設備の区分に応じて「4.1 建物・構築物」，「4.2 機器・配

管系」又は「4.3 屋外重要土木構造物等」の方針に基づいて実施する。 
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Ⅵ-2-1-9 機能維持の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「4. 設計用地震力」に示す設計用地震力

の算定法及び「5. 機能維持の基本方針」に示す機能維持の考え方に基づき，設計基準対象施設

及び重大事故等対処施設の機能維持に関する基本的な考え方を説明するものである。 
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2. 機能維持の確認に用いる設計用地震力 

機能維持の確認に用いる設計用地震力については，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」の「4. 設

計用地震力」に示す設計用地震力の算定法に基づくこととし，具体的な算定法は表 2－1に示す。 
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表 2－1 設計用地震力 

 

(1) 静的地震力 

（設計基準対象施設） 

静的地震力及び必要保有水平耐力は，次の地震層せん断力係数及び震度に基づき算定する。 

種別 
耐震 

クラス 

地震層せん断力係数 

及び水平震度 

地震層せん断力係数 

（必要保有水平耐力算出用） 
鉛直震度 

建物・構築物＊5 

Ｓ 3.0・Ｃｉ＊1 1.0・Ｃｉ＊2 
1.0・Ｃｖ＊3 

（0.24） 

Ｂ 1.5・Ｃｉ＊1 1.0・Ｃｉ＊2 － 

Ｃ 1.0・Ｃｉ＊1 1.0・Ｃｉ＊2 － 

機器・配管系 

Ｓ 3.6・Ｃｉ＊1 － 
1.2・Ｃｖ＊3 

（0.29） 

Ｂ 1.8・Ｃｉ＊1 － － 

Ｃ 1.2・Ｃｉ＊1 － － 

土木構造物 Ｃ 1.0・Ｃｉ＊1 － － 

浸水防止設備＊4 Ｓ 3.6・Ｃｉ＊1 － 
1.2・Ｃｖ＊3 

（0.29） 

注記＊1：Ｃｉは，標準せん断力係数を 0.2とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮し

て求められる値で次式に基づく。 

     Ｃｉ＝Ｒｔ・Ａｉ・Ｃ０ 

      Ｒｔ：振動特性係数 0.8 

Ａｉ：Ｃｉの分布係数 

Ｃ０：標準せん断力係数 0.2 

＊2：Ｃｉは，標準せん断力係数を 1.0とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮し

て求められる値で次式に基づく。 

     Ｃｉ＝Ｒｔ・Ａｉ・Ｃ０ 

      Ｒｔ：振動特性係数 0.8 

Ａｉ：Ｃｉの分布係数 

Ｃ０：標準せん断力係数 1.0 

＊3：震度 0.3 とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮し，高さ方向に一定とす

る。また次式より求めた値を表に記載した。 

Ｃｖ＝0.3・Ｒｖ 

Ｒｖ：振動特性係数 0.8 

＊4：浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管に適用する。 

＊5：原子炉格納容器については，建物・構築物の静的地震力を適用する。 
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（重大事故等対処施設） 

静的地震力は，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，常設重大事故 

防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラスのも

の）及び当該設備が設置される重大事故等対処施設に適用するものとし，以下の地震層せん断

力係数及び震度に基づき算定する。 

種別 

＊1 

設備分類 

施設区分 

＊2 

耐震 

クラス 

地震層せん断力係数

及び水平震度 

地震層せん断力係数 

（必要保有水平耐力算出用） 
鉛直震度 

建物・ 

構築物 

② Ｂ 1.5・Ｃｉ＊3 1.0・Ｃｉ＊4 － 

② Ｃ 1.0・Ｃｉ＊3 1.0・Ｃｉ＊4 － 

機器・ 

配管系 

① Ｂ 1.8・Ｃｉ＊3 － － 

① Ｃ 1.2・Ｃｉ＊3 － － 

土木構造物 ① Ｃ 1.0・Ｃｉ＊3 － － 

注記＊1：重大事故等対処施設の設備分類及び施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防止設

備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラスのも

の） 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

＊2：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度

分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が属する耐震重要度分類のクラ

ス 

＊3：Ｃiは標準せん断力係数を 0.2とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮して

求められる値で次式に基づく。 

Ｃi＝Ｒt・Ａi・Ｃ０ 

Ｒt：振動特性係数 0.8 

Ａi：Ｃiの分布係数 

Ｃ０：標準せん断力係数 0.2 

＊4：Ｃiは標準せん断力係数を 1.0とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮して

求められる値で次式に基づく。 

Ｃi＝Ｒt・Ａi・Ｃ０ 

Ｒt：振動特性係数 0.8 

Ａi：Ｃiの分布係数 

Ｃ０：標準せん断力係数 1.0 
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(2) 動的地震力 

（設計基準対象施設） 

動的地震力は，以下の入力地震動に基づき算定する。 

種別 
耐震 

クラス 

入力地震動 

水平 鉛直 

建物・ 

構築物 

Ｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

Ｂ 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2＊1 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2＊1 

機器・ 

配管系 

Ｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

Ｂ 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2＊1 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2＊1 

土
木
構
造
物 

屋外重要 

土木構造物 
Ｃ 基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

津波防護施設・ 

浸水防止設備＊2・ 

津波監視設備 

Ｓ 基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

注記＊1：水平方向及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある施設に適用する。 

＊2：浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管については，基準地震動Ｓｓ及び弾

性設計用地震動Ｓｄによる地震力を適用する。 
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（重大事故等対処施設） 

動的地震力は，重大事故等対処施設の設備分類及び施設区分に応じて，以下の入力地震動に 

基づき算定する。 

  注記＊1：重大事故等対処施設の設備分類及び施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防止

設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラス

のもの） 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該

設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの） 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

⑦：緊急時対策所 

＊2：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重

要度分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が属する耐震重要度分

類のクラス 

また，常設重大事故緩和設備については，当該クラスをＳと表記する。 

＊3：事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震

力と組み合わせる。 

＊4：水平方向及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある施設に適用する。 

＊5：屋外重要土木構造物の機能を代替する重大事故等対処施設に適用する。 

  

種別 

＊1 

設備分類 

施設区分 

＊2 

耐震 

クラス 

入力地震動 

水平 鉛直 

建物・ 

構築物 

＊3 

③，④， 

⑤，⑥，⑦ 

Ｓ 
弾性設計用地震動Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

①，② Ｂ 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2＊4 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2＊4 

機器・ 

配管系 

＊3 

③，⑤ 
Ｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 弾性設計用地震動Ｓｄ 

基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

① Ｂ 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2＊4 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2＊4 

土木構造物 
③，⑤ Ｓ 基準地震動Ｓｓ 基準地震動Ｓｓ 

①，④，⑥ Ｃ 基準地震動Ｓｓ＊5 基準地震動Ｓｓ＊5 
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(3) 設計用地震力 

（設計基準対象施設） 

種別 
耐震 

クラス 

設計用地震力 
摘要 

水平 鉛直 

建物・ 

構築物 

Ｓ 

地震層せん断力係数 

3.0・Ｃｉ 

に基づく地震力 

静的震度 

1.0・Ｃｖ（0.24） 

に基づく地震力 

＊1，＊3 

荷重の組合せは，水平

方向及び鉛直方向が静

的地震力の場合は同時

に不利な方向に作用す

るものとし，絶対値和

による。 

水平方向及び鉛直方向

が動的地震力の場合は

組合せ係数法による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

＊1 

荷重の組合せは，組合

せ係数法による。 

Ｂ 

地震層せん断力係数 

1.5・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ － 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2 

に基づく地震力＊2 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2 

に基づく地震力＊2 

荷重の組合せは，組合

せ係数法による。 

Ｃ 

地震層せん断力係数 

1.0・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ － 

機器・ 

配管系 
Ｓ 

静的震度 

3.6・Ｃｉ 

に基づく地震力 

静的震度 

1.2・Ｃｖ（0.29） 

に基づく地震力 

＊3，＊4 

荷重の組合せは，水平

方向及び鉛直方向が静

的地震力の場合は同時

に不利な方向に作用す

るものとし，絶対値和

による。 

水平方向及び鉛直方向

が動的地震力の場合は

二乗和平方根（ＳＲＳ

Ｓ）法又は組合せ係数

法による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

＊4 

荷重の組合せは，二乗

和平方根（ＳＲＳＳ）

法又は組合せ係数法に

よる。 
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種別 
耐震 

クラス 

設計用地震力 
摘要 

水平 鉛直 

機器・配管系 

Ｂ 

静的震度 

1.8・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ 
＊4，＊5 

水平方向及び鉛直方向

が動的地震力の場合は

二乗和平方根（ＳＲＳ

Ｓ）法又は組合せ係数

法による。 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2 

に基づく地震力＊2 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2 

に基づく地震力＊2 

Ｃ 
静的震度 

1.2・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ － 

土
木
構
造
物 

屋外重要 

土木構造物 
Ｃ 

静的震度 

1.0・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ － 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

鉛直地震力は，水平地

震力と同時に作用する

ものとする。 

その他の 

土木構造物 
Ｃ 

静的震度 

1.0・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ － 

津波防護施設・ 

浸水防止設備＊6・ 

津波監視設備 

Ｓ 基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

＊4 

荷重の組合せは，鉛直

地震力と水平地震力の

同時作用，組合せ係数

法又は二乗和平方根

（ＳＲＳＳ）法によ

る。 

注記＊1：建物・構築物のうち原子炉格納容器については，水平方向及び鉛直方向が動的地震力の 

場合は二乗和平方根（ＳＲＳＳ）法，組合せ係数法又は絶対値和を適用する。 

＊2：水平及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある施設に適用する。 

＊3：水平方向における動的と静的の大きい方の地震力と，鉛直方向における動的と静的の大 

きい方の地震力とを，絶対値和で組み合わせてもよいものとする。 

＊4：水平方向における動的地震力と，鉛直方向における動的地震力とを，絶対値和で組み合わ

せてもよいものとする。 

＊5：水平方向における動的と静的の大きい方の地震力と，鉛直方向における動的地震力とを，

絶対値和で組み合わせてもよいものとする。 

＊6：浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管については，Ｓクラスの機器・配管系に対す

る設計用地震力を適用する。 
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（重大事故等対処施設） 

種別 

＊1 

設備分類 

施設区分 

＊2 

耐震 

クラス 

設計用地震力 

摘要 
水平 鉛直 

建物・ 

構築物 

＊3 

③，④， 

⑤，⑥，

⑦ 

Ｓ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

＊4 

荷重の組合せ

は，組合せ係数

法による。 基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

①，② 

Ｂ 

地震層せん断力係数 

1.5・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ － 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2 

に基づく地震力＊5 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2 

に基づく地震力＊5 

荷重の組合せ

は，組合せ係数

法による。 

Ｃ 

地震層せん断力係数 

1.0・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ － 

機器・ 

配管系 

＊3 

③，⑤ 
Ｓ 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

＊6 

荷重の組合せ

は，二乗和平方

根（ＳＲＳＳ）

法又は組合せ係

数法による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

に基づく地震力 

① 

Ｂ 

静的震度 

1.8・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ 

＊6，＊7 

水平方向及び鉛
直方向が動的地
震力の場合は二
乗和平方根（Ｓ
ＲＳＳ）法又は
組合せ係数法に
よる。 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2 

に基づく地震力＊5 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ・1/2 

に基づく地震力＊5 

Ｃ 

静的震度 

1.2・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ － 

土木 

構造物 

③，⑤ Ｓ 
基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力 

鉛直地震力は，

水平地震力と同

時に作用するも

のとする。 

①，④，

⑥ 
Ｃ 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力＊8 

基準地震動Ｓｓ 

に基づく地震力＊8 

鉛直地震力は，

水平地震力と同

時に作用するも

のとする。 

① Ｃ 

静的震度 

1.0・Ｃｉ 

に基づく地震力 

－ － 
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注記＊1：重大事故等対処施設の設備分類及び施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防止設

備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラスのも

の） 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設

備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの） 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

⑦：緊急時対策所 

＊2：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要

度分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が属する耐震重要度分類の

クラス 

また，常設重大事故緩和設備については，当該クラスをＳと表記する。 

＊3：事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力

と組み合わせる。 

＊4：建物・構築物のうち原子炉格納容器については，水平方向及び鉛直方向が動的地震力の

場合は二乗和平方根（ＳＲＳＳ）法，組合せ係数法又は絶対値和を適用する。 

＊5：水平方向及び鉛直方向の地震動に対して共振のおそれのある施設に適用する。 

＊6：水平方向における動的地震力と，鉛直方向における動的地震力とを，絶対値和で組み合

わせてもよいものとする。 

＊7：水平方向における動的と静的の大きい方の地震力と，鉛直方向における動的地震力と

を，絶対値和で組み合わせてもよいものとする。 

＊8：屋外重要土木構造物の機能を代替する重大事故等対処施設に適用する。 
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3. 構造強度 

3.1 構造強度上の制限 

発電用原子炉施設の耐震設計については，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「5.1 構

造強度」に示す考え方に基づき，設計基準対象施設における各耐震重要度及び重大事故等対処

施設の施設区分に応じた設計用地震力が加わった場合，これらに生じる応力とその他の荷重に

よって生じる応力の合計値等を許容限界以下とする設計とする。 

許容限界は，施設の種類及び用途を考慮し，安全機能が維持できるように十分に余裕を見込

んだ値とする。 

地震力による応力とその他の荷重による応力の組合せに対する許容値は，表 3－1に示すとお

りとする。 

機器・配管系の基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄのみによる疲労解析に用いる等価

繰返し回数は，設置場所等に関係なく複数の設備に対して適用が可能になるように設定した値

（基準地震動Ｓｓ：150回，弾性設計用地震動Ｓｄ：300回），又は設備ごとに個別に設定した

値を用いる。 

また，建物・構築物の保有水平耐力は，必要保有水平耐力に対して，妥当な安全余裕を有す

る設計とする。支持性能が必要となる施設の基礎地盤については，接地圧が安全上適切と認め

られる規格及び基準等による地盤の支持力度と比べて妥当な安全余裕を有する設計とし，設計

基準対象施設における耐震重要度及び重大事故等対処施設の施設区分に応じた許容限界を設定

する。 

耐震設計においては，地震力に加えて，自然条件として積雪荷重及び風荷重を組み合わせる。 

積雪荷重及び風荷重の設定フローを図 3－1に示す。積雪荷重については，屋外に設置されて

いる施設のうち，積雪による受圧面積が小さい施設，又は埋設構造物等常時の荷重に対して積

雪荷重の割合が無視できる施設を除き，地震力と組み合わせる。また，風荷重については，屋

外に設置されている施設のうち，コンクリート構造物等の自重が大きい施設を除いて，風荷重

の影響が地震力と比べて相対的に無視できないような構造，形状及び仕様の施設においては，

地震力と組み合わせる。表 3－2に施設の区分ごとの，積雪荷重及び風荷重の組合せを示す。 

通常運転時の状態，運転時の異常な過渡変化時の状態及び事故時の状態については，次のよ

うに定義される運転状態Ⅰ，運転状態Ⅱ，運転状態Ⅲ，運転状態Ⅳ及び運転状態Ⅴのそれぞれ

の状態として考慮する。 

 

(1) 「運転状態Ⅰ」とは，発電用原子炉施設の通常運転時の状態をいう。ここで通常運転とは，

運転計画等で定める起動，停止，出力運転，高温待機，燃料取替等の発電用原子炉施設の運

転をいう。 

(2) 「運転状態Ⅱ」とは，運転状態Ⅰから逸脱した運転状態であって，運転状態Ⅲ，運転状態Ⅳ，

運転状態Ⅴ及び試験状態以外の状態をいう。「試験状態」とは，耐圧試験により原子炉施設

に最高使用圧力を超える圧力が加えられている状態をいう。 

(3) 「運転状態Ⅲ」とは，発電用原子炉施設の故障，異常な作動等により原子炉の運転の停止が

緊急に必要とされる運転状態をいう。 
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(4) 「運転状態Ⅳ」とは，発電用原子炉施設の安全性を評価する観点から異常な状態を想定した

運転状態をいう。 

(5) 「運転状態Ⅴ」とは，発電用原子炉施設が重大事故に至るおそれがある事故，又は重大事故

の状態で，重大事故等対処施設の機能が必要とされる運転状態をいう。なお，Ⅵ-3「強度に

関する説明書」に記載の「運転状態Ⅳを超える事象」に相当するものである。  
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容限界 

(1) 建物・構築物 

（設計基準対象施設） 

 

耐震クラス 荷重の組合せ 

許容限界 

建物・構築物 
基礎地盤の 

支持性能 

建
物
・
構
築
物 

Ｓクラス 

 

 

     ＊1 

Ｇ＋Ｐ＋Ｓｄ* 

質点系モデルによる地震応答解析の最

大せん断ひずみがおおむね弾性状態に

とどまる範囲で耐えること又は部材に

生じる応力が短期許容応力度に基づく

許容値若しくは CCV規格＊2，＊3における

荷重状態Ⅲの許容値を超えないことと

する。 

地盤の短期許容

支持力度とす

る。 

Ｇ＋Ｐ＋ＳＳ 

質点系モデルによる地震応答解析の最

大せん断ひずみが2.0×10-3を超えない

こと，部材に生じる応力が終局耐力に

対し妥当な安全余裕を有していること

又は部材に生じる応力若しくはひずみ

が CCV 規格＊2における荷重状態Ⅳの許

容値を超えないこととする。 

地盤の極限支持

力度に対して妥

当な安全余裕を

持たせる。 

Ｂクラス Ｇ＋Ｐ＋ＳＢ 
部材に生じる応力が短期許容応力度に

基づく許容値を超えないこととする。 

地盤の短期許容

支持力度とす

る。 

Ｃクラス Ｇ＋Ｐ＋ＳＣ 
部材に生じる応力が短期許容応力度に

基づく許容値を超えないこととする。 

地盤の短期許容

支持力度とす

る。 

〔記号の説明〕 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｄ*：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラスの施設に適用される静的地震力

のいずれか大きいほうの地震力 

ＳＳ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ＳＢ：Ｂクラスの施設に適用される静的地震力又は動的地震力 

ＳＣ：Ｃクラスの施設に適用される静的地震力 

注：屋外配管ダクト（排気筒）の耐震評価は表 3－1(3)を適用 

注記＊1：設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重のうち長時間その作用が続く荷重は，弾性 

設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力と組み合わせる。 

＊2：発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，

2003） 

＊3：燃料プール（キャスク置場を含む）の耐震評価に適用 
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（重大事故等対処施設） 

 ＊1 

設備分類 

施設区分 

＊2 

耐震クラス 荷重の組合せ 

許容限界 

建物・構築物 
基礎地盤の 

支持性能 

建
物
・
構
築
物 

③，④，

⑤，⑥，⑦ 
Ｓクラス Ｇ＋Ｐ＋Ａ＋ＳＳ 

要求機能が維持される

こととする。 

地盤の極限支持力度に

対して妥当な安全余裕

を持たせる。 

①，② 

Ｂクラス Ｇ＋Ｐ＋ＳＢ 

部材に生じる応力が短

期許容応力度に基づく

許容値を超えないこと

とする。 

地盤の短期許容支持力

度とする。 

Ｃクラス Ｇ＋Ｐ＋ＳＣ 

部材に生じる応力が短

期許容応力度に基づく

許容値を超えないこと

とする。 

地盤の短期許容支持力

度とする。 

〔記号の説明〕 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ａ ：重大事故等時の状態で施設に作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれの

ある事象による荷重，又は重大事故等時の状態で施設に作用する荷重のうち長期的な荷重 

ＳＳ：基準地震動Ｓｓによる地震力 

ＳＢ：Ｂクラスの施設に適用される地震動より求まる地震力又はＢクラスの施設に適用される静 

的地震力 

ＳＣ：Ｃクラスの施設に適用される静的地震力 

注：屋外配管ダクト（排気筒）の耐震評価は表 3－1(3)を適用 

注記＊1：重大事故等対処施設の設備分類及び施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防止設

備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラスのも

の） 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設

備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの） 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

⑦：緊急時対策所 

＊2：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要

度分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）が属する耐震重要度分類の

クラス 

また，常設重大事故緩和設備については，当該クラスをＳと表記する。 
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(2) 機器・配管系 

a. 記号の説明 

Ｄ ：死荷重 

Ｐ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せが独立な運転状態Ⅳ，

Ⅴは除く。）における圧力荷重 

Ｍ ：地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転状態（地震との組合せ

が独立な運転状態Ⅳ，Ⅴは除く。）で設備に作用している機械的荷重 

各運転状態におけるＰ及びＭについては，安全側に設定された値（最高使用圧力，

設計機械荷重等）を用いてもよい。 

ＰＬ ：地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている圧力

荷重 

ＭＬ ：地震との組合せが独立な運転状態Ⅳの事故の直後を除き，その後に生じている死荷

重及び地震荷重以外の機械的荷重 

ＰＤ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属事象

として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含む。）又は当該設備に設

計上定められた最高使用圧力による荷重 

ＭＤ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属事象

として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含む。）又は当該設備に設

計上定められた機械的荷重 

Ｐｄ ：当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

Ｍｄ ：当該設備に設計上定められた機械的荷重 

ＰＳＡＬ ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））に作用する圧力荷重 

ＭＳＡＬ ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））に作用する機械的荷重 

ＰＳＡＬＬ ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）で長期的（長期（Ｌ））より更に長期的（長期

（ＬＬ））に作用する圧力荷重 

ＭＳＡＬＬ ：重大事故等時の状態（運転状態Ｖ）で長期的（長期（Ｌ））より更に長期的（長期

（ＬＬ））に作用する機械的荷重 

ＰＳＡＤ ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設計

上定められた設計圧力による荷重 

ＭＳＡＤ ：重大事故等時の状態（運転状態Ⅴ）における運転状態等を考慮して当該設備に設計

上定められた機械的荷重 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力 

Ｓｄ* ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又はＳクラス設備に適用される静的地震

力のいずれか大きい方の地震力 

Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ＳＢ ：Ｂクラス設備に適用される地震動より定まる地震力又は静的地震力 

ＳＣ ：Ｃクラス設備に適用される静的地震力 
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ⅢＡＳ ：発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9月）（以下「設計・

建設規格」という。）の供用状態Ｃ相当の許容応力を基準として，それに地震によ

り生じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

ⅣＡＳ ：設計・建設規格の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，それに地震により生 

じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

ⅤＡＳ ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力状態を基本として，それに地震により生

じる応力に対する特別な応力の制限を加えた許容応力状態 

ＢＡＳ ：Ｂクラス設備の地震時の許容応力状態 

ＣＡＳ ：Ｃクラス設備の地震時の許容応力状態 

Ｓｙ ：設計降伏点  設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 8に規定される値 

Ｓｕ ：設計引張強さ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 9に規定される値 

Ｓｍ ：設計応力強さ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 1に規定される値 

ただし，耐圧部テンションボルトにあっては設計・建設規格 付録

材料図表 Part5表 2に規定される値 

Ｓ ：許容引張応力 設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 5又は表 6に規定される値 

ただし，クラスＭＣ容器にあっては設計・建設規格 付録材料図表

Part5表 3に規定される値 

また，耐圧部テンションボルトについては，クラスＭＣにあっては

設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 4に規定される値 

その他については設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 7に規定

される値 

Ｆ ：設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に規定される値 

ｆｔ ：許容引張応力 支持構造物（ボルト等を除く。）に対して設計・建設規格 SSB-

3121.1(1)により規定される値 

ボルト等に対して設計・建設規格 SSB-3131(1)により規定される

値 

ｆｓ ：許容せん断応力 支持構造物（ボルト等を除く。）に対して設計・建設規格 SSB-

3121.1(2)により規定される値 

ボルト等に対しては，設計・建設規格 SSB-3131(2)により規定さ

れる値 

ｆｃ ：許容圧縮応力 支持構造物（ボルト等を除く。）に対して設計・建設規格 SSB-

3121.1(3)により規定される値 

ｆｂ ：許容曲げ応力 支持構造物（ボルト等を除く。）に対して設計・建設規格 SSB-

3121.1(4)により規定される値 

ｆｐ ：許容支圧応力 支持構造物（ボルト等を除く。）に対して設計・建設規格 SSB-

3121.1(5)により規定される値 
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ｆｔ
 
，ｆｓ

 
，ｆc

 
，ｆｂ

 
，ｆｐ

  

上記のｆｔ，ｆS，ｆｃ，ｆｂ，ｆｐの値を算出する際に設計・建設規格 付録材料図表 Part5

表 8 に規定する値とあるのを設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に規定する値の

1.2倍の値と読み替えて計算した値 

ただし，その他の支持構造物の上記ｆｔ～ｆｐ
 においては，設計・建設規格 SSB-3121.1(1)a

のＦ値はＳｙ及び 0.7・Ｓｕのいずれか小さい方の値 

ただし，使用温度が 40℃を超えるオーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金にあ

っては，1.35・Ｓｙ，0.7・Ｓｕ又はＳｙ(ＲＴ)のいずれか小さい方の値 

また，Ｓｙ(ＲＴ)は 40℃における設計降伏点の値 

ＴＬ ：形式試験により支持構造物が破損するおそれのある荷重(N)（同一仕様につき 3個

の試験の最小値又は 1個の試験の 90％） 

Ｓｙｄ ：最高使用温度における設計降伏点 設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 8に規

定される値 

Ｓｙｔ ：試験温度における設計降伏点 設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 8に規定さ

れる値 

ＡＳＳ ：オーステナイト系ステンレス鋼 

ＨＮＡ ：高ニッケル合金 

 

  

＊
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＊
 

＊
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＊
 



 

 

 

18
 

S2 補 Ⅵ-2-1-9 R1 

b. 荷重の組合せ及び許容応力 

(a) Ｓクラスの機器・配管系，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備及び常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する

耐震重要度分類がＳクラスのもの）の機器・配管系 

イ. クラス１容器及び重大事故等クラス２容器（クラス１容器） 

（クラス１容器） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

特別な応力限界 

純せん 

断応力 
支圧応力 

Ｓ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｓｙと
2

3
・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については 1.2・Ｓｍとす

る。 

左欄の 

α倍の値＊6 

3・Ｓｍ
＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震動

のみによる応力振幅

について評価する。 

＊3，＊4 

Ｓｄ又はＳｓ地震動

のみによる疲労解析

を行い，運転状態Ⅰ，

Ⅱにおける疲労累積

係数との和が 1.0 以

下であること。 

0.6・Ｓｍ
 

＊5 

Ｓｙ 

（1.5・Ｓｙ） 

＊1 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

ⅣＡＳ 

2

3
・Ｓｕ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については
2

3
・Ｓｕと 

2.4・Ｓｍの小さい方 

左欄の 

α倍の値＊6 
0.4・Ｓｕ 

＊5 

Ｓｕ 

（1.5・Ｓｕ） 
Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

注記＊1：非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては，許容応力状態ⅢＡＳとする。 

＊2：3・Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊3：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊4：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数を 1.0以下とする。 

＊5：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 

＊6：設計・建設規格 PVB-3111 に基づき，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は 1.5 のいずれか小さい方の値（α）を用いる。  
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（重大事故等クラス２容器（クラス１容器）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

特別な応力限界 

純せん 

断応力 
支圧応力 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

ⅣＡＳ 
2

3
・Ｓｕ 

ただし，ＡＳＳ及び

ＨＮＡについては

2

3
・Ｓｕと 

2.4・Ｓｍの小さい方 

左欄の 

α倍の値＊6 

3・Ｓｍ
＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる応力

振幅について評価

する。 

＊3，＊4 

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる疲労

解析を行い，運転状

態Ⅰ，Ⅱにおける疲

労累積係数との和

が 1.0 以下である

こと。 

0.4・Ｓｕ
 

Ｓｕ
＊5

 

（1.5・Ｓｕ） 

＊1 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

 Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

右に示すⅣＡＳ

の許容限界を用

いる。）  Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1：非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては，許容応力状態ⅢＡＳとする。 

＊2：3・Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊3：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要 

ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊4：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数を 1.0以下とする。 

＊5：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 

＊6：設計・建設規格 PVB-3111 に基づき，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は 1.5のいずれか小さい方の値（α）を用いる。 

  



 

 

 

20
 

S2 補 Ⅵ-2-1-9 R1 

ロ. クラスＭＣ容器及び重大事故等クラス２容器（クラスＭＣ容器） 

（クラスＭＣ容器） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

特別な応力限界＊8 

純せん 

断応力 
支圧応力 

Ｓ 

 Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては 1.2・Ｓとする。 

左欄の 

α倍の値＊7 

3・Ｓ＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地

震動のみによる

応力振幅につい

て評価する。 

＊3，＊4 

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる疲労

解析を行い，運転状

態Ⅰ，Ⅱにおける疲

労累積係数との和

が 1.0 以下である

こと。 

0.6・Ｓ 
Ｓｙ

＊5
 

（1.5・Ｓｙ） 

 Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊1 

 Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

ⅣＡＳ 

構造上の連続な部分は，

0.6・Ｓｕ，不連続な部分は，

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については，構造上の連続

な部分は 2・Ｓと 0.6・Ｓｕ

の小さい方，不連続な部分

は 1.2・Ｓとする。 

左欄の 

α倍の値＊7 
0.4・Ｓｕ 

Ｓｕ
＊5

 

（1.5・Ｓｕ） 

 Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊6 

注記＊1：ＰＬは，冷却材喪失事故後10-1年後の最大内圧を考慮する。 

＊2：3・Ｓを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。ＳｍはＳと読み替える。）の簡易弾塑性解析

を用いる。 

＊3：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要 

   ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊4：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数を1.0以下とする。 
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＊5：( )内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 

＊6：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造体全体としての安全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最大内圧と

の組合せを考慮する。 

＊7：設計・建設規格 PVB-3111に基づき，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さい方の値(α)を用いる。 

＊8：座屈に対する評価は，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984の第２種容器の軸圧縮荷重及び曲げモーメントによる座屈に対する評価式を用いる。 
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（重大事故等クラス２容器（クラスＭＣ容器）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

特別な応力限界＊9 

純せん 

断応力 
支圧応力 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ*＊1 ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については 1.2・Ｓとする。 

左欄の 

α倍の値＊8 

3･Ｓ＊4 

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる応力

振幅について評価

する。 

＊5，＊6 

Ｓｄ又はＳｓ地

震動のみによる

疲労解析を行

い，運転状態Ⅰ，

Ⅱにおける疲労

累積係数との和

が 1.0 以下であ

ること。 

0.6・Ｓ 
Ｓｙ

＊7
 

（1.5・Ｓｙ） 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 構造上の連続な部分は，

0.6・Ｓｕ，不連続な部分は，

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については，構造上の連続

な部分は 2・Ｓと 0.6・Ｓｕ

の小さい方，不連続な部分

は 1.2・Ｓとする。 

左欄の 

α倍の値＊8
 

0.4・Ｓｕ 
Ｓｕ

＊7
 

（1.5・Ｓｕ） 

＊2，＊3 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとし

てⅣＡＳの許

容限界を用

いる。） 
＊3 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1：ＰＬは，冷却材喪失事故後10-1年後の最大内圧を考慮する。 

＊2：重大事故等後の最高圧力，最高温度（最高圧力時の飽和温度）との組合せを考慮する。 

＊3：原子炉格納容器バウンダリ設備に対しても本荷重の組合せを適用する。 

＊4：3・Ｓを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。ＳｍはＳと読み替える。）の簡易弾塑性解析

を用いる。 

＊5：設計・建設規格 PVB-3140(6)を満たすときは疲労解析不要 

     ただし，PVB-3140(6)の「応力の全振幅」は「Ｓｄ又はＳｓ地震動による応力の全振幅」と読み替える。 

＊6：運転状態Ⅰ，Ⅱにおいて疲労解析を要しない場合は，地震動のみによる疲労累積係数を1.0以下とする。 

＊7：( )内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 
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＊8：設計・建設規格 PVB-3111に基づき，純曲げによる全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比又は1.5のいずれか小さい方の値(α)を用いる。 

＊9：座屈に対する評価は，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984の第２種容器の軸圧縮荷重及び曲げモーメントによる座屈に対する評価式を用いる。  
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ハ. クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器） 

（クラス２容器及びクラス３容器） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｓ 

＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

＊3 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行

い，疲労累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の

変動値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要 

 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 
左欄の 

1.5倍の値 

注記＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：ＰＤ及びＭＤについて，非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては運転状態Ⅳ（Ｌ）の荷重を含むものとする。 

＊3：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の簡易弾

塑性解析を用いる。 

  



 

 

 

25
 

S2 補 Ⅵ-2-1-9 R1 

（重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界＊1 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 
左欄の 

1.5倍の値 

                             ＊2 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積

係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要  ＊3 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして右に示す

ⅣＡＳの許容限界を用い

る。） 

注記＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。） 

の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊3：原子炉格納容器内の設備については，原子炉格納容器の最高使用圧力を考慮する。 
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ニ. クラス１管及び重大事故等クラス２管（クラス１管） 

（クラス１管） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｓ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 1.5・Ｓｍ
＊2 

  2.25・Ｓｍ
＊3 

ただし，ねじりによる応力が

0.55・Ｓｍを超える場合は，曲げ

とねじりによる応力について

1.8・Ｓｍとする。 
   3・Ｓｍ

＊3，＊4 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみに

よる応力振幅について評価

する。 

＊3 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみ

による疲労解析を行い，運

転状態Ⅰ，Ⅱにおける疲労

累積係数との和が 1.0 以

下であること。 

＊1 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

ⅣＡＳ 2・Ｓｍ
＊2  

3・Ｓｍ
＊3 

ただし，ねじりによる応力が

0.73・Ｓｍを超える場合は，曲げ

とねじりによる応力について

2.4・Ｓｍとする。 
Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

注記＊1：非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては，許容応力状態ⅢＡＳとする。 

＊2：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値の 0.8倍の値とする。 

＊3：サポート用ラグ等が配管に直接溶接されている場合，配管に発生する局部的応力についても応力評価を行う。 

＊4：3・Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。）又は PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)の 

簡易弾塑性解析を用いる。 
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（重大事故等クラス２管（クラス１管）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

ⅣＡＳ 

2・Ｓｍ
＊2 

3・Ｓｍ
＊3 

ただし，ねじりによる応力が

0.73・Ｓｍを超える場合は，

曲げとねじりによる応力につ

いて 2.4・Ｓｍとする。 

3・Ｓｍ
＊3 ，＊4 

Ｓｄ又はＳｓ地震動の

みによる応力振幅につ

いて評価する。 

＊3 

Ｓｄ又はＳｓ地震動の

みによる疲労解析を行

い，運転状態Ⅰ，Ⅱに

おける疲労累積係数と

の和が 1.0以下である

こと。 

＊1 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして右に

示すⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 
Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1：非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては，許容応力状態ⅢＡＳとする。 

＊2：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値（1.5・Ｓｍ）の 0.8倍の値とする。 

＊3：サポート用ラグ等が配管に直接溶接されている場合，配管に発生する局部的応力についても応力評価を行う。 

＊4：3・Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。）又は PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)の 

簡易弾塑性解析を用いる。 
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ホ. クラス２，３管及び重大事故等クラス２管（クラス２，３管） 

（クラス２，３管） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｓ 

           ＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ 

＊2 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡにつ

いては上記の値と 1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については上記の値と

1.2・Ｓのうち大きい方と

する。 

＊3 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析

を行い，疲労累積係数が 1.0 以下である

こと。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力

の変動値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析

は不要 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ
＊2 左欄の 1.5倍の値 

注記＊1：ＰＤ及びＭＤについて，非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては運転状態Ⅳ（Ｌ）の荷重を含むものとする。 

＊2：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値の 0.8倍の値とする。 

＊3：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替え 

る。）の簡易弾塑性解析を用いる。 
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（重大事故等クラス２管（クラス２，３管）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ
＊1 

左欄の 

1.5倍の値 

＊2 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数

が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が

2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要 ＊3 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして右に

示すⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊1：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値（Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方。ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については上記の値と 1.2・Ｓとの大きい方）の 0.8倍の値とする。 

＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）

の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊3：原子炉格納容器内の設備については，原子炉格納容器の最高使用圧力を考慮する。 
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ヘ. クラス４管及び重大事故等クラス２管（クラス４管） 

（クラス４管） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 

Ｓ 

＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ 

＊2 

地震時の加速度及び相対変位に対し，機能が保たれるようサポートのスパン長を最大許容

ピッチ以下に確保すること。 
Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊1：ＰＤ及びＭＤについて，非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては運転状態Ⅳ（Ｌ）の荷重を含むものとする。 

＊2：クラス４管であって非常用ガス処理系のように管を使用する場合，クラス２管の規定によることができる。 
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（重大事故等クラス２管（クラス４管）） 

荷重の組合せ 許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 

 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

＊ 

地震時の加速度及び相対変位に対し，機能が保たれるようサポートのスパン長を最大許容ピ

ッチ以下に確保すること。 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして右に

示すⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 

注記＊：クラス４管であって非常用ガス処理系のように管を使用する場合，クラス２管の規定によることができる。 
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ト. クラス１ポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ（クラス１ポンプ） 

（クラス１ポンプ） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｓ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｓｙと
2

3
・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については1.2・Ｓｍとする。 

左欄の 

1.5倍の値 

3・Ｓｍ
＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみ

による応力振幅について

評価する。 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみ

による疲労解析を行い，

疲労累積係数が 1.0 以下

であること。 
＊1 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 
ⅣＡＳ 

2

3
・Ｓｕ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については
2

3
・Ｓｕと

2.4・Ｓｍの小さい方 

左欄の 

1.5倍の値 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

注記＊1：非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては，許容応力状態ⅢＡＳとし，それ以外の設備に対しては許容応力状態ⅣＡＳとする。 

＊2：3・Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。）の簡易弾塑性解析を用いる。 
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（重大事故等クラス２ポンプ（クラス１ポンプ）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

＊1 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

ⅣＡＳ 

2

3
・Ｓｕ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については
2

3
・Ｓｕと

2.4・Ｓｍの小さい方 

左欄の 

1.5倍の値 

3・Ｓｍ
＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみ

による応力振幅について

評価する。 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみ

による疲労解析を行い，

疲労累積係数が 1.0 以下

であること。 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳと

して右に示

すⅣＡＳの

許容限界を

用いる。） Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1：非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては，許容応力状態ⅢＡＳとし，それ以外の設備に対しては許容応力状態ⅣＡＳとする。 

＊2：3・Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。）の簡易弾塑性解析を用いる。 
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チ. クラス２ポンプ，クラス３ポンプ，その他のポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ（クラス２，３，その他のポンプ） 

（クラス２ポンプ，クラス３ポンプ，その他のポンプ） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｓ 

 ＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡ

については上記の値と

1.2・Ｓのうち大きい方と

する。 

左欄の 

1.5倍の値 

                            
 ＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行

い，疲労累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の

変動値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 
左欄の 

1.5倍の値 

注記＊1：ＰＤ及びＭＤについて，非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては運転状態Ⅳ（Ｌ）の荷重を含むものとする。 

＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の簡易

弾塑性解析を用いる。 
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（重大事故等クラス２ポンプ（クラス２ポンプ，クラス３ポンプ，その他のポンプ）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 
左欄の 

1.5倍の値 

                               ＊ 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲労累積

係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要 Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして右に示

すⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）

の簡易弾塑性解析を用いる。 
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リ. クラス１弁（弁箱）及び重大事故等クラス２弁（クラス１弁（弁箱）） 

（クラス１弁（弁箱）） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 一次応力 一次＋二次応力 
一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｓ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 
 

 

 

                        
＊2 

＊1 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

ⅣＡＳ 

 Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

注記＊1：非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては，許容応力状態ⅢＡＳとし，それ以外の設備に対しては許容応力状態ⅣＡＳとする。 

＊2：外径が 115mm以下の管に接続される弁のうち，特に大きな駆動部を有する電動弁，空気作動弁については，設計・建設規格 VVB-3330の評価を

行う。ただし，地震時に過大な応力の発生を防ぐ処置が講じられているものは，この限りではない。 
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（重大事故等クラス２弁（クラス１弁（弁箱）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 一次応力 一次＋二次応力 
一次＋二次＋ 

ピーク応力 

＊1 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

ⅣＡＳ 

 

 

 

 

                         
＊2 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして右に示すⅣＡＳ

の許容限界を用いる。） 
Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1：非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては，許容応力状態ⅢＡＳとし，それ以外の設備に対しては許容応力状態ⅣＡＳとする。 

＊2：外径が 115mm以下の管に接続される弁のうち，特に大きな駆動部を有する電動弁，空気作動弁については，設計・建設規格 VVB-3330の評価を

行う。ただし，地震時に過大な応力の発生を防ぐ処置が講じられているものは，この限りではない。 
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ヌ. クラス２弁（弁箱）及び重大事故等クラス２弁（クラス２弁（弁箱）） 

（クラス２弁（弁箱）） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 一次応力 一次＋二次応力 
一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｓ 

＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 
 

 

                        
＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊1：ＰＤ及びＭＤについて，非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては運転状態Ⅳ（Ｌ）の荷重を含むものとする。 

＊2：バルブの肉厚が接続配管と同等の場合で，特に大きな駆動部を有する電動弁，空気作動弁については，設計・建設規格 VVB-3330の評価を行う。

ただし，地震時に過大な応力の発生を防ぐ処置が講じられているものは，この限りではない。 
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（重大事故等クラス２弁（クラス２弁（弁箱）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 一次応力 一次＋二次応力 
一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 
 

 

                         ＊1 

＊2 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして右に示すⅣＡＳ

の許容限界を用いる。） 

注記＊1：バルブの肉厚が接続配管と同等の場合で，特に大きな駆動部を有する電動弁，空気作動弁については，設計・建設規格 VVB-3330の評価を行

う。ただし，地震時に過大な応力の発生を防ぐ処置が講じられているものは，この限りではない。 

＊2：原子炉格納容器内の設備については，原子炉格納容器の最高使用圧力を考慮する。 
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ル. 炉心支持構造物 

（設計基準対象施設） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力

状態 

許容限界（ボルト等以外）＊4 許容限界（ボルト等） 

一次一般膜応力 
一次一般膜応力 

＋一次曲げ応力 

特別な応力限界 
一次一般 

膜応力 

一次一般膜

応力＋一次

曲げ応力 

一次＋ 

二次応力 純せん断 

応  力 
支圧応力 

ねじり 

応 力 

Ｓ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 1.5・Ｓｍ
＊1 

＊1 

左欄の 

1.5倍の値 

0.9・Ｓｍ
 1.5・Ｓｙ

＊2
 

（2.25・Ｓｙ） 1.2・Ｓｍ
 

1.5・Ｓｍ
＊1 

＊1 

左欄の 

1.5倍の値 

－ 

ただし，Ｓｕ＞690MPaの材料に対しては 

①一次膜応力と二次膜応力を加えて求めた

膜応力強さは，0.9・Ｓｙと
3

2
・Ｓｕの小

さい方 

②一次応力と二次応力を加えて求めた応力

強さは，0.9・Ｓｙ 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

ⅣＡＳ 

2

3
・Ｓｕ

＊3
 

ただし，ＡＳＳ及

びＨＮＡについて

は
2

3
・Ｓｕと

2.4・Ｓｍの小さ

い方 

＊3 

左欄の 

1.5倍の値 

1.2・Ｓｍ 
2・Ｓｙ

＊2
 

（3・Ｓｙ） 
1.6・Ｓｍ 

2

3
・Ｓｕ

＊3 

ただし，ＡＳＳ及び

ＨＮＡについては

2

3
・Ｓｕと 2.4・Ｓｍ

の小さい方 

＊3
 

左欄の 

1.5倍の値 

－ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

注記＊1：設計・建設規格 CSS-3160(2)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊2：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 

＊3：設計・建設規格 CSS-3160(3)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊4：座屈に対する評価が必要な場合，柱状の炉心支持構造物にあっては，クラス１支持構造物の座屈評価による。また，円筒形状の炉心支持構造物

にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。  



 

 

 

41
 

S2 補 Ⅵ-2-1-9 R1 

（重大事故等対処施設） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界（ボルト等以外）＊3 許容限界（ボルト等） 

一次一般膜応力 
一次一般膜応力 

＋一次曲げ応力 

特別な応力限界 
一次一般 

膜応力 

一次一般膜

応力＋一次

曲げ応力 

一次＋ 

二次応力 純せん断 

応  力 
支圧応力 

ねじり 

応 力 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

ⅣＡＳ 

2

3
・Ｓｕ

＊1
 

ただし，ＡＳＳ及び

ＨＮＡについては

2

3
・Ｓｕと 2.4・Ｓｍ

の小さい方 

＊1 

左欄の 

1.5倍の値 

1.2・Ｓｍ
 

＊2 

2･Ｓｙ 

（3･Ｓｙ） 

1.6･Ｓｍ
 

2

3
・Ｓｕ

＊1
 

ただし，ＡＳＳ

及びＨＮＡにつ

いては
2

3
・Ｓｕと

2.4・Ｓｍの小さ

い方 

＊1 

左欄の 

1.5倍の値 

－ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

右に示すⅣＡＳ

の許容限界を

用いる。） Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1：設計・建設規格 CSS-3160(3)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊2：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 

＊3：座屈に対する評価が必要な場合，柱状の炉心支持構造物にあっては，クラス１支持構造物の座屈評価による。また，円筒形状の炉心支持構造物

にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。  
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ヲ. 炉内構造物 

（設計基準対象施設） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力

状態 

許容限界（ボルト等以外） 許容限界（ボルト等） 

一次一般膜応力 
一次一般膜応力 

＋一次曲げ応力 

特別な応力限界 
一次一般 

膜応力 

一次一般膜応力

＋一次曲げ応力 

一次＋ 

二次応力 純せん断 

応  力 
支圧応力 

ねじり 

応 力 

Ｓ 

＊１ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ 1.5・Ｓｍ

＊2 
＊2 

左欄の 

1.5倍の値 

0.9・Ｓｍ
 1.5・Ｓｙ

＊3
 

（2.25・Ｓｙ） 1.2・Ｓｍ
 

1.5・Ｓｍ
＊2 

＊2 

左欄の 

1.5倍の値 

－ 

ただし，Ｓｕ＞690MPaの材料に対しては 

①一次膜応力と二次膜応力を加えて求めた膜

応力強さは，0.9・Ｓｙと
3

2
・Ｓｕの小さい方 

②一次応力と二次応力を加えて求めた応力強さ

は，0.9・Ｓｙ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

2

3
・Ｓｕ

＊4
 

ただし，ＡＳＳ及

びＨＮＡについて

は
2

3
・Ｓｕと

2.4・Ｓｍの小さ

い方 

＊4 

左欄の 

1.5倍の値 

1.2・Ｓｍ 
2・Ｓｙ

＊3
 

（3・Ｓｙ） 
1.6・Ｓｍ 

3

2
・Ｓｕ＊4 

ただし，ＡＳＳ及

びＨＮＡについて

は
3

2
・Ｓｕと 

2.4・Ｓｍの小さい

方 

＊4 

左欄の 

1.5倍の値 

－ 

注記＊1：ＰＤ及びＭＤについて，非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては運転状態Ⅳ（Ｌ）の荷重を含むものとする。 

＊2：設計・建設規格 CSS-3160(2)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊3：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 

＊4：設計・建設規格 CSS-3160(3)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 
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（重大事故等対処施設） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界（ボルト等以外） 許容限界（ボルト等） 

一次一般膜応力 
一次一般膜応力 

＋一次曲げ応力 

特別な応力限界 
一次一般 

膜応力 

一次一般膜

応力＋一次

曲げ応力 

一次＋ 

二次応力 純せん断 

応  力 
支圧応力 

ねじり 

応 力 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 2

3
・Ｓｕ

＊1
 

ただし，ＡＳＳ

及びＨＮＡにつ

いては
2

3
・Ｓｕと

2.4・Ｓｍの小さ

い方 

＊1 

左欄の 

1.5倍の値 

1.2・Ｓｍ
 

2・Ｓｙ
＊2

 

（3・Ｓｙ） 1.6・Ｓｍ
 

2

3
・Ｓｕ

＊1 

ただし， 

ＡＳＳ及び

ＨＮＡにつ

いては 

2

3
・Ｓｕと

2.4・Ｓｍの

小さい方 

＊1 

左欄の 

1.5倍の値 

－ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとし

て右に示す

ⅣＡＳの許容

限界を用い

る。） 

注記＊1：設計・建設規格 CSS-3160(3)の崩壊荷重の下限に基づく評価を適用する場合は，この限りではない。 

＊2：（ ）内は，支圧荷重の作用端から自由端までの距離が支圧荷重の作用幅より大きい場合の値 
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ワ. クラス１支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス１支持構造物） 

（クラス１支持構造物） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

Ｓ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・fp 3・ft 
＊6 

3・fs 
＊7 

3・fb 
＊8 

1.5・fp 
＊7，＊8 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は

1.5・fc 

1.5・ft 1.5・fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

＊9 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 
ⅣＡＳ 1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  1.5・fc 

＊  1.5・fb 

＊  1.5・fp 

＊  

Ｓｄ又はＳｓ地震動

のみによる応力振幅

について評価する。 

＊8 

1.5・fp 

＊  
1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  ＴＬ・0.6・
ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

＊4：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものについて

は，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，ⅢＡＳの許容応力を一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fsとして，ま

たⅣＡＳ→ⅢＡＳとして応力評価を行う。 

＊5：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊6：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊7：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊8：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊9：非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては，許容応力状態ⅢＡＳとする。  



 

 

 

45
 

S2 補 Ⅵ-2-1-9 R1 

（重大事故等クラス２支持構造物（クラス１支持構造物）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

＊9 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* ⅣＡＳ 

1.5・ft 
＊  1.5・fs 

＊  1.5・fc 

＊  1.5・fb 

＊  1.5・fp 

＊  

 
3・ft 

＊6 

3・fs 
＊7 

3・fb 

＊8 

1.5・fp 

＊ 
 

＊7，＊8 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は 1.5・fc 

1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  ＴＬ・0.6・
ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳと

して右に示

すⅣＡＳの

許容限界を

用いる。） 

Ｓｄ又はＳｓ地震動

のみによる応力振幅

について評価する。 
Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

＊4：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものについて

は，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，ⅣＡＳ→ⅢＡＳ（一次引張応力に対しては 1.5・ft，一次せん断応力に対しては 1.5・fs）と

して応力評価を行う。 

＊5：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊6：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊7：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊8：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊9：非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては，許容応力状態ⅢＡＳとする。   
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カ. クラスＭＣ支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラスＭＣ支持構造物） 

（クラスＭＣ支持構造物） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

Ｓ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・fp 3・ft 
＊7 

3・fs 
＊8 

3・fb 
＊9 

1.5・fp 
＊8，＊9 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は

1.5・fc 

1.5・ft 1.5・fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

＊6 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ 

ⅣＡＳ 1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  1.5・fc 
＊  1.5・fb 

＊  1.5・fp 

＊  

Ｓｄ又はＳｓ地震動の

みによる応力振幅につ

いて評価する。 

＊9 

1.5・fp 

＊ 
 

1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  ＴＬ・0.6・
ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

＊10 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

注記＊1 ：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3 ：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

＊4 ：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものについ

ては，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，ⅢＡＳの許容応力を一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fsとして，

またⅣＡＳ→ⅢＡＳとして応力評価を行う。 

＊5 ：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊6 ：ＰＬは，冷却材喪失事故後 10－1年後の最大内圧を考慮する。 
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＊7 ：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊8 ：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊9 ：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊10：原子炉格納容器は冷却材喪失事故後の最終障壁となることから，構造体全体としての安全裕度を確認する意味で，冷却材喪失事故後の最大内圧

との組合せを考慮する。  
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（重大事故等クラス２支持構造物（クラスＭＣ支持構造物）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

＊6 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・fp 

3・ft 
＊7 

3・fs 
＊8 

3・fb 

＊9 

1.5・fp 

＊8，＊9 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は

1.5・fc 

1.5・ft 1.5・fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

1.5・ft 
＊  1.5・fs 

＊  1.5・fc 

＊  1.5・fb 

＊  1.5・fp 

＊  
＊9 

1.5・fp 

＊ 
 

1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  ＴＬ・0.6・
ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

＊10 

Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとし

て右に示す

ⅣＡＳの許容

限界を用い

る。） 

Ｓｄ又はＳｓ地震動の

みによる応力振幅につ

いて評価する。 

 

Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1 ：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3 ：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

＊4 ：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものについ

ては，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，ⅣＡＳ→ⅢＡＳ（一次引張応力に対しては 1.5・ft，一次せん断応力に対しては 1.5・fs）

として応力評価を行う。 

＊5 ：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊6 ：ＰＬは，冷却材喪失事故後 10－1年後の最大内圧を考慮する。 

＊7 ：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊8 ：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 
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＊9 ：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊10：重大事故等後の最高圧力，最高温度（最高圧力時の飽和温度）との組合せを考慮する。 
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ヨ. クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物） 

（クラス２，３支持構造物） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

Ｓ 

＊9 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・fp 3・ft 

＊6 

3・fs 
＊7 

3・fb 
＊8 

1.5・fp ＊7，＊8 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は

1.5・fc 

1.5・ft 1.5・fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ft 

＊  1.5・fs 
＊  1.5・fc 

＊  1.5・fb 

＊  1.5・fp 

＊  

Ｓｄ又はＳｓ地震動の

みによる応力振幅につ

いて評価する。 

＊8 

1.5・fp 

＊ 
 

1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  ＴＬ・0.6・
ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

＊4：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものについて

は，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，ⅢＡＳの許容応力を一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fsとして，ま

たⅣＡＳ→ⅢＡＳとして応力評価を行う。 

＊5：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊6：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊7：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊8：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊9：ＰＤ及びＭＤについて，非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては運転状態Ⅳ（Ｌ）の荷重を含むものとする。  
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（重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  1.5・fc 

＊  1.5・fb 

＊  1.5・fp 

＊  

3・ft 
＊6 

3・fs 
＊7 

3・fb 

＊8 

1.5・fp 

＊ 
 

＊7，＊8 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は

1.5・fc 

1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  ＴＬ・0.6・
ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

＊9 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

右に示すⅣＡＳ

の許容限界を用

いる。） 

Ｓｓ地震動のみによる

応力振幅について評価

する。 

 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

＊4：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものについて

は，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，ⅣＡＳ→ⅢＡＳ（一次引張応力に対しては 1.5・ft，一次せん断応力に対しては 1.5・fs）と

して応力評価を行う。 

＊5：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊6：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊7：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊8：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊9：原子炉格納容器内の設備については，原子炉格納容器の最高使用圧力を考慮する。 
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タ. その他の支持構造物 

（設計基準対象施設） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3，＊10 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4，＊10 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

Ｓ 

＊9 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・fp 3・ft 

＊6 

3・fs 
＊7 

3・fb 
＊8 

1.5・fp ＊7，＊8 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は 1.5・fc 

1.5・ft 1.5・fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ft 

＊  1.5・fs 
＊  1.5・fc 

＊  1.5・fb 

＊  1.5・fp 

＊  

Ｓｄ又はＳｓ地震動の

みによる応力振幅につ

いて評価する。 

＊8 

1.5･fp 

＊  
1.5・ft 

＊  1.5･fs 

＊  ＴＬ・0.6・
ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

注記＊1 ：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3 ：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

＊4 ：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものについ

ては，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，ⅢＡＳの許容応力を一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fsとして，

またⅣＡＳ→ⅢＡＳとして応力評価を行う。 

＊5 ：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊6 ：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊7 ：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊8 ：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊9 ：ＰＤ及びＭＤについて，非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては運転状態Ⅳ（Ｌ）の荷重を含むものとする。 
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＊10：電気計装設備，換気空調設備の評価においても準用する。 
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（重大事故等対処施設） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3，＊10 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4，＊10 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

1.5・ft 
＊  1.5・fs 

＊  1.5・fc 

＊  1.5・fb 

＊  1.5・fp 

＊  

 
3・ft 

＊6 

3・fs 
＊7 

3・fb 

＊8 

1.5・fp 

＊ 
 

＊7，＊8 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は 1.5・fc 

1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  ＴＬ・0.6・
ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

＊9 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

右に示すⅣＡＳ

の許容限界を

用いる。） 

Ｓｓ地震動のみによる

応力振幅について評価

する。 

注記＊1 ：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2 ：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3 ：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

＊4 ：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものについ

ては，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，ⅣＡＳ→ⅢＡＳ（一次引張応力に対しては 1.5・ft，一次せん断応力に対しては 1.5・fs）

として応力評価を行う。 

＊5 ：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊6 ：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊7 ：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊8 ：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 
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＊9 ：原子炉格納容器内の設備については，原子炉格納容器の最高使用圧力を考慮する。 

＊10：電気計装設備，換気空調設備の評価においても準用する。 
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レ. クラス１耐圧部テンションボルト（容器以外）及び重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト（容器以外）（クラス１耐圧部テンションボ

ルト（容器以外）） 

（クラス１耐圧部テンションボルト（容器以外）） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

平均引張応力 

Ｓ 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* 

ⅢＡＳ ＊2，＊3，＊4 

1.5・Ｓｍ ＊1 

Ｄ＋ＰＬ＋ＭＬ＋Ｓｄ* 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ ＊2，＊3，＊4 

2・Ｓｍ 

注記＊1：非常用炉心冷却系等に属する設備に対して評価を行う。 

＊2：使用圧力及び外荷重を考慮する。 

＊3：クラス１容器耐圧部テンションボルトと同等の詳細解析を行う場合，クラス１容器耐圧部テンションボルトの許容応力を用いることができ

る。 

＊4：クラス１ポンプの耐圧部テンションボルトに当たっては，ＳｍをＳと読み替える。  
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（重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト（容器以外）（クラス１耐圧部テンションボルト（容器以外）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

平均引張応力 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

               ＊1，＊2，＊3 

2・Ｓｍ 
Ｄ＋ＰＳＡＬ＋ＭＳＡＬ＋Ｓｄ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして右に

示すⅣＡＳの許容限

界を用いる。） 
Ｄ＋ＰＳＡＬＬ＋ＭＳＡＬＬ＋Ｓｓ 

注記＊1：使用圧力及び外荷重を考慮する。 

＊2：クラス１容器耐圧部テンションボルトと同等の詳細解析を行う場合，クラス１容器耐圧部テンションボルトの許容応力を用いることができ

る。 

＊3：クラス１ポンプの耐圧部テンションボルトに当たっては，ＳｍをＳと読み替える。 
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ソ. クラス２，３耐圧部テンションボルト及び重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト（クラス２，３耐圧部テンションボルト） 

（クラス２，３耐圧部テンションボルト） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

平均引張応力 

Ｓ 

＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ             ＊2，＊3 

1.5・Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ             ＊2，＊3 

2・Ｓ 

注記＊1：ＰＤ及びＭＤについて，非常用炉心冷却系等に属する設備に対しては運転状態Ⅳ（Ｌ）の荷重を含むものとする。 

＊2：使用圧力及び外荷重を考慮する。 

＊3：継手接続部（配管等）の許容応力から定まる荷重が作用するものと仮定した場合において，耐圧部テンションボルトの応力が上記の許容応

力を満たすことを確認するときは，発生応力に対する評価を行うことを要しない。 

評価方法としては，「配管の応力解析を用いる方法」等がある。 
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（重大事故等クラス２耐圧部テンションボルト（クラス２，３耐圧部テンションボルト）） 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

平均引張応力 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

＊1，＊2 

2・Ｓ 
Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして右に示

すⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：使用圧力及び外荷重を考慮する。 

＊2：継手接続部（配管等）の許容応力から定まる荷重が作用するものと仮定した場合において，耐圧部テンションボルトの応力が上記の許容応

力を満たすことを確認するときは，発生応力に対する評価を行うことを要しない。 

評価方法としては，「配管の応力解析を用いる方法」等がある。 
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ツ. 埋込金物 

荷重の組合せに対する許容応力状態は，埋込金物が支持する支持構造物と同等とする。ま

た，以下では，設計基準対象施設の許容限界を示すが，重大事故等対処施設における許容応

力状態ⅤＡＳの許容限界については，許容応力状態ⅣＡＳの許容限界と読み替える。 

 

(イ) 鋼構造物の許容応力 

鋼構造物の許容応力は次による。 

ⅰ. 板，スタッド等は，その他の支持構造物（ボルト等以外）の規定による。 

ⅱ. アンカボルトは，その他の支持構造物（ボルト等）の規定による。 

 

(ロ) コンクリート部の許容基準 

コンクリート部の強度評価における許容荷重はＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版に基づき，

次のとおりとする。また，アンカ部にじん性が要求される場合にあっては，原則として基

礎ボルトが先に降伏するような設計とする。 

ⅰ. 基礎ボルトが引張荷重を受ける場合のコンクリートの評価 

(ⅰ) コンクリートにせん断補強筋がない場合 

荷重の算定で得られた基礎ボルトの引張荷重は，以下に示すコンクリート部の引張荷

重に対する許容値以下となるようにする。 

p≦pa＝Min(pa1，pa2) 

ここに， 

pa1＝0.31・Ｋ１・ＡＣ CＦ  

pa2＝Ｋ２・αｃ・Ａ０・ＦＣ 

p ：基礎ボルト 1本当たりの引張荷重(N) 

pa ：基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容引張荷重(N) 

pa1 ：コンクリート躯体がコーン状破壊する場合の基礎ボルト 1 本当たりの許容引

張荷重(N) 

pa2 ：基礎ボルト頭部に接するコンクリート部が支圧破壊する場合の基礎ボルト1本

当たりの許容引張荷重(N) 

Ｋ１  ：コーン状破壊する場合の引張耐力の低減係数 

Ｋ２  ：支圧破壊する場合の引張耐力の低減係数 

ＦＣ  ：コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 

ＡＣ  ：コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積(mm2) 

αｃ  ：支圧面積と有効投影面積から定まる定数（＝ ０/ＡＡC かつ 10以下） 

Ａ０  ：支圧面積(mm2) 

 

また，各許容応力状態に対するコーン状破壊耐力及び支圧破壊耐力の低減係数（Ｋ１

及びＫ２）の値を以下に示す。 
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耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

コーン状破壊する

場合の引張耐力の

低減係数（Ｋ１） 

支圧破壊する場合

の引張耐力の低減

係数（Ｋ２） 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 0.45 2/3 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 0.6 0.75 

 

(ⅱ) コンクリートにせん断補強筋を配する場合 

コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積の範囲内にせん断補強筋を配する場合，

鉄筋比が 0.4％以上あれば許容応力状態ⅣＡＳにおけるコンクリート部の引張強度は，

(ⅰ)の場合の 1.5倍の強度を有するものとして評価することができる。 

 

鉄筋比：Ｐｔ＝
C

W

Ａ

Ａ
 

ＡＷ ：せん断補強筋断面積(mm2) 

ＡＣ ：有効投影面積(mm2) 

 

ⅱ. 基礎ボルトがせん断荷重を受ける場合のコンクリートの評価 

荷重の算定で得られた基礎ボルトのせん断荷重は，以下に示すコンクリート部のせん断

荷重に対する許容値以下になるようにする。 

q≦qa＝Min(qa1，qa2) 

ここに， 

qa1＝0.5・Ｋ３・Ａｂ・ ＣＣ ＦＥ ・  

qa2＝0.31・Ｋ４・ＡＣ１・ ＣＦ  

q ：基礎ボルト 1本当たりのせん断荷重(N) 

qa ：基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容せん断荷重(N) 

qa1 ：基礎ボルトと基礎ボルト周辺のコンクリートが圧壊して破壊（複合破壊）す

る場合の基礎ボルト 1本当たりの許容せん断荷重(N) 

qa2 ：へり側コンクリートが破壊する場合の基礎ボルト 1本当たりの許容せん断

荷重(N) 

Ｋ３ ：複合破壊の場合のせん断耐力の低減係数 

Ｋ４ ：へり側コンクリート破壊の場合のせん断耐力の低減係数 

Ａｂ ：基礎ボルトの谷径断面積（スタッドの場合は軸部断面積）(mm2) 

ＥＣ ：コンクリートのヤング率(N/mm2) 

ＦＣ ：コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 

ａ ：へりあき距離(mm) 

ＡＣ１ ：コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積(mm2)＝πａ2/2 

ただし， ＣＣ ＦＥ ・ の値は，500N/mm2以上，880N/mm2以下とする。880N/mm2を超える場

合は， ＣＣ ＦＥ ・ ＝880N/mm2として計算する。また，各許容応力状態に対するせん断耐力

の低減係数（Ｋ３及びＫ４）の値を以下に示す。 
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耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

複合破壊の場合の

せん断耐力の低減

係数（Ｋ３） 

へり側コンクリー

ト破壊の場合の低

減係数（Ｋ４） 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 0.6 0.45 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 0.8 0.6 

 

ⅲ. 基礎ボルトが引張，せん断の組合せ荷重を受ける場合のコンクリートの評価 

基礎ボルトが引張，せん断の組合せ荷重を受ける場合，それらの組合せが以下に示すコ

ンクリート部の引張荷重及びせん断荷重の組合せに対する許容値以下となるようにする。 

1≦
q

q
＋

p

p
2

a

2

a




















 

ここに， 

pa ：引張荷重のみに対する基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容引張荷

重(N) 

＝Min(pa1，pa2) 

qa ：せん断荷重のみに対する基礎ボルト 1本当たりのコンクリート部の許容せん

断荷重(N) 

＝Min(qa1，qa2) 

p ：基礎ボルト 1本当たりの引張荷重(N) 

q ：基礎ボルト 1本当たりのせん断荷重(N) 

 

ⅳ. コンクリート部の面内せん断力が大きい場合の評価 

鉄筋コンクリート造建物・構築物において，耐震要素として地震時に生じる力を負担さ

せる壁（以下「耐震壁」という。）において地震力による各層の面内せん断ひずみ度又は

面内せん断力が著しく大きい場合は，鉄筋コンクリート造壁の機器・配管系に対する支持

機能の評価に，下記の許容限界を用いることとする。 

(ⅰ) 耐震壁の面内せん断ひずみ度と基礎ボルトの面外引張力に関する許容限界の目安値 

地震力による各層の面内せん断ひずみ度γと機器・配管系のアンカ部に作用する面外

の引張力 pを puで除した値 p／puが，以下に示す図の網掛け部の許容限界ゾーン内にあ

ることとする。 

ここで，pu は定着部のコンクリートのコーン状破壊耐力で，下記の式による。また，

面内せん断ひずみ度γは，ＪＥＡＧ４６０１で定まる復元力特性を用いた応答解析結果

に基づく値とする。 

pu＝0.31・ＡＣ・ Ｆｃ  

ここに， 

pu ：定着部のコンクリートのコーン状破壊耐力(N) 

ＡＣ ：有効投影面積（「ⅰ. 基礎ボルトが引張荷重を受ける場合のコンクリートの

評価」参照）(mm2) 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-9
 R
1 

63 

ＦＣ ：コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 

 

面内せん断ひずみ度と面外引張力に関する許容限界ゾーン 

 

(ⅱ) 耐震壁の面内せん断力と基礎ボルトの面外引張力に関する許容限界の目安値 

地震力による各層の面内せん断力Ｑを終局せん断耐力Ｑｕで除した値Ｑ／Ｑｕと前記

の p／puが，以下に示す図の網掛け部の許容限界ゾーン内にあることを目安とする。 

ここで，Ｑｕは各層の終局せん断耐力で，下記の式による。 

Ｑｕ＝τｕ・ＡＳ 

ここに， 

 

τｕ＝ 

 

τｏ＝(0.94－0.56Ｍ／ＱＤ)・ ＣＦ  

ただし，Ｍ／ＱＤ＞1のとき，Ｍ／ＱＤ＝1とする。 

τｓ＝(ＰＶ＋ＰＨ)・σｙ／2＋(σＶ＋σＨ)／2 

Ｑｕ ：終局せん断耐力(N) 

τｕ ：終局せん断応力度(N/mm2) 

ＡＳ ：有効せん断断面積(mm2) 

ＦＣ ：コンクリートの圧縮強度(N/mm2) 

ＰＶ ：縦筋比 

ＰＨ ：横筋比 

σＶ ：縦軸応力度(N/mm2) 

σＨ ：横軸応力度(N/mm2) 

σｙ ：鉄筋の降伏応力度(N/mm2) 

Ｄ ：引張，圧縮フランジの芯々間距離(mm) 

（ボックス壁であれば地震荷重加力方向の壁長，円筒壁の場合は外径） 

{1－τｓ／(1.4・ ＣＦ )}・τｏ＋τｓ (τｓ＜1.4・ ＣＦ ) 

1.4・ ＣＦ                (τｓ≧1.4・ ＣＦ ) 
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Ｑ ：当該耐震壁面内せん断力(N) 

Ｍ ：当該耐震壁曲げモーメント(N･mm) 

 

 
 

面内せん断力と面外引張力に関する許容限界ゾーン 

 

ⅴ. コンクリートの許容圧縮応力度 

コンクリートの許容圧縮応力度は下表に示す値とする。 

(N/mm2) 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 
許容圧縮応力度＊ 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 2/3・ＦＣ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 0.75・ＦＣ 

注記＊：ＦＣ＝コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 

 

ⅵ. コンクリートの許容せん断応力度 

コンクリートの許容せん断応力度は下表に示す値とする。 

(N/mm2) 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 
許容せん断応力度 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 1.5・Min 















ＣＣ ＦＦ ・

100

1
＋0.49，　・

30

1
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・Min 















ＣＣ ＦＦ ・

100

1
＋0.49，　・

30

1
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 ⅶ. 異形鉄筋を用いる場合のコンクリートに対する許容付着応力度 

異形鉄筋を用いる場合のコンクリートに対する許容付着応力度は下表に示す値とする。 

(N/mm2) 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 
許容付着応力度＊ 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 1.5・Min 















 ＣＣ ＦＦ ・
25

1
1.35，　・

10

1
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・Min 















 ＣＣ ＦＦ ・
25

1
1.35，　・

10

1
 

注記＊：コンクリートの沈下により異形鉄筋下面の付着が悪くなると考えられる場合は許

容付着応力度を 2/3の値とする。 

 

ⅷ. コンクリートの許容支圧応力度 

コンクリートの許容支圧応力度は下表に示す値とする。 

(N/mm2) 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 
許容支圧応力度＊ 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ ｆ’Ｃ＝ｆＣ １ＡＡ /Ｃ  

かつ 

ｆ’Ｃ  2ｆＣ及び 

ｆ’Ｃ   ＦＣ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：ｆＣ＝コンクリートの許容圧縮応力度(N/mm2) 

Ａ１＝局部圧縮を受ける面積（支圧面積） 

ＡＣ＝支圧端から離れて応力が一様分布となったところの面積（支承面積） 

 

ⅸ. 引抜き力及び押抜き力に対するコンクリートの許容せん断応力度 

スタッド，アンカボルト等の引抜き力及びベースプレートの押抜き（パンチング）力に

よってコンクリートに生じる各許容応力状態におけるせん断応力度τp は次式により計算

し，ⅵに示す許容せん断応力度より低いことを確認する。 

また，本評価法以外に，「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984」の「2.9.4章 埋込金物の許容応力」の解説(7).bに示され

る米国コンクリート学会の規定を用いる場合もある。 

ｊ・ｂ・α

Ｐ
＝τ

０Ｄ

ｐ  

ここで， 

Ｐ ＝ 引抜き力又は押抜き力(N) 

αＤ ＝ 1.5（定数） 

ｂ０ ＝ せん断力算定断面の延べ幅(mm) 

ｊ ＝ (7/8)ｄ(mm) 

ｄ ＝ せん断力算定断面の有効せい(mm)  
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ただし，せん断力算定断面は次のように考える。 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 形式試験による場合 

埋込金物に対し形式試験により標準設計荷重を求める場合は次による。 

ⅰ. 試験個数は，同一仕様のものを，荷重種別（引張，曲げ，せん断）ごとに最低 3個とす

る。 

ⅱ. 埋込金物の変形により支持構造物としての機能を喪失する限界の荷重をＴＬ(Test-Load)

とする。ただし，埋込板のごとく荷重による変形の発生と破壊との判別がつきにくいもの

にあっては破壊荷重をＴＬとする。 

ⅲ. 許容荷重は，3個のＴＬのうち最小値を(ＴＬ)minとし下の表により求める。ただし，最

小値が他の 2個のＴＬに比べ過小な場合は，新たに 3個のＴＬを求め，合計 6個のＴＬの中

で後から追加した 3 個のＴＬの最小値が最初の 3 個のＴＬの最小値を上回った場合は，合

計 6個のＴＬの最小値をはぶき 2番目に小さいＴＬを(ＴＬ)min とする。ただし，下回った

場合は，最小値を(ＴＬ)minとする。 

 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 許容荷重 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ (ＴＬ)min・1/2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ (ＴＬ)min・0.6 

 

(二) スタッドの評価 

スタッドの評価においては，せん断耐力の評価式を規定している日本建築学会「各種合

成構造設計指針・同解説」設計式（ＡＩＪ式）を用いることができる。 

 

  

スタッド，アンカボルトの引抜きの

例，ただしｂ０＝π・(Ｄ＋ｄ) 

ベースプレートの押抜きの例，

ただしｂ０＝π・(Ｄ＋ｄ) 
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(ホ) メカニカルアンカ，ケミカルアンカの許容応力 

建物施工後に設置する後打ちアンカには，メカニカルアンカ及びケミカルアンカがあり，

その許容値は，「各種合成構造設計指針・同解説」（日本建築学会，2010年改定）又はＪ

ＥＡＧ４６０１・補-1984に基づき設計する。 

ⅰ. メカニカルアンカ 

「各種合成構造設計指針・同解説 第 4 編 各種アンカーボルト設計指針・解説 資

料 5 金属拡張アンカーボルトの設計」に基づき設計する。また，ＪＥＡＧ４６０１・補

-1984に基づく場合は，前記ツ.(イ)，(ロ)の許容値に更に 20％の低減を行うものとする。 

(ⅰ) 引張力を受ける場合 

荷重の算定で得られた基礎ボルトの引張荷重は以下に示す許容荷重 pa 以下となるよ

うにする。 

pa ＝Min(pa1，pa2) 

pa1 ＝φ1・ｓσｐａ・ｓｃａ 

pa2 ＝φ2・αｃ・ｃσｔ・ＡＣ 

ここで， 

pa1 ：ボルトの降伏により決まる許容引張荷重(N) 

pa2 ：コンクリートのコーン状破壊により決まる許容引張荷重(N) 

αｃ ：施工のばらつきを考慮した低減係数で，αｃ＝0.75 とする。 

φ１，φ２：低減係数であり，以下の表に従う。 

 φ１ φ２ 

短期荷重用 1.0 2/3 

ｓσｐａ ：ボルトの引張強度で，ｓσｐａ＝ｓσｙとする。(N/mm2) 

ｓσｙ ：ボルトの降伏点強度であり，ｓσｙ＝Ｓｙとする。(N/mm2) 

ｓｃａ ：ボルト各部の最小断面積(mm2)又はこれに接合される鋼材の断面積で危険断

面における値 

ｃσｔ ：コーン状破壊に対するコンクリートの割裂強度でｃσｔ＝0.31 ＣＦ とする。 

ＦＣ ：コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 

ＡＣ ：コーン状破壊面の有効水平投影面積で，ＡＣ＝π・ℓｃｅ(ℓｃｅ＋Ｄ)とする。(mm2) 

Ｄ ：アンカボルト本体の直径(mm) 

ℓ ：アンカボルトの埋込み深さで，母材表面から拡張面先端までの距離(mm) 

ℓｃｅ ：強度算定用埋込み深さで ℓｃｅ＝








Ｄ4Ｄ4

Ｄ4,




 (mm) 

 

(ⅱ) せん断力を受ける場合 

荷重の算定で得られた基礎ボルトのせん断荷重は以下に示す許容荷重 qa 以下となる

ようにする。 

qa ＝Min(qa1，qa2，qa3) 

qa1＝φ１・ｓσｑａ・ｓｃa 

qa2＝φ２・αｃ・ｃσｑａ・ｓｃa 
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qa3＝φ２・αｃ・ｃσｔ・Ａｑｃ 

ここで， 

qa1 ：ボルトのせん断強度により決まる許容せん断荷重(N) 

qa2 ：コンクリートの支圧強度により決まる許容せん断荷重(N) 

qa3 ：コンクリートのコーン状破壊により決まる許容せん断荷重(N) 

αｃ ：施工のばらつきを考慮した低減係数で，αｃ＝0.75 とする。 

φ１,φ２：低減係数であり，(ⅰ)において示す表に従う。 

ｓσｑａ ：ボルトのせん断強度で，ｓσｑａ＝0.7・ｓσｙとする。(N/mm2) 

ｓｃａ ：ボルトのコンクリート表面における断面積(mm2) 

ｃσｑａ ：コンクリートの支圧強度でｃσｑａ＝0.5 ＣＣ ＥＦ ・ とする(N/mm2) 

ＥＣ ：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

Ａｑｃ ：せん断荷重方向の側面におけるコーン状破壊面の有効投影面積で 

Ａｑｃ＝0.5・πｃ2とする。(mm2) 

ｃ ：へりあき寸法(mm) 

 

(ⅲ) 組合せ 

基礎ボルトが引張荷重 p及びせん断荷重 qの組合せ荷重を受ける場合，以下となるよ

うにする。 

1
q

q
＋

p

p
2

a

2

a

















 

 

ⅱ. ケミカルアンカ 

「各種合成構造設計指針・同解説 第 4編 各種アンカーボルト設計指針・解説 4.5 

接着系アンカーボルトの設計」又はＪＥＡＧ４６０１・補-1984 に基づき設計する。「各

種合成構造設計指針・同解説」に基づく場合は以下のとおりである。また，ＪＥＡＧ４６

０１・補-1984に基づく場合は，前記ツ．(イ)，(ロ)の許容値に更に 20％の低減を行うも

のとする。 

(ⅰ) 引張力を受ける場合 

荷重の算定で得られた基礎ボルトの引張荷重は以下に示す許容荷重 pa 以下となるよ

うにする。 

pa＝Min(pa1，pa3) 

pa1＝φ1・ｓσｐａ・ｓｃａ 

pa3＝φ3・τａ・π・ｄａ・ ℓｃｅ 

ここで， 

pa1 ：ボルトの降伏により決まる許容引張荷重(N) 

pa3 ：ボルトの付着力により決まる許容引張荷重(N) 

φ１，φ３：低減係数であり，以下の表に従う。 
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 φ１ φ２ φ３ 

短期荷重用 1.0 2/3 2/3 

ｓσｐａ：ボルトの引張強度で，ｓσｐａ＝ｓσｙとする。ただし，ボルトの降伏を保証す

る場合の上限引張力を算定するときは，ｓσｐａ＝αｙｕ・ｓσｙとする。(N/mm2) 

ｓσｙ ：ボルトの降伏点強度であり，ｓσｙ＝Ｓｙとする。(N/mm2) 

αｙｕ ：ボルトの材料強度のばらつきを考慮した降伏点強度に対する割増係数であり，

1.25以上を用いる。 

ｓｃａ ：ボルトの断面積で，軸部断面積とねじ部有効断面積の小さい方の値(mm2) 

ｄａ ：ボルトの径(mm) 

ℓｃｅ ：ボルトの強度算定用埋込み深さで ℓｃｅ＝ℓｅ－2ｄａとする。(mm) 

ℓｅ ：ボルトの有効埋込み深さ(mm) 

τａ ：ボルトの付着強度でτａ＝α１・α２・α３・τｂａｖｇとする。(N/mm2) 

αｎ ：へりあき及びボルトピッチによる付着強度の低減係数でαｎ＝0.5 








ｃ

ｎｃ


＋0.5 

とする（ｎ＝1，2，3）。ただし，(ｃｎ/ℓｅ) 1.0 の場合は(ｃｎ/ℓｅ)＝1.0， 

ℓｅ 10ｄａの場合は ℓｅ＝10ｄａとする。 

ｃｎ ：へりあき寸法又はボルトピッチ a の 1/2 で，最も小さくなる寸法 3 面までを

考慮する。 

τｂａｖｇ：ボルトの基本平均付着強度であり，接着剤及び充填方式により以下の表に

従う。 

 カプセル方式 注入方式 

有機系 無機系 有機系 

普通コンクリート 10 /21ＦＣ  5 /21ＦＣ  7 /21ＦＣ  

ＦＣ：コンクリートの設計基準強度(N/mm2) 

 

(ⅱ) せん断力を受ける場合 

荷重の算定で得られた基礎ボルトのせん断荷重は以下に示す許容荷重 qa 以下となる

ようにする。 

qa＝Min(qa1，qa2，qa3) 

qa1＝φ１・ｓσｑａ・ｓｃａ 

qa2＝φ２・ｃσｑａ・ｓｃａ 

qa3＝φ２・ｃσｔ・Ａｑｃ 

ここで， 

qa1 ：ボルトのせん断強度により決まる許容せん断荷重(N) 

qa2 ：コンクリートの支圧強度により決まる許容せん断荷重(N) 

qa3 ：コンクリートのコーン状破壊により決まる許容引張荷重(N) 

φ１，φ２：低減係数であり，(ⅰ)において示す表に従う。 

ｓσｑａ ：ボルトのせん断強度でｓσｑａ＝0.7・ｓσｙとする。(N/mm2) 
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ｃσｑａ ：コンクリートの支圧強度でｃσｑａ＝0.5 ＣＣ・ＥＦ とする。(N/mm2) 

ｃσｔ ：コーン状破壊に対するコンクリートの引張強度でｃσｔ＝0.31 ＣＦ  

とする。(N/mm2) 

ＥＣ ：コンクリートのヤング係数(N/mm2) 

Ａｑｃ ：せん断荷重方向の側面におけるコーン状破壊面の有効投影面積で 

Ａｑｃ＝0.5・πｃ2とする。(mm2) 

ｃ ：へりあき寸法(mm) 

また，ボルトの有効埋込み長さが ℓｅ以下となるようにする。 

ａ

ａｐａｓ
ｅ

4τ

ｄ・σ
  

 

(ⅲ) 組合せ 

基礎ボルトが引張荷重 p及びせん断荷重 qの組合せ荷重を受ける場合，以下となるよ

うにする。 

1
q

q
＋

p

p
2

a

2

a
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ネ. 燃料集合体（燃料被覆管） 

(イ) 崩壊熱除去可能な形状維持 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次応力 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

0.7・Ｓｕ
＊1，＊2 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊1：せん断ひずみエネルギ説に基づく相当応力に対して評価する。 

＊2：使用温度及び照射の効果を考慮して許容値を設定する。 

 

(ロ) 閉じ込め機能維持 

荷重の組合せ 
許容応力 

状態 

許容限界＊4 

一次＋二次応力 一次＋二次＋ピーク応力 

Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ Ｓｙ＊1，＊2 
＊3 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる

疲労解析を行い，運転状態Ⅰ，

Ⅱにおける累積疲労係数との和

が 1.0以下であること。 
Ｄ＋Ｐ＋Ｍ＋Ｓｓ ⅣＡＳ Ｓｕ＊1，＊2 

注記＊1：せん断ひずみエネルギ説に基づく相当応力に対して評価する。 

＊2：使用温度及び照射の効果を考慮して許容値を設定する。 

＊3：運転時の異常な過渡変化時として，運転状態Ⅲの制御棒引抜きについても考慮

する。 

＊4：「実用発電用原子炉の燃料体に対する地震の影響の考慮について（平成 29年 2

月 15日,原子力規制庁）」に基づき許容限界を設定する。 
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(b) Ｂ，Ｃクラスの機器・配管系，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備及び常設重大事故防止取備（設計基準拡張）（当

該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）の機器・配管系 

イ. クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器） 

（クラス２，３容器） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 一次応力 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ Ｓｙと 0.6・Ｓuの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡについては上記

の値と 1.2・Ｓのうち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡについては上記

の値と 1.2・Ｓのうち大きい方とする。 Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

 

（重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

＊1 

耐 震 

クラス 

荷重の組合せ＊2 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 一次応力 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ Ｓｙと 0.6・Ｓuの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡについては上記

の値と 1.2・Ｓのうち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡについては上記

の値と 1.2・Ｓのうち大きい方とする。 Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

注記＊1：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）が属する耐震重要度分類のクラス 

＊2：設計基準事故等の状態で作用する荷重を除く。  
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ロ. クラス２管及び重大事故等クラス２管（クラス２管） 

（クラス２管） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 

＊1 

Ｓｙと 0.6・Ｓuの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

―＊2 

Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

注記＊1：軸力による全断面平均応力については，本欄の 0.8倍の値とする。 

＊2：異なる建物間に設置される等，地震時相対変位を考慮する場合は，地震のみによる一次＋二次応力の振幅に対して 2・Ｓｙとする。 
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（重大事故等クラス２管（クラス２管））  

＊1 

耐 震 

クラス 

荷重の組合せ＊2 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 
＊3 

Ｓｙと 0.6・Ｓuの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡにつ

いては上記の値と 1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

―＊4 

Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

注記＊1：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設計

基準拡張）が属する耐震重要度分類のクラス 

＊2：設計基準事故時の状態で作用する荷重を除く。 

＊3：軸力による全断面平均応力については，本欄の 0.8倍の値とする。 

＊4：異なる建物間に設置される等，地震時相対変位を考慮する場合は，地震のみによる一次＋二次応力の振幅に対して 2・Ｓｙとする。 
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ハ. クラス３管及び重大事故等クラス２管（クラス３管） 

（クラス３管） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 一次応力 一次＋二次応力 
一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｂ 

Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 

＊1 

Ｓｙと 0.6・Ｓuの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓの

うち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡにつ

いては上記の値と 1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

― 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ＊4 

ⅣＡＳ 0.6・Ｓu
＊2 左欄の 1.5倍の値 

＊3  

Ｓｓ又はＳｄ地震動のみによる疲労解析を

行い，疲労累積係数が 1.0以下であるこ

と。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力

の変動値が２･Ｓｙ以下であれば疲労解析

は不要 

Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋Ｓｓ＊5 

Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

＊1 

Ｓｙと 0.6・Ｓuの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓの

うち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

― 

注記＊1：軸力による全断面平均応力については，本欄の 0.8倍の値とする。 

＊2：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ＢＡＳの一次一般膜応力の許容値（Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方）の 0.8倍の値とす 

る。 

＊3：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み

替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊4：主蒸気系主配管（弾性設計用地震動Ｓｄに対し破損しないことの確認を行う範囲）について適用する。 

＊5：主蒸気逃がし安全弁排気管について適用する。 
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（重大事故等クラス２管（クラス３管））  

＊1 

耐 震 

クラス 

荷重の組合せ＊2 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 一次応力 一次＋二次応力 
一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 

＊3 

Ｓｙと 0.6・Ｓuの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡにつ

いては上記の値と 1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

― 

Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

＊3 

Ｓｙと 0.6・Ｓuの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

― 

注記＊1：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設計

基準拡張）が属する耐震重要度分類のクラス 

＊2：設計基準事故時の状態で作用する荷重を除く。 

＊3：軸力による全断面平均応力については，本欄の 0.8倍の値とする。 
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ニ. クラス４管及び重大事故等クラス２管（クラス４管） 

（クラス４管）  

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 
地震時の加速度及び相対変位に対し機能が保たれるようサポートのスパン長を最大許容

ピッチ以下に確保すること。 
Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

 

（重大事故等クラス２管（クラス４管））  

＊1 

耐 震 

クラス 

荷重の組合せ＊2 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 
地震時の加速度及び相対変位に対し機能が保たれるようサポートのスパン長を最大許容

ピッチ以下に確保すること。 
Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

注記＊1：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）が属する耐震重要度分類のクラス 

＊2：設計基準事故時の状態で作用する荷重を除く。 
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ホ. クラス２，３ポンプ，その他のポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ（クラス２，３ポンプ，その他のポンプ） 

（クラス２，３ポンプ，その他のポンプ）  

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ Ｓｙと 0.6・Ｓuの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡについては上記の

値と 1.2・Ｓのうち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡについては上

記の値と 1.2・Ｓのうち大きい方とす

る。 
Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

 

（重大事故等クラス２ポンプ（クラス２，３ポンプ，その他のポンプ））  

＊1 

耐 震 

クラス 

荷重の組合せ＊2 
許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ Ｓｙと 0.6・Ｓuの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡについては上記の値

と 1.2・Ｓのうち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡについては上

記の値と 1.2・Ｓのうち大きい方とす

る。 
Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

注記＊1：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）が属する耐震重要度分類のクラス 

＊2：設計基準事故時の状態で作用する荷重を除く。 

 

  



 
 

 

S2 補 Ⅵ-2-1-9 R1 

79
 

ヘ. クラス２支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（クラス２支持構造物） 

（クラス２支持構造物） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊6 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張 せん断 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・fp 

 
3・ft 

＊3 

3・fs 
＊4 

3・fb 

＊5 

1.5・fp 

＊4，＊5 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は

1.5・fc 

1.5・ft 1.5・fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

地震荷重のみによる応

力振幅について評価す

る。 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊4：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊5：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊6：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないもの

については，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fsとして応力評

価を行う。 
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（重大事故等クラス２支持構造物（クラス２支持構造物）） 

＊1 

耐 震 

クラス 

荷重の組合せ＊2 
許容応力 

状態 

許容限界＊3，＊4 

（ボルト等以外） 

許容限界＊4，＊8 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張 せん断 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・fp 

 
3・ft 

＊5 

3・fs 
＊6 

3・fb 

＊7 

1.5・fp 

＊6，＊7 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は

1.5・fc 

1.5・ft 1.5・fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

地震荷重のみによる応

力振幅について評価す

る。 

注記＊1：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）が属する耐震重要度分類のクラス 

＊2：設計基準事故時の状態で作用する荷重を除く。 

＊3：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊4：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊5：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊6：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊7：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊8：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないもの

については，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fsとして応力評

価を行う。 
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ト. その他の支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物（その他の支持構造物） 

（その他の支持構造物） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊7 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊6，＊7 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張 せん断 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・fp 

 
3・ft 

＊3 

3・fs 
＊4 

3・fb 

＊5 

1.5・fp 

＊4，＊5 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は

1.5・fc 

1.5・ft 1.5・fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

地震荷重のみによる

応力振幅について評

価する。 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊4：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊5：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊6：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないもの

については，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fsとして応力評

価を行う。 

＊7：電気計装設備，換気空調設備の評価においても準用する。 
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（重大事故等クラス２支持構造物（その他の支持構造物）） 

＊1 

耐 震 

クラス 

荷重の組合せ＊2 
許容応力 

状態 

許容限界＊3，＊4，＊9 

（ボルト等以外） 

許容限界＊4，＊8，＊9 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 引張 せん断 

Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・fp 

 
3・ft 

＊5 

3・fs 
＊6 

3・fb 

＊7 

1.5・fp 

＊6，＊7 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は

1.5・fc 

1.5・ft 1.5・fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

Ｃ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＣ ＣＡＳ 

地震荷重のみによる

応力振幅について評

価する。 

注記＊1：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラス又は常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）が属する耐震重要度分類のクラス 

＊2：設計基準事故時の状態で作用する荷重を除く。 

＊3：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊4：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊5：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊6：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊7：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊8：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わない

ものについては，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fsとし

て応力評価を行う。 

＊9：電気計装設備，換気空調設備の評価においても準用する。 
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(3) 土木構造物 

（設計基準対象施設） 

 

荷重の組合せ 

許容限界 

曲げ せん断 
基礎地盤の 

支持性能 

土
木
構
造
物 

屋外重要 

土木構造物 

Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

限界層間変形角＊1，限

界ひずみ＊1,2，降伏曲

げモーメント＊1，終局

曲げモーメント＊1 又

は短期許容応力度と

する。 

せん断耐力＊1，

短期許容応力

度又は限界せ

ん断ひずみ＊1,2

とする。 

地盤の極限支持

力度に対して妥

当な安全余裕を

持たせる。 

Ｇ＋Ｐ＋Ｓｃ 
短期許容応力度とす

る。 

短期許容応力

度とする。 

地盤の短期許容

支持力度とする。 

その他の 

土木構造物 
Ｇ＋Ｐ＋Ｓｃ 

短期許容応力度とす

る。 

短期許容応力

度とする。 

地盤の短期許容

支持力度とする。 

注記＊1：各種安全係数を見込むことで，妥当な安全余裕を持たせる。 

  ＊2：貯水機能及び止水機能の維持が要求される部位については，基準地震動Ｓｓによる地震

力に伴い生じる荷重又は応力に対して，おおむね弾性状態にとどまることを計算により

確認する。 

  〔記号の説明〕 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震力 

Ｓｃ：Ｃクラスの施設に適用される静的地震力 
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（重大事故等対処施設） 

 
＊1 

設備分類 

施設区分 

荷重の組合せ 

許容限界 

曲げ せん断 
基礎地盤の 

支持性能 

土
木
構
造
物 

①＊2， 

③，④＊2 

⑤，⑥＊2 

Ｇ+Ｐ+Ｓｓ 

限界層間変形角＊3，限

界ひずみ＊3,4，降伏曲

げモーメント＊3，終局

曲げモーメント*3又は

短期許容応力度とす

る。 

せん断耐力＊3，短期

許容応力度又は限

界せん断ひずみ＊3,4

とする。 

地盤の極限支持

力度に対して妥

当な安全余裕を

持たせる。 

① Ｇ+Ｐ+Ｓｃ 
短期許容応力度とす

る。 

短期許容応力度と

する。 

地盤の短期許容

支持力度とす

る。 

注記＊1：重大事故等対処施設の設備分類及び施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防 

止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラ

スのもの） 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当 

該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの） 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

＊2：屋外重要土木構造物の機能を代替する重大事故等対処施設に適用する。 

＊3：各種安全係数を見込むことで，妥当な安全余裕を持たせる。 

＊4：貯水機能及び止水機能の維持が要求される部位については，基準地震動Ｓｓによる地震

力に伴い生じる荷重又は応力に対して，おおむね弾性状態にとどまることを計算により

確認する。 

〔記号の説明〕 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震力 

Ｓｃ：Ｃクラスの施設に適用される静的地震力 
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(4) 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

(a) 土木構造物 

津波防護施設 

 
荷重の組合せ 

許容限界 

構造部材の健全性 基礎地盤の支持性能 構造物の変形性 

防波壁 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

短期許容応力度，許容アン

カー力又は降伏モーメント
＊，短期許容せん断力，材料

強度及び許容ひずみとす

る。 

地盤の極限支持力度とする。＊ 

有意な漏えいが生じないこ

とを確認した変位量とす

る。 

防波壁通路防波扉 Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

短期許容応力度，許容耐

力，許容アンカー力又は降

伏モーメント＊とする。 

地盤の極限支持力度とする。＊ － 

１号機取水槽流路縮小工 Ｇ＋Ｓｓ 短期許容応力度とする。 － － 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 

〔記号の説明〕 

     Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震力 
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(b) 建物・構築物 

    浸水防止設備 

 
荷重の組合せ 

許容限界 

部材 

浸
水
防
止
設
備 

防水壁 

水密扉 
Ｇ＋Ｐ＋Ｓｓ 

短期許容応力度を基本

とする。 

〔記号の説明〕 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓによる地震力 
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(c) 機器・配管系 

イ. 記号の説明 

Ｄ  ：死荷重 

ＰＤ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこ

れを含む），又は当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重 

ＭＤ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこ

れを含む），又は当該設備に設計上定められた機械的荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

   

ロ. 荷重の組合せ及び許容応力 

浸水防止設備（床ドレン逆止弁） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 曲げ 引張 せん断 

Ｓ Ｄ＋Ｓｓ ⅢＡＳ＊1 1.2・Ｓ 1.2・Ｓ 1.5・ft 1.5・fs 

注記＊1：地震後，津波後の再使用性や津波の繰返し作用を想定し，当該構造物全体の変形能力に対して浸水防護機能として十分な余裕を有する

よう，設備を構成する材料が弾性域内に収まることを基本とする。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：クラス２，３配管に対する許容限界に準じて設定する。 

＊4：その他の支持構造物（設計基準対象施設）に対する許容限界に準じて設定する。 
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浸水防止設備（屋外排水路逆止弁） 

 
荷重の組合せ 

許容限界 

部材 

浸
水
防
止
設
備 

屋外排水路逆止弁 Ｄ＋Ｓｓ 
短期許容応力度を基本

とする。 

 

浸水防止設備（管） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

＊1 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

Ｓｙ 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓ

のうち大きい方とする。 

＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行

い，疲労累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の

変動値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不

要 
Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ

＊1 左欄の 1.5倍の値 

注記＊1：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態 ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値の 0.8倍の値とする。 

＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替え 

る。）の簡易弾塑性解析を用いる。 
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浸水防止設備（ポンプ） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ及びＨＮＡに

ついては上記の値と 1.2・Ｓの

うち大きい方とする。 

左欄の 

1.5倍の値 

                            
 ＊ 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによる疲労解析を行い，疲

労累積係数が 1.0以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値

が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要 

 Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 
左欄の 

1.5倍の値 

注記＊：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の簡易

弾塑性解析を用いる。 
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浸水防止設備（隔離弁（弁箱）） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

一次一般膜応力 一次応力 一次＋二次応力 
一次＋二次＋ 

ピーク応力 

Ｓ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

 

 

                        
＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：バルブの肉厚が接続配管と同等の場合で，特に大きな駆動部を有する電動弁，空気作動弁については，設計・建設規格 VVB-3330の評価を行

う。ただし，地震時に過大な応力の発生を防ぐ処置が講じられているものは，この限りではない。 
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 浸水防止設備（支持構造物） 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界＊1，＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊4 

（ボルト等） 

形式試験に 

よる場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈＊5 引張 せん断 

Ｓ 

 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* 
ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・fp 

 
3・ft 

＊6 

3・fs 
＊7 

3・fb 
＊8 

1.5・fp ＊7，＊8 

1.5・fb， 

1.5・fs 

又は

1.5・fc 

1.5・ft 1.5・fs ＴＬ・
2

1
・

ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  1.5・fc 

＊  1.5・fb 

＊  1.5・fp 

＊  

Ｓｄ又はＳｓ地震動の

みによる応力振幅につ

いて評価する。 

＊8 

1.5・fp 

＊ 
 

1.5・ft 

＊  1.5・fs 

＊  ＴＬ・0.6・
ｙｔ

ｙｄ

Ｓ

Ｓ
 

注記＊1：鋼構造設計規準（日本建築学会 2005改定）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応力とする。 

＊4：コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わないものに

ついては，材料の品質，据付状態等のばらつき等を考慮して，ⅢＡＳの許容応力を一次引張応力に対しては ft，一次せん断応力に対しては fs

として，またⅣＡＳ→ⅢＡＳとして応力評価を行う。 

＊5：薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊6：すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5・fsとする。 

＊7：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)により求めた fbとする。 

＊8：自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 
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浸水防止設備（貫通部止水処置） 

貫通部止水処置にモルタルを用いる場合の許容荷重はコンクリート標準示方書【構造性能照査

編】（（社）土木学会 2002年制定）に準じて，次のとおりとする。 

 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界 

付着荷重＊1 圧縮荷重＊2 

Ｓ Ｄ＋Ｓｓ 
短期許容応力度

とする。 
ｆｓ ｆｃ 

注記＊1：貫通部がせん断荷重を受ける場合のモルタルの評価 

荷重の算定で得られた貫通物のせん断荷重は，以下に示す貫通部の周囲に充填したモル

タルの付着強度に対する許容値以下となるようにする。 

Ｆｓ≦ｆｓ＝ｆ’bok・Ｓ・Ｌ／γｃ 

ここに， 

ｆ’bok＝0.28・ｆ’ck2/3・0.4 

Ｆｓ ：貫通物によるせん断荷重(kN) 

ｆｓ   ：モルタルの許容付着荷重(kN) 

ｆ’bok ：モルタルの付着強度(N/mm2) 

Ｓ   ：貫通物の周長(mm) 

Ｌ   ：モルタルの充填深さ(mm) 

ｆ’ck  ：モルタル圧縮強度 (N/mm2) 

γｃ   ：材料定数として 1.3を用いる。 

＊2：貫通物が圧縮荷重を受ける場合のモルタルの評価 

荷重の算定で得られた貫通物の圧縮荷重は，以下に示す貫通部の周囲に 

充填したモルタルの圧縮強度に対する許容値以下となるようにする。 

Ｆｃ≦ｆｃ＝ｆ’ck・Ａｐ／γｃ 

ここに， 

Ｆｃ ：貫通物による圧縮荷重(kN) 

ｆｃ   ：モルタルの許容圧縮荷重(kN) 

ｆ’ck  ：モルタル圧縮強度 (N/mm2)  

Ａｐ  ：貫通物の投影面積(mm2) 

γｃ  ：材料定数として 1.3を用いる。 
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津波監視設備 

 

耐 震 

クラス 
荷重の組合せ 

許容応力 

状態 

許容限界＊2，＊3 

（ボルト等以外） 

許容限界＊2，＊3 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

津

波

監

視

設

備 

取水槽 

水位計 
Ｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅢＡＳ＊1 1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・ft 1.5・fs 

津波監視 

カメラ 
Ｓ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅢＡＳ＊1 1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・ft 1.5・fs 

注記＊1：地震後，津波後の再使用性や津波の繰返し作用を想定し，当該構造物全体の変形能力に対して浸水防護機能として十分な余裕を有するよ 

う，設備を構成する材料が弾性域内に収まることを基本とする。 

＊2：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊3：その他の支持構造物（設計基準対象施設）に対する許容限界に準じて設定する。 
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(5) 地盤 

（設計基準対象施設） 

 荷重の組合せ 許容限界 

Ｓクラス 

Ｇ＋Ｐ＋Ｓｄ* 短期許容支持力度とする。 

Ｇ＋Ｐ＋ＳＳ 
極限支持力度に対して妥当な安全

余裕を持たせる。 

Ｂクラス Ｇ＋Ｐ＋ＳＢ 短期許容支持力度とする。 

Ｃクラス Ｇ＋Ｐ＋ＳＣ 短期許容支持力度とする。 

〔記号の説明〕 

Ｇ   ：固定荷重 

Ｐ   ：積載荷重 

Ｓｄ*：弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力 

ＳＳ   ：基準地震動Ｓｓによる地震力 

ＳＢ   ：Ｂクラスの施設に適用される静的地震力 

ＳＣ   ：Ｃクラスの施設に適用される静的地震力 

 

（重大事故等対処施設） 

 設備分類＊1 

施設区分 

耐 震＊2 

クラス 
荷重の組合せ 許容限界 

基礎地盤 

③，④，⑤， 

⑥，⑦ 
Ｓ Ｇ＋Ｐ＋ＳＳ 

極限支持力度に対して妥

当な安全余裕を持たせ

る。 

①，② Ｂ Ｇ＋Ｐ＋ＳＢ 短期許容支持力度とする。 

①，② Ｃ Ｇ＋Ｐ＋ＳＣ 短期許容支持力度とする。 

〔記号の説明〕 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐ ：積載荷重 

  ＳＳ：基準地震動Ｓｓによる地震力 

ＳＢ：Ｂクラスの施設に適用される静的地震力 

ＳＣ：Ｃクラスの施設に適用される静的地震力 

注記＊1：重大事故等対処施設の設備分類及び施設区分 

①：常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防止

設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラス

のもの） 

②：①が設置される重大事故等対処施設 

③：常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該

設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの） 

④：③が設置される重大事故等対処施設 

⑤：常設重大事故緩和設備 

⑥：⑤が設置される重大事故等対処施設 

⑦：緊急時対策所 

＊2：常設重大事故防止設備の代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重

要度分類のクラス 
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また，常設重大事故緩和設備については，当該クラスをＳと表記する。  
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表 3－2 地震力と積雪荷重及び風荷重の組合せ 

 

(1) 考慮する荷重の組合せ 

（○：考慮する荷重を示す。） 

 

施設の配置 

荷重 

風荷重 

（ＰＫ） 

積雪荷重 

（ＰＳ） 

建物・構築物 屋外 ○＊1 ○＊2 

機器・配管系 
屋内 － － 

屋外 ○＊1 ○＊2 

土木構造物 屋外 ○＊1 ○＊2 

津波防護施設，浸水防止

設備及び津波監視設備 

屋内 － － 

屋外 ○＊1 ○＊2 

注記＊1：屋外に設置されている施設のうち，コンクリート構造物等の自重が大

きい施設を除く。 

＊2：積雪による受圧面積が小さい施設，又は埋設構造物等，常時の荷重に

対して積雪荷重の割合が無視できる施設を除く。 
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(2) 検討対象の施設・設備 

 施設・設備 

風荷重＊1 積雪荷重＊1 

建物・構築物 

・排気筒＊2 

・１号機排気筒＊2 

・原子炉建物 

・制御室建物 

・タービン建物 

・廃棄物処理建物 

・緊急時対策所 

・ガスタービン発電機建物 

・屋外配管ダクト（排気筒） 

・１号機原子炉建物 

・１号機タービン建物 

・１号機廃棄物処理建物 

・サイトバンカ建物 

・サイトバンカ建物（増築部） 

・排気筒モニタ室 

・ディーゼル燃料移送ポンプエリア防

護対策設備 

・ディ―ゼル燃料貯蔵タンク室 

機器・配管系 

・第１ベントフィルタ出口放射線モニ

タ（低レンジ） 

・高圧発電機車接続プラグ収納箱 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・緊急用メタクラ接続プラグ盤 

・緊急時対策所 発電機接続プラグ盤 

・衛星電話設備用アンテナ（中央制御

室） 

・衛星電話設備用アンテナ（緊急時対

策所） 

・無線通信設備用アンテナ（中央制御

室） 

・無線通信設備用アンテナ（緊急時対

策所） 

・発信用アンテナ（１・２号） 

・受信用アンテナ（１・２号） 

・高光度航空障害灯管制器 

・統合原子力防災ネットワークに接続

する通信連絡設備のうち統合原子力

防災ＮＷ用屋外アンテナ 

・第１ベントフィルタ出口放射線モニ

タ（低レンジ） 

・高圧発電機車接続プラグ収納箱 

・ガスタービン発電機用軽油タンク 

・緊急用メタクラ接続プラグ盤 

・緊急時対策所 発電機接続プラグ盤 

・衛星電話設備用アンテナ（中央制御

室） 

・取水槽ガントリクレーン 

・高光度航空障害灯管制器 

・建物開口部竜巻防護対策設備 

 

 

 

 

 

 

 

土木構造物 

 

 

 

 

 

・ガスタービン発電機用軽油タンク基

礎 

・免震重要棟遮蔽壁 

・復水貯蔵タンク遮蔽壁 

・取水槽海水ポンプエリア防護対策設

備 

・取水槽 

・屋外配管ダクト（タービン建物～排

気筒） 

・Ｂ－ディーゼル燃料貯蔵タンク格納

槽 

・屋外配管ダクト（Ｂ－ディーゼル燃

料貯蔵タンク～原子炉建物） 

・屋外配管ダクト（タービン建物～放

水槽） 

・第１ベントフィルタ格納槽 

・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

・緊急時対策所用燃料地下タンク 
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 施設・設備 

風荷重＊1 積雪荷重＊1 

 

 

 

 

 

 

 

土木構造物 

 

 

 

・ガスタービン発電機用軽油タンク基

礎 

・屋外配管ダクト（ガスタービン発電

機用軽油タンク～ガスタービン発電

機） 

・免震重要棟遮蔽壁 

・復水貯蔵タンク遮蔽壁 

・１号機取水槽ピット部及び１号機取

水槽漸拡ダクト部底版 

・取水槽海水ポンプエリア防護対策設

備 

・取水槽循環水ポンプエリア防護対策

設備 

・土留め工（親杭） 

・仮設耐震構台 

津波防護施

設，浸水防止

設備及び津波

監視設備 

・防波壁 

・防波壁通路防波扉 

・取水槽除じん機エリア防水壁 

・取水槽除じん機エリア水密扉 

・津波監視カメラ 

・防波壁 

・防波壁通路防波扉 

・津波監視カメラ 

・取水槽水位計（発信器） 

注記＊1：風荷重及び積雪荷重については，Ⅵ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷

の防止に関する説明書」のうち，Ⅵ-1-1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等

による損傷の防止に関する基本方針」の「4. 組合せ」のとおり，風荷重については

30m/s，積雪荷重については 100cmに平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35を考慮

し，適切に算出する。 

＊2：風荷重の影響が大きいと考えられる鉄塔構造物について，組合せを考慮する。 
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図 3－1 耐震計算における風荷重及び積雪荷重の設定フロー 

  

  

  

  

  

図Ａ：蓋等により積雪しない場合の例 図Ｂ：上部の受圧面積が小さい場合の例 

  
受圧面積 

蓋 

検討対象 

 

風荷重の影響が 
大きい施設か   

常時作用する荷重の設定
＊1 

注記＊1：構造物については，固定荷重（Ｇ）を
考慮し，上載物の荷重を負担する又は
影響を受ける構造である場合は，積載
荷重（Ｐ）を組み合わせる。 
機器類については，自重（Ｄ）を考慮 
する。 

風荷重（Ｐ
Ｋ
）を考慮 

注記＊2 
・風による受圧面積が相対的に小さい。 
・コンクリート構造物等の自重が大きい施設 
・壁等に囲われた場所に設置されており，直接 
風を受けない。 

・常時海中にある構造物 

検討対象の施設・設備に風
荷重を考慮するものとして 

表 3－2(2)に記載 

屋外 

YES 

屋内 

NO
＊2 

検討対象外   

設置場所はどこか 

積雪荷重の影響が 
大きい施設か   

検討対象外   
積雪荷重（Ｐ

Ｓ
）を考慮 

YES 

NO
＊3 

注記＊3 
・施設の上に蓋等があり施設に積雪しない 
（図Ａ参照） 

・常時海中にある構造物 
・施設上部又は設備の受圧面積が小さい 
 （図Ｂ参照） 

検討対象の施設・設備に積雪
荷重を考慮するものとして 

表 3－2(2)に記載 
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3.2 変位，変形の制限 

発電用原子炉施設として設置される建物・構築物，機器・配管系の設計に当たっては，剛構

造とすることを原則としており，地震時にこれらに生じる応力を許容応力値以内に抑えること

により，変位，変形に対しては特に制限を設けなくても機能は十分維持されると考えられる。 

しかしながら，地震により生起される変位，変形に対し設計上の注意を要する部分について

は以下のような配慮を行い，設備の機能維持が十分果たされる設計とする。 

 

(1) 建物間相対変位に対する配慮 

原子炉格納容器を貫通する配管，ダクト等，又は異なった建物間を渡る配管等の設計にお

いては，十分安全側に算定された建物間相対変位に対し，配管ルート，支持方法又は伸縮継

手の採用等でこれを吸収できるように配慮する。 

 

(2) 燃料集合体の変位に対する配慮 

地震時における原子炉スクラム時，燃料集合体の地震応答変位は制御棒の挿入時間に影響

を与える。そのため，炉心を模擬した実物大の部分モデルによる加振時制御棒挿入試験結果

から挿入機能に支障を与えない最大燃料集合体変位を求め，地震応答解析から求めた燃料集

合体変位がその最大燃料集合体変位を下回ることを確認する。  
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4. 機能維持 

4.1 動的機能維持 

動的機能維持が要求される機器は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「5.2(1) 動的

機能維持」の考え方に基づき，地震時及び地震後において，その機器に要求される安全機能を

維持するため，設計基準対象施設の耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分に応じ

た地震動に対して，その機能種別により制御棒挿入機能に係る機器，回転機器及び弁に分類し，

それぞれについて，以下の方法により機能維持を満足する設計とする。 

 

(1) 制御棒挿入機能に係る機器 

地震時における制御棒の挿入性(制御棒が目安とする設計時間内に挿入できること)につい

ては，炉心を模擬した実物大の部分モデルによる加振時制御棒挿入試験結果等から駆動機能

が地震時にも維持されることを確認する。 

 

(2) 回転機器及び弁 

地震時及び地震後に動作機能の維持が要求される回転機器及び弁については，設計基準対

象施設の耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分に応じた地震動による応答加速

度が，加振試験等の既往の研究によって機能維持を確認した加速度（以下「動的機能確認済

加速度」という。）以下とするか，若しくは応答加速度による解析等により機能維持を満足

する設計とする。動的機能確認済加速度を超える場合には，詳細検討により機能維持を満足

する設計とする。標準的な機種の動的機能確認済加速度を表 4－1に示す。 

表 4－1の適用形式を外れる場合は，地震時の応答加速度が地震動を模擬した加振試験又は

設備が十分に剛であることを踏まえ，地震動による応答を模擬した静的荷重試験によって得

られる，機能維持を確認した加速度以下であること，又は既往知見に基づいた解析により機

能維持を満足する設計とする。 

具体的な動的機能維持評価について，以下に示す。 

 

a. クラス２ポンプ，クラス３ポンプ，その他のポンプ及び重大事故等クラス２ポンプ（クラ

ス２，３，その他のポンプ）について 

地震時及び地震後に動的機能維持を要求されるポンプについては，次のいずれかにより，

必要な機能を有することを確認する。また，クラス１ポンプについては，地震時及び地震後

において，動的機能を必要としないが，地震によって軸固着が生じないことを同様の方法で

確認する。 

(a) 計算による機能維持の評価 

静的若しくは動的解析により地震荷重を求め，軸受に負荷する荷重が，軸受の許容荷重

以内であることを確認する。また，その他の必要な機能についても計算により確認する。 

(b) 実験による機能維持の評価 

地震を模擬した加振試験又は地震時に作用する相当荷重を模擬した静的実験により，機

能維持の確認をする。 
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b. クラス１弁，クラス２弁及び重大事故等クラス２弁（クラス１弁，クラス２弁）について 

地震時及び地震後に動的機能維持を要求される弁については，次のいずれかにより，必要

な機能を有することを確認する。 

(a) 計算による機能維持の評価 

次のいずれかにより，弁の設計荷重を決める。 

イ. 配管系の解析により，弁の最大加速度を求める。 

ロ. あらかじめ弁に対して許容設計加速度を定める。 

これらのいずれかにより，与えられた設計荷重により，ヨーク，弁本体，ステム等の

うち，もっとも機能に影響の強い部分（一般にはボンネット付根部）の応力等が降伏点，

又は機能維持に必要な限界値を超えないことを確認する。 

(b) 実験による機能維持の評価 

地震を模擬した加振試験又は地震時に作用する相当荷重を模擬した静的実験により，機

能維持の確認をする。 
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表 4－1 動的機能確認済加速度 

種別 機種 
加速度 

確認部位 

機能確認済加速度 

(×9.8m/s2) 

水平方向 鉛直方向 

立形ポンプ 
ピットバレル形ポンプ コラム 

先端部 10.0 1.0 
立形斜流ポンプ 

横形ポンプ 

横形単段遠心式ポンプ 
軸位置 

3.2 

(軸直角方向) 

1.4 

(軸方向) 

1.0 

横形多段遠心式ポンプ 

ポンプ駆動用 

タービン 

原子炉隔離時冷却ポンプ駆動用

蒸気タービン 
重心位置 2.4 1.0 

電動機 

横形ころがり軸受電動機 

軸受部 

4.7 

1.0 
横形すべり軸受電動機 2.6 

立形ころがり軸受電動機 
2.5 

立形すべり軸受電動機 

ファン 
遠心直結型ファン 

軸受部及びメカ

ニカルシール 

ケーシング 
2.3 

1.0 

遠心直動型ファン 軸受部 2.6 

非常用ディーゼ

ル発電機 中速形ディーゼル機関 

機関 

重心位置 1.1 1.0 

ガバナ 

取付位置 1.8 1.0 

往復動式ポンプ 横形 3連往復動式ポンプ 重心位置 1.6 1.0 

弁（一般弁及び

特殊弁） 

一般弁（グローブ弁，ゲート

弁，バタフライ弁，逆止弁） 

駆動部 

6.0 6.0 

ゴムダイヤフラム弁 2.7 6.0 

主蒸気隔離弁 10.0 6.2 

主蒸気逃がし安全弁 9.6 6.1 

制御棒駆動系スクラム弁 6.0 6.0 

（参考文献） 

電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法に関する研究(HlO～H13)」 

 

  



 

 

   
S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-9
 R
1 

104 

4.2 電気的機能維持 

電気的機能が要求される機器については，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「5.2(2) 

電気的機能維持」の考え方に基づき，地震時及び地震後において，その機器に要求される安全

機能を維持するため，設計基準対象施設の耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分

に応じた地震動による応答加速度が各々の盤，器具等に対する加振試験等により機能維持を確

認した加速度以下であること，あるいは解析による最大発生応力が許容応力以下であることに

より，機能維持を満足する設計とする。 

上記加振試験では，まず，掃引試験により固有振動数を確認する。その後，加振試験を実施

し，当該機器が設置される床における加速度以上での動作確認を実施する。または，実機を模

擬した機器を当該機器が設置される床における模擬地震波により加振して，動作確認を実施す

る。 

 

4.3 気密性の維持 

気密性の維持が要求される施設は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「5.2(3) 気密

性の維持」の考え方に基づき，地震時及び地震後において，放射線業務従事者の放射線障害防

止，発電所周辺の空間線量率の低減，居住性の確保及び放射線障害から公衆を守るため，事故

時に放射性気体の放出，流入を防ぐことを目的として，設計基準対象施設の耐震重要度分類及

び重大事故等対処施設の施設区分に応じた地震動に対して，「3.1 構造強度上の制限」等に

よる構造強度を確保すること及び同じく地震動に対して機能を維持できる設計とする換気設備

とあいまって，気密性維持の境界において気圧差を確保することで必要な気密性を維持する設

計とする。 

気密性の維持が要求される施設のうち，鉄筋コンクリート造の施設は，施設区分に応じた地

震動に対して，地震時及び地震後において，耐震壁のせん断ひずみがおおむね弾性状態にとど

まることを基本とする。その状態にとどまらない場合は，地震応答解析による耐震壁のせん断

ひずみから算定した空気漏えい量が，設置する換気設備の性能を下回ることで必要な気密性を

維持する設計とする。 

気密性の維持が要求される施設のうち，鋼製の構造物を含む原子炉格納容器バウンダリは，

設計基準事故及び重大事故等時における内圧と地震力との組合せを考慮した荷重に対しても，

「3.1 構造強度上の制限」による構造強度を確保する設計とする。この場合，格納容器貫通

部においては相対変位量を考慮した処置を施す等，相対変位量を考慮した設計を行う。また，

使用材料，製作及び保守に関しても管理を行うことで，地震時及び地震後において，気密性維

持の境界において気圧差を確保し十分な気密性を維持する設計とする。 

原子炉建物原子炉棟の鉄筋コンクリート造の部分において，耐震壁については，「3. 構造

強度」に定める建物・構築物の許容限界であるせん断ひずみを用いて空気漏えい量を算定し，

事故時に原子炉格納容器から漏えいした空気を非常用ガス処理系で処理できることを確認する

ことで，スラブについては，地震時に生じる応力に対して弾性域内にとどまる設計とすること

で，気密性維持の境界において気圧差を確保し，気密性を維持する設計とする。 

緊急時対策所及び中央制御室は，地震時及び地震後においてもその機能を維持できるよう
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に，耐震壁については，「3. 構造強度」に定める建物・構築物の許容限界であるせん断ひず

みを用いて空気漏えい量を算定し，設置する換気設備の性能以下であることを確認する。ま

た，スラブについては，地震時に生じる応力に対して弾性域内にとどまる設計とすることで，

気密性維持の境界において気圧差を確保し，居住性を維持する設計とする。 

中央制御室待避室は，地震時及び地震後においてもその機能を維持できるように，鋼製部材

については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し「3.1 構造強度上の制限」による構造強度

を確保する設計とする。耐震壁については，「3. 構造強度」に定める建物・構築物の許容限

界であるせん断ひずみを用いて空気漏えい量を算定し，設置する換気設備の性能以下であるこ

とを確認することで，気密性維持の境界において気圧差を確保し，居住性を維持する設計とす

る。 

 

4.4 止水性の維持 

止水性の維持が要求される施設は，津波防護施設及び浸水防止設備であり，Ⅵ-2-1-1「耐震

設計の基本方針」のうち「5.2(4) 止水性の維持」の考え方に基づき，地震時及び地震後にお

いて，防護対象設備を設置する建物及び区画に，津波に伴う浸水による影響を与えないことを

目的として，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，「3.1 構造強度上の制限」に示す構造強

度の確保に加え，主要な構造体の境界部に設置する材料については，有意な漏えいが生じない

変形にとどめることで，止水性を維持する設計とする。 

 

(1) 津波防護施設及び浸水防止設備（隔離弁，ポンプ及び配管を除く） 

止水性の維持が要求される施設の母材部については，基準地震動Ｓｓによる地震力に伴い

生じる荷重又は応力に対して，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認する。加

えて，止水性の維持が要求される施設の取付部及び閉止部等のうち，間隙が生じる可能性の

ある境界部に設置した材料については，境界部において基準地震動Ｓｓによる地震力に伴い

生じる相対変位量が，材料の試験により確認した止水性が維持できる変位量未満であること

を計算により確認する。また，止水性の維持が要求される施設が取付けられた，建物・構築

物及び土木構造物の壁など，止水性の維持が要求される部位についても，基準地震動Ｓｓに

よる地震力に伴い生じる荷重又は応力に対して，おおむね弾性状態にとどまることを計算に

より確認する。 

各施設の母材部並びに取付部及び閉止部等の境界部は，使用材料，製作及び保守に関して

も十分な管理を行い，止水性が維持できるよう考慮する。 

 

(2) 浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管 

浸水防止設備のうち隔離弁，ポンプ及び配管については，塑性ひずみが生じる場合であっ

ても，その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に十分な余裕を有し，浸水防止機能

に影響を及ぼさないように，また，動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる応答に対

して，その設備に要求される機能を保持することを確認する。また，弾性設計用地震動Ｓｄ

による地震力又はＳクラスの施設に適用する静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対し
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て，おおむね弾性状態にとどまる範囲で耐えられることを確認する。 

 

4.5 遮蔽性の維持 

遮蔽性の維持が要求される施設は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「5.2(5) 遮蔽

性の維持」の考え方に基づき，地震時及び地震後において，放射線業務従事者の放射線障害防

止，発電所周辺の空間線量率の低減，居住性の確保及び放射線障害から公衆を守るため，鉄筋

コンクリート造として設計することを基本とし，遮蔽性の維持が要求される生体遮蔽装置につ

いては，設計基準対象施設の耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分に応じた地震

動に対して，「3.1 構造強度上の制限」による構造強度を確保し，遮蔽体の形状及び厚さを

確保することで，地震後における残留ひずみを小さくし，ひび割れがほぼ閉鎖し，貫通するひ

び割れが直線的に残留しないこととすることで，遮蔽性を維持する設計とする。 

 

4.6 支持機能の維持 

機器・配管系等の設備を支持する機能の維持が要求される施設は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基

本方針」のうち「5.2(6) 支持機能の維持」の考え方に基づき，地震時及び地震後において，

被支持設備が設計基準対象施設の場合は耐震重要度分類，重大事故等対処施設の場合は施設区

分に応じた地震動に対して，以下に示すとおり，支持機能を維持する設計とする。 

 

(1) 建物・構築物の支持機能の維持 

建物・構築物の支持機能の維持については，地震動に対して，被支持設備の機能を維持で

きる構造強度を確保する設計とする。 

具体的には，Ｓクラス設備等の支持機能の維持が要求される建物・構築物が鉄筋コンク

リート造の場合は，基準地震動Ｓｓに対して，耐震壁の最大せん断ひずみが「3.1 構造強

度上の制限」による許容限界を超えない設計とすること，又は基礎等を構成する部材に生

じる応力若しくはひずみが「3.1 構造強度上の制限」による許容限界を超えない設計とす

ることで，Ｓクラス設備等の支持機能が維持できる設計とする。鉄骨造の場合は,基準地震

動Ｓｓに対して,部材に発生する応力が「3.1 構造強度上の制限」による許容限界を超え

ない設計とすることでＳクラス設備等の支持機能が維持できる設計とする。 

耐震壁以外の建物・構築物の部位に関しても，耐震壁がせん断ひずみの許容限界を満足し

ている場合は，耐震壁の変形に追従する建物・構築物の部位の健全性も確保されており，支

持機能を確保していると考えることができる。 

また，各建物間に生じる地震時相対変位について，各建物が相互に干渉しないよう適切な

間隔を設けると同時に，各建物に渡る設備からの反力に対しても十分な構造強度を確保する

設計とする。 

 

(2) 屋外重要土木構造物の支持機能の維持 

Ｓクラスの機器・配管系の間接支持機能を求められる屋外重要土木構造物については，地震

動に対して，構造部材の曲げについては限界層間変形角，限界ひずみ，降伏曲げモーメン 
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ト，終局曲げモーメント又は短期許容応力度，面外せん断についてはせん断耐力又は短期許

容応力度，面内せん断については限界せん断ひずみを許容限界とする。なお，限界層間変形

角，限界ひずみ，降伏曲げモーメント，終局曲げモーメント，せん断耐力及び限界せん断ひ

ずみに対しては妥当な安全余裕をもたせることとし，機器・配管系の支持機能が維持できる

設計とする。 

 

(3) 車両型の間接支持構造物における支持機能の維持 

車両型の間接支持構造物については，地震動に対して，被支持設備の機能を維持できる構

造強度を確保する設計とする。 

また，地震時に車両等の転倒を防止するよう，加振試験等で車両全体が安定性を有し，転

倒しないことを確認する設計，若しくは地震応答解析から得られた重心相対変位が転倒条件

の相対変位以下となるよう設計することで，設置箇所における機能維持を満足する設計とす

る。 

 

4.7 通水機能の維持 

通水機能の維持が要求される施設は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「5.2(7) 通

水機能の維持」の考え方に基づき，非常時に冷却する海水を確保するための通水機能の維持が

要求される非常用取水設備は，地震時及び地震後において，通水機能を維持するため，基準地

震動Ｓｓによる地震力に対して，構造強度を確保することで，通水機能が維持できる設計とす

る。 

地震力が作用した場合において，構造部材の曲げについては限界層間変形角，限界ひずみ，

降伏曲げモーメント，終局曲げモーメント又は短期許容応力度，面外せん断についてはせん断

耐力又は短期許容応力度，面内せん断については限界せん断ひずみを許容限界とする。なお，

限界層間変形角，限界ひずみ，降伏曲げモーメント，終局曲げモーメント，せん断耐力及び限

界せん断ひずみに対しては妥当な安全余裕を持たせることとし，通水機能が維持できる設計と

する。 

 

4.8 貯水機能の維持 

貯水機能の維持が要求される施設は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「5.2(8) 貯

水機能の維持」の考え方に基づき，地震時及び地震後において，貯水機能を維持するため，基

準地震動Ｓｓによる地震力に対して，おおむね弾性状態にとどまることを計算により確認す

る。 

地震力が作用した場合において，構造部材の曲げについては限界ひずみ，降伏曲げモーメン

ト又は短期許容応力度，面外せん断についてはせん断耐力又は短期許容応力度，面内せん断に

ついては限界せん断ひずみを許容限界とする。なお，限界ひずみ，降伏曲げモーメント，せん

断耐力及び限界せん断ひずみに対しては妥当な安全余裕を持たせることとし，貯水機能が維持

できる設計とする。 
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Ⅵ-2-1-10 ダクティリティに関する設計方針 
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1. 概要 

発電所の各施設は，安全性及び信頼性の見地から，通常運転時荷重に対してのみならず地震時

荷重等の短期間に作用する荷重に対しても耐えられるよう設計する必要がある。 

これらの設計荷重は，強度設計の立場から，安全側の値として定められているが，重要施設の

構造安全性を一層高めるためには，その構造体のダクティリティ＊を高めるように設計すること

が重要である。 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち，「8. ダクティリティに関する考慮」に基

づき，各施設のダクティリティを維持するために必要と考えられる構造計画，材料の選択，耐力・

強度等に対する制限及び品質管理上の配慮を各項目別に説明するものである。なお，構造特性等

の違いから，施設を建物・構築物と機器・配管系に分けて示す。 

注記＊：地震時を含めた荷重に対して，施設に生じる応力値等が，ある値を超えた際に直ちに

損傷に至らないこと，又は直ちに損傷に至らない能力・特性 
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2. 構造計画 

2.1 建物・構築物 

(1) 原子炉格納容器 

原子炉格納容器は，原子炉建物の中央部に位置する容器で，シヤラグを設けて原子炉圧力

容器から原子炉格納容器に伝えられる水平力及び原子炉格納容器にかかる水平力の一部を周

囲の生体遮蔽壁に伝える構造となっている。 

(2) 原子炉圧力容器ペデスタル 

原子炉圧力容器ペデスタルについては，構造形態に合った解析法によって解析し，構造設

計を行う。 

原子炉圧力容器ペデスタルの主体構造は，内外にある円筒鋼板であり，鋼板間にコンクリ

ートを充填している。設計では自重，温度荷重，地震時荷重等を適切に組み合わせる。また，

原子炉圧力容器ペデスタルには，機能上開口部が多いが，応力集中に対して十分考慮した設

計を行う。 

(3) 原子炉建物等 

原子炉建物は，二次格納施設である原子炉棟と耐震上の観点からその周囲に配置された原

子炉建物付属棟より成り立っている。主体構造は，鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造及び鉄

骨鉄筋コンクリート造）で，鉄骨造陸屋根を持つ建物である。 

構造方式としては，耐震壁を主体とする壁式構造とし，地震時水平力は耐震壁で負担する。 

また，床スラブは剛性を確保するために十分な厚さを持たせるものとする。 

壁の配置及び壁厚は，構造全体としての剛心と重心の偏心によるねじれモーメントができ

るだけ小さくなるように定め，バランスのとれた安定性のある構造とする。 

基礎スラブは，上部構造に生じる応力を支持地盤に伝達させるに十分な剛性を持ち，原則

として岩盤に支持させる。 

原子炉建物以外の建物についても，偏心の影響をできるだけ小さくして，各々の耐震重要

度分類及び重大事故等対処施設の施設区分に応じた設計を行う。 

 

2.2 機器・配管系 

機器・配管系に対して十分なダクティリティを持たせるために構造及び配置上，次の点に注

意する。 

機器・配管系は，構造上，過度な応力集中が生じるような設計は避けるとともに，製作，施

工面から溶接及び加工しやすい構造，配置とし，十分な施工管理を行う。また，熱処理等によ

りできる限り残留応力を除去する製作法を採用する。 

さらに，疲労累積のレベルをできるだけ低く保つ設計とし，必要な場合には疲労評価を行い，

疲労破壊に対して十分な余裕を持つことを確認する。 

配管系に関しては，同一経路内で著しく剛性が異なることなく，応力集中が生じないような

全体のバランスのとれた配管経路及び支持構造計画を立て，系全体の強度設計の余裕を向上さ

せるものとする。 
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3. 材料の選択 

建物・構築物及び機器・配管系の材料について，ダクティリティを維持するために必要と考え

られる方針を示す。 

3.1 建物・構築物 

建物・構築物に使用される材料は「建築基準法・同施行令」等に準拠し，鉄筋コンクリート

材料については「建築工事標準仕様書・同解説ＪＡＳＳ ５Ｎ原子力発電所施設における鉄筋

コンクリート工事（（社）日本建築学会，2013改定）」（以下「ＪＡＳＳ ５Ｎ」という。），

「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，1999

改定）」等，鉄骨材料は「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005

改定）」等により選定する。 

なお，鉄筋コンクリート材料についての例を以下に示す。 

(1) セメント 

セメントはＪＡＳＳ ５Ｎの規定による。 

(2) 骨材 

使用する骨材の品質，粒形，大きさ，粒度等はＪＡＳＳ ５Ｎの規定による。 

(3) 水 

コンクリートの練混ぜに使用する水はＪＡＳＳ ５Ｎの規定による。 

(4) 混和材，混和剤 

コンクリートに用いる混和材及び混和剤としてはコンクリート用フライアッシュ及びコン

クリート用化学混和剤等がある。これらの混和材及び混和剤はＪＡＳＳ ５Ｎの規定による。 

(5) 鉄筋 

鉄筋は「ＪＩＳ Ｇ ３１１２（鉄筋コンクリート用棒鋼）」に適合するものを使用する。 

 

3.2 機器・配管系 

機器・配管系に使用される構造材料は，安全運転の見地から信頼性の高いものが必要である。

したがって，「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準（昭和55年通商産業省告示第５０１

号，最終改正平成15年7月29日経済産業省告示第２７７号）」，「発電用原子力設備規格 設計・

建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）」（以下「設計・建設規格」という。）等に示さ

れるもの及び化学プラント，火力プラントや国内外の原子力プラントにおいて十分な使用実績

があり，かつ，その材料特性が十分把握されているものを使用する。 

機器・配管系に使用される材料の鋼種は，原則として規格・基準に示される，炭素鋼及び低

合金鋼（以下「フェライト鋼」という。），オーステナイト系ステンレス鋼，ニッケルクロム鉄

合金及び非鉄金属を用いる。このうちフェライト鋼については，使用条件に対して脆性破壊防

止の観点から延性を確保できるよう必要な確認を行う。 

特に考慮すべき事項を以下に示す。 

(1) 均質な組成と機械的性質を持ち，強度上有意な影響を及ぼす可能性のある欠陥がない材料

を使用する。 

(2) 使用温度及び供用期間中に対し，著しい材料強度特性，破壊靱性の低下が生じにくい材料
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を使用する。 

(3) 中性子照射による脆化を考慮して材料を選択する。また原子炉圧力容器内には監視試験片

を配置し，材料の機械的性質の変化を監視する。 

(4) 素材として優れた特性を有するとともに，溶接施工，成形加工においても，その優れた特

性を持つ材料を使用する。 

(5) 溶接材料は，溶接継手部が母材と同等の機械的強度が得られるよう選定する。 

(6) 冷却材等に対する耐食性の良い材料を使用する。 

(7) 冷却材と接する材料には，放射化生成物を生じる元素が少ない材料を使用する。 
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4. 耐力，強度等に対する制限 

建物・構築物及び機器・配管系の強度設計に関しては，通常運転時の荷重に対してのみならず，

地震時荷重等のように短期間に作用する荷重に対して十分な耐力・強度及びダクティリティを有

するように考慮する。 

以下にその内容を示す。 

4.1 建物・構築物 

建物・構築物の強度設計に関する基準，規格等としては「建築基準法・同施行令」，「鉄筋

コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，1999改定）」，

「原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」，

「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定）」，「発電用原子

力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規格（（社）日本機械学会，2003）」等があり，

これらの規格・基準を適用するものとする。 

 

4.2 機器・配管系 

機器・配管系の構造強度及び設計においては，設計・建設規格を適用するとともに，ASME

「Boiler and Pressure Vessel Code」等を準用する。 

以下，機器・配管系のダクティリティを維持するために必要な破壊防止の基本的考え方を示

す。 

(1) 脆性破壊が生じないように，十分な靱性を有する材料を選定する。また，使用材料が設計・

建設規格の破壊靱性試験に対する要求に適合していることを確認する。 

(2) 延性破壊又は疲労破壊が生じないようにⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき応力制限

を行うとともに，必要に応じて疲労解析を行う。 

(3) 座屈現象が生じないように，発生荷重を許容座屈荷重以下に制限する。 

(4) クリープに関しては，使用温度において供用期間中に支障が生じないように材料を選定する。 

(5) 応力腐食割れが生じないように，水質管理，材料選定及び残留応力の低減等の配慮を行う。 
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5. 品質管理上の配慮 

建物・構築物及び機器・配管系のダクティリティを維持するためには前項で示したように構造

計画上の配慮，材料の選択及び耐力・強度等に対する制限に留意するとともに，Ⅵ-1-10「設計及

び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書」に基づき品質管理を十分に行う。 

以下に建物・構築物及び機器・配管系について，計画，設計した耐力・強度等が得られるよう

に，品質管理上特に留意すべき事項を示す。 

5.1 建物・構築物 

建物・構築物に対する品質管理はＪＡＳＳ ５Ｎ等に準拠するが，ダクティリティを保証す

る意味で特に留意する項目を次に示す。 

(1) 材料管理 

セメント，水，骨材，鉄筋，鉄骨等が規定の仕様を満たしていることを確認する。 

(2) 配筋管理 

配筋が設計図書，仕様書どおりであることを確認する。 

(3) 鉄骨等の溶接管理 

規定どおりに溶接されていることを確認する。 

(4) 調合管理 

規定どおりに調合されていることを確認する。 

(5) 打込み，養生管理 

規定，仕様書どおり打込み，養生が行われていることを確認する。 

(6) 強度管理 

設計した強度等が得られていることを確認するため，規定等に従って試験し管理する。 

 

5.2 機器・配管系 

機器・配管系に対する品質管理は，設計・建設規格，ASME「Boiler and Pressure Vessel Code」

等に準拠するが，ダクティリティを保証する意味で特に留意する項目を次に示す。 

(1) 材料管理 

素材，溶接材料について設計仕様書等に示すものが使用されていることを確認する。 

(2) 強度管理 

素材，溶接部の試験片による強度，RTNDT等の試験，耐圧，漏えい及び振動試験によって確認

する。 

(3) 製作・据付管理 

設計仕様書，設計図書等に示すとおり製作，据付けが行われていることを確認する。 

(4) 保守・点検 

据付け後も供用期間中検査等必要な管理を行う。 
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Ⅵ-2-1-11 機器・配管の耐震支持設計方針 
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1. 概要 

機器・配管の耐震設計を行う場合，基本設計条件（耐震重要度，設計温度・圧力，動的・静的

機器等），プラントサイト固有の環境条件（地震，風，雪，気温等），形状，設置場所等を考慮

して各々に適した支持条件（拘束方向，支持反力，相対変位等）を決め，支持構造物を選定する

必要がある。 

また，現地施工性や機器等の運転操作・保守点検の際に支障とならないこと等についても配慮

し設計する。 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち「9. 機器・配管系の支持方針について」

に基づき，各々の機器・配管の支持方法及び支持構造物の耐震設計方針を説明するものである。 
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2. 機器の支持構造物 

2.1 基本原則 

機器の耐震支持方針は下記によるものとする。 

(1) 重要な機器は岩盤上に設けた強固な基礎又は岩盤により支持され十分耐震性を有する構築

物内の基礎上に設置する。 

(2) 支持構造物を含め十分剛に設計することで建物との共振を防止する。 

(3) 剛性を十分に確保できない場合は，機器系の振動特性に応じた地震応答解析により，応力

評価に必要な荷重等を算定し，その荷重等に耐える設計とする。 

(4) 重心位置を低くおさえる。 

(5) 配管反力をできる限り機器に持たせない構造とする。 

(6) 偏心荷重を避ける。 

(7) 高温機器は熱膨張を拘束しない構造とする。 

(8) 動的機能が要求されるものについては地震時に機能を喪失しない構造とする。 

(9) 内部構造物については容器との相互作用を考慮した構造とする。 

(10) 支持架構上に設置される機器については架構を十分剛に設計すると同時に，必要に応じ架

構の剛性を考慮した耐震設計を行う。 

 

2.2 支持構造物の設計 

2.2.1 設計手順 

機器類の配置及び構造計画に際しては，建物・構築物，配管，ダクト等機器類以外の設

備との関連，設置場所の環境条件，現地施工性等の関連を十分考慮して総合的な調整を行

い，機器類の特性，運転操作及び保守点検の際に支障とならないこと等についての配慮を

十分加味した耐震設計を行うよう考慮する。設計手順を図 2－1～図 2－3に示す。 

支持構造物の設計は，建物基本計画及び機器の基本設計条件等から配置設計を行い，支

持する機器，配管の熱膨張解析，耐震解析及び機能維持の検討により強度及び支持機能を

確認し，詳細設計を行う。このとき，高温機器については，熱膨張解析による熱膨張変位

を拘束しない設計とするよう配慮する。 
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図 2－1 主要機器支持構造物設計フロー 
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図 2－2 炉心支持構造物設計フロー 
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図 2－3 一般機器支持構造物設計フロー 
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2.2.2 支持構造物及び基礎の設計 

(1) 支持構造物の設計（埋込金物を除く。） 

a. 設計方針 

支持構造物の設計は，機器を剛に支持することを原則とし，機器の重心位置をできる

限り低くするとともに，偏心荷重をおさえるよう設計する。 

また，熱膨張変位の大きいものについては，その変位を拘束することなく，自重，地

震荷重等に対し，有効な支持機能を有するよう設計する。 

b. 荷重条件 

支持構造物設計にあたっては機器の自重，積載荷重，運転荷重等通常時荷重の他に，

地震時荷重及び事故時荷重を考慮する。 

また，屋外機器については積雪荷重及び風荷重の屋外特有の荷重を考慮する。荷重の

種類及び組合せについてはⅥ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 

c. 種類及び選定 

支持構造物は大別して，機能材と構造材とに分け設計を行い，下記に従い選定する。 

(a) 機能材 

耐圧母材の機能維持に必須のもので，母材に直接接合されており構造物境界が明瞭

でなく，当該支持構造材の部分的損傷が直接母材の機能低下をもたらすおそれのある

重要なものに使用する。また，部材については，容器と同等の応力算定を行い，十分

な強度を有するよう設計する。 

（代表例）容器の支持構造物取付用ラグ，ブラケット等 

(b) 構造材 

当該支持構造体が単に耐圧母材を支持することのみを目的とするものであり，当該

材と母材との構造物境界が明瞭で，当該材の部分的損傷は直接母材の機能低下をもた

らさないようなものに使用する。また，部材については，鋼構造設計規準等に準拠し

て設計する。 

（代表例）支持脚，支持柱，支持架構，ボルト，スナッバ 

 

(2) 埋込金物の設計 

a. 設計方針 

機器の埋込金物は，支持構造物から加わる荷重を基礎に伝え，支持構造物と一体とな

って支持機能を満たすように設計する。埋込金物の選定は，機器の支持方法，支持荷重

及び配置を考慮して行う。このとき，機器の埋込金物及び定着部は，原則としてボルト

の限界引き抜き力に対して，コンクリート設計基準強度及びせん断力算定断面積による

引き抜き耐力が上回るよう埋込深さを算定することで，基礎ボルトに対して十分な余裕

を持つように設計する。 

b. 荷重条件 

埋込金物の設計は，機器から伝わる荷重に対し，その荷重成分の組合せを考慮して行

う。荷重の種類及び組合せについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 
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c. 種類及び選定 

埋込金物には下記の種類があり，それぞれ使用用途に合わせて選定する。 

(a) 基礎ボルト形式（スリーブ付） 

タンク，ポンプ等，基礎ボルト本数が多く，高い据付精度が必要な機器に使用する。 

（代表例）残留熱除去ポンプ 

  

モルタル 

プレート 

基礎ボルト 

スリーブ 

ベースプレート 

 

 

(b) 基礎ボルト形式（スリーブ無し） 

基礎ボルト本数が少ない機器の支持構造物，あるいは高い据付精度が必要でない一

般機器，タンク等に多く使用する。 

（代表例）濃縮廃液タンクベントデミスタ 

 

基礎ボルト 

プレート 

ベースプレート 

モルタル 
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(c) 基礎ボルト形式（曲り棒使用） 

荷重条件として引張荷重や曲げモーメントが小さい機器に使用する。 

（代表例）取水槽ガントリクレーン走行レール 

 

 

 

 

(d) 後打ちアンカ 

打設後のコンクリートに穿孔機で孔をあけて設置するもので，ケミカルアンカ又は

メカニカルアンカを使用する。ただし，ケミカルアンカは，要求される支持機能が維

持できる温度条件で使用する。メカニカルアンカは振動が大きい箇所に使用しない。 

後打ちアンカの設計は，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984又は「各種合成構造設計指針・

同解説」（日本建築学会，2010 年改定）に基づき設計する。また，アンカメーカが定

める施工要領に従い設置する。 

（代表例）電気盤 
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(3) 基礎の設計 

a. 設計方針 

機器の基礎は，支持構造物から加わる自重及び地震荷重に対し，有効な支持機能を有

するよう設計する。基礎の選定は，機器の支持方法，支持荷重及び配置を考慮して行う。 

b. 荷重条件 

基礎の設計は，機器から伝わる荷重に対し，荷重成分の組合せを考慮して行う。荷重

の種類及び組合せについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 

c. 種類及び選定 

基礎は機器の種類，設置場所により，下記に従い選定する。 

(a) 大型機器の基礎 

イ. 原子炉本体基礎 

原子炉本体基礎は，原子炉圧力容器の支持構造物から加わる自重，熱膨張荷重，

地震荷重，事故時荷重等の鉛直・水平荷重に対して，鋼板のみで十分耐える構造と

する。 

(b) 一般機器の基礎 

イ. 屋内の基礎 

屋内に設置される一般機器の支持構造物は，建物・構築物の床壁あるいは天井を

基礎として設置される。したがって，建物・構築物の設計に際しては，これら機器

からの荷重を十分考慮した堅固な鉄筋コンクリート造とする。 

機器を床に設置する場合，一般に基礎は水はけをよくするためかさ上げする。支

持構造物は，鉄筋コンクリート造に十分深く埋め込んだ基礎ボルトにより基礎に固

定する。 

機器を壁あるいは天井から支持する場合は，一般にあらかじめ壁あるいは天井の

鉄筋コンクリート造に埋込金物を埋め込み，支持構造物を溶接あるいはボルトによ

り固定する。 

ロ. 屋外の基礎 

屋外に設置される重要な機器は岩盤上に設けた強固な基礎上に設置する。 

基礎は基礎自身の自重，地震荷重の他に基礎上に設置される機器からの通常時荷

重，地震時荷重，積雪荷重及び風荷重を考慮して十分強固であるよう設計する。 

機器支持構造物は一般に基礎中に埋め込んだ基礎ボルトにより固定する。 
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2.2.3 機器の支持方法 

(1) たて置の機器 

a. スカートによる支持 

スカートはべースプレートを介して基礎ボルトにより基礎に固定する。スカート剛性，

基礎ボルトサイズは，容器重量及び地震力による転倒モーメント等に対し十分な強度を

有する設計とする。 

この形式の支持構造は原子炉圧力容器及びたて置のタンク類に採用する。 

（代表例）原子炉圧力容器 

 

   

b. ラグによる支持 

下図のように機器本体に取り付けられたラグにより支持する形式のものである。 

この形式は機器本体の半径方向の熱膨張を自由にし，円周方向及び鉛直方向のラグ剛

性で支持するものとする。 

この型式の支持構造物は熱膨張を拘束しない機器に採用する。 

（代表例）残留熱除去系熱交換器 

 

 

原子炉圧力容器

支持スカート 

ベースプレート 

原子炉圧力容器

基礎ボルト 

原子炉圧力容器

ペデスタル 

Ａ部詳細図 
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c. 支持脚による支持 

下図のとおり，形鋼を胴周囲対角線上の 4箇所に取り付け，べースプレートを基礎ボ

ルト又は溶接により基礎に固定する。脚剛性，基礎ボルトサイズは，容器重量及び地震

力による転倒モーメント等に対し十分な強度を有する設計とする。 

この型式の支持構造は比較的軽中量のタンク等に採用する。 

（代表例）ほう酸水注入テストタンク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d. 振れ止めによる支持 

下図のようにケーシングの長い立形ポンプは，上部基礎だけでなく，下部にも振れ止

めを設ける設計とする。振れ止め（耐震サポート）は，振れ止め部の地震荷重に対し，

十分な強度を有する設計とする。 

この形式の支持構造は立形ポンプに採用する。 

（代表例）原子炉補機海水ポンプ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

図 3.2－5 ベルマウスを支持する耐震サポート 

（原子炉補機海水ポンプ（耐震サポート①）の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                ①部詳細 

基礎ボルト 

振れ止め（耐震サポート）
用ベース 

振れ止め 
（耐震サポート） 

振れ止め（耐震サポート） 
ベース脚 

渦防止板 

A-A断面 B-B断面 

ポンプ基礎ボルト 

振れ止め（耐震サポート）取付ボルト 

振れ止め（耐震サポート）基礎ボルト 
① 

A↓  A↓  

B↓  B↓  

A-A断面図 B-B断面図 
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(2) 横置の機器 

a. 支持脚による支持 

支持脚は鋼板製の溶接構造とし，多数の基礎ボルトで基礎に固定する。支持脚は十分

な剛性及び強度を持たせ，基礎ボルトは，地震力による転倒モーメント等に対し十分な

強度を有する設計とする。 

この形式の支持構造は容量の大きい横置の熱交換器，タンク類に採用する。 

（代表例）原子炉補機冷却系熱交換器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 架台支持 

架台は鋼板又は形鋼を組み合わせた溶接構造とし，機器は取付ボルトで架台に固定す

る。架台は十分な剛性及び強度を持たせる設計とする。 

この形式の支持構造はポンプ，ブロワ等に採用する。 

（代表例）可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ 

 

 

 

基礎ボルト 
基礎ボルト 

支持脚 支持脚 
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(3) 内部構造物 

a. 原子炉本体 

原子炉圧力容器内にある構造物は，燃料集合体を直接支持又は拘束する炉心支持構造

物と，それ以外の炉内構造物に大別できる。 

炉心支持構造物は炉心シュラウド，シュラウドサポート，上部格子板，炉心支持板，

燃料支持金具及び制御棒案内管から構成され，炉内構造物は蒸気乾燥器，気水分離器及

びスタンドパイプ，シュラウドヘッド，スパージャ，ジェットポンプ及び内部配管等か

ら構成される。 

燃料集合体上部の水平方向は上部格子板で支持し，下部の水平方向は燃料支持金具及

び制御棒案内管を介して炉心支持板で支持される。燃料集合体の鉛直方向の荷重は燃料

支持金具を介して制御棒案内管で支持し，制御棒案内管は原子炉圧力容器下部鏡板に取

り付けられた制御棒駆動機構ハウジングで支持される。 

上部格子板は炉心シュラウドの中間部リング上に設置し，炉心支持板は炉心シュラウ

ドの下部リング上にボルトにより固定される。炉心シュラウドは下端をシュラウドサポ

ートに溶接され，シュラウドサポートは原子炉圧力容器下部鏡板に溶接される。 

気水分離器及びスタンドパイプはシュラウドヘッドに溶接され，シュラウドヘッドは

炉心シュラウド上にボルトによりフランジ接続される。 

蒸気乾燥器，スパージャ及び内部配管は，原子炉圧力容器内部に取り付けられたブラ

ケット等により支持される。 

b. 熱交換器 

熱交換器には，伝熱管がＵ字管式のものと直管式のものがあり，いずれもじゃま板に

よって伝熱管を剛に支持し，地震及び流体による振動を防止する。 

c. タンク類 

タンク類でその内部にスプレイノズル，スパージャ，ヒータ等が設けられるものにつ

いては，それらを機器本体からのサポートにより取り付ける。 
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3. 電気計測制御装置 

3.1 基本原則 

電気計測制御装置の耐震支持方針は下記によるものとする。 

(1)  電気計測制御装置は取付ボルト等により支持構造物に固定される。支持構造物は，剛な床，

壁面等から支持することとする。 

(2)  支持構造物を含め十分剛に設計することで建物との共振を防止する。 

(3)  剛性を十分に確保できない場合は，振動特性に応じた地震応答解析により，応力評価に必

要な荷重等を算定し，その荷重等に耐える設計とする。 

(4)  地震時に要求される電気的機能を喪失しない構造とする。電気計測制御装置の電気的機能

維持の設計方針を別紙に示す。 

 

3.2 支持構造物の設計 

3.2.1 設計手順 

電気計測制御装置の配置，構造計画に際しては，設置場所の環境条件，現地施工性等の

関連を十分考慮して総合的な調整を行い，電気計測制御装置類の特性，運転操作及び保守

点検の際に支障とならないこと等についての配慮を十分加味した耐震設計を行うよう考慮

する。 

設計手順を図 3－1に示す。 

支持構造物の設計は，建物基本計画及び電気計測制御装置の基本設計条件等から配置設

計を行い，耐震解析，機能維持の検討により強度及び支持機能を確認し，詳細設計を行う。 
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図 3－1 電気計測制御装置の支持構造物設計フロー 
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3.2.2 支持構造物及び埋込金物の設計 

(1)  盤の設計 

a. 設計方針 

盤に実装される器具は取付ボルトにより盤に固定する。 

盤には自立形と壁掛形があり，鋼材及び鋼板を組み合わせたフレーム及び筐体で構成

される箱型構造とする。 

自立形の盤は基礎ボルトにより，あるいは床面に埋め込まれた埋込金物に溶接するこ

とにより自重及び地震荷重に対し，有効な支持機能を有するよう設計する。 

壁掛形の盤は基礎ボルトにより，あるいは埋込金物に溶接することにより自重及び地

震荷重に対し，有効な支持機能を有するよう設計する。 

 

b. 荷重条件 

荷重の種類及び組合せについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 
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(2)  架台の設計 

a. 設計方針 

架台に実装される器具は取付ボルトにより架台に固定する。 

架台は鋼材を組み合わせた溶接構造又はボルト締結構造とし，自重及び地震荷重に対

し，機能低下を起こすような変形を生じさせないよう設計する。 

架台は基礎ボルトにより，あるいは埋込金物に固定することにより自重及び地震荷重

に対し，有効な支持機能を有するよう設計する。 

b. 荷重条件 

荷重の種類及び組合せについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 
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(3)  埋込金物の設計 

a. 設計方針 

埋込金物は，支持構造物から加わる荷重を基礎に伝え，支持構造物と一体となって支

持機能を満たすように設計する。埋込金物の選定は，支持荷重及び配置を考慮して行う。 

b. 荷重条件 

荷重の種類及び組合せについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 

c. 種類及び選定 

埋込金物には下記の種類があり，それぞれの使用用途にあわせて選定する。 

(a) 埋込金物形式 

機器の配置計画時に基礎との取合い形状が確定できない場合に使用する。 

 

 
 

(b) 基礎ボルト形式 

機器の配置計画時に基礎との取合い形状が確定できる場合に使用する。 
 

 

基礎ボルト 

プレート 

ベースプレート 

モルタル 
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(c) 後打ちアンカ 

打設後のコンクリートに穿孔機で孔をあけて設置するもので，ケミカルアンカ又は

メカニカルアンカを使用する。ただし，ケミカルアンカは，要求される支持機能が維

持できる温度条件で使用する。また，メカニカルアンカは振動が大きい箇所に使用し

ない。 

後打ちアンカの設計は，ＪＥＡＧ４６０１・補-1984又は「各種合成構造設計指針・

同解説」（日本建築学会，2010 年改定）に基づき設計する。また，アンカメーカが定

める施工要領に従い設置する。 

 

 

 

 

(4) 基礎の設計 

a. 設計方針 

電気計測制御装置の基礎は，支持構造物から加わる自重，地震荷重に対し，有効な支

持機能を有するよう設計する。基礎の選定は，電気計測制御装置の支持方法，支持荷重

及び配置を考慮して行う。 

b. 荷重条件 

基礎の設計は，電気計測制御装置から伝わる荷重に対し，荷重成分の組合せを考慮し

て行う。荷重の種類及び組合せについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 
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4. 配管の支持構造物 

支持装置，支持架構及び埋込金物から構成される支持構造物の基本原則，設計方針及び機能に

よる種別の選定方法を示す。また，配管系及びその支持構造物について耐震設計上十分安全であ

るように考慮すべき事項は，Ⅵ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算について」に定める。 

 

4.1 基本原則 

配管及び弁の耐震支持方針は下記によるものとする。 

(1)  支持構造物は，剛な床，壁面等から支持することとする。 

(2)  支持構造物を含め建物との共振を防止する。 

(3)  支持構造物は，拘束方向の支持点荷重に対して十分な強度があり，かつ剛性を有するもの

を選定する。 

(4)  機器管台に接続される配管については，機器管台の許容荷重を超えないように支持構造物

の設計を行う。 

(5)  高温となる配管については，熱膨張変位を過度に拘束しない設計とする。 

(6)  熱膨張変位を過度に拘束しないために，配管系の剛性を十分に確保できない場合は，配管

系の振動特性に応じた地震応答解析により，応力評価に必要な荷重等を算定し，その荷重

等に耐える設計とする。 

(7)  地震時の建物間相対変位を考慮する場所については，その変位に対して十分耐える設計と

する。 

(8)  水撃現象が生じる可能性のある場所については，その荷重に十分耐える設計とする。 

 

4.2 支持構造物の設計 

4.2.1 設計手順 

配管の配置，構造計画に際しては，建物・構築物，取合い機器類との関連，設置場所の

環境条件，現地施工性等の関連を十分考慮して総合的な調整を行い，運転操作及び保守点

検の際に支障とならないこと等について配慮を十分加味した耐震設計を行うよう考慮する。

設計手順を図 4－1に示す。 

支持構造物の設計は，建物基本計画及び配管の基本設計条件等から配置設計を行い，熱

応力計算（自重，機械的荷重及び事故時荷重による強度計算を含む），耐震解析，機能維持

の検討により強度及び支持機能を確認し，詳細設計を行う。このとき，高温となる配管に

ついては，熱膨張変位を過度に拘束しない設計とするよう配慮する。支持装置は，標準化

された製品の中から，配管から受ける荷重に対し十分な強度があるものを選定する。 
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図4－1 配管支持構造物設計フロー 

 



 

 22 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
1 

R1
 

4.2.2  支持装置，支持架構及び埋込金物の設計 

(1)  支持装置の設計 

a. 設計方針 

支持装置にはアンカ，レストレイント，スナッバ，ハンガ及び粘性ダンパがあり，物

量が多いことから標準化が図られている。標準化された製品の中から使用条件に適合す

るものを選定する。これらの支持装置は，定格荷重又は最大使用荷重に対して十分な強

度があり，かつ多くの使用実績を有している。支持装置の機能と用途について，表 4－1

に示す。 

 

b. 荷重条件 

支持装置の設計は，配管から伝わる荷重に対し，その荷重成分の組合せを考慮して行

う。荷重の種類及び組合せについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 
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表 4－1 支持装置の機能と用途（例）（1/2） 

支持構造物名称 概略図 機能 用途 

アンカ 

（アンカサポート） 

（ガイドサポート） 

 
 アンカサポート         ガイドサポート 

地震及び熱による変位，

軸まわりの回転を完全に

拘束する。 

ガイドサポートは，一定

方向の移動を許すが軸ま

わりの回転を拘束する。 

固定用サポートとして

使用する。また，配管応

力解析上の解析モデルの

境界として使用する。 

レストレイント 

（架構式レストレイント） 

（ロッドレストレイント） 

（Ｕボルト） 

架構式レストレイント ロッドレストレイント Ｕボルト
 

地震及び熱による一定

方向の変位を拘束する。 

配管の回転を許すが変

位を防ぐ場合に使用す

る。 

スナッバ 

（オイルスナッバ） 

（メカニカルスナッバ） 

 

配管の熱膨張のような

緩やかな移動に対しては

拘束せず，地震時のような

急激な荷重発生時に拘束

する。 

地震等の急激な荷重に

より生じる応力の低減を

目的として使用する。 
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表 4－1 支持装置の機能と用途（例）（2/2） 

支持構造物名称 概略図 機能 用途 

ハンガ 

（スプリングハンガ） 

（コンスタントハンガ） 

（リジットハンガ） 

リジットハンガスプリングハンガ コンスタントハンガ  

 配管の自重を支持する

目的で使用する。なお，

地震荷重に対する拘束効

果はなく，耐震支持機能

は有していない。 

 耐震支持機能を有して

いないことから，地震応力

解析上は考慮されない。 

粘性ダンパ 

（３軸粘性ダンパ） 

 
 

３軸粘性ダンパ 

配管の熱膨張のような

緩やかな移動に対しては

拘束せず，粘性体の流動

抵抗を利用してエネルギ

を吸収する。 

地震応答を低減させる

ことで，地震等の急激な荷

重により生じる応力の低

減を目的として使用する。 
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c. 種類及び選定 

支持装置の機能別選定要領を，図 4－2に示す。 

(a) アンカ 

アンカサポートは，配管に直接溶接されるラグ又は配管固定用クランプと架構部分

から構成され，周囲の構造物との関係や支持点荷重を基に選定する。 

なお,アンカサポートと同様な構造及び機能であるが,一定の方向だけ熱変位を許容

する場合は,ガイドサポートを選定する。 

(b) レストレイント 

レストレイントは，配管軸直角方向又は配管にラグを設置して配管軸方向の拘束に

使用する。架構式レストレイント又はＵボルトにおいて，支持点荷重がＵボルトの最

大使用荷重を超える場合は架構式レストレイントを，支持点荷重がＵボルトの最大使

用荷重以下の場合はＵボルトを選定する。ロッドレストレイントの場合は，定格荷重

が支持点荷重を下回らない範囲で，支持点荷重に近い定格荷重のロッドレストレイン

トを選定する。 

なお，周囲の構造物との関係にもよるが，支持点と床，壁等が接近している場合は

架構式レストレイント又はＵボルトを使用し，支持点から床，壁等までの距離が離れ

ている場合はロッドレストレイントを使用する。 

(c) スナッバ 

定格荷重が支持点荷重を下回らない範囲で，支持点荷重に近い定格荷重のスナッバ

を選定する。 

(d) ハンガ 

支持点荷重及び熱膨張による変位から，必要なストロークを有し，かつ定格荷重が

支持点荷重を下回らない範囲で，支持点荷重に近い定格荷重のハンガを選定する。 

通常はスプリングハンガを使用するが，配管の熱膨張によって生じる支持点の変位

が大きい場合はコンスタントハンガを，極めて小さい場合はリジットハンガを使用す

る。 

(e) 粘性ダンパ 

３軸粘性ダンパは，ピストン，粘性体，ハウジング及び保護スリーブから構成され，

ラグ又は配管固定用クランプ及び架構にて支持されており，周囲の構造物との関係や

支持点荷重を基に選定する。 
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図 4－2支持構造物の選定フロー 
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(2)  支持架構の設計 

a.  設計方針 

配管及び弁の支持架構は，非常に物量が多いことから，図 4－3に示す基本形状ごとに，

以下の要領で鋼材選定の標準化を図って設計に適用する。 

(a) 配管系の支持点荷重から求まる支持構造物に生じる応力と使用材料により定まる許

容応力の比較による応力評価又は最大使用荷重と支持点荷重の比較による荷重評価

により設計する。 

(b) 支持点荷重を条件とした強度及び耐震評価を行い，発生応力が許容応力を超えない

ように使用する鋼材（山形鋼，溝形鋼，Ｈ形鋼，角形鋼，鋼管等）を決定する。 

b.  荷重条件 

支持架構の設計は，配管から伝わる荷重に対し，その荷重成分の組合せを考慮して行

う。荷重の種類及び組合せについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 

c.  種類及び選定 

支持架構の選定要領を，図 4－4に示す。 

(a) 支持条件の設定 

配管の支持点と床，壁面等からの距離及び周囲の設備配置状況から，図 4－3に示す

支持架構の基本形状の中から適用タイプを選定する。 

支持点荷重は，地震時や各運転状態で生じる荷重又は直管部標準支持間隔における

地震時の荷重を用いる。また，支持点荷重を低減する必要のある場合は，実支持間隔

による荷重を適用する。 

(b) 支持点荷重に基づいた応力評価による鋼材選定 

地震時の支持点荷重により鋼材を選定する。 

(c) 鋼材と諸設備間との配置調整 

決定した鋼材が，他の配管及び周囲の設備との干渉がないか確認する。干渉がある

場合は，支持架構の形状寸法又は基本形状の見直しを行って，再度鋼材選定を行う。 

配管の支持架構の例を，図 4－5に示す。 
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タイプ－1 タイプ－4 

  

タイプ－2 タイプ－5 

  

タイプ－3 タイプ－6 

  

 

図 4－3 支持架構の基本形状例 

 

 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
1 

R1
 

29 

 

 

図 4－4 支持架構の設計フロー 
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図 4－5 支持架構の例 
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(3)  埋込金物の設計 

a.  設計方針 

埋込金物は，支持構造物から加わる荷重を基礎に伝え，支持構造物と一体となって支

持機能を満たすように設計する。埋込金物の選定は，支持荷重及び配置を考慮して行う。 

b.  荷重条件 

埋込金物の設計は，配管から伝わる荷重に対し，その荷重成分の組合せを考慮して行

う。荷重の種類及び組合せについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 

c.  種類及び選定 

埋込金物は，コンクリート打設前に設置し，そのまま埋め込まれるものと，コンクリ

ート打設後に後打ちアンカにより取り付けられるものとに分類され，施工時期に応じて

適用する。 

いずれの場合も支持装置又は支持架構を溶接により剛に建物側に取り付けることがで

きる。 

コンクリート打設前に設置する埋込金物は，鋼板にスタッドジベルを溶接した埋込板，

基礎ボルトで，用途及び荷重により数種類の型式に分類される。コンクリート打設後に

支持装置及び支持架構の取付けが必要な場合は，ケミカルアンカ又はメカニカルアンカ

を使用する。 

ただし，ケミカルアンカは，要求される支持機能が維持できる温度条件下で使用する。

また，メカニカルアンカは振動が大きい箇所には使用しない。後打ちアンカの設計は， 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 又は「各種合成構造設計指針・同解説」（日本建築学会，

2010年改定）に基づき設計を行い，アンカメーカが定める施工要領に従い設置する。 

埋込金物の形状の代表例を，図 4－6に示す。 

各種埋込金物の中から，地震時に生じる設計荷重に対して十分な耐震性を有するもの

を選定する。 
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図 4－6 埋込金物の例 

 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
1 

R1
 

33 

(4)  基礎の設計 

a.  設計方針 

配管の基礎は，支持構造物から加わる自重，地震荷重に対し，有効な支持機能を有す

るよう設計する。基礎の選定は，配管の支持方法，支持荷重及び配置を考慮して行う。 

b.  荷重条件 

基礎の設計は，配管から伝わる荷重に対し，荷重成分の組合せを考慮して行う。荷重

の種類及び組合せについては，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に従う。 
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5. その他特に考慮すべき事項 

(1) 機器と配管の相対変位に対する考慮 

機器と配管との相対変位に対しては，配管側のフレキシビリティでできる限り変位を吸収す

ることとし，機器側管台部又は支持構造物に過大な反力を生じさせないよう配管側のサポート

設計において考慮する。 

(2) 動的機器の支持に対する考慮 

ポンプ，ファン等の動的機器に対しては地震力の他に機器の振動を考慮して支持構造物の強

度設計を行う。 

また，振動による軸芯のずれを起こさないよう，据付台の基礎へのグラウト固定，取付ボル

トの回り止め等の処置を行う。 

(3) 建物・構築物との共振の防止 

支持にあたっては裾付場所に応じ，建物・構築物の共振領域からできるだけ外れた固有振動

数を持つよう考慮する。また，共振領域近くで設計する場合は地震応答に対して十分な強度余

裕を持つようにする。 

(4) 波及的影響の防止 

耐震重要度分類における下位クラスの機器の破損によって上位クラスの機器に波及的影響を

及ぼすことがないよう配置等を考慮して設計するが，波及的影響が考えられる場合には，下位

クラス機器の支持構造物は上位クラスに適用される地震動に対して設計する。 

(5) 隣接する設備 

配管が他の配管又は諸設備と接近して設置される場合は，地震，自重，熱膨張及び機械的荷

重による変位があっても干渉しないようにする。保温材を施工する配管については，保温材の

厚みを含めても干渉しないようにする。 

(6) 材料の選定 

材料選定にあたっては，使用条件下における強度に配慮し，十分な使用実績があり，材料特

性が把握された安全上信頼性の高いものを使用する。 

また，Ⅵ-2-1-10「ダクティリティに関する設計方針」の材料の選択方針に基づき，ダクティ

リティを持つよう配慮する。 
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別紙 電気計測制御装置等の耐震設計方針 
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1. 概要 

本方針は，電気計測制御装置(以下「電気計装品」という。)の耐震設計の基本方針を示すもの

である。 

 

2. 耐震設計の範囲 

電気計装品の区分及び適用範囲を表 2－1に示すとおりとし，設計基準対象施設のうち耐震重要

度分類がＳクラスの電気計装品及び重大事故等対処施設のうち常設耐震重要重大事故防止設備，

常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度

分類がＳクラスのもの）に該当する電気計装品（以下「上位クラスの電気計装品」という。）を耐

震設計の対象とする。 

なお，上位クラスの電気計装品が，下位クラスの機器による波及的影響によって，それぞれの

安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能を損なわないように設計する。 



 

 

2 
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表 2－1 電気計装品の区分及び適用範囲 

 

区 分 定     義 適 用 範 囲 対    象 

1.盤 電気計装品の一部で，鋼材，鋼板等によって作られ

た構造物で器具，ケーブル等を含み，電気系，計装

系の信号の処理，制御及び操作系の保護，開閉並び

に電力の変換等の機能を持っているものをいう。 

盤本体の他にチャンネルベース，盤と

チャンネルベース取付ボルト及び基礎

ボルトまで含む。 

中央制御盤類，閉鎖配電盤，パワ

ーセンタ，コントロールセンタ，

計装ラック，現場操作盤，静止形

インバータ，蓄電池用充電器等 

2.装置 電力の変換，あるいはエネルギの変換を目的とした

電気計装品の一部をいう。 

ディーゼル発電機は発電機本体及び基

礎ボルトを含む。 

蓄電池は接続導体，架台及び基礎ボル

トまで含む。 

変圧器，ディーゼル発電機，補機

用電動機，電動発電機，蓄電池等 

3.器具 電気計装品において取り扱われる信号又は電力に対

し，検出，変換，演算，制御等の操作を行い，電気

系，計装系の機能を作り出す要素をいう。これらは

盤類に取り付けられ，あるいは所定の取付場所に設

置される。 

発信器，検出器等のように計装配管に

取り付けられたり，現場に支持金物で

据え付けられるものはその取付金物ま

で含む。 

各種検出器，発信器，保護継電器，

制御継電器，演算器，スイッチ，

遮断器，指示計，計器用変成器，

変流器等 

4.電路類 電線，ケーブル，導体等の形で電流が通じている回

路が，鋼板その他の材料で構成された支持及び保護

の役目をする構造物に収納されている場合，その構

造物及び電気回路を含めて電路類という。 

ケーブルトレイ，バスダクト，電線管

等の支持構造物及び埋込金物を含む。 

計装配管は，止め弁以降の計装配管，

支持構造物及び埋込金物を含む。 

ケーブルトレイ，バスダクト，電

線管，ケーブルペネトレーション，

計装配管等 
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3. 耐震設計の手順 

具体的な手順は，構造上及び機能上の性質により異なるので，電気計装品を盤，装置，器具及

び電路類の 4種類に大別し，以下各々についてその手順を示す。 

 

3.1 盤の耐震設計手順（図 3－1参照） 

      盤は，多種多様の器具を収納する集合体であるので，構造的，機能的に設計地震力に対して

健全でなければならない。 

解析モデル化が可能で解析が容易である場合は「振動特性解析による方法」を採用し，解析

モデル化が不可能な場合若しくは解析モデル化が可能であっても実験によって耐震性を検定す

るのが容易な場合は，「振動特性試験による方法」を採用する。 

振動特性解析又は振動特性試験によって剛構造かどうかを判定し，剛構造であれば静的解析

により構造的及び機能的健全性を確認する。剛構造でない場合は，応答解析又は応答試験を実

施する。 

応答試験による場合は，取り付けられる器具を実装して行うことが容易な場合には，実装集

合体応答試験により構造的及び機能的健全性を確認する。 

また，器具を実装して行うことが困難な場合には物理的，構造的に実物を模擬したものを取

り付けた模擬集合体応答試験を行い構造的健全性を確認するとともに，模擬器具取付点の応答

を測定し，器具の単体で検定された検定スペクトルと比較することにより機能的健全性を確認

する。 

応答解析による場合は，解析により構造的健全性を確認するとともに器具の取付点の応答と

器具単体で得られた検定スペクトルとを比較することにより，機能的健全性を確認する。 

 

 3.2  装置の耐震設計手順（図 3－2参照） 

      装置は，一般に剛構造であり，その機能は，構造的健全性が保たれている限り失われること

はない。したがって，耐震性の検討は，静的解析を行って構造的健全性を確かめる。ただし剛

構造でない場合は，盤と同様に応答解析又は応答試験によって構造的健全性を確認する。 

 

 3.3  器具の耐震設計手順（図 3－3参照） 

器具の耐震性の検討は，構造，機能の両面について行う。器具は，構造的及び機能的健全性

を保持し得る限界入力又は許容入力値を求める一般検定試験（又は限界性能試験）を行い，検

定スペクトルを求め，これと取付位置の応答とを比較することにより耐震性を判定する。一般

検定試験を行えない場合は，器具取付位置の動的入力によって応答試験を行うことにより耐震

性を判定する。 

器具の中で，計器用変成器等のように剛体と見なせるものであって構造的に健全であれば，

その機能が維持されるものについては装置と同様に静的解析を行って構造的健全性を確認する。 

  

 3.4  電路類の耐震設計手順（図 3－4参照） 

電路類は，構造的に健全ならば機能が維持されるので構造的検討のみを行う。この際には 3
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次元はりモデルによる解析又は定ピッチ支持方法を用いる。3 次元はりモデルによる解析の場

合は，固有振動数に応じて応答解析による方法又は静的解析による方法を用いて構造的健全性

を確認する方針とする。また，定ピッチ支持方法を用いる場合は，振動数基準又は応力基準に

よる定ピッチ支持方法を基本として標準支持間隔を設定し，標準支持間隔以内で支持すること

により耐震性を確保する。 

また，各建物間又は建物と建物外の地盤とにまたがって設置されるものについては，それら

の地震時の相対変位を吸収できる構造とする。 

熱膨張等を考慮しなければならないものについては，その荷重に対して構造的健全性を確認

する方針とする。 

 

3.5  既存資料の利用による耐震設計 

電気計装品の耐震設計は，既に振動実験若しくは解析が行われており，かつ，その電気計装

品が本原子力発電所に使用されるものと同等又は類似と判断される場合には，その実験データ

若しくは解析値を利用して耐震設計を行う。 
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図 3－1 盤の耐震設計フローチャート 
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図3－2 装置の耐震設計フローチャート 
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図 3－3 器具の耐震設計フローチャート 
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図 3－4 電路類の耐震設計フローチャート 
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1. 概要

本方針は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」及びⅥ-2-1-11「機器・配管の耐震支持設計方針」

に基づき，配管系及びその支持構造物について，耐震設計上十分安全であるように考慮すべき事

項を定めたものである。 

2. 配管系及び支持構造物の設計手順

配管経路は建物形状，機器配置計画とともに系統の運転条件，機器等への接近性，保守点検性

の確保を考慮した上，配管系の熱による変位の吸収，耐震設計上の重要度分類に応じた耐震性の

確保に関し最適設計となるよう配置を決定する。また，この際，配管内にドレンが溜まったり，

エアポケットが生じたりしないようにするとともに，水撃現象の生じる可能性のあるものについ

ては十分に配慮するものとする。地震による建物間相対変位を考慮する必要のある場所に配置さ

れるものについては，その変位による変形に対して十分耐えられるようにし，また，ポンプ，容

器等のノズルに対する配管反力が過大とならないよう併せて考慮する。 

以上を考慮の上決定された配管経路について，多質点系モデル（3 次元はりモデル）による解

析又は定ピッチ支持方法により配管系及び支持構造物の設計を行う。 
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3. 配管系の設計

3.1 基本方針 

3.1.1 重要度別による設計方針 

配管系は耐震重要度分類，呼び径及び通常運転温度により，表 3－1のように分類して設

計を行う。ただし，表 3－1以外の確認方法についても，その妥当性が確認できる範囲にお

いて採用するものとする。 

表 3－1  配管の重要度別による解析法 

耐震重要度

分類 

分  類 3次元はりモデルによる解析
 *1
 

*3

定ピッチ 

支持方法 
呼び径 

通常運転 

温    度 
地震 自重 熱 

Ｓ
*4
 

65A以上 
121℃以上 ○ ○ ○ － 

121℃未満 ○ ○ ○ － 

50A以下 
121℃以上 ○

*2
○

*2
○

*2 － 

121℃未満 － － － ○ 

Ｂ
*5
 

65A以上 
121℃以上 ○ ○ ○ － 

121℃未満 － － － ○ 

50A以下 
121℃以上 ○

*2
○

*2
○

*2 － 

121℃未満 － － － ○ 

Ｃ 

65A以上 

121℃以上 ○ ○ ○ － 

121℃未満 － － － ○ 

50A以下 
121℃以上 ○

*2
○

*2
○

*2 － 

121℃未満 － － － ○ 

注記＊1：耐震重要度分類がＳ及びＢの配管で 3 次元はりモデルによる解析を行い，配管系

の 1次固有周期が 0.05秒を超えた場合は，動的解析及び静的解析を実施する。 

＊2：複数の配管が近接して配置され，配管の仕様条件が同等の場合には，代表計算に

て確認を行うことができる。 

＊3：定ピッチ支持方法は，3次元はりモデルによる解析にて代行することができる。 

＊4：常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故防止設

備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳのもの）を含む。 

＊5：重大事故時に耐震重要度分類がＢの設備の機能を代替する常設耐震重要重大事故 

防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

（当該設備が属する耐震重要度分類がＢのもの）を含む。 
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3.1.2 配管系の設計において考慮すべき事項 

(1) 配管の分岐部

大口径配管からの分岐管については，なるべく大口径配管の近傍を支持するようにする。

ただし，大口径配管の熱及び地震による変位が大きい場合には，分岐部及び分岐管に過大

な応力を発生させないようフレキシビリティを持たせた支持をする。 

(2) 配管と機器の接続部

機器管台に加わる配管からの反力が許容反力以内となるように配管経路及び支持方法を

決定する。 

(3) 異なる建物，構築物間を結ぶ配管系

異なる建物，構築物間を結ぶ配管系については，建物，構築物間の相対変位を吸収でき

るように，配管にフレキシビリティを持たせた構造とするか又はフレキシブルジョイント

を設けるなどの配慮を行い，過大な応力を発生させないようにする。 

(4) 弁

配管の途中に弁等の集中質量がかかる部分については，この集中質量部にできる限り近

い部分を支持し，特に駆動装置付きの弁は偏心質量を考慮して，必要に応じて弁本体を支

持することにより過大な応力が生じないようにする。弁は，配管よりも厚肉構造であり，

発生応力は配管より小さくなる。 

(5) 屋外配管

主要な配管は岩盤で支持したダクト構造内に配置され，建物内配管と同様の耐震設計を

する。 

(6) 振動

配管系の支持方法及び支持点は，回転機器等の振動あるいは内部流体の乱れによる配管

振動を生じないように考慮して決定する。 
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3.2 3次元はりモデルによる解析 

3 次元はりモデルによる解析では，原則として固定点から固定点までを独立した 1 つのブロ

ックとして，地震荷重，自重，熱荷重等により配管に生じる応力が許容応力以下となるように

配管経路及び支持方法を定める。 

その具体例を示すと以下のようになる。 

まず，仮のアンカ，レストレイント位置を定めて熱応力解析を行い，必要に応じてアンカ，

レストレイント位置，個数等の変更あるいは配管経路の見直しを行い，配管に生じる応力が許

容応力以下となるようにする。加えて，自重応力解析を行い，ハンガを追加することにより配

管に生じる応力が許容応力以下となるようにする。次に，地震応答解析を行い，必要に応じて

レストレイント位置，個数等の変更あるいはスナッバの追加により，配管に生じる応力が許容

応力以下となるようにする。また，レストレイント及びスナッバでの地震応答低減が困難であ

る場合，必要に応じて粘性ダンパの追加により，配管に生じる応力が許容応力以下となるよう

にする。 

3.3 定ピッチ支持方法 

定ピッチ支持方法では，配管系を直管部，曲がり部，集中質量部及び分岐部に分け，それぞ

れに定められた支持間隔内に支持点を設定する。 

3.3.1 応力を基準とした定ピッチ支持方法 

直管部の最大支持間隔については，自重によるたわみを制限する目的として基本的に自

重による応力が 39.2MPa以下になるよう支持間隔を設定する。更に直管部をモデル化し，

地震荷重，自重及び内圧を考慮した応力解析を行い，配管に生じる応力が許容応力を超え

る場合は支持間隔を調整し，許容応力以内に収まるような最大支持間隔を求める。直管部

以外の配管要素は，各要素の地震荷重による曲げモーメントが，最大支持間隔とした直管

部の曲げモーメントを超えないような最大支持間隔を求める。 

a. 直管部の最大支持間隔の算出

各種配管を下図のように，支持間隔Ｌの両端単純支持はりでモデル化し，静的解析によ

り最大支持間隔を求め，これ以内になるよう支持する。 

このモデルを用いて地震荷重，自重及び内圧を考慮した応力解析を行い，配管に生じる

応力が許容応力以下となるような最大支持間隔を求める。 

Ｌ 
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b. 曲がり部の最大支持間隔の算出

配管の曲がり部は下図のように，両端固定の等分布質量はりでモデル化する。

Ｌ１＋Ｌ２＝ＬＥとした場合，ＬＥはＬ１，Ｌ２を任意の値として求めた地震荷重による曲

げモーメントが，直管部最大支持間隔の地震荷重による曲げモーメント以下となるように

設定する。 

c. 集中質量部の最大支持間隔の算出

配管に弁等の集中質量がかかる場合，下図のように任意の位置に集中質量を有する両端

単純支持はりでモデル化する。 

また，ＬＷはＣを任意の値として求めた地震荷重がかかった場合の集中荷重及び等分布

荷重による合計曲げモーメントが，直管部最大支持間隔の曲げモーメントより小さくなる

ようにする。 

ＬＷ：集中質量部支持間隔 

ＣＷ：支持点から集中質量点までの長さ 

ｗＷ：配管の単位長さ当たりの質量 

ＷＷ：集中質量 

Ｌ１ 

Ｌ２ 

Ｃ 

ｗ 

Ｗ 

ｗ 

Ｌｗ 
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d. 分岐部の最大支持間隔の算出

配管の分岐部は，下図のように，三つの支持端を有する単純支持はりでモデル化する。

また，ＬＲ，ＬＢはＣを任意の値として求めた地震荷重による曲げモーメントが，直管部

最大支持間隔の曲げモーメントより小さくなるようにする。 

ＬＲ：Ｔ字部母管長さ 

ＣＲ：母管支持点から分岐管取付け点長さ 

ＬＢ：分岐管長さ 

ＬＲ 

Ｃ 

ＬＢ 
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3.3.2 振動数を基準とした定ピッチ支持方法 

配管系を剛（20Hz以上）にし，地震による過度の振動がないようにするために，配管系

の各支持区間について，あらかじめ基準振動数をベースに定められた基準区間長以下にな

るように支持する。 

(1) 直管部

a. 配管軸直角方向の支持

両端単純支持と仮定した場合の配管系と長さの関係を 1次固有振動数が基準振動数と

なるように定めておく。 

b. 配管軸方向の支持

配管長が長く，配管軸方向の動きが拘束されていない場合は軸方向の支持を行う。

(2) 曲がり部

曲がり部は曲がり面と直角な方向（面外方向：曲がり部前後の直管部により構成される

平面に垂直な方向）の振動数が低下する。このため曲がり部の近くで面外振動を抑えるよ

う支持を行い，支持区間の長さを直管部の基準長さより縮小した値とし，曲がり部につい

ても 1次固有振動数が基準振動数を下回ることがないようにする。 

(3) 集中質量部

配管に弁等の集中質量がかかる場合，直管部と比較して剛性が低くなり 1次固有振動数

が低下する。このため，原則として集中質量部自体又は近傍を支持するものとする。 

(4) 分岐部

配管の分岐部は母管に分岐管の質量が加わるため，直管部と比較して母管側の剛性が低

くなり 1次固有振動数が低下する。このため，分岐管側の質量の影響を受けないように支

持を行う。 S
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4. 支持構造物の設計

4.1 概要 

支持構造物は，配管系の地震荷重，自重，熱荷重等に対して十分な強度を持たせる必要があ

る。 

支持構造物の設計に当たっては，支持構造物の型式ごとの定格荷重，使用荷重及び最大使用

荷重と配管系の支持点荷重を比較する荷重評価，又は配管系の支持点荷重から求まる支持構造

物に生じる応力と使用材料により定まる許容応力を比較する応力評価を行う。表 4－1に支持構

造物の種別に応じた区分の整理を示す。 

本章では，支持装置，支持架構及び付属品から構成される支持構造物並びに埋込金物の設計

の基本原則，選定方針，強度及び耐震評価の方法等を示す。 

表 4－1 支持構造物の区分の整理 

No. 種 別 区分 評価荷重 評価方法 

1 ロッドレストレイント

支持装置 

定格荷重＊1 

荷重評価 

2 オイルスナッバ 定格荷重＊1 

3 メカニカルスナッバ 定格荷重＊1 

4 粘性ダンパ 使用荷重＊2 

5 スプリングハンガ 定格荷重＊1 

6 コンスタントハンガ 定格荷重＊1 

7 リジットハンガ 定格荷重＊1 

8 

レスト
レイント

ラグ
付属品 

最大使用荷重＊3 

9 Ｕボルト 最大使用荷重＊3 

10 支持架構 支持架構 設定荷重＊4 応力評価 

11 埋込金物 埋込金物 最大使用荷重＊3 荷重評価 

注記＊1：支持装置（粘性ダンパを除く）の設計強度に基づき，支持装置メーカが定めた，

許容荷重 

＊2：粘性ダンパの設計強度に基づき，島根２号機で定める許容荷重 

＊3：付属品の設計強度に基づき，島根２号機で定める最大の許容荷重 

＊4：設置箇所の支持点荷重に応じて設定される設計上の荷重であり，支持架構の構 

造強度評価は，設定荷重に基づく応力評価を実施する。 
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4.2 基本原則 

4.2.1 支持構造物の設計において考慮すべき事項 

支持構造物は，以下の点を考慮して設計する。 

(1) 支持装置及び付属品は，配管系の地震荷重，自重，熱荷重等による支持点荷重が，使用

される支持装置の定格荷重又は使用荷重若しくは付属品の最大使用荷重以下となるよう選

定する。 

(2) 支持架構は，配管系の地震荷重，自重，熱荷重等による支持点荷重から求まる支持架構

に生じる応力が，許容応力以下となるよう構造を決定する。 

(3) アンカ及びレストレイントとなる支持構造物は，建物と共振しないように十分な剛性を

持たせるものとする。 

(4) 支持構造物は点検の容易な構造とする。

(5) 原則として，支持構造物は，埋込金物より建物側へ荷重を伝える構造とする。

(6) 支持構造物の設計に当たっては，発電用原子力設備規格(設計・建設規格(2005年版(2007

年追補版含む)) ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1-2005/2007)(日本機械学会 2007年 9月)(以下「設

計・建設規格」という。)に従い熱荷重，自重等に対して十分な強度を持たせるとともに，

原子力発電所耐震設計技術指針(重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984，

ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版)(日本電気協会 電気技

術基準調査委員会 昭和 59年 9月，昭和 62年 8月及び平成 3 年 6月)(以下「ＪＥＡＧ４

６０１」という。)に従い，地震荷重に対して十分な強度を持たせるものとする。 
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4.2.2 支持構造物の設計荷重 

支持構造物の設計に用いる支持点荷重は，耐震設計上の重要度分類に基づく設計用地震

力を条件とした配管系の 3次元はりモデルによる解析，又は定ピッチ支持方法により得ら

れる支持点荷重を支持構造物の種別に応じて適切に組み合わせて求める。 

支持構造物の設計に当たり荷重評価を行う場合，配管系の支持点荷重と定格荷重，使用

荷重又は最大使用荷重との比較を行う。 

4.3 支持装置の設計 

4.3.1 概要 

支持装置は，型式ごとに基本形状が決まっており，配管系の地震荷重，自重，熱荷重等

による支持点荷重と型式ごとに設定される定格荷重又は使用荷重の比較による荷重評価に

よって選定できる。 

4.3.2 支持装置の選定 

支持装置は，以下の条件により選定する。 

(1) ロッドレストレイント

支持点荷重に基づき，定格荷重で選定する。

なお，許容応力状態ⅢＡＳにおける支持点荷重が定格荷重を超過する場合，又は許容応

力状態ⅣＡＳにおける支持点荷重が定格荷重×1.2を超過する場合は，二次評価を行う（詳

細は別紙に示す）。 

(2) オイルスナッバ，メカニカルスナッバ

支持点荷重及び熱膨張変位に基づき，定格荷重で選定する。

なお，許容応力状態ⅢＡＳにおける支持点荷重が定格荷重を超過する場合，又は許容応

力状態ⅣＡＳにおける支持点荷重が定格荷重×1.5を超過する場合は，二次評価を行う（詳

細は別紙に示す）。 

(3) 粘性ダンパ

支持点荷重に基づき，使用荷重で選定する。

(4) スプリングハンガ，コンスタントハンガ及びリジットハンガ

支持点荷重及び熱膨張変位に基づき，定格荷重で選定する。

各支持装置の定格荷重及び主要寸法を表 4－2－1～4－8に示す。 

なお，本表に示す型式，定格荷重及び使用荷重は代表的な支持装置を示したものであり，

記載のない型式であっても，同様に設定されている定格荷重又は使用荷重により選定を行

う。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－2－1 ロッドレストレイント（タイプ 1）の定格荷重及び主要寸法 

本体 

型式 

定格 

荷重 

 (kN) 

主要寸法（mm） 

Ｌ 
Ｄ ｄ 

最小 最大 

06 9 

1 15 

3 45 

6 90 

10 150 

16 240 

25 375 

表 4－2－2 ロッドレストレイント（タイプ 2）の定格荷重及び主要寸法 

本体 

型式 

定格 

荷重 

(kN) 

主要寸法（mm） 

Ｌ 
Ｄ ｄ 

最小 最大 

1 23.6 

2 55.1 

3 106.2 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－3 オイルスナッバの定格荷重及び主要寸法

本体 
型式 

定格 
荷重 
(kN) 

ストローク
(mm)

主要寸法(mm) 

Ｌ Ｄ ｄ 

03 3 

06   6 

1 10 

3 30 

6 60 

10 100 

16 160 

25 250 

40 400 

60 600 

100 1000 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－4 メカニカルスナッバの定格荷重及び主要寸法

本体 
型式 

定格 
荷重 
(kN) 

ストローク
(mm)

主要寸法(mm) 

Ｌ Ｄ 

01 1 

03 3 

06 6 

1 10 

3 30 

6 60 

10 100 

16 160 

25 250 

40 400 

60 600 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－5 粘性ダンパの使用荷重及び主要寸法 

本体 

型式 

許容荷重（kN） 主要寸法（mm） 

水平方向 鉛直方向 Ｄ1 Ｄ2 

108/57 

159/76 

219/108 

219/159 

325/159 

325/219 

426/219 

426/325 

630/325 

630/426 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－6－1(1/2) スプリングハンガ（タイプ 1）の定格荷重 

本体型式 

荷重範囲(kN) 

トラベルシリーズ

30 60 120 80 160 

01 

02 

03 

04 

05 

06 

07 

08 

09 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

注：吊り型と置き型で共通の値 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－6－1(2/2) スプリングハンガ（タイプ 2）の定格荷重 

本体 

型式 

荷重範囲 (kN) 

トラベルシリーズ

30 60 120 85 170 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

注：吊り型と置き型で共通の値 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－6－2(1/4) スプリングハンガ（タイプ 1）の主要寸法（吊り型） 

本体 
型式 

主要寸法(mm) 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ トラベルシリーズ

30 60 120 80 160 

01 

02 

03 

04 

05 

06 

07 

08 

09 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－6－2(2/4) スプリングハンガ（タイプ 2）の主要寸法(吊り型) 

本体 

型式 

主要寸法 (mm)

Ａ 

Ｂ 

Ｃ トラベルシリーズ

30 60 120 85 170 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－6－2(3/4) スプリングハンガ（タイプ 1）の主要寸法(置き型) 

本体 
型式 

主要寸法(mm) 

Ａ 
Ｂ 

Ｃ トラベルシリーズ

30 60 120 80 160 

01 

02 

03 

04 

05 

06 

07 

08 

09 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－6－2(4/4) スプリングハンガ（タイプ 2）の主要寸法(置き型) 

本体 

型式 

主要寸法 (mm) 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ トラベルシリーズ

30 60 120 85 170 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－7 コンスタントハンガの定格荷重及び主要寸法 

本体型式 
荷重範囲 
(kN) 

主要寸法(mm) 

Ａ Ｂ Ｃ 

01 

02 

03 

04 

05 

06 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 4－8 リジットハンガの定格荷重 
本体型式(ロッド径)(mm) 

ｄ 
定格荷重 
(kN) 

10 

12 

16 

20 

24 

30 

36 

42 

48 

56 

64 

72 

80 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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4.3.3 支持装置の使用材料 

設計・建設規格の適用を受ける箇所に使用する材料は，設計・建設規格 付録材料図表 

Part1に従うものとする。 

4.3.4 支持装置の強度及び耐震評価方法 

支持装置及び付属品の強度及び耐震評価の方法を以下に示す。 

(1) 定格荷重

支持装置の定格荷重は，設計・建設規格及びＪＥＡＧ４６０１を満足するよう設定され

たものであり，支持点荷重を上回る定格荷重若しくは使用荷重が設定されている支持装置

を選定することで，十分な強度及び耐震性が確保される。 

(2) 支持装置の強度計算式

a. 記号の定義

支持装置の強度計算式に使用する記号は，下記のとおりとする。

(a) ロッドレストレイント

記 号 定  義 単 位 

Ａｃ 圧縮応力評価に用いる断面積 mm2 

Ａｐ 支圧応力評価に用いる断面積 mm2 

Ａｓ せん断応力評価に用いる断面積 mm2 

Ａｔ 引張応力評価に用いる断面積 mm2 

Ｂ 

ブラケットせん断断面寸法 

mm クランプせん断断面寸法

スヘリカルアイボルト穴部せん断断面寸法

Ｃ 
ブラケット引張断面寸法 

mm 
クランプ引張断面寸法

Ｄ 

ブラケット穴径 

mm 
クランプ穴径

スヘリカルアイボルト穴径

パイプ外径 

ｄ 
ピン径 

mm 
スヘリカルアイボルト穴部の軸径

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 材料の許容応力を決定する場合の基準値 MPa 

Ｆｃ 圧縮応力 MPa 

Ｆｐ 支圧応力 MPa 

Ｆｓ せん断応力 MPa 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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記 号 定  義 単 位 

Ｆｔ 引張応力 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力 MPa 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ｉ 断面二次半径 mm 

Ｌ ピン間長さ mm 

ℓｋ 座屈長さ mm 

Ｍ スヘリカルアイボルト外径 mm 

Ｐ 定格荷重 N 

Ｒ スヘリカルアイボルト半径 mm 

Ｔ 
ブラケット板厚 

mm 
クランプ板厚

ｔ 
パイプ板厚 

mm 
スヘリカルアイボルト穴部板厚

Λ 限界細長比 － 

λ 有効細長比 － 

(b) オイルスナッバ

記 号 定  義 単 位 

Ａｃ 圧縮応力評価に用いる断面積 mm2 

Ａｐ 支圧応力評価に用いる断面積 mm2 

Ａｓ せん断応力評価に用いる断面積 mm2 

Ａｔ 引張応力評価に用いる断面積 mm2 

Ｂ 

イーヤ穴部せん断断面寸法

mm 
クランプ穴部せん断断面寸法

ブラケット穴部せん断断面寸法 

ロッドエンド穴部せん断断面寸法

Ｃ 

イーヤ引張断面寸法

mm 
クランプ引張断面寸法

ブラケット引張断面寸法 

ロッドエンド引張断面寸法

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1



25 

記 号 定  義 単 位 

Ｄ 

イーヤ穴径

mm 

クランプ穴径

ブラケット穴径 

ロッドエンド穴径

シリンダカバー内径

コネクティングパイプ外径

ピストンロッド外径 

Ｄ１ アダプタ外径 mm 

Ｄ２ アダプタ内径 mm 

ｄ 
ピン径 

mm 
ピストンロッド最小断面部の径 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 材料の許容応力を決定する場合の基準値 MPa 

Ｆｃ 圧縮応力 MPa 

Ｆｐ 支圧応力 MPa 

Ｆｓ せん断応力 MPa 

Ｆｔ 
引張応力 

MPa 
内圧による引張応力 

ｆｃ 許容圧縮応力 MPa 

ｈ すみ肉溶接部脚長 mm 

ｈ1 アダプタすみ肉溶接部脚長 mm 

ｈ2 アダプタすみ肉溶接部脚長 mm 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ｉ 断面二次半径 mm 

Ｋ シリンダチューブ内圧 MPa 

Ｌ コネクティングパイプ長さ mm 

ℓｋ 座屈長さ mm 

Ｍ 
六角ボルトの呼び径 

mm 
タイロッドのねじ部呼び径

ｎ 
六角ボルトの本数 

本 
タイロッドの本数

Ｐ 定格荷重 N 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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記 号 定  義 単 位 

ｒ1 シリンダチューブの内半径 mm 

ｒ2 シリンダチューブの外半径 mm 

Ｔ 

クランプ板厚

mm イーヤ板厚

ブラケット板厚 

ｔ 

イーヤ穴部板厚

mm 
シリンダカバー板厚

コネクティングパイプ板厚

ロッドエンドイーヤ板厚

Λ 限界細長比 － 

λ 有効細長比 － 

(c) メカニカルスナッバ

記 号 定  義 単 位 

Ａｃ 圧縮応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｐ 支圧応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｓ せん断応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｔ 引張応力計算に用いる断面積 mm2 

Ｂ 

イーヤせん断断面寸法

mm 

コネクティングチューブイーヤ部せん断断面寸法

ユニバーサルブラケット穴部せん断断面寸法

クランプ穴部せん断断面寸法

ブラケット穴部せん断断面寸法 

ユニバーサルボックス穴部せん断断面寸法

Ｃ 

イーヤ引張断面寸法

mm 

クランプ引張断面寸法

コネクティングチューブイーヤ部引張断面寸法

ユニバーサルブラケット引張断面寸法

ブラケット引張断面寸法 

Ｃ１ ユニバーサルボックス引張断面寸法 mm 

Ｃ２ ユニバーサルボックス引張断面寸法 mm 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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記 号 定  義 単 位 

Ｄ 

イーヤ穴径

mm 

クランプ穴径

ブラケット穴径 

コネクティングチューブ外径

コネクティングチューブイーヤ部穴径

ユニバーサルブラケット穴径

ユニバーサルボックス穴径

Ｄ１ 

ロードコラム外径

mm 
ケースの支圧強度面内径

ベアリング押さえの支圧強度面内径 

ジャンクションコラムアダプタ外径 

Ｄ２ 

ロードコラム内径

mm 

ケースのせん断強度面の径

ケースの支圧強度面外径

ベアリング押さえのせん断強度面の径 

ベアリング押さえの支圧強度面外径 

ジャンクションコラムアダプタ内径 

Ｄ３ ケースの引張強度面内径 mm 

Ｄ４ ケースの引張強度面外径 mm 

ｄ 

ピン径 

mm イーヤ穴部の軸径

ユニバーサルボックス穴部の軸径

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 材料の許容応力を決定する場合の基準値 MPa 

Ｆｃ 圧縮応力 MPa 

Ｆｐ 支圧応力 MPa 

Ｆｓ せん断応力 MPa 

Ｆｔ 引張応力 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力 MPa 

ｈ すみ肉溶接部脚長 mm 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ｉ 断面二次半径 mm 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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記 号 定  義 単 位 

Ｌ コネクティングチューブの長さ mm 

ℓｋ 座屈長さ mm 

Ｍ 六角ボルトの呼び径 mm 

ｎ 六角ボルトの本数 本 

Ｐ 定格荷重 N 

Ｔ 

クランプ板厚

mm 

コネクティングチューブイーヤ部板厚

ユニバーサルブラケット板厚

イーヤ板厚

ブラケット板厚 

ベアリング押さえ板厚 

ケースの支圧強度面板厚

ｔ コネクティングチューブ板厚 mm 

Ｔ１ ユニバーサルボックス板厚 mm 

Ｔ２ ユニバーサルボックス板厚 mm 

Λ 限界細長比 － 

λ 有効細長比 － 

(d) 粘性ダンパ

記 号 定  義 単 位 

Ａｃ 圧縮応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｓ せん断応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｔ 引張応力計算に用いる断面積 mm2 

Ｄ 

アウターピストン外径

mm 
インナーピストン外径

ピストン外径 

ハウジング外径

ｄ 

アウターピストン内径

mm 
インナーピストン内径

プレート内径 

ハウジング内径

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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記 号 定  義 単 位 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 材料の許容応力を決定するための基準値 MPa 

Ｆｂ 曲げ応力 MPa 

Ｆｃ 圧縮応力 MPa 

Ｆｓ せん断応力 MPa 

Ｆｔ 引張応力 MPa 

Ｆｍ 組合せ応力 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力 MPa 

ｈ1，ｈ2 すみ肉溶接部脚長 mm 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

i 断面二次半径 mm 

Ｌ 
アウターピストン長さ

mm 
インナーピストン長さ

Ｌ1 アウターピストンと粘性体の接する部分の長さ mm 

Ｌ2 ハウジングと粘性体の接する部分の長さ mm 

ℓｋ 座屈長さ mm 

Ｍ ねじ径 mm 

Ｍｂ 曲げモーメント N・mm 

ｎ 六角ボルトの本数 本 

Ｐｈ 水平方向許容荷重 N 

Ｐｖ 鉛直方向許容荷重 N 

Ｔ プレート厚さ mm 

Ｚ 断面係数 mm3 

Λ 限界細長比 － 

λ 部材有効細長比 － 

β18 応力係数(機械工学便覧 材料力学第 5章図 88による) － 

(e) スプリングハンガ

記 号 定  義 単 位 

Ａｃ 圧縮応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｐ 支圧応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｓ せん断応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｔ 引張応力計算に用いる断面積 mm2 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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記 号 定  義 単 位 

ａ 
上ブタ円板外径 

mm 
下ブタ円板外径 

Ｂ 
イーヤせん断断面寸法

mm 
クレビス穴部せん断断面寸法

ｂ 
ばね平均径 

mm 
上ブタイーヤ円面積変換径 

Ｃ 
イーヤ引張断面寸法

mm 
クレビス引張断面寸法

Ｄ 

イーヤ穴径

mm ケース内径

クレビス穴径

Ｄ１ 
ロードコラム外径

mm 
ばね平均径 

Ｄ２ 
ロードコラム内径

mm 
ばね座外輪内径 

Ｄ３ ばね座内輪外径 mm 

Ｄ４ ばね座内輪内径 mm 

d ピン径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 材料の許容応力を決定するための基準値 MPa 

Ｆｂ 曲げ応力 MPa 

Ｆｃ 圧縮応力 MPa 

Ｆｍ 組合せ応力 MPa 

Ｆｐ 支圧応力 MPa 

Ｆｓ せん断応力 MPa 

Ｆｔ 引張応力 MPa 

ｆｃ 許容圧縮応力 MPa 

Ｇ ターンバックルの内幅 mm 

ｈ すみ肉溶接部脚長 mm 

ｈ1 クレビス溶接部脚長 mm 

ｈ2 クレビス溶接部脚長 mm 

Ｉ 断面二次モーメント mm4 

ｉ 断面二次半径 mm 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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記 号 定  義 単 位 

Ｊ ケース切り欠き部の幅 mm 

Ｋｄ ターンバックル外径 mm 

Ｋｔ ターンバックルの厚さ mm 

Ｌ 
クレビスの板と板の距離

mm 
ロードコラムからばね座(置き型)までの距離

ℓｋ 座屈長さ mm 

Ｍ 
ハンガロッドのねじ部呼び径

mm 
ロッドのねじ部呼び径

Ｍ０ 作用モーメント N・mm 

Ｐ 定格荷重 N 

Ｔ 

イーヤ板厚

mm 
ケース板厚

下ブタ板厚 

クレビス板厚

Ｔ1 

ばね座外輪板厚 

mm 上ブタ板厚 

ばね座板厚 

Ｔ2 
ばね座内輪板厚 

mm 
ばね座板厚 

Ｔ3 ばね座板厚 mm 

Ｔ4 ばね座板厚 mm 

Ｚ 断面係数 mm3 

Λ 限界細長比 － 

λ 有効細長比 － 

β8 応力係数(機械工学便覧 材料力学第5章図82による) － 

β9 応力係数(機械工学便覧 材料力学第5章図84による) － 

β10 応力係数(機械工学便覧 材料力学第5章図84による) － 

θ ターンバックル断面角度 deg 

(f) コンスタントハンガ

記 号 定  義 単 位 

Ａ ばね平均径 mm 

Ａｐ 支圧応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｓ せん断応力計算に用いる断面積 mm2 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1



32 

記 号 定  義 単 位 

Ａｔ 引張応力計算に用いる断面積 mm2 

Ｂ 

ラグプレート板厚

mm 

テンションロッド穴部せん断断面寸法

リンクプレート穴部せん断断面寸法

回転アーム穴部せん断断面寸法 

イーヤ穴部せん断断面寸法

フレーム穴部せん断断面寸法

Ｃ イーヤ引張断面寸法 mm 

Ｃ1 アッパープレートの寸法 mm 

Ｄ 

イーヤ穴径

mm 

ばね座内径 

テンションロッド穴径

回転アーム穴径 

リンクプレート穴径

ｄ ピン径 mm 

Ｆ ばね荷重 N 

ＦＡ ばね座にかかる荷重 N 

Ｆｂ 曲げ応力 MPa 

Ｆｍ 組合せ応力 MPa 

Ｆｐ 支圧応力 MPa 

Ｆｓ せん断応力 MPa 

Ｆｔ 引張応力 MPa 

Ｇ 
ターンバックルの内幅

mm 
ロードブロックの寸法

Ｈ 溶接部のど厚 mm 

ｈ すみ肉溶接部脚長 mm 

ｈ1 アッパープレートのすみ肉溶接部脚長 mm 

Ｋｄ ターンバックル外径 mm 

Ｋｔ ターンバックルの厚さ mm 

Ｌ 

リンクプレートの板と板の距離

mm イーヤの板と板の距離

テンションロッド溶接長さ

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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記 号 定  義 単 位 

Ｍ 
ハンガロッドのねじ部呼び径

mm 
テンションロッドのねじ部呼び径

Ｍ０ 作用モーメント N・mm 

Ｐ 定格荷重 N 

ＰＦ メインピンにかかる荷重 N 

Ｒ 

リンクプレート半径

mm 
テンションロッド穴部半径

回転アーム穴部半径 

イーヤ半径

Ｓ 回転アームの板と板の距離 mm 

Ｓ1 フレームの板と板の距離 mm 

Ｔ 

リンクプレート板厚

mm 

回転アーム板厚 

イーヤ板厚

フレーム板厚

ばね座板厚 

Ｔ1 
アッパープレート板厚

mm 
テンションロッド穴部板厚

Ｚ 断面係数 mm3 

β9 応力係数(機械工学便覧 材料力学第5章図84による) － 

θ ターンバックル断面角度 deg 

(g) リジットハンガ

記 号 定  義 単 位 

Ａｐ 支圧応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｓ せん断応力計算に用いる断面積 mm2 

Ａｔ 引張応力計算に用いる断面積 mm2 

Ｂ 

クレビスブラケットせん断断面寸法

mm 
クランプせん断断面寸法

アイボルト穴部せん断断面寸法

アイボルト穴部引張断面寸法

Ｃ 
クレビスブラケット引張断面寸法

mm 
クランプ引張断面寸法

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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記 号 定  義 単 位 

Ｄ 
クレビスブラケット穴径

mm 
クランプ穴径

ｄ ピン径 mm 

Ｆｂ 曲げ応力 MPa 

Ｆｍ 組合せ応力 MPa 

Ｆｐ 支圧応力 MPa 

Ｆｓ せん断応力 MPa 

Ｆｔ 引張応力 MPa 

ｈ すみ肉溶接部脚長 mm 

Ｌ 
クレビスブラケットの板と板の距離

mm 
クランプの板と板の距離

Ｔ 

クレビスブラケット板厚

mm クランプ板厚

アイボルト穴部板厚

Ｍ アイボルトのねじ部呼び径 mm 

Ｍ０ 作用モーメント N・mm 

Ｐ 定格荷重 N 

Ｚ 断面係数 mm3 S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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b. 強度計算式

支持装置の強度計算式を以下に示す。

なお，以下に示す強度及び耐震計算式は代表的な形状に対するものであり，記載の

ない形状についても，同様の計算式で計算できる。 

(a) ロッドレストレイント

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生する引張応力（又は圧縮応力），せん断応

力及び支圧応力を次の計算式により算出し，許容応力以下であることを確認する。 

イ. 強度部材

①ブラケット，②パイプ，③アジャストナット溶接部，④クランプ，

⑤ピン，⑥スヘリカルアイボルト

1 5 6 3 2 3 6 5 4 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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ロ. 各部材の計算式

(イ) ブラケット(①)及びクランプ(④)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ロ) パイプ(②)

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ハ) アジャストナット溶接部(③)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ニ) ピン(⑤)

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ホ) スヘリカルアイボルト(⑥)

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ ボルト部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(b) オイルスナッバ

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生する引張応力（又は圧縮応力），せん断応

力及び支圧応力を次の計算式により算出し，許容応力以下であることを確認する。 

イ. 強度部材

①シリンダチューブ，②ピストンロッド，③シリンダカバー，

④タイロッド，⑤イーヤ，⑥六角ボルト，⑦ロッドエンド，

⑧アダプタ，⑨コネクティングパイプ，⑩クランプ，⑪ブラケット，

⑫ピン

12

9 8

5

11 6 3

1 4 2 7 10

12

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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ロ. 各部材の計算式

(イ) シリンダチューブ(①)

ⅰ 引張応力評価 

内圧により生ずる引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ロ) ピストンロッド(②)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ハ) シリンダカバー(③)

ⅰ せん断応力評価 

内圧により生ずるせん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ニ) タイロッド(④)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ホ) イーヤ(⑤)

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ヘ) 六角ボルト(⑥)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ト) ロッドエンド(⑦)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(チ) アダプタ(⑧)

ⅰ 本体 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(リ) コネクティングパイプ(⑨)

ⅰ 圧縮応力評価 

  圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ヌ) クランプ(⑩)及びブラケット(⑪)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1



48 

(ル) ピン(⑫)

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(c) メカニカルスナッバ

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生する引張応力（又は圧縮応力），せん断応

力及び支圧応力を次の計算式により算出し，許容応力以下であることを確認する。 

イ. 強度部材

①ブラケット，②ジャンクションコラムアダプタ，③ロードコラム，

④クランプ，⑤ピン，⑥コネクティングチューブ，

⑦ケース，ベアリング押さえ及び六角ボルト，⑧イーヤ，

⑨ユニバーサルボックス，⑩コネクティングチューブイーヤ部，

⑪ユニバーサルブラケット

5 

9 11 10 4 8 3 7 2 6 

1 

5 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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ロ. 各部材の計算式

(イ) ブラケット(①)，クランプ(④)，コネクティングチューブイーヤ部(⑩)

及びユニバーサルブラケット(⑪)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ロ) ジャンクションコラムアダプタ(②)

ⅰ 六角ボルト 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価（本体型式 06及び 1） 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) 引張応力評価（本体型式 3～25） 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ハ) ロードコラム(③)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ニ) ピン(⑤)

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ホ) コネクティングチューブ(⑥)

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1



54 

(ヘ) ケース，ベアリング押さえ及び六角ボルト(⑦)

ⅰ ケース 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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ⅱ ベアリング押さえ 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅲ 六角ボルト 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1



56 

(ト) イーヤ(⑧)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(チ) ユニバーサルボックス(⑨)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(d) 粘性ダンパ

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生する曲げ応力，せん断応力及び引張応力

（又は圧縮応力）を次の計算式により算出し，許容応力以下であることを確認する。 

イ. 強度部材

① アウターピストン

② インナーピストン

③ プレート

④ ハウジング

⑤ 上部六角ボルト

⑥ 下部六角ボルト

1

2

3

4

5

6

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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ロ. 各部材の計算式

(イ) アウターピストン(①)

ⅰ 本体 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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(ロ) インナーピストン(②)

ⅰ 本体 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
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(ハ) プレート(③)

ⅰ 本体 

(ⅰ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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(ニ) ハウジング(④)

ⅰ 本体 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 
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(ホ) 上部六角ボルト(⑤)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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(へ) 下部六角ボルト(⑥) 

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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(e) スプリングハンガ

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生するせん断応力，引張応力（又は圧縮応

力）及び支圧応力を次の計算式により算出し，許容応力以下であることを確認する。 

イ. 強度部材

①イーヤ

②上ブタ

③ばね座(吊り型)

④ハンガロッド

⑤ケース

⑥下ブタ

⑦ターンバックル

⑧クレビス

⑨ピン

⑩ロッド

⑪ロードコラム

⑫ばね座(置き型)

吊り型 置き型 

2

1

3

4

5

7

8

9

6

10

12

11
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ロ. 各部材の評価式

(イ) イーヤ(①)

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 
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ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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(ロ) 上ブタ(②)

ⅰ 本体 

(ⅰ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が許容曲げ応力値以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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(ハ) ばね座(吊り型)(③)

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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(ニ) ハンガロッド(④)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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(ホ) ケース(⑤)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ヘ) 下ブタ(⑥)

ⅰ 本体 

(ⅰ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 
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ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ト) ターンバックル(⑦)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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(チ) クレビス(⑧)

ⅰ 本体 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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(リ) ピン(⑨)

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 

(ヌ) ロッド(⑩)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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(ル) ロードコラム(⑪)

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が，許容圧縮応力以下であることを確認する。 

許容圧縮応力 
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(ヲ) ばね座(置き型)(⑫)

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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(f) コンスタントハンガ

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生するせん断応力，引張応力（又は圧縮応

力）及び支圧応力を次の計算式により算出し，許容応力以下であることを確認する。 

イ. 強度部材

①ばね座

②テンションロッド

③テンションロッドピン

④リンクプレート

⑤アジャストピン

⑥ロードブロックピン

⑦回転アーム

⑧アッパープレート

⑨イーヤ

⑩ピン

⑪ハンガロッド

⑫ターンバックル

⑬メインピン

⑭フレーム

13
12

11

14

10
1 2 3 4 5

6

7

8

9
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ロ. 各部材の評価式

(イ) ばね座(①)

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 
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(ロ) テンションロッド(②)

ⅰ 本体 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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ⅱ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅲ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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(ハ) テンションロッドピン(③)

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 
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(ニ) リンクプレート(④)

ⅰ テンションロッド側穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ アジャストピン側穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 
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(ホ) アジャストピン(⑤)

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 
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(ヘ) ロードブロックピン(⑥)

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 
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(ト) 回転アーム(⑦)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 
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(チ) アッパープレート(⑧)

ⅰ 本体 

(ⅰ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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(リ) イーヤ(⑨)

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ)  せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1



88 

(ヌ) ピン(⑩)

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 
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(ル) ハンガロッド(⑪)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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(ヲ) ターンバックル(⑫)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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(ワ) メインピン(⑬)

ⅰ 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 
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(カ) フレーム(⑭)

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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(g) リジットハンガ

応力評価は，次の強度部材の最弱部に発生するせん断応力，引張応力（又は圧縮応

力）及び支圧応力を次の計算式により算出し，許容応力以下であることを確認する。 

イ. 強度部材

①クレビスブラケット

②ターンバックル

③アイボルト

④クランプ

1

2

3

4
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ロ. 各部材の評価式

(イ) クレビスブラケット(①)及びクランプ(④)

ⅰ 本体 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 
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ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 
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ⅲ ピン 

(ⅰ) 曲げ応力評価 

曲げ応力が，許容曲げ応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 組合せ応力評価 

組合せ応力が，許容組合せ応力以下であることを確認する。 
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(ロ) ターンバックル(②)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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(ハ) アイボルト(③)

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が，許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が，許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ ボルト部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が，許容引張応力以下であることを確認する。 
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 4.4 支持架構及び付属品の設計 

4.4.1 概 要 

配管系の支持架構及び付属品(ラグ，Ｕボルト等)は，配管系の支持点荷重から求まる支

持構造物に生じる応力と使用材料により定まる許容応力の比較による応力評価，又は最大

使用荷重と支持点荷重の比較による荷重評価により設計する。 

支持架構は，上記応力評価によるほか，特に機器配置，保守点検上の配慮などを考慮し

て設計する必要があるため，その形状は多種多様である。支持架構の代表構造例を図 4－1

に示す。 
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タイプ－1 タイプ－4

タイプ－2 タイプ－5

タイプ－3 タイプ－6

図 4－1 支持架構の代表構造例 
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4.4.2 支持架構及び付属品の選定 

支持架構については，支持点荷重を条件とした強度及び耐震評価を行い，発生応力が許

容応力を超えないように使用する鋼材(山形鋼，溝形鋼，H 形鋼，角形鋼，鋼管等)を決定

する。 

付属品については，支持点荷重が最大使用荷重を超えないように使用する付属品を選定

する。 

標準的に使用する鋼材及び付属品の仕様を表 4－9～表 4－13に示す。 

なお，付属品については，最大使用荷重を超える場合であっても個別の評価により健全

性の確認を行うことが可能である。 

表 4－9 支持架構の標準鋼材仕様 

鋼材名称 材料 鋼材サイズ 

山形鋼 

溝形鋼 

H形鋼 

角形鋼 

鋼管 
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表 4－10 標準ラグの選定表 

型式番号 
最大使用荷重(N) 

Ｆｘ Ｆｙ 

LU-100 

LU-150 

LU-250 

LU-450 

LU-600 

LU-800 

LU-1000 

LU-1350 

表 4－11 標準ラグの主要寸法 (mm) 

型式番号＊ Ｗ Ｌ Ｈ ｔ 

LU-100 

LU-150 

LU-250 

LU-450 

LU-600 

LU-800 

LU-1000 

LU-1350 

注記＊：材料は， を使用 
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表 4－12 標準Ｕボルトの選定表 

型式番号 呼び径 
ボルト 

サイズ

最大使用荷重(N) 

ＰＶ ＰＨ 

UN-80 80A 

UN-90 90A 

UN-100 100A 

UN-125 125A 

UN-150 150A 

UN-200 200A 

UN-250 250A 

表 4－13 標準Ｕボルト主要寸法 (mm)

型式番号＊ タイプ Ｂ Ｗ ｄ ｈ ｔ ｔｆ ｔｗ 

UN-80 Ⅰ 

UN-90 Ⅰ 

UN-100 Ⅰ 

UN-125 Ⅰ 

UN-150 Ⅱ 

UN-200 Ⅱ 

UN-250 Ⅱ 

注記＊：材料は， （ボルト部，タイプⅡサドル部）， （タイプⅠサドル

部）を使用 S
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4.4.3 支持架構及び付属品の使用材料 

設計・建設規格の適用を受ける箇所に使用する材料は，設計・建設規格 付録材料図表 

Part1に従うものとする。ただし，ラグの材料は当該配管に適用する材料とする。 

4.4.4 支持架構及び付属品の強度及び耐震評価方法 

支持架構及び付属品の強度及び耐震評価の方法を以下に示す。 

(1) 許容応力

許容応力は，設計・建設規格及びＪＥＡＧ４６０１に基づくものとする。

各許容応力状態に対する許容応力を表 4－14に示す。

表 4－14 各許容応力状態の許容応力＊7,＊8

許容応力 

状態 

一次応力 一次＋二次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 支圧 組合せ 
引張 

圧縮 
せん断 曲げ 支圧 座屈 

ⅠＡ，ⅡＡ ｆｔ ｆｓ ｆｃ ｆｂ ｆｐ ｆｔ 3・ｆｔ 3・ｆｓ 3・ｆｂ 
1.5・ 

ｆｐ 

1.5・ｆｓ 

又は 

1.5・ｆｃ 

ⅢＡＳ 
1.5・ 

ｆｔ 

1.5・ 

ｆｓ 

1.5・ 

ｆｃ 

1.5・ 

ｆｂ 

1.5・ 

ｆｐ 

1.5・ 

ｆｔ 

3・ｆｔ 3・ｆｓ 3・ｆｂ 

1.5・ 

ｆｐ 

1.5・ｆｂ

1.5・ｆｓ

又は 

1.5・ｆｃ 
ⅣＡＳ 

1.5・ 

ｆｔ ＊

1.5・ 

ｆｓ ＊

1.5・ 

ｆｃ ＊

1.5・ 

ｆｂ ＊

1.5・ 

ｆｐ ＊

1.5・ 

ｆｔ ＊

1.5・ 

ｆｐ ＊

注記＊1：すみ肉溶接部にあっては，最大応力に対して 1.5・ｆｓとする。 

＊2：設計・建設規格 SSB-3121.1(4)a.により求めたｆｂとする。 

＊3：応力の最大圧縮値について評価する。 

＊4：自重，熱等により常時作用する荷重に，地震による荷重を重ね合わせて得ら

れる応力の圧縮最大値について評価する。 

＊5：組合せ応力の許容応力は，設計・建設規格に基づく値とする。 

＊6：地震動のみによる応力振幅について評価する。

＊1 

＊6 

＊4 

＊3 
＊3 

＊1,＊6 ＊2,＊6 

＊4 

＊2,＊4 

＊5 
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＊7：材料の許容応力を決定する場合の基準値Ｆは，設計・建設規格 付録材料図

表 Part5 表 8に定める値又は表 9に定める値の 0.7倍のいずれか小さい方

の値とする。ただし，使用温度が 40度を超えるオーステナイト系ステンレス

鋼及び高ニッケル合金にあっては，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 8に定める値の 1.35倍の値，表 9に定める 0.7倍の値又は室温における表

8に定める値のいずれか小さい値とする。 

＊8：ｆｔ ，ｆｓ ，ｆｃ ，ｆｂ ，ｆｐ は，ｆｔ，ｆｓ，ｆｃ，ｆｂ，ｆｐの値を算

出する際に設計・建設規格 SSB-3121.1(1)本文中「付録材料図表 Part5 表

8に定める値」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8に定める値の 1.2倍

の値」と読み替えて計算した値とする。 

記号の説明 

ｆｔ ：許容引張応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対して設計・建設規格

SSB-3121.1(1)により規定される値 

ボルト等に対しては設計・建設規格 SSB-3131(1)により規定

される値 

ｆｓ ：許容せん断応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対して設計・建設規格

SSB-3121.1(2)により規定される値 

ボルト等に対しては設計・建設規格 SSB-3131(2)により規定

される値 

ｆｃ ：許容圧縮応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対して設計・建設規格

SSB-3121.1(3)により規定される値 

ｆｂ ：許容曲げ応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対して設計・建設規格

SSB-3121.1(4)により規定される値 

ｆｐ ：許容支圧応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対して設計・建設規格

SSB-3121.1(5)により規定される値 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
 

＊
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(2) 支持架構及び付属品の強度計算式

a. 記号の定義

支持架構及び付属品の強度計算に使用する記号は，下記のとおりとする。

(a) 支持架構

記 号 定  義 単 位 

ｆｔ 許容引張応力 MPa 

σｔ 引張(圧縮)応力 MPa 

σｂ 曲げ応力 MPa 

τ せん断応力 MPa 

σ 組合せ応力 MPa 

Ａ 引張(圧縮)応力評価に用いる断面積 mm2 

Ａｓ せん断応力評価に用いる断面積 mm2 

Ｚ 曲げ応力評価に用いる断面係数 mm3 

Ｎ 引張(圧縮)方向荷重 N 

Ｑ せん断方向荷重 N 

Ｍｏ 曲げモーメント N･mm 

(b) ラグ

記 号 定  義 単 位 

σｃ 圧縮応力 MPa 

τ せん断応力 MPa 

σｂ 曲げ応力 MPa 

σ 組合せ応力 MPa 

ｆｔ 許容引張応力 MPa 

Ａｃ 圧縮応力評価に用いる断面積 mm2 

Ａｓ せん断応力評価に用いる断面積 mm2 

Ｚ 曲げ応力評価に用いる断面係数 mm3 

Ｆｘ ラグに作用する荷重 N 

Ｆｙ ラグに作用する荷重 N 

Ｍｏ ラグに作用する曲げモーメント N･mm 

Ｌ ラグの長さ mm 

ｔ ラグの板厚 mm 
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(c) Ｕボルト

記 号 定  義 単 位 

σｔ 引張応力 MPa 

σｃ 圧縮応力 MPa 

σｂ 曲げ応力 MPa 

τ せん断応力 MPa 

σ 組合せ応力 MPa 

ρｃ 溶接部圧縮応力 MPa 

ρｂ 溶接部曲げ応力 MPa 

ρｓ 溶接部せん断応力 MPa 

ρ 溶接部組合せ応力 MPa 

ｆｔ 許容引張応力 MPa 

Ｗｆｔ 溶接部許容引張応力 MPa 

ＰＶ，ＰＶ’ Ｕボルトに作用する荷重 N 

ＰＨ Ｕボルトに作用する荷重 N 

ｈ 鋼材取合い面からサドルと配管の接触面までの距離 mm 

Ａｔ 引張応力評価に用いる断面積 mm2 

Ａｃ 圧縮応力評価に用いる断面積 mm2 

Ａｓ せん断応力評価に用いる断面積 mm2 

Ｚ 曲げ応力評価に用いる断面係数 mm3 

ＷＡｃ 圧縮応力評価に用いる溶接部断面積 mm2 

ＷＡｓ せん断応力評価に用いる溶接部断面積 mm2 

ＷＺ 曲げ応力評価に用いる溶接部断面係数 mm3 

θ サドル角度 rad 
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b. 強度計算式

支持架構及び付属品の強度計算式を以下に示す。

なお，以下に示す強度及び耐震計算式は代表的な形状に対するものであり，記載のな

い形状についても，同様の計算式で計算できる。また，許容応力は，許容応力状態ⅢＡＳ

における一次応力評価(組合せ)を例として記載したものであり，許容応力状態及び応力

種別に応じて適切な許容応力を用いる。 

(a) 支持架構

支持架構の引張（圧縮），せん断，曲げ応力を生じる構造部分の応力は，次の計算

式で計算できる。 

したがって， 
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(b) ラグ

ラグ本体の圧縮，せん断，曲げ応力を算出し，算出結果が許容応力以内であること

を確認する。 

ラグに発生する応力は，

したがって， 
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(c) Ｕボルト

ＵボルトにはＰＨとＰＶ(ＰＶ’)が作用する。ＰＶの場合はボルト部に引張力が生じ，

ＰＶ’の場合はサドルに圧縮力が生じる。 

ＰＨによりサドルに曲げモーメントとせん断力が生じ，また，Ａ点におけるモーメ

ントの釣合い式よりボルト部に引張力が生じる。これらの各荷重により発生する応力

についてまとめると次式のようになる。 

ボルト部に発生する引張応力は， 

ＰＶの場合 

ＰＶ’の場合 

サドル部に発生する応力は，

したがって， 
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サドルと鋼材溶接部に発生する応力は，

したがって， 
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4.5 埋込金物の設計 

4.5.1 概要 

埋込金物は，支持装置あるいは支持架構を建物側に取り付けるためのもので，コンクリ

ート打設前に埋め込まれるものとコンクリート打設後に設置されるものがある。 

埋込金物の概略図，埋込金物の代表形状を図 4－2及び図 4－3に示す。 

支持架構

プレート

スタッド

ケミカルアンカ
支持架構

プレート

樹脂

図 4－2 埋込金物の概略図 
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図 4－3 埋込金物の形状例 

4.5.2 埋込金物の選定 

埋込金物は，発生する荷重に基づき，タイプごとに定められた最大使用荷重を超えない

範囲でタイプを選定する。 

なお，最大使用荷重を超える場合であっても発生する荷重の作用状態による個別の強度

評価により健全性の確認を行うことが可能である。 

標準的な埋込金物の最大使用荷重及び主要寸法を表 4－15，表 4－16に示す。 

また，ケミカルアンカ及びメタルアンカを用いる場合には，使用箇所に発生する荷重を

支持できるものをカタログから選定する。 

形状タイプⅠ 形状タイプⅤ 形状タイプⅥ 
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表 4－15 標準埋込金物の最大使用荷重 

タイプ
最大使用荷重(kN) 

引張荷重 せん断荷重 

Ⅰ 

Ⅴ 

Ⅵ 

表 4－16 標準埋込金物の主要寸法 

タイプ＊

プレート スタッド

長辺側 

の長さ 

Ｂ 

(mm) 

短辺側 

の長さ 

Ｗ 

(mm) 

板厚 

ｔ 

(mm) 

外径 長さ 

Ｌ 

(mm) 

本数 

Ｎ 

スタッドの間隔ｃ

長辺方向(mm)×

短辺方向(mm) 
ｄ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

Ⅰ 

Ⅴ 

Ⅵ 

注記＊：材料は， (タイプⅠ及びタイプⅥのプレート)，          （タイプⅤのプレート），

(スタッド)を使用
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4.5.3 埋込金物の強度及び耐震評価方法 

埋込金物の強度及び耐震評価の方法を以下に示す。 

(1) 許容応力及び許容荷重

許容応力及び許容荷重は，ＪＥＡＧ４６０１に基づくものとする。

埋込金物における各許容応力状態に対する許容応力及び許容荷重を表 4－17に示す。

表 4－17 埋込金物における各許容応力状態の許容応力及び許容荷重 

許容応力 

状態 

プレート スタッド コンクリート＊

曲げ・せん断 

共存の応力 
引張応力 

引張荷重 
せん断荷重 

シアコーン 支圧 

ⅠＡ，ⅡＡ ｆｔ 2／3・Ｓｙ 
(0.3・Ａｃ

・Ｆｃ
1／2)

(1／3・α 
・Ａｏ・Ｆｃ) 

(0.4・0.5・Ａｂ 
・(Ｅｃ・Ｆｃ)1／2)

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ Ｓｙ 
(0.45・Ａｃ

・Ｆｃ
1／2)

(2／3・α 
・Ａｏ・Ｆｃ) 

(0.6・0.5・Ａｂ 
・(Ｅｃ・Ｆｃ)1／2)

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
 1.2・Ｓｙ 

(0.6・Ａｃ

・Ｆｃ
1／2)

(0.75・α 
・Ａｏ・Ｆｃ) 

(0.8・0.5・Ａｂ 
・(Ｅｃ・Ｆｃ)1／2)

注 1：コンクリートの圧縮応力が支配的の場合は圧縮応力について評価する。 

注 2：コンクリートの許容荷重は単位系の換算係数を用いて評価する。 

注 3：許容値を算出する設計温度は常温を使用するものとする。 

注 4：埋込金物の最大使用荷重は，プレート，スタッド及びコンクリートの評価のうち最も厳

しい部位で決定する。 

注 5：ｆｔ は，ｆｔの値を算出する際に設計・建設規格 SSB-3121.1(1)本文中「付録材料図 表 

Part5 表 8 に定める値」とあるのを「付録材料図表 Part5 表 8に定める値の 1.2

倍の値」と読み替えて計算した値とする。 

注記＊：スタッド本数及び配列に応じた面積を考慮して算定する。詳細について(2)項に示す。 

記号の説明 

ｆｔ：許容引張応力 支持構造物(ボルト等を除く)に対して設計・建設規格 

SSB-3121.1(1)により規定される値 

Ｓｙ ：設計降伏点 設計・建設規格 付録材料図表 Part5表 8 に規定される値 

Ｆｃ，Ａｃ，α，Ａｏ，Ｅｃ，Ａｂ：(2)項の記号の定義による 

＊

＊
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(2) 強度計算式

a. 記号の定義

埋込金物の強度計算に使用する記号は，下記のとおりとする。

記 号 定  義 単 位 

Ｐ 発生荷重 N 

ｂ プレート幅 mm 

ｔ プレート厚さ mm 

Ａ プレートの断面積 mm2 

Ｚ プレートの断面係数 mm3 

ｃ スタッドの間隔 mm 

σ プレートの曲げ・せん断共存時の応力 MPa 

ｆｔ 許容引張応力 MPa 

Ｎ スタッドの本数 － 

ｄ スタッド軸部の径 mm 

Ａｂ スタッド軸部の断面積 mm2 

σｔ スタッドの引張応力 MPa 

Ｓｙ スタッド鋼材の降伏点 MPa 

ｑａ 
スタッドとスタッド周辺のコンクリートが圧壊(複

合破壊)する場合の埋込金物 1 枚当たりの許容せん

断荷重

N 

Ｅｃ コンクリートのヤング係数 MPa 

γ コンクリートの気乾単位体積重量 kN/m3 

Ｆｃ コンクリートの設計基準強度 MPa 

ｐａ1 
コンクリートの躯体がコーン破壊する場合の埋込金

物 1枚当たりの許容引張荷重
N 

Ａｃ コンクリートのコーン状破壊面の有効投影面積 mm2 

ｐａ2 
スタッド頭部のコンクリート部が支圧破壊する場合

の埋込金物 1枚当たりの許容引張荷重
N 

Ｄ スタッド頭部の径 mm 

Ａｏ スタッド頭部の支圧面積 mm2 

α 支圧面積と有効投影面積から定まる係数 － 
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b. 強度計算式

埋込金物の強度計算式を以下に示す。

なお，以下に示す許容応力及び許容荷重は，許容応力状態ⅢＡＳにおける評価を例と

して記載したものであり，各評価部位の許容応力状態に応じて適切な許容応力及び許容

荷重を用いる。 

(a) プレートの計算式

ここで， 

(b) スタッドの計算式(引張応力)

ここで， 
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(c) コンクリートの計算式(せん断荷重)

ここで， 

(d) コンクリートの計算式(引張荷重を受ける場合のシアコーン)

ここで，ＡｃはＪＥＡＧ４６０１に基づき算定する。 

(e) コンクリートの計算式(引張荷重を受ける場合の支圧)

ここで， 
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5. 耐震評価結果

5.1 支持構造物の耐震評価結果 

5.1.1 概要 

各支持構造物について，定められた評価荷重に対して十分な耐震強度を有することを確

認した結果を以下に示す。 

5.1.2 支持構造物の耐震評価結果 

支持構造物における耐震評価結果の纏め表を表 5－1に示す。 

表 5－1 支持構造物の耐震評価結果纏め表 

No. 種 別 評価荷重 許容応力状態 
設計温度 
(℃) 

耐震評価結果の表番号 

1 ロッドレストレイント 定格荷重 ⅢＡＳ 表 5－2 

2 オイルスナッバ 定格荷重 ⅢＡＳ 表 5－3 

3 メカニカルスナッバ 定格荷重 ⅢＡＳ 表 5－4 

4 粘性ダンパ 使用荷重 ⅢＡＳ 表 5－5 

5 スプリングハンガ 定格荷重 ⅠＡ，ⅡＡ 表 5－6 

6 コンスタントハンガ 定格荷重 ⅠＡ，ⅡＡ 表 5－7 

7 リジットハンガ 定格荷重 ⅠＡ，ⅡＡ 表 5－8 

8 

レスト
レイント

ラグ 最大使用荷重 ⅢＡＳ 表 5－9 

9 Ｕボルト 最大使用荷重 ⅢＡＳ 表 5－10 

10 支持架構 設定荷重＊ ⅢＡＳ 表 5－11－1～表 5－11－14 

11 埋込金物 最大使用荷重 ⅢＡＳ 表 5－12－1～表 5－12－3 

注：各評価において最大使用荷重を超えた場合でも実際に使用される当該温度による個別の評価によ

り，健全性の確認を行うことが可能である。 

注記＊：設置箇所の支持点荷重に応じて設定される設計上の荷重であり，支持架構の構造強度評価は，

設定荷重に基づく応力評価を実施する。表 5－11－1～表 5－11－14に示す評価では，配管系

に想定される代表的な荷重を設定している。 
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表 5－2(1/4) ロッドレストレイント 耐震評価結果 

強度部材：①ブラケット（材料：    ）

発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ Ｔ ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

06 9 27 252 21 145 54 345 ○

1 15 18 252 14 145 42 345 ○

3 45 38 252 29 145 95 345 ○

6 90 45 252 33 145 90 345 ○

10 150 50 252 36 145 99 345 ○

16 240 56 252 38 145 97 345 ○

25 375 52 252 37 145 99 345 ○

強度部材：②パイプ（本体型式06～6　材料：       , 本体型式10～25　材料：       ）

発生 許容

応力 応力

Ｐ Ｄ ｔ Ｌ Ａｃ Ｅ Ｆ Ｆｃ ｆｃ

（kN） （mm） （mm） （mm） (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

06 9 22 45 ○

1 15 26 57 ○

3 45 48 84 ○

6 90 60 100 ○

10 150 56 108 ○

16 240 57 123 ○

25 375 61 133 ○

せん断応力 支圧応力

評価

定格
荷重

本体
型式

強度部材仕様

圧縮応力

評価

定格
荷重

本体
型式

強度部材仕様

引張応力

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－2(2/4) ロッドレストレイント 耐震評価結果 

強度部材：③アジャストナット溶接部（本体型式06～6　材料 本体型式10～25　材料：   ）

発生 許容

応力 応力

Ｐ Ｄ ｔ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） （mm） （mm） (mm2) (MPa) (MPa)

06 9 22 189 ○

1 15 26 189 ○

3 45 48 189 ○

6 90 60 189 ○

10 150 56 198 ○

16 240 57 198 ○

25 375 61 198 ○

強度部材：④クランプ（材料：     ）

発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ Ｔ ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

06 9 20 234 19 135 63 318 ○

1 15 18 234 17 135 56 318 ○

3 45 25 234 27 135 111 318 ○

6 90 36 234 36 135 113 318 ○

10 150 40 225 40 129 132 306 ○

16 240 29 225 32 129 94 306 ○

25 375 28 225 32 129 94 306 ○

評価

定格
荷重

定格
荷重

強度部材仕様

引張応力 せん断応力

本体
型式

強度部材仕様

引張応力

評価

本体
型式

支圧応力

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：⑤ピン（材料：    ）

発生 許容

応力 応力

Ｐ ｄ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

（kN） （mm） (mm2) (MPa) (MPa)

06 9 40 259 ○

1 15 43 259 ○

3 45 100 259 ○

6 90 92 259 ○

10 150 107 259 ○

16 240 96 190 ○

25 375 96 190 ○

本体
型式

定格
荷重

評価

せん断応力

強度部材仕様

表 5－2(3/4) ロッドレストレイント 耐震評価結果

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：⑥スヘリカルアイボルト（材料：     ）

穴部

発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｂ Ｄ ｄ ｔ Ｒ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

06 9 74 252 35 145 40 345 ○

1 15 73 252 35 145 38 345 ○

3 45 105 252 57 145 85 345 ○

6 90 176 252 85 145 105 345 ○

10 150 165 252 91 145 135 345 ○

16 240 165 252 91 145 138 345 ○

25 375 173 252 87 145 115 345 ○

ボルト部

発生 許容

応力 応力

Ｐ Ｍ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） （mm） (mm
2
) (MPa) (MPa)

06 9 29 189 ○

1 15 48 189 ○

3 45 64 189 ○

6 90 89 189 ○

10 150 109 189 ○

16 240 98 189 ○

25 375 117 189 ○

引張応力 せん断応力 支圧応力

強度部材仕様

評価

本体
型式

定格
荷重

引張応力

評価

本体
型式

定格
荷重

強度部材仕様

表 5－2(4/4) ロッドレストレイント 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材 ：①シリンダチューブ(材料：      )

発生応力 許容応力

Ｐ Ｄ Ｋ ｒ1 ｒ2 Ｆｔ ｆｔ

(kN) (mm) (MPa) (mm) (mm) (MPa) (MPa)

03 3   26 126 ○

06 6   38 126 ○

1 10   47 126 ○

3 30   75 126 ○

6 60   85 126 ○

10 100   99 126 ○

16 160   98 126 ○

25 250   98 126 ○

強度部材 ：②ピストンロッド(材料：    )

発生応力 許容応力

Ｐ ｄ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

(kN) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

03 3   55　 301 ○

06 6   75　 301 ○

1 10   92　 301 ○

3 30   128　 301 ○

6 60   112　 220 ○

10 100   127　 220 ○

16 160   149　 220 ○

25 250   147　 220 ○

本体
型式

定格荷重
引張応力

評価

強度部材仕様

強度部材仕様
引張応力

評価
本体
型式

定格荷重

表 5－3(1/8) オイルスナッバ 耐震評価結果

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－3(2/8) オイルスナッバ 耐震評価結果 

 強度部材 ：③シリンダカバー(材料： )

発生応力 許容応力

Ｐ Ｄ ｔ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

(kN) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

03 3   2　 79 ○

06 6   3　 79 ○

1 10   4　 79 ○

3 30   6　 79 ○

6 60   7　 79 ○

10 100   9　 79 ○

16 160   10　 79 ○

25 250   12　 79 ○

強度部材 ：④タイロッド(本体型式03～1　材料：    ，本体型式3～25 　材料：      )

発生応力 許容応力

Ｐ Ｍ ｎ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

(kN) (mm) (本) (mm2) (MPa) (MPa)

03 3   27　 226 ○

06 6   54　 226 ○

1 10   50　 226 ○

3 30   96　 303 ○

6 60   133　 303 ○

10 100   125　 303 ○

16 160   133　 303 ○

25 250   133　 303 ○

引張応力

評価

本体
型式

定格荷重

本体
型式

定格荷重

評価

せん断応力
強度部材仕様

強度部材仕様

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：⑤イーヤ(材料：     )

穴部

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ ｔ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

(kN) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

03 3   29   156 14 90 14 212 ○

06 6   58   156 27 90 27 212 ○

1 10   48   156 23 90 25 212 ○

3 30   70   156 38 90 57 212 ○

6 60   118   150 57 86 70 204 ○

10 100   110   150 61 86 90 204 ○

16 160   110   150 61 86 92 204 ○

25 250   115   150 58 86 77 204 ○

溶接部

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｃ Ｔ ｈ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

(kN) (mm) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

03 3   15 40 ○

06 6   29 40 ○

1 10   27 40 ○

3 30   53 90 ○

6 60   63 86 ○

10 100   65 86 ○

16 160   68 86 ○

25 250   72 86 ○

注記＊：非破壊検査を実施しないため，設計・建設規格SSB-3121.1(1)bを適用する。

評価

本体
型式

定格荷重

本体
型式

定格荷重

引張応力 せん断応力

強度部材仕様

強度部材仕様

評価

支圧応力

せん断応力

＊

＊

＊

表 5－3(3/8) オイルスナッバ 耐震評価結果 

＊

＊

＊
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強度部材：⑥六角ボルト(材料：      )

発生応力 許容応力

Ｐ Ｍ ｎ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

(kN) (mm) (本) (mm2) (MPa) (MPa)

03 3　 27   303 ○

06 6　 54   303 ○

1 10　 50   303 ○

3 30　 96   303 ○

6 60　 133   303 ○

10 100　 125   303 ○

16 160　 133   303 ○

25 250　 133   303 ○

強度部材仕様
引張応力

評価
本体
型式

定格荷重

表 5－3(4/8) オイルスナッバ 耐震評価結果

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：⑦ロッドエンド(材料：SS400)

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ ｔ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

(kN) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

03 3　 42　 150 17 86 13 204 ○

06 6　 56　 150 26 86 26 204 ○

1 10　 62　 137 25 79 25 187 ○

3 30　 80　 137 42 79 56 187 ○

6 60　 99　 137 51 79 70 187 ○

10 100　 96　 137 55 79 89 187 ○

16 160　 115　 168 62 97 93 230 ○
25 250　 135　 168 64 97 77 230 ○

評価
本体
型式

定格荷重 強度部材仕様

引張応力 せん断応力 支圧応力

(本体型式03～10 材料       本体型式16及び25 材 料：    )

表 5－3(5/8) オイルスナッバ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：⑧アダプタ(材料：       )

本体

発生応力 許容応力

Ｐ Ｄ1 Ｄ2 Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

(kN) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

03 3　 11 126 ○

06 6　 15 126 ○

1 10　 14 126 ○

3 30　 26 126 ○

6 60　 42 126 ○

10 100　 34 126 ○

16 160　 49 126 ○

25 250　 50 126 ○

溶接部

発生応力 許容応力

Ｐ Ｄ1 Ｄ2 ｈ1 ｈ2 Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

(kN) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

03 3　 14 32 ○

06 6　 22 32 ○

1 10　 28 72 ○

3 30　 47 72 ○

6 60　 51 72 ○

10 100　 59 72 ○

16 160　 55 72 ○

25 250　 58 72 ○

注記＊：非破壊検査を実施しないため，設計・建設規格SSB-3121.1(1)bを適用する。

強度部材仕様定格荷重
せん断応力

本体
型式

定格荷重 強度部材仕様
引張応力

評価

評価

本体
型式

＊

＊

表 5－3(6/8) オイルスナッバ 耐震評価結果

＊

＊
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　材料：        )

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｄ ｔ Ｌ Ｅ Ａｃ Ｆ Ｆｃ ｆｃ

(kN) (mm) (mm) (mm) (MPa) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa)

03 3　 11 41 ○

06 6　 15 36 ○

1 10　 18 33 ○

3 30　 32 61 ○

6 60　 40 62 ○

10 100　 37 61 ○

16 160　 38 69 ○

25 250　 41 85 ○

強度部材：⑩クランプ(材料：     )

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ Ｔ ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

(kN) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

03 3　 7　 156 7　 90 21 212 ○

06 6　 14　 156 13　 90 42 212 ○

1 10　 12　 156 12　 90 38 212 ○

3 30　 17　 156 18　 90 74 212 ○

6 60　 24　 156 24　 90 75 212 ○

10 100　 27　 150 27　 86 88 204 ○

16 160　 19　 150 21　 86 63 204 ○

25 250　 19　 150 21　 86 63 204 ○

本体
型式

定格
荷重

評価

せん断応力 支圧応力

評価

強度部材仕様

強度部材仕様
本体
型式

定格
荷重

引張応力

圧縮応力

強度部材：⑨コネクティングパイプ(本体型式03～6　材料：      ，本体型式10～　 25 

表 5－3(7/8) オイルスナッバ 耐震評価結果 
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発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ Ｔ ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

(kN) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

03 3   9　 168 7　 97 18 230 ○
06 6   18　 168 14　 97 36 230 ○
1 10   12　 168 10　 97 28 230 ○
3 30   25　 168 20　 97 64 230 ○
6 60   30　 168 22　 97 60 230 ○
10 100   28　 137 20　 79 55 187 ○
16 160   32　 137 22　 79 56 187 ○
25 250   29　 137 21　 79 55 187 ○

強度部材：⑫ピン(材料：    )

発生
応力

許容
応力

Ｐ ｄ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

(kN) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

03 3   14 173 ○
06 6   27 173 ○
1 10   29 173 ○
3 30   67 173 ○
6 60   62 173 ○
10 100   71 173 ○
16 160   64 127 ○
25 250   64 127 ○

定格荷重

せん断応力 支圧応力

せん断応力

評価

評価

本体
型式

定格荷重

引張応力

強度部材仕様

強度部材仕様

本体
型式

強度部材：⑪ブラケット(本体型式03～6　材料：    ，本体型式10～　 25 材料：     )

表 5－3(8/8) オイルスナッバ 耐震評価結果
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表 5－4(1/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：①ブラケット（材料：     ）

発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ Ｔ ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1 3 168 3 97 6 230 ○

03 3 9 168 7 97 18 230 ○

06 6 18 168 14 97 36 230 ○

1 10 12 168 10 97 28 230 ○

3 30 25 168 20 97 64 230 ○

6 60 30 168 22 97 60 230 ○

10 100 33 168 24 97 66 230 ○

16 160 37 168 26 97 65 230 ○

25 250 35 168 25 97 66 230 ○

本体
型式

強度部材仕様

引張応力 せん断応力 支圧応力

評価

定格
荷重

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(2/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果

強度部材：②ジャンクションコラムアダプタ（六角ボルト　材料：      ，パイプ　材料：       ）

六角ボルト

発生 許容
応力 応力

Ｐ Ｍ ｎ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） （mm） （本） (mm
2
) (MPa) (MPa)

01 1 9 303 ○

03 3 27 303 ○

06 6 36 303 ○

1 10 34 303 ○

3 30 64 303 ○

6 60 89 303 ○

10 100 83 303 ○

16 160 85 303 ○

25 250 93 303 ○

溶接部

発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｄ１ Ｄ２ ｈ Ａｔ Ａｓ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ

（kN） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1 － － 4 72 ○

03 3 － － 12 72 ○

06 6 － － 11 72 ○

1 10 － － 16 72 ○

3 30 12 126 － － ○

6 60 16 126 － － ○

10 100 21 126 － － ○

16 160 23 126 － － ○

25 250 27 126 － － ○

評価

定格
荷重

定格
荷重

引張応力 せん断応力

本体
型式

強度部材仕様
引張応力

評価

本体
型式

強度部材仕様

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(3/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：③ロードコラム（型式01～6　材料：    ，型式10～25　材料：      ）

発生 許容

応力 応力

Ｐ Ｄ１ Ｄ２ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） （mm） （mm） (mm
2
) (MPa) (MPa)

01 1 6 301 ○

03 3 18 301 ○

06 6 35 301 ○

1 10 16 220 ○

3 30 48 220 ○

6 60 69 220 ○

10 100 82 404 ○

16 160 89 404 ○

25 250 83 404 ○

評価

強度部材仕様
本体
型式

定格
荷重

引張応力

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(4/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：④クランプ（材料：     ）

発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ Ｔ ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1 3 156 3 90 7 212 ○

03 3 7 156 7 90 21 212 ○

06 6 14 156 13 90 42 212 ○

1 10 12 156 12 90 38 212 ○

3 30 17 156 18 90 74 212 ○

6 60 24 156 24 90 75 212 ○

10 100 27 150 27 86 88 204 ○

16 160 19 150 21 86 63 204 ○

25 250 19 150 21 86 63 204 ○

評価
本体
型式

定格
荷重

強度部材仕様

引張応力 せん断応力 支圧応力

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(5/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：⑤ピン（材料：    ）

発生 許容

応力 応力

Ｐ ｄ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

（kN） （mm） (mm
2
) (MPa) (MPa)

01 1 5 173 ○

03 3 14 173 ○

06 6 27 173 ○

1 10 29 173 ○

3 30 67 173 ○

6 60 62 173 ○

10 100 71 173 ○

16 160 64 127 ○

25 250 64 127 ○

本体
型式

定格
荷重

評価

せん断応力

強度部材仕様

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(6/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：⑥コネクティングチューブ（型式01～6　材料： ，型式10～25　材料： ）

発生 許容

応力 応力

Ｐ Ｄ ｔ Ｌ Ｅ Ａｃ Ｆ ＦＣ ｆＣ

（kN） （mm） （mm） （mm） (MPa) (mm
2
) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1 4 48 ○

03 3 11 48 ○

06 6 15 41 ○

1 10 18 34 ○

3 30 32 63 ○

6 60 40 63 ○

10 100 37 62 ○

16 160 38 70 ○

25 250 41 88 ○

評価

強度部材仕様
本体
型式

定格
荷重

圧縮応力

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(7/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：⑦ケース，ベアリング押さえ及び六角ボルト（ケース，ベアリング押さえ　材料：  ，六角ボルト　材料：  ）　(1/2) 

ケース

発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｄ１ Ｄ２ Ｄ３ Ｄ４ Ｔ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1 1 301 3 173 4 410 ○

03 3 2 301 9 173 12 410 ○

06 6 2 301 14 173 24 410 ○

1 10 2 220 11 127 21 300 ○

3 30 4 220 32 127 63 300 ○

6 60 6 220 38 127 83 300 ○

10 100 9 220 36 127 118 300 ○

16 160 8 220 40 127 120 300 ○

25 250 11 220 41 127 101 300 ○

ベアリング押さえ

発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｄ１ Ｄ２ Ｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1 3 127 4 300 ○

03 3 8 127 12 300 ○

06 6 16 127 24 300 ○

1 10 10 127 21 300 ○

3 30 29 127 63 300 ○

6 60 35 173 83 410 ○

10 100 37 173 118 410 ○

16 160 41 173 120 410 ○

25 250 42 173 101 410 ○

せん断応力

評価

強度部材仕様

圧縮応力

圧縮応力

強度部材仕様
本体
型式

定格
荷重

せん断応力

評価

本体
型式

定格
荷重

引張応力

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(8/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：⑦ケース，ベアリング押さえ及び六角ボルト（ケース，ベアリング押さえ　材料：    ，六角ボルト　材料：      ）　(2/2)

六角ボルト

発生 許容

応力 応力

Ｐ Ｍ ｎ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） （mm） （本） (mm2) (MPa) (MPa)

01 1 28 303 ○

03 3 82 303 ○

06 6 72 303 ○

1 10 60 303 ○

3 30 133 303 ○

6 60 150 303 ○

10 100 111 303 ○

16 160 133 303 ○

25 250 139 303 ○

本体
型式

定格
荷重

強度部材仕様

引張応力

評価

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(9/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：⑧イーヤ（材料：    ）

発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ Ｔ ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1 4 220 3 127 5 300 ○

03 3 12 220 7 127 13 300 ○

06 6 23 220 14 127 26 300 ○

1 10 19 220 14 127 24 300 ○

3 30 52 220 31 127 56 300 ○

6 60 80 220 37 127 70 300 ○

10 100 114 220 48 127 89 300 ○

16 160 103 220 54 127 93 300 ○

25 250 104 220 43 127 77 300 ○

評価
本体
型式

定格
荷重

強度部材仕様

引張応力 せん断応力 支圧応力

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(10/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：⑨ユニバーサルボックス（材料：     ）

発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｂ Ｃ1 Ｃ2 Ｄ ｄ Ｔ1 Ｔ2 Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1 3 150 2 86 4 204 ○

03 3 8 150 5 86 12 204 ○

06 6 16 150 10 86 24 204 ○

1 10 16 150 10 86 27 204 ○

3 30 31 150 18 86 59 204 ○

6 60 43 150 26 86 73 204 ○

10 100 55 137 31 79 91 187 ○

16 160 50 137 29 79 87 187 ○

25 250 42 137 27 79 75 187 ○

評価

強度部材仕様
本体
型式

定格
荷重

引張応力 せん断応力 支圧応力

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(11/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：⑩コネクティングチューブイーヤ部（材料：    ）

発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ Ｔ ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1 3 168 3 97 6 230 ○

03 3 9 168 7 97 18 230 ○

06 6 18 168 14 97 36 230 ○

1 10 12 168 10 97 28 230 ○

3 30 25 168 20 97 64 230 ○

6 60 30 168 22 97 60 230 ○

10 100 33 168 24 97 66 230 ○

16 160 37 168 26 97 65 230 ○

25 250 35 168 25 97 66 230 ○

評価
本体
型式

定格
荷重

強度部材仕様

引張応力 せん断応力 支圧応力

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－4(12/12) メカニカルスナッバ 耐震評価結果 

強度部材：⑪ユニバーサルブラケット（材料：    ）

発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｄ Ｔ ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） （mm） （mm） （mm） （mm） （mm） (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1 4 168 3 97 7 230 ○

03 3 11 168 8 97 21 230 ○

06 6 21 168 16 97 42 230 ○

1 10 16 168 13 97 38 230 ○

3 30 30 168 23 97 74 230 ○

6 60 38 168 27 97 75 230 ○

10 100 29 168 22 97 67 230 ○

16 160 30 168 22 97 67 230 ○

25 250 32 168 23 97 63 230 ○

評価
本体
型式

定格
荷重

強度部材仕様

引張応力 せん断応力 支圧応力

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－5(1/10) 粘性ダンパ 耐震評価結果 

強度部材：①アウターピストン（1/2）（型式 108/57～426/219 材料：       ，型式 426/325～630/426 材料：       ） 

本体 

本体 
型式 

使用荷重 
強度部材仕様 

せん断応力 曲げ応力 組合せ応力 

評価 
水平 
方向 

鉛直 
方向 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

Ｐｈ 
（kN） 

Ｐｖ 
（kN） 

Ｄ 
（mm） 

ｄ 
（mm） 

Ｌ 
（mm） 

Ｌ1 
（mm） 

Ｆｓ 
（MPa） 

ｆｓ 
（MPa） 

Ｆｂ 
（MPa） 

ｆｂ 
（MPa） 

Ｆｍ 
（MPa） 

ｆｍ 
（MPa） 

108/57 1.75 1.2 3 109 20 190 21 190 〇 

159/76 8.1 4.5 8 109 53 190 55 190 〇 

219/108 15.5 8.5 10 109 51 190 54 190 〇 

219/159 10 7 3 109 11 190 13 190 〇 

325/159 68 27 18 109 97 190 102 190 〇 

325/219 46 25 9 109 33 190 37 190 〇 

426/219 120 47 23 109 97 190 105 190 〇 

426/325 80 44 10 189 29 328 34 328 〇 

630/325 260 100 33 189 134 328 146 328 〇 

630/426 350 140 27 189 85 328 97 328 〇

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－5(2/10) 粘性ダンパ 耐震評価結果 

強度部材：①アウターピストン（2/2）（型式 108/57～426/219 材料：       ，型式 426/325～630/426 材料：       ） 

溶接部 

本体 
型式 

使用荷重 
強度部材仕様 

せん断応力 曲げ応力 組合せ応力 

評価 
水平 
方向 

鉛直 
方向 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

Ｐｈ 
（kN） 

Ｐｖ 
（kN） 

Ｄ 
（mm） 

ｄ 
（mm） 

ｈ1 
（mm） 

ｈ2 
（mm） 

Ｆｓ 
（MPa） 

ｆｓ 
（MPa） 

Ｆｂ 
（MPa） 

ｆｂ 
（MPa） 

Ｆｍ 
（MPa） 

ｆｍ 
（MPa） 

108/57 1.75 1.2 3 109 17 190 18 190 〇 

159/76 8.1 4.5 8 109 49 190 51 190 〇 

219/108 15.5 8.5 13 109 61 190 65 190 〇 

219/159 10 7 5 109 17 190 19 190 〇 

325/159 68 27 17 109 75 190 81 190 〇 

325/219 46 25 9 109 30 190 34 190 〇 

426/219 120 47 21 109 82 190 90 190 〇 

426/325 80 44 9 189 25 328 30 328 〇 

630/325 260 100 30 189 115 328 127 328 〇 

630/426 350 140 28 189 85 328 98 328 〇

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－5(3/10) 粘性ダンパ 耐震評価結果 

強度部材：②インナーピストン（1/2）（型式 108/57～219/108 材料： ，型式 219/159～630/426 材料： ） 

本体 

本体 
型式 

使用荷重 
強度部材仕様 

引張応力 圧縮応力 

評価 
水平 
方向 

鉛直 
方向 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

Ｐｈ 
（kN） 

Ｐｖ 
（kN） 

Ｄ 
（mm） 

ｄ 
（mm） 

Ｌ 
（mm） 

Ｆｔ 
（MPa） 

ｆｔ 
（MPa） 

Ｆｃ 
（MPa） 

ｆｃ 
（MPa） 

108/57 1.75 1.2 16 235 16 217 〇 

159/76 8.1 4.5 23 235 23 223 〇 

219/108 15.5 8.5 18 225 18 219 〇 

219/159 10 7 8 190 8 189 〇 

325/159 68 27 29 190 29 187 〇 

325/219 46 25 27 190 27 187 〇 

426/219 120 47 50 190 50 186 〇 

426/325 80 44 41 190 41 187 〇 

630/325 260 100 73 190 73 186 〇 

630/426 350 140 77 190 77 186 〇

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－5(4/10) 粘性ダンパ 耐震評価結果 

強度部材：②インナーピストン（2/2）（型式 108/57～219/108 材料：     ，型式 219/159～630/426 材料： ） 

溶接部 

本体 
型式 

使用荷重 
強度部材仕様 

せん断応力 

評価 
水平 
方向 

鉛直 
方向 

発生 
応力 

許容 
応力 

Ｐｈ 
（kN） 

Ｐｖ 
（kN） 

Ｄ 
（mm） 

ｄ 
（mm） 

ｈ1 
（mm） 

Ｆｓ 
（MPa） 

ｆｓ 
（MPa） 

108/57 1.75 1.2 11 135 〇 

159/76 8.1 4.5 22 135 〇 

219/108 15.5 8.5 22 129 〇 

219/159 10 7 11 109 〇 

325/159 68 27 41 109 〇 

325/219 46 25 38 109 〇 

426/219 120 47 72 109 〇 

426/325 80 44 56 109 〇 

630/325 260 100 85 109 〇 

630/426 350 140 88 109 〇

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－5(5/10) 粘性ダンパ 耐震評価結果 

強度部材：③プレート（1/2）（材料： ）

本体

本体 
型式 

使用荷重 
強度部材仕様 

曲げ応力 

評価 
水平 
方向 

鉛直 
方向 

発生 
応力 

許容 
応力 

Ｐｈ 
（kN） 

Ｐｖ 
（kN） 

Ｄ 
（mm） 

ｄ 
（mm） 

Ｔ 
（mm） 

Ｆｂ 
（MPa） 

ｆｂ 
（MPa） 

108/57 1.75 1.2 14 378 〇 

159/76 8.1 4.5 24 378 〇 

219/108 15.5 8.5 27 378 〇 

219/159 10 7 23 378 〇 

325/159 68 27 49 378 〇 

325/219 46 25 64 378 〇 

426/219 120 47 75 378 〇 

426/325 80 44 93 378 〇 

630/325 260 100 98 378 〇 

630/426 350 140 176 378 〇

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－5(6/10) 粘性ダンパ 耐震評価結果 

強度部材：③プレート（2/2）（材料： ）

溶接部

本体 
型式 

使用荷重 
強度部材仕様 

せん断応力 

評価 
水平 
方向 

鉛直 
方向 

発生 
応力 

許容 
応力 

Ｐｈ 
（kN） 

Ｐｖ 
（kN） 

Ｄ 
（mm） 

ｄ 
（mm） 

ｈ1 
（mm） 

Ｆｓ 
（MPa） 

ｆｓ 
（MPa） 

108/57 1.75 1.2 11 189 〇 

159/76 8.1 4.5 22 189 〇 

219/108 15.5 8.5 22 189 〇 

219/159 10 7 11 189 〇 

325/159 68 27 41 189 〇 

325/219 46 25 38 189 〇 

426/219 120 47 72 189 〇 

426/325 80 44 56 189 〇 

630/325 260 100 94 189 〇 

630/426 350 140 88 189 〇

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－5(7/10) 粘性ダンパ 耐震評価結果 

強度部材：④ハウジング（1/2）（型式 108/57～159/76 材料：       ，型式 219/108～630/426 材料：       ） 

本体 

本体 
型式 

使用荷重 
強度部材仕様 

せん断応力 曲げ応力 組合せ応力 

評価 
水平 
方向 

鉛直 
方向 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

Ｐｈ 
（kN） 

Ｐｖ 
（kN） 

Ｄ 
（mm） 

ｄ 
（mm） 

Ｌ1 
（mm） 

Ｌ2 
（mm） 

Ｆｓ 
（MPa） 

ｆｓ 
（MPa） 

Ｆｂ 
（MPa） 

ｆｂ 
（MPa） 

Ｆｍ 
（MPa） 

ｆｍ 
（MPa） 

108/57 1.75 1.2 1 109 3 190 4 190 〇 

159/76 8.1 4.5 3 109 5 190 8 190 〇 

219/108 15.5 8.5 3 189 6 328 8 328 〇 

219/159 10 7 2 189 4 328 6 328 〇 

325/159 68 27 9 189 16 328 23 328 〇 

325/219 46 25 6 189 11 328 16 328 〇 

426/219 120 47 12 189 18 328 28 328 〇 

426/325 80 44 8 189 12 328 19 328 〇 

630/325 260 100 14 189 22 328 33 328 〇 

630/426 350 140 18 189 29 328 43 328 〇

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－5(8/10) 粘性ダンパ 耐震評価結果 

強度部材：④ハウジング（2/2）（型式 108/57～159/76 材料： ，型式 219/108～630/426 材料： ） 

溶接部

本体 
型式 

使用荷重 
強度部材仕様 

せん断応力 曲げ応力 組合せ応力 

評価 
水平 
方向 

鉛直 
方向 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

Ｐｈ 
（kN） 

Ｐｖ 
（kN） 

Ｄ 
（mm） 

ｄ 
（mm） 

ｈ1 
（mm） 

ｈ2 
（mm） 

Ｆｓ 
（MPa） 

ｆｓ 
（MPa） 

Ｆｂ 
（MPa） 

ｆｂ 
（MPa） 

Ｆｍ 
（MPa） 

ｆｍ 
（MPa） 

108/57 1.75 1.2 1 109 2 190 3 190 〇 

159/76 8.1 4.5 3 109 5 190 8 190 〇 

219/108 15.5 8.5 3 189 5 328 8 328 〇 

219/159 10 7 2 189 4 328 6 328 〇 

325/159 68 27 9 189 15 328 22 328 〇 

325/219 46 25 6 189 10 328 15 328 〇 

426/219 120 47 11 189 17 328 26 328 〇 

426/325 80 44 8 189 11 328 18 328 〇 

630/325 260 100 15 189 24 328 36 328 〇 

630/426 350 140 18 189 27 328 42 328 〇

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－5(9/10) 粘性ダンパ 耐震評価結果 

強度部材：⑤上部六角ボルト（材料： ）

本体 
型式 

使用荷重 
強度部材仕様 

引張応力 せん断応力 

評価 

水平 
方向 

鉛直 
方向 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

Ｐｈ 
（kN） 

Ｐｖ 
（kN） 

Ｍ 
（mm） 

ｎ 
（本） 

Ｆｔ 
（MPa
） 

ｆｔ 
（MPa） 

Ｆｓ 
（MPa） 

ｆｓ 
（MPa） 

108/57 1.75 1.2 4 480 6 370 〇 

159/76 8.1 4.5 15 480 26 370 〇 

219/108 15.5 8.5 27 480 50 370 〇 

219/159 10 7 23 480 32 370 〇 

325/159 68 27 22 480 55 370 〇 

325/219 46 25 20 480 37 370 〇 

426/219 120 47 26 480 67 370 〇 

426/325 80 44 25 480 45 370 〇 

630/325 260 100 25 480 64 370 〇 

630/426 350 140 35 465 86 370 〇 

Ｆｔ 
(MPa) 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－5(10/10) 粘性ダンパ 耐震評価結果 

強度部材：⑥下部六角ボルト（材料： ）

本体 
型式 

使用荷重 
強度部材仕様 

引張応力 せん断応力 

評価 
水平 
方向 

鉛直 
方向 

発生 
応力 

許容 
応力 

発生 
応力 

許容 
応力 

Ｐｈ 
（kN） 

Ｐｖ 
（kN） 

Ｍ 
（mm） 

ｎ 
（本） 

Ｆｔ 
（MPa） 

ｆｔ 
（MPa） 

Ｆｓ 
（MPa） 

ｆｓ 
（MPa） 

108/57 1.75 1.2 4 480 6 370 〇 

159/76 8.1 4.5 15 480 26 370 〇 

219/108 15.5 8.5 27 480 50 370 〇 

219/159 10 7 23 480 32 370 〇 

325/159 68 27 22 480 55 370 〇 

325/219 46 25 20 480 37 370 〇 

426/219 120 47 26 480 67 370 〇 

426/325 80 44 25 480 45 370 〇 

630/325 260 100 25 480 64 370 〇 

630/426 350 140 35 465 86 370 〇

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：①イーヤ（材料：  )　(1/2)

穴部

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｐ ｄ Ｄ Ｔ Ｃ Ｂ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 0.381 2  156  2  90  4  212  ○

02 0.541 3  156  3  90  6  212  ○

03 0.701 4  156  4  90  8  212  ○

04 0.906 5  156  5  90  10  212  ○

05 1.230 7  156  7  90  13  212  ○

06 1.640 9  156  9  90  18  212  ○

07 2.190 14  156  14  90  19  204  ○

08 2.920 18  156  18  90  25  204  ○

09 3.920 24  156  24  90  33  204  ○

10 5.230 16  156  16  90  25  204  ○

11 6.780 20  156  20  90  32  204  ○

12 8.770 14  156  14  90  25  204  ○
13 11.69 18  156  18  90  33  204  ○
14 15.78 27  156  27  90  37  204  ○
15 20.75 35  156  35  90  49  204  ○
16 28.05 47  156  47  90  65  204  ○
17 39.16 39  156  40  90  59  187  ○
18 52.31 59  156  59  90  69  187  ○
19 69.55 59  150  60  86  66  187  ○
20 92.06 53  150  53  86  66  187  ○
21 122.74 49  150  49  86  66  187  ○
22 163.65 40  150  40  86  57  187  ○
23 216.26 41  150  41  86  71  187  ○

本体
型式

引張応力 支圧応力せん断応力
強度部材仕様

定格
荷重

表 5－6(1/15) スプリングハンガ 耐震評価結果 
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発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｃ Ｔ ｈ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

01 0.381 2   40   ○

02 0.541 2   40   ○

03 0.701 3   40   ○

04 0.906 3   40   ○

05 1.230 4   40   ○

06 1.640 6   40   ○

07 2.190 7   40   ○

08 2.920 10   40   ○

09 3.920 13   40   ○

10 5.230 10   40   ○

11 6.780 13   40   ○

12 8.770 13   40   ○
13 11.69 17   40   ○
14 15.78 22   40   ○
15 20.75 29   40   ○
16 28.05 28   40   ○
17 39.16 28   40   ○
18 52.31 30   40   ○
19 69.55 29   38   ○
20 92.06 30   38   ○
21 122.74 29   38   ○
22 163.65 29   38   ○
23 216.26 30   38   ○

注記＊：非破壊検査を実施しないため，設計・建設規格SSB-3121.1(1)bを適用する。

本体
型式

せん断応力
強度部材仕様

定格
荷重

＊

表 5－6(2/15) スプリングハンガ 耐震評価結果

強度部材：①イーヤ（材料：  )　(2/2)
溶接部

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：②上ブタ（材料： )　(1/2)

本体

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｔ1 ａ Ｔ Ｃ ｂ Ｆｂ ｆｂ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (MPa) (MPa)

01 0.381 7   180   ○

02 0.541 10   180   ○

03 0.701 13   180   ○

04 0.906 22   180   ○

05 1.230 30   180 ○

06 1.640 40   180 ○

07 2.190 53   180 ○

08 2.920 70   180 ○

09 3.920 94   180 ○

10 5.230 50   180 ○

11 6.780 64   180 ○

12 8.770 46   180 ○
13 11.69 61   180 ○
14 15.78 83   180 ○
15 20.75 109   180 ○
16 28.05 97   180 ○
17 39.16 112   180 ○
18 52.31 150   180 ○
19 69.55 108   173 ○
20 92.06 124   173 ○
21 122.74 110   173 ○
22 163.65 103   173 ○
23 216.26 122   173 ○

本体
型式

曲げ応力

ｂ/ａ

強度部材仕様
定格
荷重

β8

表 5－6(3/15) スプリングハンガ 耐震評価結果
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発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｊ ａ ｈ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

01 0.381 1   40 ○

02 0.541 1   40 ○

03 0.701 2   40 ○

04 0.906 2   40 ○

05 1.230 2   40 ○

06 1.640 2   40 ○

07 2.190 3   40 ○

08 2.920 4   40 ○

09 3.920 5   40 ○

10 5.230 6   40 ○

11 6.780 8   40 ○

12 8.770 8   40 ○
13 11.69 10   40 ○
14 15.78 13   40 ○
15 20.75 17   40 ○
16 28.05 18   40 ○
17 39.16 26   40 ○
18 52.31 30   40 ○
19 69.55 27   38 ○
20 92.06 32   38 ○
21 122.74 29   38 ○
22 163.65 35   38 ○
23 216.26 35   38 ○

注記＊：非破壊検査を実施しないため，設計・建設規格SSB-3121.1(1)bを適用する。

本体
型式

せん断応力
強度部材仕様

定格
荷重

＊

表 5－6(4/15) スプリングハンガ 耐震評価結果 

強度部材：②上ブタ（材料：      )　(2/2)
溶接部

＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：③ばね座（材料：S25C)

発生 許容 発生 許容 発生 許容 発生 許容 発生 許容

応力 応力 応力 応力 応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｐ Ｄ1 Ｄ2 Ｄ3 Ｄ4 Ｔ1 Ｔ2 Ｔ3 Ｔ4 外輪 内輪
外輪

Ａｓ

内輪

Ａｓ
Ａｔ Ｆｂ ｆｂ Ｆｂ ｆｂ Ｆｓ ｆｓ Ｆｓ ｆｓ Ｆｔ ｆｔ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) β9 β9 (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 0.381 12 194 19 194 - - - - - - ○

02 0.541 17 194 27 194 - - - - - - ○

03 0.701 22 194 35 194 - - - - - - ○

04 0.906 22 194 29 194 - - - - - - ○

05 1.230 29 194 39 194 - - - - - - ○

06 1.640 40 194 52 194 - - - - - - ○

07 2.190 54 194 61 194 - - - - - - ○

08 2.920 72 194 81 194 - - - - - - ○

09 3.920 93 194 108 194 - - - - - - ○

10 5.230 73 194 92 194 - - - - - - ○

11 6.780 94 194 118 194 - - - - - - ○

12 8.770 48 194 58 194 - - - - - - ○

13 11.69 65 194 77 194 - - - - - - ○

14 15.78 88 194 92 194 - - - - - - ○

15 20.75 117 194 121 194 - - - - - - ○

16 28.05 64 194 78 194 - - - - - - ○

17 39.16 90 194 98 194 - - - - - - ○

18 52.31 122 194 121 194 - - - - - - ○

19 69.55 106 173 143 173 19 72 17 72 20 126 ○

20 92.06 108 173 138 173 24 72 22 72 26 126 ○

21 122.74 116 173 136 173 32 72 29 72 34 126 ○

22 163.65 101 158 111 158 35 72 26 72 45 126 ○

23 216.26 109 158 112 158 45 72 34 72 60 126 ○

外輪せん
断応力

内輪せん
断応力

引張
応力

本体
型式

外輪
曲げ応力

内輪
曲げ応力

強度部材仕様
定格
荷重

(吊り型)(本体　型式01～18 材料： ，本体型式19～23 プレート材料：     ，パイプ材料： )

表 5－6(5/15) スプリングハンガ 耐震評価結果 
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強度部材：④ハンガロッド（材料： )

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｍ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

01 0.381 4   117 ○

02 0.541 5   117 ○

03 0.701 7   117 ○

04 0.906 9   117 ○

05 1.230 11   117 ○

06 1.640 15   117 ○

07 2.190 11   117 ○

08 2.920 15   117 ○

09 3.920 20   117 ○

10 5.230 17   112 ○

11 6.780 22   112 ○

12 8.770 20   112 ○
13 11.69 26   112 ○
14 15.78 23   112 ○
15 20.75 30   112 ○
16 28.05 40   112 ○
17 39.16 39   112 ○
18 52.31 38   103 ○
19 69.55 39   103 ○
20 92.06 38   103 ○
21 122.74 39   103 ○
22 163.65 41   103 ○
23 216.26 44   103 ○

本体
型式

引張応力
強度部材仕様

定格
荷重

表 5－6(6/15) スプリングハンガ 耐震評価結果 
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強度部材：⑤ケース（材料：     )

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｔ Ｄ Ｊ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

01 0.381 1   156 ○

02 0.541 1   156 ○

03 0.701 1   156 ○

04 0.906 1   156 ○

05 1.230 1   156 ○

06 1.640 2   156 ○

07 2.190 2   156 ○

08 2.920 3   156 ○

09 3.920 3   156 ○

10 5.230 4   156 ○

11 6.780 5   156 ○

12 8.770 5   156 ○
13 11.69 6   156 ○
14 15.78 8   156 ○
15 20.75 11   156 ○
16 28.05 12   156 ○
17 39.16 16   156 ○
18 52.31 22   156 ○
19 69.55 17   156 ○
20 92.06 23   156 ○
21 122.74 20   156 ○
22 163.65 25   156 ○
23 216.26 25   156 ○

本体
型式

引張応力
強度部材仕様

定格
荷重

表 5－6(7/15) スプリングハンガ 耐震評価結果
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強度部材：⑥下ブタ（材料： )　(1/2)

本体

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ ａ ｂ Ｔ Ｆｂ ｆｂ

（kN） (mm) (mm) (mm) (MPa) (MPa)

01 0.381 2   180 ○

02 0.541 3   180 ○

03 0.701 4   180 ○

04 0.906 5   180 ○

05 1.230 9   180 ○

06 1.640 9   180 ○

07 2.190 11   180 ○

08 2.920 14   180 ○

09 3.920 23   180 ○

10 5.230 32   180 ○

11 6.780 42   180 ○

12 8.770 26   180 ○
13 11.69 34   180 ○
14 15.78 43   180 ○
15 20.75 54   180 ○
16 28.05 49   180 ○
17 39.16 66   180 ○
18 52.31 84   180 ○
19 69.55 74   180 ○
20 92.06 94   180 ○
21 122.74 120   180 ○
22 163.65 141   173 ○
23 216.26 130   173 ○

本体
型式

曲げ応力
強度部材仕様

定格
荷重

β10ｂ/ａ

表 5－6(8/15) スプリングハンガ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1



162 

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｊ ａ ｈ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

01 0.381 1   40 ○

02 0.541 1   40 ○

03 0.701 2   40 ○

04 0.906 2   40 ○

05 1.230 2   40 ○

06 1.640 2   40 ○

07 2.190 3   40 ○

08 2.920 4   40 ○

09 3.920 5   40 ○

10 5.230 6   40 ○

11 6.780 8   40 ○

12 8.770 8   40 ○
13 11.690 10   40 ○
14 15.780 13   40 ○
15 20.750 17   40 ○
16 28.050 18   40 ○
17 39.160 26   40 ○
18 52.310 30   40 ○
19 69.550 27   40 ○
20 92.060 32   40 ○
21 122.74 29   40 ○
22 163.65 35   38 ○
23 216.26 35   38 ○

注記＊：非破壊検査を実施しないため，設計・建設規格SSB-3121.1(1)bを適用する。

本体
型式

せん断応力
強度部材仕様

定格
荷重

＊

表 5－6(9/15) スプリングハンガ 耐震評価結果

強度部材：⑥下ブタ（材料：     )　(2/2)
溶接部

＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－6(10/15) スプリングハンガ 耐震評価結果 

強度部材：⑦ターンバックル（材料： )

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｋｔ Ｋｄ Ｇ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

01 0.381 2   168 ○

02 0.541 2   168 ○

03 0.701 3   168 ○

04 0.906 3   168 ○

05 1.230 4   168 ○

06 1.640 5   168 ○

07 2.190 4   168 ○

08 2.920 5   168 ○

09 3.920 6   168 ○

10 5.230 8   168 ○

11 6.780 10   168 ○

12 8.770 9   168 ○
13 11.69 12   168 ○
14 15.78 10   168 ○
15 20.75 13   168 ○
16 28.05 18   168 ○
17 39.16 21   137 ○
18 52.31 25   137 ○
19 69.55 26   137 ○
20 92.06 33   137 ○
21 122.74 41   137 ○
22 163.65 52   137 ○
23 216.26 43   137 ○

本体
型式

引張応力
強度部材仕様

定格
荷重

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：⑧クレビス（材料： )

本体

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｐ Ｂ Ｃ Ｔ ｄ Ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01～06 1.640 5  156 5  90 9  212 ○

07～09 3.920 12  156 12  90 17  204 ○

10～11 6.780 10  156 12  90 16  204 ○

12～13 11.69 12  156 11  90 17  204 ○
14～16 28.05 15  156 15  90 25  204 ○

17 39.16 14  150 13  86 25  187 ○
18 52.31 20  150 17  86 29  187 ○
19 69.55 20  150 19  86 33  187 ○
20 92.06 29  150 23  86 38  187 ○
21 122.74 44  150 30  86 44  187 ○
22 163.65 75  156 45  90 64  187 ○
23 216.26 76  156 63  90 80  187 ○

溶接部

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｃ ｈ1 ｈ2 Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

22 163.65 22 38 ○
23 216.26 25 38 ○

注記＊：非破壊検査を実施しないため，設計・建設規格SSB-3121.1(1)bを適用する。

定格
荷重

引張応力 せん断応力 支圧応力

本体
型式

せん断応力

本体
型式

強度部材仕様

強度部材仕様
定格
荷重

＊

表 5－6(11/15) スプリングハンガ 耐震評価結果 

＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：⑨ピン（材料： )

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｐ Ｌ ｄ Ｚ Ａｓ Ｆｂ ｆｂ Ｆｓ ｆｓ Ｆｍ ｆｔ

（kN） (mm) (mm) (mm3) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01～06 1.640 31  212 5   90 33  156 ○

07～09 3.920 38  204 7   86 40  150 ○

10～11 6.780 57  204 8   86 59  150 ○

12～13 11.69 61  204 9   86 63  150 ○
14～16 28.05 100  204 14   86 103  150 ○

17 39.16 101  187 15   79 105  137 ○
18 52.31 115  187 15   79 118  137 ○
19 69.55 96  187 15   79 100  137 ○
20 92.06 90  187 15   79 94  137 ○
21 122.74 86  187 14   79 90  137 ○
22 163.65 82  187 17   79 88  137 ○
23 216.26 90  187 20   79 97  137 ○

本体
型式

曲げ応力 せん断応力 組合せ応力
強度部材仕様

定格
荷重

表 5－6(12/15) スプリングハンガ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：⑩ロッド（材料：     )

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｍ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

01 0.381 4   117 ○

02 0.541 5   117 ○

03 0.701 7   117 ○

04 0.906 9   117 ○

05 1.230 11   117 ○

06 1.640 15   117 ○

07 2.190 11   117 ○

08 2.920 15   117 ○

09 3.920 20   117 ○

10 5.230 17   112 ○

11 6.780 22   112 ○

12 8.770 20   112 ○
13 11.69 26   112 ○
14 15.78 23   112 ○
15 20.75 30   112 ○
16 28.05 40   112 ○
17 39.16 39   112 ○
18 52.31 38   103 ○
19 69.55 39   103 ○
20 92.06 38   103 ○
21 122.74 39   103 ○
22 163.65 41   103 ○
23 216.26 44   103 ○

本体
型式

引張応力
強度部材仕様

定格
荷重

表 5－6(13/15) スプリングハンガ 耐震評価結果

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：⑪ロードコラム（材料：STPG370)

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｄ1 Ｄ2 Ｌ Ｅ Ａｃ Ｆ Ｆｃ ｆｃ

（kN） (mm) (mm) (mm) (MPa) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa)

01 0.381 1   122 ○
02 0.541 2   122 ○
03 0.701 2   122 ○
04 0.906 2   124 ○
05 1.230 2   124 ○
06 1.640 3   124 ○
07 2.190 4   124 ○
08 2.920 5   124 ○
09 3.920 6   124 ○
10 5.230 6   124 ○
11 6.780 7   124 ○
12 8.770 6   125 ○
13 11.69 8   125 ○
14 15.78 10   125 ○
15 20.75 13   125 ○
16 28.05 21   125 ○
17 39.16 29   125 ○
18 52.31 39   125 ○
19 69.55 25   125 ○
20 92.06 33   125 ○
21 122.74 43   125 ○
22 163.65 58   125 ○
23 216.26 76   125 ○

本体
型式

圧縮応力
強度部材仕様

定格
荷重

(本体型式01～18 　材料：       ，本体型式19～23　材料：　　　　)

表 5－6(14/15) スプリングハンガ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：⑫ばね座（材料：S25C)

発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 評価

Ｐ Ｄ1 Ｄ2 Ｔ1 Ｔ2 Ａｓ Ｆｂ ｆｂ Ｆｓ ｆｓ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 0.381 12  194 - - ○

02 0.541 17  194 - - ○

03 0.701 22  194 - - ○

04 0.906 22  194 - - ○

05 1.230 29  194 - - ○

06 1.640 40  194 - - ○

07 2.190 54  194 - - ○

08 2.920 72  194 - - ○

09 3.920 93  194 - - ○

10 5.230 73  194 - - ○

11 6.780 94  194 - - ○

12 8.770 48  194 - - ○
13 11.69 65  194 - - ○
14 15.78 88  194 - - ○
15 20.75 117  194 - - ○
16 28.05 64  194 - - ○
17 39.16 90  194 - - ○
18 52.31 122  194 - - ○
19 69.55 106  173 19 72 ○
20 92.06 108  173 24 72 ○
21 122.74 116  173 32 72 ○
22 163.65 101  158 35 72 ○
23 216.26 109  158 45 72 ○

せん断応力

本体
型式

曲げ応力
強度部材仕様

定格
荷重

β9

(置き型)(本体 　型式01～18 材料     ，本体型 式19～23 プ レ ー ト 材料：      ，パイプ材 料： )

表 5－6(15/15) スプリングハンガ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(1/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：①ばね座（材料： )　

ばね座
にかか 発生 許容
る荷重 応力 応力 評価
ＦＡ Ａ Ｄ Ｔ Ｆｂ ｆｂ

（kN） (mm) (mm) (mm) (MPa) (MPa)
01 0.898 74  180 ○
02 1.038 85  180 ○
03 1.235 101  180 ○
04 2.223 84  180 ○
05 2.659 100  180 ○
06 3.129 118  180 ○

本体
型式

曲げ応力
強度部材仕様

β9

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(2/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：②テンションロッド（材料：　　　)（1/3）
本体

発生 許容
応力 応力 評価

Ｆ Ｍ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） (mm) (mm
2
) (MPa) (MPa)

01 0.898 8    117 ○
02 1.038 10    117 ○
03 1.235 11    117 ○
04 2.223 20    117 ○
05 2.659 24    117 ○
06 3.129 28    117 ○

本体
型式

引張応力
ばね
荷重

強度部材仕様

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(3/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：②テンションロッド（材料： )（2/3）
穴部

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｆ Ｒ Ｂ Ｔ1 ｄ Ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 0.898 5   156 5   90 15 212 ○
02 1.038 6   156 6   90 18 212 ○
03 1.235 7   156 7   90 21 212 ○
04 2.223 14   156 14   90 24 212 ○
05 2.659 16   156 16   90 28 212 ○
06 3.129 19   156 19   90 33 212 ○

本体
型式

引張応力 せん断応力 支圧応力
強度部材仕様

ばね
荷重

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(4/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：②テンションロッド（材料： )（3/3）
溶接部

発生 許容
応力 応力 評価

Ｆ Ｈ Ｌ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

（kN） (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)
01 0.898 4   40 ○
02 1.038 4   40 ○
03 1.235 5   40 ○
04 2.223 9   40 ○
05 2.659 11   40 ○
06 3.129 12   40 ○

注記＊：非破壊検査を実施しないため，設計・建設規格SSB-3121.1(1)bを適用する。

本体
型式

せん断応力
ばね
荷重

強度部材仕様 ＊＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(5/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：③テンションロッドピン（材料： )　

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｆ Ｌ Ｔ1 ｄ Ｚ Ａｓ Ｆｂ ｆｂ Ｆｓ ｆｓ Ｆｍ ｆｔ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm
3
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 0.898 88   212 6 90 89   156 ○
02 1.038 101   212 7 90 102   156 ○
03 1.235 120   212 8 90 121   156 ○
04 2.223 53   212 6 90 55   156 ○
05 2.659 63   212 7 90 65   156 ○
06 3.129 74   212 8 90 76   156 ○

本体
型式

曲げ応力 せん断応力 組合せ応力
ばね
荷重

強度部材仕様

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(6/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：④リンクプレート（材料： )(1/2)
テンションロッド側穴部

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｆ Ｒ Ｔ ｄ Ｄ Ｂ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 0.898 6  156 7  90 8  212 ○
02 1.038 7  156 8  90 9  212 ○
03 1.235 8  156 9  90 11  212 ○
04 2.223 14  156 16  90 12  212 ○
05 2.659 17  156 19  90 14  212 ○
06 3.129 20  156 22  90 17  212 ○

本体
型式

引張応力 せん断応力 支圧応力
強度部材仕様

ばね
荷重

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(7/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：④リンクプレート（材料： )(2/2)
アジャストピン側穴部

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｆ Ｒ Ｔ ｄ Ｄ Ｂ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 0.898 8   156 8   90 7   212 ○
02 1.038 9   156 9   90 8   212 ○
03 1.235 11   156 11   90 9   212 ○
04 2.223 16   156 16   90 12   212 ○
05 2.659 19   156 19   90 14   212 ○
06 3.129 22   156 22   90 17   212 ○

本体
型式

引張応力 せん断応力 支圧応力
強度部材仕様

ばね
荷重

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(8/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：⑤アジャストピン（材料： )　

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｆ Ｓ Ｌ Ｔ ｄ Ｚ Ａｓ Ｆｂ ｆｂ Ｆｓ ｆｓ Ｆｍ ｆｔ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm
3
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 0.898 11 204 4 86 13 150 ○
02 1.038 13 204 5 86 16 150 ○
03 1.235 15 204 6 86 19 150 ○
04 2.223 12 204 6 86 16 150 ○
05 2.659 14 204 7 86 19 150 ○
06 3.129 16 204 8 86 22 150 ○

本体
型式

曲げ応力 せん断応力 組合せ応力
強度部材仕様

ばね
荷重

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(9/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果

強度部材：⑥ロードブロックピン（材料： )　

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｐ Ｓ Ｇ ｄ Ｚ Ａｓ Ｆｂ ｆｂ Ｆｓ ｆｓ Ｆｍ ｆｔ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm3) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)
01 0.638 4   204 2 86 6   150 ○
02 0.864 6   204 3 86 8   150 ○
03 1.155 8   204 3 86 10   150 ○
04 1.617 11   204 5 86 14   150 ○
05 2.211 14   204 6 86 18   150 ○
06 2.981 19   204 8 86 24   150 ○

注記＊：荷重調整範囲の最大値として，定格荷重を1.1倍した値を使用。

本体
型式

曲げ応力 せん断応力 組合せ応力
強度部材仕様

定格
荷重

＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(10/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：⑦回転アーム（材料： )　

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｐ Ｒ Ｔ ｄ Ｄ Ｂ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)
01 0.638 2 156 2 90 4   212 ○
02 0.864 3 156 3 90 5   212 ○
03 1.155 4 156 4 90 7   212 ○
04 1.617 5 156 5 90 9   212 ○
05 2.211 6 156 6 90 12   212 ○
06 2.981 8 156 8 90 16   212 ○

注記＊：荷重調整範囲の最大値として，定格荷重を1.1倍した値を使用。

本体
型式

引張応力 せん断応力 支圧応力
強度部材仕様

定格
荷重

＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(11/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

(1/2)強度部材：⑧アッパープレート（材料：　　　)
本体

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｓ1 Ｔ1 Ｃ Ｃ1 Ｚ Ｆｂ ｆｂ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm
3
) (MPa) (MPa)

01 0.638 20 180 ○
02 0.864 26 180 ○
03 1.155 35 180 ○
04 1.617 49 180 ○
05 2.211 67 180 ○
06 2.981 90 180 ○

注記＊：荷重調整範囲の最大値として，定格荷重を1.1倍した値を使用。

本体
型式

曲げ応力
強度部材仕様

定格
荷重

＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(12/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

(2/2)強度部材：⑧アッパープレート（材料：　　　)
溶接部

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｃ1 ｈ1 Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

（kN） (mm) (mm) (mm
2
) (MPa) (MPa)

01 0.638 3   40 ○
02 0.864 4   40 ○
03 1.155 5   40 ○
04 1.617 6   40 ○
05 2.211 8   40 ○
06 2.981 11   40 ○

注記＊1：荷重調整範囲の最大値として，定格荷重を1.1倍した値を使用。
注記＊2：非破壊検査を実施しないため，設計・建設規格SSB-3121.1(1)bを適用する。

本体
型式

せん断応力
定格
荷重

強度部材仕様
＊1

＊2＊2

＊1

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(13/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：⑨イーヤ（材料： )(1/2)
穴部

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｐ ｄ Ｄ Ｔ Ｒ Ｂ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)
01 0.638 2 156 2 90 4   212 ○
02 0.864 3 156 3 90 5   212 ○
03 1.155 4 156 4 90 7   212 ○
04 1.617 5 156 5 90 9   212 ○
05 2.211 6 156 6 90 12   212 ○
06 2.981 8 156 8 90 16   212 ○

注記＊：荷重調整範囲の最大値として，定格荷重を1.1倍した値を使用。

本体
型式

引張応力 せん断応力 支圧応力
強度部材仕様

定格
荷重

＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(14/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

(2/2)強度部材：⑨イーヤ（材料：　　　)
溶接部

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｃ Ｔ ｈ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm
2
) (MPa) (MPa)

01 0.638 2 40 ○
02 0.864 2 40 ○
03 1.155 2 40 ○
04 1.617 3 40 ○
05 2.211 4 40 ○
06 2.981 5 40 ○

注記＊1：荷重調整範囲の最大値として，定格荷重を1.1倍した値を使用。
注記＊2：非破壊検査を実施しないため，設計・建設規格SSB-3121.1(1)bを適用する。

本体
型式

せん断応力
定格
荷重

強度部材仕様
＊1

＊2
＊1

＊2

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(15/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果

強度部材：⑩ピン（材料： )　

発生 許容 発生 許容 発生 許容
応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価

Ｐ Ｌ Ｂ ｄ Ｚ Ａｓ Ｆｂ ｆｂ Ｆｓ ｆｓ Ｆｍ ｆｔ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm3) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)
01 0.638 3   212 2 90 5   156 ○
02 0.864 4   212 3 90 7   156 ○
03 1.155 5   212 3 90 8   156 ○
04 1.617 7   212 5 90 12   156 ○
05 2.211 9   212 6 90 14   156 ○
06 2.981 12   212 8 90 19   156 ○

注記＊：荷重調整範囲の最大値として，定格荷重を1.1倍した値を使用。

組合せ応力

本体
型式

曲げ応力 せん断応力
強度部材仕様

定格
荷重

＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(16/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：⑪ハンガロッド（材料： )

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｍ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

01 0.638 6    117 ○
02 0.864 8    117 ○
03 1.155 11    117 ○
04 1.617 15    117 ○
05 2.211 20    117 ○
06 2.981 27    117 ○

注記＊：荷重調整範囲の最大値として，定格荷重を1.1倍した値を使用。

本体
型式

引張応力
強度部材仕様

定格
荷重

＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1



1
85 

表 5－7(17/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：⑫ターンバックル（材料：　　）　

発生 許容
応力 応力 評価

Ｐ Ｋｔ Ｋｄ Ｇ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

01 0.638 2 168 ○
02 0.864 3 168 ○
03 1.155 4 168 ○
04 1.617 5 168 ○
05 2.211 7 168 ○
06 2.981 9 168 ○

注記＊：荷重調整範囲の最大値として，定格荷重を1.1倍した値を使用。

本体
型式

引張応力
強度部材仕様

定格
荷重

＊

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(18/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果 

強度部材：⑬メインピン（材料： ）　

メインピ
ンにかか 発生 許容 発生 許容 発生 許容
る荷重 応力 応力 応力 応力 応力 応力 評価
ＰＦ Ｓ1 Ｓ Ｔ ｄ Ｚ Ａｓ Ｆｂ ｆｂ Ｆｓ ｆｓ Ｆｍ ｆｔ

（kN） (mm) (mm) (mm) (mm) (mm
3
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

01 1.074 39 212 7  90 41 156 ○
02 1.315 47 212 9  90 50 156 ○
03 1.646 59 212 11  90 62 156 ○
04 2.679 56 212 12  90 60 156 ○
05 3.368 70 212 15  90 75 156 ○
06 4.207 88 212 19  90 94 156 ○

組合せ応力

本体
型式

曲げ応力 せん断応力
強度部材仕様

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－7(19/19) コンスタントハンガ 耐震評価結果

強度部材：⑭フレーム（材料： )　

メインピ
ンにかか 発生 許容
る荷重 応力 応力 評価
ＰＦ Ｂ Ｔ Ａｓ Ｆｓ ｆｓ

（kN） (mm) (mm) (mm
2
) (MPa) (MPa)

01 1.074 2 90 ○
02 1.315 2 90 ○
03 1.646 3 90 ○
04 2.679 4 90 ○
05 3.368 5 90 ○
06 4.207 6 90 ○

本体
型式

せん断応力
強度部材仕様

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｔ ｄ Ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

(kN) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

10 3.43 4  156 6  90 16 212 ○

12 5.00 5  156 9  90 18 212 ○

16 9.41 10  156 19  90 27 212 ○

20 14.7 13  156 17  90 26 212 ○

24 21.1 10  156 12  90 22 212 ○

30 33.8 13  156 18  90 30 212 ○

36 49.5 13  150 16  86 32 204 ○

42 61.0 17  150 19  86 33 204 ○

48 80.4 25  150 22  86 36 204 ○

56 110.0 28  150 20  86 34 204 ○

64 147.0 41  150 29  86 40 204 ○

72 190.0 34  150 34  86 48 204 ○

80 239.0 46  150 34  86 54 204 ○

本体
型式

定格
荷重

引張応力 せん断応力 支圧応力

評価

強度部材仕様

強度部材：①クレビスブラケット（材料：　 　） (1/3) 

本体

表 5－8(1/7) リジットハンガ 耐震評価結果

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：①クレビスブラケット（材料：　　　） (2/3)
溶接部

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｃ ｈ ＡＳ Ｆｓ ｆｓ

(kN) (mm) (mm) (mm2) (MPa) (MPa)

56 110.0 22 38 ○

64 147.0 29 38 ○

72 190.0 24 38 ○

80 239.0 31 38 ○

注記＊：非破壊検査を実施しないため，設計・建設規格SSB-3121.1(1)bを適用する。

評価

定格
荷重

強度部材仕様

せん断応力

本体
型式

＊

表 5－8(2/7) リジットハンガ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｌ ｄ Ａｓ Ｚ Ｆｂ ｆｂ Ｆｓ ｆｓ Ｆｍ ｆｔ

(kN) (mm) (mm) (mm2) (mm3) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

10 3.43  152   212 16 90 154  156 ○

12 5.00  94   212 13 90 96  156 ○

16 9.41  90   204 15 86 94  150 ○

20 14.7  136   204 17 86 139  150 ○

24 21.1  120   204 15 86 123  150 ○

30 33.8  120   204 17 86 124  150 ○

36 49.5  128   187 18 79 132  137 ○

42 61.0  119   187 16 79 122  137 ○

48 80.4  91   187 15 79 94  137 ○

56 110.0  102   187 17 79 106  137 ○

64 147.0  89   187 17 79 94  137 ○

72 190.0  114   187 19 79 119  137 ○

80 239.0  101   187 19 79 106  137 ○

定格
荷重本体

型式

強度部材仕様

評価

曲げ応力 組合せ応力せん断応力

強度部材：①クレビスブラケット（材料：     ）( 3 / 3 )

ピン

表 5－8(3/7) リジットハンガ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：②ターンバックル（材料：S25C）

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

(kN) (mm
2
) (MPa) (MPa)

10 3.43  22 168 ○

12 5.00  32 168 ○

16 9.41  35 168 ○

20 14.7  54 168 ○

24 21.1  54 168 ○

30 33.8  63 168 ○

36 49.5  66 168 ○

42 61.0  56 168 ○

48 80.4  56 168 ○

56 110.0  30 137 ○

64 147.0  36 137 ○

72 190.0  34 137 ○

80 239.0  39 137 ○

本体
型式

定格
荷重

評価

引張応力
強度部材
仕様

(本体型式10～48 材料 ，本体形式56 ～80 材料： 　 )

表 5－8(4/7) リジットハンガ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：③アイボルト（材料：　 　）(1/2)

穴部

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｂ Ｔ ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

(kN) (mm) (mm) (mm) (mm2) (mm2) (mm2) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

10 3.43  23 156 23 90 32 212 ○

12 5.00  33 156 33 90 35 212 ○

16 9.41  35 156 35 90 53 212 ○

20 14.7  23 156 23 90 39 212 ○

24 21.1  33 156 33 90 44 212 ○

30 33.8  31 150 31 86 50 204 ○

36 49.5  45 150 45 86 63 204 ○

42 61.0  47 150 47 86 56 204 ○

48 80.4  46 150 46 86 54 204 ○

56 110.0  41 150 41 86 53 204 ○

64 147.0  46 150 46 86 49 204 ○

72 190.0  48 150 48 86 60 204 ○

80 239.0  50 150 50 86 67 204 ○

評価

せん断応力 支圧応力
強度部材仕様

引張応力

本体
型式

定格
荷重

表 5－8(5/7) リジットハンガ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：③アイボルト（材料： ） (2/2)

ボルト部

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｍ Ａｔ Ｆｔ ｆｔ

(kN) (mm) (mm
2
) (MPa) (MPa)

10 3.43  44 117 ○

12 5.00  45 117 ○

16 9.41  47 117 ○

20 14.7  47 112 ○

24 21.1  47 112 ○

30 33.8  48 112 ○

36 49.5  49 112 ○

42 61.0  45 103 ○

48 80.4  45 103 ○

56 110.0  45 103 ○

64 147.0  46 103 ○

72 190.0  47 103 ○

80 239.0  48 103 ○

定格
荷重

評価
本体
型式

強度部材仕様
引張応力

表 5－8(6/7) リジットハンガ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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強度部材：④クランプ（材料：　 　）

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

発生
応力

許容
応力

Ｐ Ｂ Ｃ Ｔ ｄ Ｄ Ａｔ Ａｓ Ａｐ Ｆｔ ｆｔ Ｆｓ ｆｓ Ｆｐ ｆｐ

(kN) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm) (mm
2
) (mm

2
) (mm

2
) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa) (MPa)

10 3.43 16  156 8  90 24 212 ○

12 5.00 5  156 9  90 18 212 ○

16 9.41 10  156 19  90 27 212 ○

20 14.7 13  156 17  90 26 212 ○

24 21.1 10  156 12  90 22 212 ○

30 33.8 13  156 18  90 30 212 ○

36 49.5 13  150 16  86 32 204 ○

42 61.0 17  150 19  86 33 204 ○

48 80.4 25  150 22  86 36 204 ○

56 110.0 28  150 20  86 34 204 ○

64 147.0 41  150 29  86 40 204 ○

72 190.0 34  150 34  86 48 204 ○

80 239.0 46  150 34  86 54 204 ○

強度部材仕様

評価

引張応力 せん断応力 支圧応力

本体
型式

定格
荷重

表 5－8(7/7) リジットハンガ 耐震評価結果 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－9 標準ラグの耐震評価結果 

型式番号 
最大使用荷重(N)  組合せ応力(MPa) 

評 価 
Ｆｘ Ｆｙ 発生応力 許容応力 

LU-100 51 168 ○ 

LU-150 61 168 ○ 

LU-250 77 168 ○ 

LU-450 78 168 ○ 

LU-600 60 168 ○ 

LU-800 61 168 ○ 

LU-1000 71 168 ○ 

LU-1350 58 168 ○ 

表 5－10 標準Ｕボルトの耐震評価結果 

型式番号 

最大使用荷重(N) 

ボルト部 サドル部
サドルと

鋼材溶接部 

評価 引張応力 

(MPa) 

組合せ応力

(MPa) 

組合せ応力 

(MPa) 

ＰＶ ＰＨ 
発生

応力 

許容

応力 

発生

応力 

許容

応力 

発生

応力 

許容

応力 

UN-80 163 214 118 214 88 123 ○ 

UN-90 163 214 98 214 75 123 ○ 

UN-100 110 214 120 214 91 123 ○ 

UN-125 146 214 102 214 80 123 ○ 

UN-150 117 205 117 214 82 123 ○ 

UN-200 186 205 114 214 77 123 ○ 

UN-250 186 205 74 214 55 123 ○

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 5－11－1 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

L-50×50×6 88 234 ○ 

L-100×100×10 66 234 ○ 

L-100×100×10 131 234 ○ 

□125×125×6 108 216 ○ 

□175×175×6 117 216 ○ 

L-50×50×6 144 234 ○ 

L-100×100×10 107 234 ○ 

□100×100×6 88 216 ○ 

□150×150×6 114 216 ○ 

□200×200×9 93 216 ○ 

L-65×65×6 115 234 ○ 

L-100×100×10 148 234 ○ 

□100×100×6 120 216 ○ 

□175×175×6 111 216 ○ 

□200×200×9 121 216 ○

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 5－11－2 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

L-50×50×6 17 234 ○ 

L-50×50×6 82 234 ○ 

L-50×50×6 162 234 ○ 

L-100×100×10 86 234 ○ 

L-100×100×10 169 234 ○ 

L-50×50×6 25 234 ○ 

L-50×50×6 121 234 ○ 

L-65×65×6 142 234 ○ 

L-100×100×10 117 234 ○ 

□100×100×6 121 216 ○ 

L-50×50×6 33 234 ○ 

L-50×50×6 159 234 ○ 

L-75×75×6 138 234 ○ 

L-100×100×10 149 234 ○ 

□125×125×6 96 216 ○

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1



198 

表 5－11－3 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

L-50×50×6 18 234 ○ 

L-50×50×6 84 234 ○ 

L-50×50×6 168 234 ○ 

L-100×100×10 89 234 ○ 

L-100×100×10 175 234 ○ 

L-50×50×6 26 234 ○ 

L-50×50×6 125 234 ○ 

L-65×65×6 146 234 ○ 

L-100×100×10 120 234 ○ 

□100×100×6 125 216 ○ 

L-50×50×6 34 234 ○ 

L-50×50×6 165 234 ○ 

L-75×75×6 143 234 ○ 

L-100×100×10 154 234 ○ 

□125×125×6 98 216 ○

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 5－11－4 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

L-50×50×6 18 234 ○ 

L-50×50×6 87 234 ○ 

L-50×50×6 173 234 ○ 

L-100×100×10 93 234 ○ 

□100×100×6 112 216 ○ 

L-50×50×6 27 234 ○ 

L-50×50×6 129 234 ○ 

L-65×65×6 151 234 ○ 

L-100×100×10 125 234 ○ 

□100×100×6 131 216 ○ 

L-50×50×6 35 234 ○ 

L-50×50×6 171 234 ○ 

L-75×75×6 148 234 ○ 

L-100×100×10 159 234 ○ 

□125×125×6 103 216 ○

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 5－11－5 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

L-50×50×6 46 234 ○ 

L-65×65×6 130 234 ○ 

□75×75×4.5 72 216 ○ 

□100×100×6 99 216 ○ 

□150×150×6 94 216 ○ 

L-50×50×6 50 234 ○ 

L-65×65×6 139 234 ○ 

L-100×100×10 74 234 ○ 

□100×100×6 99 216 ○ 

□125×125×6 128 216 ○ 

L-50×50×6 61 234 ○ 

L-65×65×6 169 234 ○ 

L-100×100×10 87 234 ○ 

□100×100×6 111 216 ○ 

□150×150×6 97 216 ○ 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 5－11－6 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

L-50×50×6 60 234 ○ 

L-75×75×6 130 234 ○ 

L-100×100×10 94 234 ○ 

□125×125×6 85 216 ○ 

□150×150×6 121 216 ○ 

L-50×50×6 63 234 ○ 

L-75×75×6 135 234 ○ 

L-100×100×10 96 234 ○ 

□100×100×6 126 216 ○ 

□150×150×6 116 216 ○ 

L-50×50×6 75 234 ○ 

L-75×75×6 156 234 ○ 

L-100×100×10 109 234 ○ 

□125×125×6 87 216 ○ 

□150×150×6 120 216 ○

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 5－11－7 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

L-50×50×6 82 234 ○ 

L-100×100×10 66 234 ○ 

L-100×100×10 129 234 ○ 

□125×125×6 112 216 ○ 

□175×175×6 124 216 ○ 

L-50×50×6 85 234 ○ 

L-100×100×10 65 234 ○ 

L-100×100×10 129 234 ○ 

□125×125×6 106 216 ○ 

□175×175×6 114 216 ○ 

L-50×50×6 96 234 ○ 

L-100×100×10 72 234 ○ 

L-100×100×10 141 234 ○ 

□125×125×6 110 216 ○ 

□175×175×6 113 216 ○

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 5－11－8 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

L-65×65×6 131 234 ○ 

□100×100×6 69 216 ○ 

□125×125×6 84 216 ○ 

□175×175×6 125 216 ○ 

□200×200×9 135 216 ○ 

L-65×65×6 162 234 ○ 

□100×100×6 85 216 ○ 

□125×125×6 104 216 ○ 

□200×200×9 84 216 ○ 

□250×250×12 84 216 ○ 

L-75×75×6 144 234 ○ 

□100×100×6 101 216 ○ 

□125×125×6 122 216 ○ 

□200×200×9 98 216 ○ 

□250×250×12 97 216 ○ 

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1
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表 5－11－9 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

L-65×65×6 162 234 ○ 

□100×100×6 85 216 ○ 

□125×125×6 104 216 ○ 

□200×200×9 84 216 ○ 

□250×250×12 84 216 ○ 

L-75×75×6 144 234 ○ 

□100×100×6 101 216 ○ 

□125×125×6 122 216 ○ 

□200×200×9 98 216 ○ 

□250×250×12 97 216 ○ 

L-75×75×6 168 234 ○ 

□100×100×6 117 216 ○ 

□150×150×6 96 216 ○ 

□200×200×9 113 216 ○ 

□250×250×12 112 216 ○
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表 5－11－10 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

L-75×75×6 156 234 ○ 

□100×100×6 109 216 ○ 

□150×150×6 89 216 ○ 

□200×200×9 105 216 ○ 

□250×250×12 105 216 ○ 

L-100×100×10 63 234 ○ 

□100×100×6 125 216 ○ 

□150×150×6 103 216 ○ 

□200×200×9 120 216 ○ 

□250×250×12 119 216 ○ 

L-100×100×10 71 234 ○ 

□125×125×6 86 216 ○ 

□150×150×6 116 216 ○ 

□200×200×9 135 216 ○ 

□300×300×12 91 216 ○ 
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表 5－11－11 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

□75×75×4.5 8 216 ○ 

□75×75×4.5 34 216 ○ 

□75×75×4.5 67 216 ○ 

□100×100×6 89 216 ○ 

□125×125×6 121 216 ○ 

□75×75×4.5 13 216 ○ 

□75×75×4.5 59 216 ○ 

□100×100×6 54 216 ○ 

□125×125×6 108 216 ○ 

□175×175×6 121 216 ○ 

□75×75×4.5 18 216 ○ 

□75×75×4.5 87 216 ○ 

□100×100×6 80 216 ○ 

□150×150×6 114 216 ○ 

□200×200×9 97 216 ○
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表 5－11－12 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ (mm)  Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

□75×75×4.5 9 216 ○ 

□75×75×4.5 34 216 ○ 

□75×75×4.5 67 216 ○ 

□100×100×6 91 216 ○ 

□125×125×6 116 216 ○ 

□75×75×4.5 13 216 ○ 

□75×75×4.5 58 216 ○ 

□100×100×6 52 216 ○ 

□125×125×6 102 216 ○ 

□175×175×6 114 216 ○ 

□75×75×4.5 17 216 ○ 

□75×75×4.5 83 216 ○ 

□100×100×6 77 216 ○ 

□150×150×6 108 216 ○ 

□200×200×9 92 216 ○ 
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表 5－11－13 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

□75×75×4.5 8 216 ○ 

□75×75×4.5 32 216 ○ 

□75×75×4.5 62 216 ○ 

□100×100×6 88 216 ○ 

□125×125×6 119 216 ○ 

□75×75×4.5 13 216 ○ 

□75×75×4.5 59 216 ○ 

□100×100×6 54 216 ○ 

□125×125×6 107 216 ○ 

□175×175×6 120 216 ○ 

□75×75×4.5 18 216 ○ 

□75×75×4.5 87 216 ○ 

□100×100×6 80 216 ○ 

□150×150×6 114 216 ○ 

□200×200×9 97 216 ○

S
2
 
補
 
Ⅵ
-
2
-
1
-
1
2
 
R
1



209 

表 5－11－14 支持架構の耐震評価結果 

支持架構寸法 荷重(kN) 
鋼材サイズ 

組合せ応力(MPa) 
評価 

Ｈ(mm) Ｌ(mm) 水平 鉛直 発生応力 許容応力 

□75×75×4.5 8 216 ○ 

□75×75×4.5 30 216 ○ 

□75×75×4.5 60 216 ○ 

□100×100×6 84 216 ○ 

□125×125×6 114 216 ○ 

□75×75×4.5 13 216 ○ 

□75×75×4.5 56 216 ○ 

□100×100×6 52 216 ○ 

□125×125×6 102 216 ○ 

□175×175×6 114 216 ○ 

□75×75×4.5 17 216 ○ 

□75×75×4.5 83 216 ○ 

□100×100×6 77 216 ○ 

□150×150×6 108 216 ○ 

□200×200×9 92 216 ○
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表 5－12－1 埋込金物の耐震評価結果(プレート) 

タイプ
最大使用荷重＊(kN) 

曲げ・せん断 

共存時の応力(MPa) 評価 

引張荷重 せん断荷重 発生応力 許容応力 

Ⅰ 235 235 ○ 

Ⅴ 235 235 ○ 

Ⅵ 235 235 ○ 

注記＊：本資料に示す埋込金物の最大使用荷重については，最小裕度部位の発生 

応力が，許容応力と同値となる場合の荷重をあらかじめ算定し，その値 

を最大使用荷重として設定している。 

表 5－12－2 埋込金物の耐震評価結果(スタッド) 

タイプ
最大使用荷重＊( (kN) 引張応力(MPa) 

評価 
引張荷重 せん断荷重 発生応力 許容応力 

Ⅰ 83 235 ○ 

Ⅴ 49 235 ○ 

Ⅵ 25 235 ○ 

注記＊：本資料に示す埋込金物の最大使用荷重については，最小裕度部位の発生 

応力が，許容応力と同値となる場合の荷重をあらかじめ算定し，その値 

を最大使用荷重として設定している。 

表 5－12－3 埋込金物の耐震評価結果(コンクリート) 

タイプ

最大使用荷重＊(kN) 
引張荷重(kN) 

せん断荷重(kN) 

評価 

シアコーン 支圧 

引張 

荷重 

せん断 

荷重 

発生 

荷重 

許容 

荷重 

発生 

荷重 

許容 

荷重 

発生 

荷重 

許容 

荷重 

Ⅰ 93.9 150.1 93.9 430.6 234.0 300.0 ○ 

Ⅴ 147.0 634.8 147.0 1024.2 783.3 804.6 ○ 

Ⅵ 19.9 85.8 19.9 303.2 206.8 212.7 ○ 

注記＊：本資料に示すタイプの埋込金物の最大使用荷重については，最小裕度部位の発生応力

が，許容応力と同値となる場合の荷重をあらかじめ算定し，その値を最大使用荷重と

して設定している。 
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5.2 代表的な支持構造物の耐震計算例 

5.2.1 支持構造物の耐震計算例 

支持構造物の代表例を表 5－13に，耐震計算例を表 5－14－1～表 5－14－10に示す。 

なお，本項における耐震計算結果は，代表的な支持構造物の例を示したものであり，本

項に記載のない支持構造物についても同様な評価を行う。 

5.2.2 個別の処置方法 

支持構造物の評価において，支持点荷重が定格荷重又は最大使用荷重を超えた場合には，

定ピッチ支持方法であれば支持間隔の短縮化等による支持点荷重低減，3次元はりモデル

解析であれば使用鋼材又は構造の見直し等により強度向上を図るものとする。 
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表 5－13 代表的な支持構造物 

タイプ－1－1 タイプ－3－1 タイプ－5

タイプ－1－2 タイプ－3－2 タイプ－6

タイプ－1－3 タイプ－4－1

タイプ－2 タイプ－4－2
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表 5－14－1 支持構造物の強度及び耐震計算結果(1/2) 

支持構造物評価(タイプ－1－1) 

(1) 支持点荷重(N)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

5000 5000 － 

(2) 支持架構

① 最大発生応力及び許容応力

鋼材サイズ 
最大発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

107 234 

② 評価結果

評 価 以上より，選定した鋼材サイズの最大発生応力は，許容応力以下であり健全性を確認した。 

(3) 付属部品

① 支持点荷重及び最大使用荷重

付属部品名称 型式番号 
支持点荷重(N) 最大使用荷重(N) 

引張荷重方向 せん断荷重方向 引張荷重方向 せん断荷重方向 

Ｕボルト UN-100 5000 5000 12000 12000 

② 評価結果

評 価 以上より，当該Ｕボルトに作用する支持点荷重は，最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 
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Y 

Z 

支持構造物計画形状図 
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表 5－14－1 支持構造物の強度及び耐震計算結果(2/2) 

(4) 埋込金物

① 発生荷重

引張 

(N) 

せん断 

(N) 

34500 5000 

② 発生荷重及び最大使用荷重

タイプ

発生荷重 

(N) 

最大使用荷重 

(N) 

引張 せん断 引張 せん断 

Ⅰ 34500 5000 93600 240700 

③ 評価結果

評 価 以上より，当該埋込金物に作用する発生荷重は，選定したタイプの最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1



215 

表 5－14－2 支持構造物の強度及び耐震計算結果(1/2) 

支持構造物評価(タイプ－1－2) 

(1) 支持点荷重(N)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

－ 5000 － 

(2) 支持装置

支持装置名称 型式番号 
定格荷重 

(kN) 

オイルスナッバ 06 6 

評 価 以上より，当該オイルスナッバに作用する支持点荷重は，定格荷重以下であり健全性を確認した。 

(3) 支持架構

① 最大発生応力及び許容応力

鋼材サイズ 
最大発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

104 234 

② 評価結果

評 価 以上より，選定した鋼材サイズの最大発生応力は，許容応力以下であり健全性を確認した。 

支持構造物計画形状図 
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表 5－14－2 支持構造物の強度及び耐震計算結果(2/2) 

(4) 埋込金物

① 発生荷重

引張 

(N) 

せん断 

(N) 

29500 5000 

② 発生荷重及び最大使用荷重

タイプ

発生荷重 

(N) 

最大使用荷重 

(N) 

引張 せん断 引張 せん断 

Ⅰ 29500 5000 93600 240700 

③ 評価結果

評 価 以上より，当該埋込金物に作用する発生荷重は，選定したタイプの最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－14－3 支持構造物の強度及び耐震計算結果(1/2) 

支持構造物評価(タイプ－1－3) 

(1) 支持点荷重(N)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

－ 10000 － 

(2) 支持装置

支持装置名称 型式番号 
定格荷重 

(kN) 

メカニカルスナッバ 1 10 

評 価 以上より，当該メカニカルスナッバに作用する支持点荷重は，定格荷重以下であり健全性を確認した。 

(3) 支持架構

① 最大発生応力及び許容応力

鋼材サイズ 
最大発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

84 216 

② 評価結果

評 価 以上より，選定した鋼材サイズの最大発生応力は，許容応力以下であり健全性を確認した。 

支持構造物計画形状図 
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表 5－14－3 支持構造物の強度及び耐震計算結果(2/2) 

(4) 埋込金物

① 発生荷重

引張 

(N) 

せん断 

(N) 

59000 10000 

② 発生荷重及び最大使用荷重

タイプ

発生荷重 

(N) 

最大使用荷重 

(N) 

引張 せん断 引張 せん断 

Ⅰ 59000 10000 93600 240700 

③ 評価結果

評 価 以上より，当該埋込金物に作用する発生荷重は，選定したタイプの最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－14－4 支持構造物の強度及び耐震計算結果(1/2) 

支持構造物評価(タイプ－2) 

(1) 支持点荷重(N)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

10000 10000 － 

(2) 支持架構

① 最大発生応力及び許容応力

鋼材サイズ 
最大発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

148 234 

② 評価結果

評 価 以上より，選定した鋼材サイズの最大発生応力は，許容応力以下であり健全性を確認した。 

(3) 付属部品

① 支持点荷重及び最大使用荷重

付属部品名称 型式番号 
支持点荷重(N) 最大使用荷重(N) 

引張荷重方向 せん断荷重方向 引張荷重方向 せん断荷重方向 

Ｕボルト UN-100 10000 10000 12000 12000 

② 評価結果

評 価 以上より，当該Ｕボルトに作用する支持点荷重は，最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

支持構造物計画形状図 
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表 5－14－4 支持構造物の強度及び耐震計算結果(2/2) 

(4) 埋込金物

① 発生荷重

引張 

(N) 

せん断 

(N) 

22804 6100 

② 発生荷重及び最大使用荷重

タイプ

発生荷重 

(N) 

最大使用荷重 

(N) 

引張 せん断 引張 せん断 

Ⅰ 22804 6100 93600 240700 

③ 評価結果

評 価 以上より，当該埋込金物に作用する発生荷重は，選定したタイプの最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－14－5 支持構造物の強度及び耐震計算結果(1/2) 

支持構造物評価(タイプ－3－1) 

(1) 支持点荷重(N)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

10000 10000 － 

(2) 支持架構

① 最大発生応力及び許容応力

鋼材サイズ 
最大発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

141 234 

② 評価結果

評 価 以上より，選定した鋼材サイズの最大発生応力は，許容応力以下であり健全性を確認した。 

(3) 付属部品

① 支持点荷重及び最大使用荷重

付属部品名称 型式番号 
支持点荷重(N) 最大使用荷重(N) 

引張荷重方向 せん断荷重方向 引張荷重方向 せん断荷重方向 

Ｕボルト UN-100 10000 10000 12000 12000 

② 評価結果

評 価 以上より，当該Ｕボルトに作用する支持点荷重は，最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

支持構造物計画形状図 
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表 5－14－5 支持構造物の強度及び耐震計算結果(2/2) 

(4) 埋込金物

① 発生荷重

引張 

(N) 

せん断 

(N) 

47848 6212 

② 発生荷重及び最大使用荷重

タイプ

発生荷重 

(N) 

最大使用荷重 

(N) 

引張 せん断 引張 せん断 

Ⅰ 47848 6212 93600 240700 

③ 評価結果

評 価 以上より，当該埋込金物に作用する発生荷重は，選定したタイプの最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1
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表 5－14－6 支持構造物の強度及び耐震計算結果(1/2) 

支持構造物評価(タイプ－3－2) 

(1) 支持点荷重(N)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

30000 30000 － 

(2) 支持架構

① 最大発生応力及び許容応力

鋼材サイズ 
最大発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

123 216 

② 評価結果

評 価 以上より，選定した鋼材サイズの最大発生応力は，許容応力以下であり健全性を確認した。 

(3) 付属部品

① 支持点荷重及び最大使用荷重

付属部品名称 型式番号 
支持点荷重(N) 最大使用荷重(N) 

引張荷重方向 せん断荷重方向 引張荷重方向 せん断荷重方向 

Ｕボルト UN-200 30000 30000 32000 32000 

② 評価結果

評 価 以上より，当該Ｕボルトに作用する支持点荷重は，最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

支持構造物計画形状図 
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表 5－14－6 支持構造物の強度及び耐震計算結果(2/2) 

(4) 埋込金物

① 発生荷重

引張 

(N) 

せん断 

(N) 

93608 20496 

② 発生荷重及び最大使用荷重

タイプ

発生荷重 

(N) 

最大使用荷重 

(N) 

引張 せん断 引張 せん断 

Ⅵ 93608 20496 146400 780400 

③ 評価結果

評 価 以上より，当該埋込金物に作用する発生荷重は，選定したタイプの最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 
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表 5－14－7 支持構造物の強度及び耐震計算結果(1/2) 

支持構造物評価(タイプ－4－1) 

(1) 支持点荷重(N)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

1000 1000 － 

(2) 支持架構

① 最大発生応力及び許容応力

鋼材サイズ 
最大発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

71 234 

② 評価結果

評 価 以上より，選定した鋼材サイズの最大発生応力は，許容応力以下であり健全性を確認した。 

(3) 付属部品

① 支持点荷重及び最大使用荷重

付属部品名称 型式番号 
支持点荷重(N) 最大使用荷重(N) 

引張荷重方向 せん断荷重方向 引張荷重方向 せん断荷重方向 

Ｕボルト UN-100 1000 1000 12000 12000 

② 評価結果

評 価 以上より，当該Ｕボルトに作用する支持点荷重は，最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

支持構造物計画形状図 

X 

Y 

Z 
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表 5－14－7 支持構造物の強度及び耐震計算結果(2/2) 

(4) 埋込金物

① 発生荷重

引張 

(N) 

せん断 

(N) 

21060 1000 

② 発生荷重及び最大使用荷重

タイプ

発生荷重 

(N) 

最大使用荷重 

(N) 

引張 せん断 引張 せん断 

Ⅰ 21060 1000 93600 240700 

③ 評価結果

評 価 以上より，当該埋込金物に作用する発生荷重は，選定したタイプの最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 
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表 5－14－8 支持構造物の強度及び耐震計算結果(1/2) 

支持構造物評価(タイプ－4－2) 

(1) 支持点荷重(N)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

5000 5000 － 

(2) 支持架構

① 最大発生応力及び許容応力

鋼材サイズ 
最大発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

109 216 

② 評価結果

評 価 以上より，選定した鋼材サイズの最大発生応力は，許容応力以下であり健全性を確認した。 

(3) 付属部品

① 支持点荷重及び最大使用荷重

付属部品名称 型式番号 
支持点荷重(N) 最大使用荷重(N) 

引張荷重方向 せん断荷重方向 引張荷重方向 せん断荷重方向 

Ｕボルト UN-100 5000 5000 12000 12000 

② 評価結果

評 価 以上より，当該Ｕボルトに作用する支持点荷重は，最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

支持構造物計画形状図 

X 

Y 

Z 
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表 5－14－8 支持構造物の強度及び耐震計算結果(2/2) 

(4) 埋込金物

① 発生荷重

引張 

(N) 

せん断 

(N) 

81700 5000 

② 発生荷重及び最大使用荷重

タイプ

発生荷重 

(N) 

最大使用荷重 

(N) 

引張 せん断 引張 せん断 

Ⅰ 81700 5000 93600 240700 

③ 評価結果

評 価 以上より，当該埋込金物に作用する発生荷重は，選定したタイプの最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 
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表 5－14－9 支持構造物の強度及び耐震計算結果(1/2) 

支持構造物評価(タイプ－5) 

(1) 支持点荷重(N)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

5000 5000 － 

(2) 支持架構

① 最大発生応力及び許容応力

鋼材サイズ 
最大発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

58 216 

② 評価結果

評 価 以上より，選定した鋼材サイズの最大発生応力は，許容応力以下であり健全性を確認した。 

(3) 付属部品

① 支持点荷重及び最大使用荷重

付属部品名称 型式番号 
支持点荷重(N) 最大使用荷重(N) 

圧縮荷重方向 せん断荷重方向 圧縮荷重方向 せん断荷重方向 

ラグ LU-100 5000 5000 9570 9570 

② 評価結果

評 価 以上より，当該ラグに作用する支持点荷重は，最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

支持構造物計画形状図 

X 

Y 

Z 
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表 5－14－9 支持構造物の強度及び耐震計算結果(2/2) 

(4) 埋込金物

① 発生荷重

引張 

(N) 

せん断 

(N) 

24884 2540 

② 発生荷重及び最大使用荷重

タイプ

発生荷重 

(N) 

最大使用荷重 

(N) 

引張 せん断 引張 せん断 

Ⅰ 24884 2540 93600 240700 

③ 評価結果

評 価 以上より，当該埋込金物に作用する発生荷重は，選定したタイプの最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 
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表 5－14－10 支持構造物の強度及び耐震計算結果(1/2) 

支持構造物評価(タイプ－6) 

(1) 支持点荷重(N)

Ｆｘ Ｆｙ Ｆｚ 

5000 5000 － 

(2) 支持架構

① 最大発生応力及び許容応力

鋼材サイズ 
最大発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

56 216 

② 評価結果

評 価 以上より，選定した鋼材サイズの最大発生応力は，許容応力以下であり健全性を確認した。 

(3) 付属部品

① 支持点荷重及び最大使用荷重

付属部品名称 型式番号 
支持点荷重(N) 最大使用荷重(N) 

圧縮荷重方向 せん断荷重方向 圧縮荷重方向 せん断荷重方向 

ラグ LU-100 5000 5000 9570 9570 

② 評価結果

評 価 以上より，当該ラグに作用する支持点荷重は，最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

支持構造物計画形状図 

X 

Y 

Z 
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表 5－14－10 支持構造物の強度及び耐震計算結果(2/2) 

(4) 埋込金物

① 発生荷重

引張 

(N) 

せん断 

(N) 

24848 2536 

② 発生荷重及び最大使用荷重

タイプ

発生荷重 

(N) 

最大使用荷重 

(N) 

引張 せん断 引張 せん断 

Ⅰ 24848 2536 93600 240700 

③ 評価結果

評 価 以上より，当該埋込金物に作用する発生荷重は，選定したタイプの最大使用荷重以下であり健全性を確認した。 

S2 補 Ⅵ-2-1-12 R1E
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1. 二次評価対象の支持装置

(1) ロッドレストレイント

許容応力状態ⅢＡＳにおける支持点荷重が定格荷重を超過するもの，又は許容応力状態ⅣＡＳ

における支持点荷重が定格荷重×1.2 を超過するものについては，二次評価を行い，評価を満

足するか確認する。 

二次評価においては，定格荷重の評価と同様に，ロッドレストレイントの型式ごとの二次評

価荷重と配管系の支持点荷重を比較する荷重評価を行う。 

(2) オイルスナッバ及びメカニカルスナッバ

許容応力状態ⅢＡＳにおける支持点荷重が定格荷重を超過するもの，又は許容応力状態ⅣＡＳ

における支持点荷重が定格荷重×1.5 を超過するものについては，二次評価を行い，評価を満

足するか確認する。 

二次評価においては，定格荷重の評価と同様に，オイルスナッバ及びメカニカルスナッバの

型式ごとの二次評価荷重と配管系の支持点荷重を比較する荷重評価を行う。 

2. 支持装置の二次評価荷重

二次評価荷重は，既往知見における限界耐力値を踏まえて設定した。なお，二次評価荷重設定

の際，二次評価荷重に対する構造部材の強度評価を実施し，ＪＥＡＧ４６０１に規定の許容限界

を満足することを確認している。強度評価方法を 3章，強度評価結果を 4章に示す。 

支持装置の地震時荷重が二次評価荷重以下であることを確認し，支持装置の耐震性を担保する。

支持装置の評価手順を図 2－1に示す。 

支持装置の種類及び型式ごとの二次評価荷重を表 2－1～表 2－3に示す。 
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注記＊：ロッドレストレイントについては，許容応力状態ⅢＡＳに対して定格荷重，許容応力状態 

ⅣＡＳに対して定格荷重×1.2 の値，オイルスナッバ及びメカニカルスナッバについては，

許容応力状態ⅢＡＳに対して定格荷重，許容応力状態ⅣＡＳに対して定格荷重×1.5の値 

図 2－1 支持装置の評価手順 

【一次評価】 

支持点荷重があらかじめ

設定した設計上の基準値＊

を満足する 

配管系の地震応答解析 

支持点荷重算出 

（支持装置の地震時荷重） 

評価終了 

【二次評価】 

支持点荷重が二次

評価荷重以下 

Yes 

No 

Yes 

改造設計 

No 
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表 2－1 ロッドレストレイントの二次評価荷重

本体 

型式 

定格荷重 

(kN) 

二次評価荷重ⅢＡＳ 

(kN)＊1 

二次評価荷重ⅣＡＳ 

(kN)＊2 

支持装置 

種類 

06 9 RSA型 

1 15 RSA型 

3 45 RSA型 

6 90 RSA型 

10 150 RSA型 

16 240 RSA型 

25 375 RSA型 

06 9 RTS型 

1 15 RTS型 

3 45 RTS型 

6 90 RTS型 

10 150 RTS型 

16 240 RTS型 

25 375 RTS型 

60 900 RTS型 

注記＊1：支持点荷重が定格荷重を超えた場合に，二次評価を行うための許容応力状態ⅢＡＳに対

する許容荷重を示す。 

  ＊2：支持点荷重が定格荷重を超えた場合に，二次評価を行うための許容応力状態ⅣＡＳに対

する許容荷重を示す。 
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表 2－2 オイルスナッバの二次評価荷重

本体 

型式 

定格荷重 

(kN) 

二次評価荷重ⅢＡＳ 

(kN)＊1 

二次評価荷重ⅣＡＳ 

(kN)＊2 

支持装置 

種類 

03 3 SHP型 

06 6 SHP型 

1 10 SHP型 

3 30 SHP型 

6 60 SHP型 

10 100 SHP型 

16 160 SHP型 

25 250 SHP型 

03 3 SN-A型 

06 6 SN-A型 

1 10 SN-A型 

3 30 SN-A型 

6 60 SN-A型 

10 100 SN-A型 

16 160 SN-A型 

25 250 SN-A型 

40 400 SN-B型 

60 600 SN-B型 

100 1000 SN-B型 

注記＊1：支持点荷重が定格荷重を超えた場合に，二次評価を行うための許容応力状態ⅢＡＳに対

する許容荷重を示す。 

  ＊2：支持点荷重が定格荷重を超えた場合に，二次評価を行うための許容応力状態ⅣＡＳに対

する許容荷重を示す。 
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表 2－3 メカニカルスナッバの二次評価荷重

本体 

型式 

定格荷重 

(kN) 

二次評価荷重ⅢＡＳ 

(kN)＊1 

二次評価荷重ⅣＡＳ 

(kN)＊2 

支持装置 

種類 

01 1 SMS型 

03 3 SMS型 

06 6 SMS型 

1 10 SMS型 

3 30 SMS型 

6 60 SMS型 

10 100 SMS型 

16 160 SMS型 

25 250 SMS型 

40 400 SMS型 

60 600 SMS型 

注記＊1：支持点荷重が定格荷重を超えた場合に，二次評価を行うための許容応力状態ⅢＡＳに対

する許容荷重を示す。 

  ＊2：支持点荷重が定格荷重を超えた場合に，二次評価を行うための許容応力状態ⅣＡＳに対

する許容荷重を示す。 
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3. 二次評価荷重適用対象の支持装置の強度評価方法

二次評価荷重適用対象の支持装置の強度評価方法を以下に示す。

(1) 記号の定義

支持装置の強度計算式に使用する記号は，次のとおりとする。

記号 単位 定  義 

Ａc mm2 圧縮応力計算に用いる断面積 

Ａp mm2 支圧応力計算に用いる断面積 

Ａs mm2 せん断応力計算に用いる断面積 

Ａt mm2 引張応力計算に用いる断面積 

Ｂ mm せん断面寸法 

Ｃ，Ｃ1 mm 引張断面寸法 

Ｄ，ｄ，Ｄ1～Ｄ4 mm 外径，内径，穴径，軸径 

Ｅ MPa 縦弾性係数 

ｅ，Ｔe1 ，Ｔe2 mm 溶接部のど厚 

Ｆ MPa 支持構造物の許容応力を決定するための基準値 

Ｆc MPa 圧縮応力 

Ｆp MPa 支圧応力 

Ｆs MPa せん断応力 

Ｆt MPa 引張応力 

ｆc MPa 許容圧縮応力 

ｈ，ｈ1 mm すみ肉溶接部脚長 

Ｉ mm4 断面二次モーメント 

i mm 断面二次半径 

Ｋ MPa 内圧 

Ｌ mm 部材長さ 

ℓk mm 座屈長さ 

Ｍ mm ねじ径 

ｎ 本 本数 

Ｐ kN,N 許容荷重 

Ｒ，ｒ1，ｒ2 mm 半径，内半径，外半径 

Ｔ，ｔ mm 厚さ 

Λ ― 限界細長比 

λ ― 部材有効細長比 
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(2) 強度計算式

各強度部位の最弱部に発生する各応力を次の計算式により算出し，許容応力以下であること

を確認する。 

なお，適用型式を明記している評価項目以外は評価部位及び評価式について，型式ごとの違

いはない。 

a. ロッドレストレイント（RSA型）

以下の部材について，耐震計算を実施する。

①ブラケット，②ピン，③スヘリカルアイボルト，④アジャストナット溶接部，

⑤パイプ

① ブラケット

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

1 2 3 4 5 4 3 2 
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② ピン

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

③ スヘリカルアイボルト

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ ボルト部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 
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④ アジャストナット溶接部

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

⑤ パイプ

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が許容圧縮応力以下であることを確認する。 



10 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

b. ロッドレストレイント（RTS型）

以下の部材について，耐震計算を実施する。

①ブラケット，②ピン，③パイプ，④コネクティングパイプ溶接部，

⑤コネクティングイーヤ，⑥インナーチューブ



11 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

① ブラケット

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

② ピン

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 
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③ パイプ

ⅰ パイプ部 

(ⅰ) 圧縮応力評価 

圧縮応力が許容圧縮応力以下であることを確認する。 
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ⅱ 溶接Ａ部（型式 60） 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 溶接Ｂ部（型式 60） 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 
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④ コネクティングパイプ溶接部（型式 06～25）

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

⑤ コネクティングイーヤ（型式 06～25）

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 
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⑥ インナーチューブ（型式 60）

ⅰ イーヤ穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 
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c. オイルスナッバ（SHP型）

以下の部材について，耐震計算を実施する。

①ブラケット，②ピストンロッド，③コネクティングパイプ，④ピン，

⑤シリンダチューブ，⑥六角ボルト，⑦イーヤ，⑧スヘリカルアイボルト，

⑨コンロッド（Bタイプ），⑩コンロッド（Cタイプ），⑪ターンバックル，

⑫シリンダカバー，⑬タイロッド，⑭アダプタ
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① ブラケット

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

② ピストンロッド

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 
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③ コネクティングパイプ(Ａタイプ及びＢタイプ)

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が許容圧縮応力以下であることを確認する。 

④ ピン

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 
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⑤ シリンダチューブ

ⅰ 引張応力評価 

内圧により生ずる引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

 

⑥ 六角ボルト

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 
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⑦ イーヤ（Ｃタイプ）

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 
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⑧ スヘリカルアイボルト（Ａタイプ）

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ ボルト部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 



23 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

⑨ コンロッド（Ｂタイプ），⑩ コンロッド（Ｃタイプ）

ⅰ ロッド部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ ロッド溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 
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⑪ ターンバックル（Ａタイプ）

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

⑫ シリンダカバー

ⅰ せん断応力評価 

内圧により生ずるせん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

Ｐ 
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⑬ タイロッド

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

⑭ アダプタ(Ａタイプ及びＢタイプ)

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 
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d. オイルスナッバ（SN-A型）

以下の部材について，耐震計算を実施する。

①ブラケット，②ピストンロッド，③コネクティングパイプ，④ピン，

⑤シリンダチューブ，⑥六角ボルト，⑦イーヤ，⑧ロッドエンド，⑨シリンダカバー， 

⑩タイロッド，⑪アダプタ

２
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① ブラケット

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

② ピストンロッド

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 
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③ コネクティングパイプ

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が許容圧縮応力以下であることを確認する。 

④ ピン

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 



29 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

⑤ シリンダチューブ

ⅰ 引張応力評価 

内圧により生ずる引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

⑥ 六角ボルト

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 
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⑦ イーヤ

ⅰ 穴部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 
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⑧ ロッドエンド

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

⑨ シリンダカバー

ⅰ せん断応力評価 

内圧により生ずるせん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 
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⑩ タイロッド

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

⑪ アダプタ

ⅰ 本体 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 
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e. オイルスナッバ（SN-B型）

以下の部材について，耐震計算を実施する。

①ブラケット，②ピストンロッド，③ロッドカバー，④ピン，⑤シリンダチューブ，

⑥六角ボルト，⑦ダイレクトイーヤ，⑧ロッドエンド

① ブラケット

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 
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② ピストンロッド

ⅰ ロッド部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ ねじ部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅲ カラー部 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 
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③ ロッドカバー

ⅰ せん断応力評価 

内圧により生ずるせん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

④ ピン

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

⑤ シリンダチューブ

ⅰ 引張応力評価 

内圧により生ずる引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 
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⑥ 六角ボルト

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 
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⑦ ダイレクトイーヤ

ⅰ イーヤ部 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ パイプ部 

(ⅰ) 圧縮応力評価 

圧縮応力が許容圧縮応力以下であることを確認する。 
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⑧ ロッドエンド

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 
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f. メカニカルスナッバ（SMS型）

以下の部材について，耐震計算を実施する。

①ブラケット，②ジャンクションコラム，③ロードコラム，④ピン，

⑤コネクティングチューブ，⑥ケース，ベアリング押さえ及び六角ボルト，

⑦イーヤ，⑧ユニバーサルボックス，⑨コネクティングチューブイーヤ部，

⑩ユニバーサルブラケット，⑪ダイレクトアタッチブラケット
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① ブラケット，⑨ コネクティングチューブイーヤ部（Ａタイプ），

⑩ ユニバーサルブラケット，⑪ ダイレクトアタッチブラケット（Ｂタイプ）

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 
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② ジャンクションコラム（Ａタイプ）

ⅰ 六角ボルト 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ 溶接部 

(ⅰ) せん断応力評価（型式 01～1） 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) 引張応力評価（型式 3～60） 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

③ ロードコラム（型式 01～25）

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

Ｙ
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④ ピン

ⅰ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 



43 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

⑤ コネクティングチューブ（Ａタイプ）

ⅰ 圧縮応力評価 

圧縮応力が許容圧縮応力以下であることを確認する。 
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⑥ ケース，ベアリング押さえ及び六角ボルト

ⅰ ケース 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅲ) 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 

ⅱ ベアリング押さえ 

(ⅰ) せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

(ⅱ) 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 
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ⅲ 六角ボルト 

(ⅰ) 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

⑦ イーヤ

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 
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⑧ ユニバーサルボックス

ⅰ 引張応力評価 

引張応力が許容引張応力以下であることを確認する。 

ⅱ せん断応力評価 

せん断応力が許容せん断応力以下であることを確認する。 

ⅲ 支圧応力評価 

支圧応力が許容支圧応力以下であることを確認する。 
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4. 支持装置の二次評価荷重による強度評価結果

支持装置について，定められた二次評価荷重に対して耐震強度を有することを確認した結果を

以下に示す。 

表 4－1 支持装置の二次評価結果 

種別 評価荷重 
許容応力 

状態 

設計 

温度 

(℃) 

表番号 

強度部材 

仕様 
評価結果 

ロッドレストレイント
二次評価 

荷重ⅣＡＳ 
ⅣＡＳ 表 4－2 表 4－5 

オイルスナッバ
二次評価 

荷重ⅣＡＳ 
ⅣＡＳ 表 4－3 表 4－6 

メカニカルスナッバ
二次評価 

荷重ⅣＡＳ 
ⅣＡＳ 表 4－4 表 4－7 

注：評価荷重を超えた場合でも実際に使用される当該温度による個別の評価により，健全性の確認

を行うことが可能である。 
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表 4－2（1/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 06 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

④ 
アジャストナット

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ パイプ 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 
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表 4－2（2/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 1 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

④ 
アジャストナット

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ パイプ 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 
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表 4－2（3/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 3 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

④ 
アジャストナット

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ パイプ 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 
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表 4－2（4/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 6 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 

－ 
－ － － － － 

－ － － － － － 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

④ 
アジャストナット

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ パイプ 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 
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表 4－2（5/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 10 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

④ 
アジャストナット

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ パイプ 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 
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表 4－2（6/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 16 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

④ 
アジャストナット

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ パイプ 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 
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表 4－2（7/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 25 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 

－ 
－ － － － － 

－ － － － － － 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

④ 
アジャストナット

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ パイプ 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 
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表 4－2（8/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 06 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ パイプ 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

溶接Ａ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接Ｂ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ コネクティングイーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部

－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 
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表 4－2（9/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 1 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ パイプ 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

溶接Ａ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接Ｂ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ コネクティングイーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部

－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 
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表 4－2（10/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 3 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ パイプ 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

溶接Ａ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接Ｂ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ コネクティングイーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部

－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 
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表 4－2（11/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 6 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 

－ 
－ － － － － 

－ － － － － － 

③ パイプ 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

溶接Ａ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接Ｂ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｅ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ コネクティングイーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部

－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 
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表 4－2（12/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 10 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ パイプ 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

溶接Ａ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接Ｂ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｅ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ コネクティングイーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部

－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 
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表 4－2（13/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 16 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 

－ 
－ － － － － 

－ － － － － － 

③ パイプ 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

溶接Ａ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接Ｂ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｅ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ コネクティングイーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部

－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 
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表 4－2（14/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 25 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ パイプ 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

溶接Ａ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接Ｂ部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｅ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑤ コネクティングイーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部

－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

溶接部 
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 



62 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

表 4－2（15/15） 支持装置強度部材仕様（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 60 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 

－ 
－ － － － － 

－ － － － － － 

③ パイプ 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

溶接Ａ部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｔe1 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接Ｂ部 
材料 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔe2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 

－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

⑤ コネクティングイーヤ
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 
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表 4－3（1/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 03 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 
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表 4－3（2/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 03 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

ロッド

溶接部 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)

材料 
Ｃ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑫ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑬ タイロッド
材料 

ｄ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（3/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 06 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 
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表 4－3（4/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 06 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

ロッド

溶接部 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)

材料 
Ｃ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑫ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑬ タイロッド
材料 

ｄ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（5/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 1 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 
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表 4－3（6/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 1 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

ロッド

溶接部 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)

材料 
Ｃ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑫ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑬ タイロッド
材料 

ｄ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（7/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 3 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 
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表 4－3（8/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 3 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

ロッド

溶接部 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)

材料 
Ｃ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑫ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑬ タイロッド
材料 

ｄ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（9/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 6 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 
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表 4－3（10/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 6 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

ロッド

溶接部 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)

材料 
Ｃ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑫ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑬ タイロッド
材料 

ｄ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（11/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 10 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 

－ 
－ － － － － 

－ － － － － － 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 
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表 4－3（12/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 10 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

ロッド

溶接部 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)

材料 
Ｃ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑫ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑬ タイロッド
材料 

ｄ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 



75 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

表 4－3（13/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 16 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 
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表 4－3（14/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 16 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

ロッド

溶接部 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑫ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑬ タイロッド
材料 

ｄ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（15/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 25 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｒ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ボルト部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 
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表 4－3（16/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 25 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

ロッド

溶接部 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑫ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑬ タイロッド
材料 

ｄ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（17/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 03 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ コネクティングパイプ
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑨ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（18/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 03 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑩ タイロッド
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ アダプタ

本体 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（19/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 06 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ コネクティングパイプ
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑨ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（20/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 06 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑩ タイロッド
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ アダプタ

本体 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（21/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 1 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ コネクティングパイプ
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑨ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（22/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 1 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑩ タイロッド
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ アダプタ

本体 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（23/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 3 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ コネクティングパイプ
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑨ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（24/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 3 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑩ タイロッド
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ アダプタ

本体 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 



87 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

表 4－3（25/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 6 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ コネクティングパイプ
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑨ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（26/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 6 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑩ タイロッド
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ アダプタ

本体 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（27/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 10 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ コネクティングパイプ
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑨ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（28/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 10 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑩ タイロッド
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ アダプタ

本体 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（29/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 16 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

③ コネクティングパイプ
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑨ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（30/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 16 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑩ タイロッド
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ アダプタ

本体 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

ｈ1 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 
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表 4－3（31/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 25 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② ピストンロッド 
材料 

ｄ 

(mm) 

－ 
－ － － － － 

－ － － － － － 

③ コネクティングパイプ
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ

穴部 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

溶接部 
材料 

Ｃ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑨ シリンダカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 
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表 4－3（32/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 25 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑩ タイロッド
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑪ アダプタ

本体 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

ｈ1 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 
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表 4－3（33/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-B型 

本体型式： 40 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 
ピストン 

ロッド

ロッド部
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

ねじ部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

カラー部
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロッドカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
ダイレクト 

イーヤ

イーヤ部
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－3（34/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-B型 

本体型式： 60 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 
ピストン 

ロッド

ロッド部
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

ねじ部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

カラー部
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロッドカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
ダイレクト 

イーヤ

イーヤ部
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－3（35/35） 支持装置強度部材仕様（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-B型 

本体型式： 100 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 
ピストン 

ロッド

ロッド部
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

ねじ部 
材料 

Ｍ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

カラー部
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロッドカバー
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ シリンダチューブ
材料 

Ｄ 

(mm) 

ｒ1 

(mm) 

ｒ2 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 六角ボルト 
材料 

Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ 
ダイレクト 

イーヤ

イーヤ部
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

パイプ部 
材料 

Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑧ ロッドエンド
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 



98 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

表 4－4（1/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 01 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（2/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 01 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 



100 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

表 4－4（3/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 03 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（4/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 03 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 



102 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

表 4－4（5/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 06 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（6/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 06 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（7/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 1 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

ｈ 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（8/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 1 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（9/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 3 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（10/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 3 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（11/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 6 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（12/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 6 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（13/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 10 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（14/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 10 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 



112 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

表 4－4（15/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 16 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（16/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 16 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（17/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 25 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（18/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 25 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（19/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 40 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（20/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 40 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（21/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 60 

強度部材名称 強度部材仕様 

① ブラケット 
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

② 

ジャンクシ

ョンコラム 

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

溶接部 
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 
－ － － － － 

－ － － － － 

③ ロードコラム
－ － － － － － － － 

－ － － － － － － － 

④ ピン 
材料 

ｄ 

(mm) 
－ － － － － － 

－ － － － － － 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 

材料 
Ｄ 

(mm) 

Ｌ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース
材料 

Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｄ3 

(mm) 

Ｄ4 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

ベアリン

グ押さえ 

材料 
Ｄ1 

(mm) 

Ｄ2 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － － － 

－ － － － 

六角 

ボルト 

材料 
Ｍ 

(mm) 

ｎ 

(本) 
－ － － － － 

－ － － － － 

⑦ イーヤ
材料 

Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－4（22/22） 支持装置強度部材仕様（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 60 

強度部材名称 強度部材仕様 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｃ1 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 

材料 
Ｂ 

(mm) 

Ｃ 

(mm) 

Ｄ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ｔ 

(mm) 
－ － 

－ － 
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表 4－5（1/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 06 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

④ 
アジャストナット

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ パイプ － － － － － － ○
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表 4－5（2/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 1 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

④ 
アジャストナット

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ パイプ － － － － － － ○
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表 4－5（3/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 3 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

④ 
アジャストナット

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ パイプ － － － － － － ○
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表 4－5（4/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 6 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

④ 
アジャストナット

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ パイプ － － － － － － ○
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表 4－5（5/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 10 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

④ 
アジャストナット

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ パイプ － － － － － － ○
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表 4－5（6/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 16 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

④ 
アジャストナット

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ パイプ － － － － － － ○
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表 4－5（7/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RSA型 

本体型式： 25 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ 
スヘリカル

アイボルト

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

④ 
アジャストナット

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ パイプ － － － － － － ○
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表 4－5（8/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 06 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ パイプ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

溶接Ａ部 － － － － － － － － － 

溶接Ｂ部 － － － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ コネクティングイーヤ － － ○ 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部
－ － － － － － － － － 

溶接部 － － － － － － － － － 
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表 4－5（9/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 1 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ パイプ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

溶接Ａ部 － － － － － － － － － 

溶接Ｂ部 － － － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ コネクティングイーヤ － － ○ 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部
－ － － － － － － － － 

溶接部 － － － － － － － － － 
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表 4－5（10/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 3 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ パイプ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

溶接Ａ部 － － － － － － － － － 

溶接Ｂ部 － － － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ コネクティングイーヤ － － ○ 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部
－ － － － － － － － － 

溶接部 － － － － － － － － － 
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表 4－5（11/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 6 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ パイプ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

溶接Ａ部 － － － － － － － － － 

溶接Ｂ部 － － － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ コネクティングイーヤ － － ○ 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部
－ － － － － － － － － 

溶接部 － － － － － － － － － 
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表 4－5（12/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 10 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ パイプ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

溶接Ａ部 － － － － － － － － － 

溶接Ｂ部 － － － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ コネクティングイーヤ － － ○ 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部
－ － － － － － － － － 

溶接部 － － － － － － － － － 
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表 4－5（13/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 16 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ パイプ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

溶接Ａ部 － － － － － － － － － 

溶接Ｂ部 － － － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ コネクティングイーヤ － － ○ 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部
－ － － － － － － － － 

溶接部 － － － － － － － － － 
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表 4－5（14/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 25 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ パイプ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

溶接Ａ部 － － － － － － － － － 

溶接Ｂ部 － － － － － － － － － 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑤ コネクティングイーヤ － － ○ 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部
－ － － － － － － － － 

溶接部 － － － － － － － － － 
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表 4－5（15/15） 支持装置強度評価結果（ロッドレストレイント） 

支持装置種類： RTS型 

本体型式： 60 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピン － － － － － － ○ 

③ パイプ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

溶接Ａ部 － － － － － － ○ 

溶接Ｂ部 － － － － － － ○ 

④ 
コネクティングパイプ

溶接部 
－ － － － － － － － － 

⑤ コネクティングイーヤ － － － － － － － － － 

⑥ 
インナー

チューブ

イーヤ

穴部
－ － ○ 

溶接部 － － － － － － ○
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表 4－6（1/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 03 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部 － － － － － － ○ 

ロッド

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)
－ － － － － － ○ 

⑫ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑬ タイロッド － － － － － － ○ 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○
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表 4－6（2/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 06 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部 － － － － － － ○ 

ロッド

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)
－ － － － － － ○ 

⑫ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑬ タイロッド － － － － － － ○ 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○



137 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
2 
別
紙
 R
1 

表 4－6（3/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 1 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部 － － － － － － ○ 

ロッド

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)
－ － － － － － ○ 

⑫ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑬ タイロッド － － － － － － ○ 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○
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表 4－6（4/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 3 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部 － － － － － － ○ 

ロッド

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)
－ － － － － － ○ 

⑫ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑬ タイロッド － － － － － － ○ 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○
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表 4－6（5/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 6 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部 － － － － － － ○ 

ロッド

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)
－ － － － － － ○ 

⑫ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑬ タイロッド － － － － － － ○ 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○
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表 4－6（6/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 10 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部 － － － － － － ○ 

ロッド

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)
－ － － － － － ○ 

⑫ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑬ タイロッド － － － － － － ○ 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○
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表 4－6（7/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 16 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部 － － － － － － ○ 

ロッド

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)
－ － － － － － ○ 

⑫ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑬ タイロッド － － － － － － ○ 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○
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表 4－6（8/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SHP型 

本体型式： 25 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ 
コネクティングパイプ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
イーヤ

(Ｃタイプ) 

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ 

スヘリカル

アイボルト

(Ａタイプ) 

穴部 － － ○ 

ボルト部 － － － － － － ○ 

⑨ 

⑩ 

コンロッド

(Ｂタイプ 

及び 

Ｃタイプ) 

ロッド部 － － － － － － ○ 

ロッド

溶接部 
－ － － － － － ○ 

⑪ 
ターンバックル

(Ａタイプ)
－ － － － － － ○ 

⑫ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑬ タイロッド － － － － － － ○ 

⑭ 
アダプタ

(Ａタイプ及びＢタイプ) 
－ － － － － － ○
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表 4－6（9/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 03 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ コネクティングパイプ － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ イーヤ

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○ 

⑨ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑩ タイロッド － － － － － － ○ 

⑪ アダプタ

本体 － － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○
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表 4－6（10/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 06 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ コネクティングパイプ － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ イーヤ

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○ 

⑨ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑩ タイロッド － － － － － － ○ 

⑪ アダプタ

本体 － － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○
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表 4－6（11/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 1 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ コネクティングパイプ － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ イーヤ

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○ 

⑨ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑩ タイロッド － － － － － － ○ 

⑪ アダプタ

本体 － － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○
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表 4－6（12/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 3 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ コネクティングパイプ － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ イーヤ

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○ 

⑨ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑩ タイロッド － － － － － － ○ 

⑪ アダプタ

本体 － － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○
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表 4－6（13/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 6 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ コネクティングパイプ － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ イーヤ

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○ 

⑨ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑩ タイロッド － － － － － － ○ 

⑪ アダプタ

本体 － － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○
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表 4－6（14/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 10 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ コネクティングパイプ － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ イーヤ

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○ 

⑨ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑩ タイロッド － － － － － － ○ 

⑪ アダプタ

本体 － － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○
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表 4－6（15/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 16 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ コネクティングパイプ － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ イーヤ

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○ 

⑨ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑩ タイロッド － － － － － － ○ 

⑪ アダプタ

本体 － － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○
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表 4－6（16/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-A型 

本体型式： 25 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② ピストンロッド － － － － － － ○ 

③ コネクティングパイプ － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ イーヤ

穴部 － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○ 

⑨ シリンダカバー － － － － － － ○ 

⑩ タイロッド － － － － － － ○ 

⑪ アダプタ

本体 － － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○
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表 4－6（17/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-B型 

本体型式： 40 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 
ピストン 

ロッド

ロッド部 － － － － － － ○ 

ねじ部 － － － － － － ○ 

カラー部 － － － － － － ○ 

③ ロッドカバー － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
ダイレクト 

イーヤ

イーヤ部 － － ○ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○
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表 4－6（18/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-B型 

本体型式： 60 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 
ピストン 

ロッド

ロッド部 － － － － － － ○ 

ねじ部 － － － － － － ○ 

カラー部 － － － － － － ○ 

③ ロッドカバー － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
ダイレクト 

イーヤ

イーヤ部 － － ○ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○
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表 4－6（19/19） 支持装置強度評価結果（オイルスナッバ） 

支持装置種類： SN-B型 

本体型式： 100 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 
ピストン 

ロッド

ロッド部 － － － － － － ○ 

ねじ部 － － － － － － ○ 

カラー部 － － － － － － ○ 

③ ロッドカバー － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ シリンダチューブ － － － － － － ○ 

⑥ 六角ボルト － － － － － － ○ 

⑦ 
ダイレクト 

イーヤ

イーヤ部 － － ○ 

パイプ部 － － － － － － ○ 

⑧ ロッドエンド － － ○
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表 4－7（1/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 01 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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表 4－7（2/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 03 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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表 4－7（3/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 06 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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表 4－7（4/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 1 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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表 4－7（5/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 3 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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表 4－7（6/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 6 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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表 4－7（7/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 10 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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表 4－7（8/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 16 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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表 4－7（9/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 25 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － ○ 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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表 4－7（10/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 40 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － － － － 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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表 4－7（11/11） 支持装置強度評価結果（メカニカルスナッバ） 

支持装置種類： SMS型 

本体型式： 60 （単位：MPa） 

強度部材名称 

引張応力 せん断応力 圧縮応力 支圧応力 
評 

価 
発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

発生 

応力 

許容 

応力 

① ブラケット － － ○ 

② 

ジャンクショ

ンコラム

(Ａタイプ) 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

溶接部 － － － － － － ○ 

③ ロードコラム － － － － － － － － － 

④ ピン － － － － － － ○ 

⑤ 
コネクティングチューブ

(Ａタイプ) 
－ － － － － － ○ 

⑥ 

ケース,

ベアリング 

押さえ及び 

六角ボルト 

ケース － － ○ 

ベアリン

グ押さえ 
－ － － － ○ 

六角 

ボルト 
－ － － － － － ○ 

⑦ イーヤ － － ○ 

⑧ 
ユニバーサル

ボックス
－ － ○ 

⑨ 
コネクティングチューブ

イーヤ部(Ａタイプ)
－ － ○ 

⑩ 
ユニバーサル

ブラケット
－ － ○ 

⑪ 
ダイレクトアタッチ 

ブラケット(Ｂタイプ) 
－ － ○
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1. 概要 

本方針は，空調換気系ダクトに適用し，ダクト及び支持構造物について耐震設計上十分安全で

ある設計とするために考慮すべき事項を定めたものである。 

 

2. 耐震設計の原則 

(1) ダクト及びその支持構造物は，耐震重要度分類に応じた地震力に対して十分な強度を有する

ように設計する。 

(2) ダクトが建物又は構築物相互間を通過する場合は，建物又は構築物の相対変位を考慮し，こ

れに対して問題ない構造とする。 

 

3. ダクト及び支持構造物の設計手順 

ダクトの経路は，建物の形状，機器の配置，配管，ケーブルトレイ等の経路を考慮し，耐震性

を加味して決定する。また，建物及び構築物間の相対変位に十分耐えられるようにする。 

以上を考慮して決定されたダクト経路について支持方法を定めて，ダクトが十分な耐震強度を

有するように支持点を決定する。 

ダクト及び支持構造物の設計，製作，据付までの作業の流れを図3－1に示す。 
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図 3－1 ダクト及び支持構造物の設計作業手順 

  

系統仕様，系統図 
（ダクト仕様） 

機器配置計画図 
（建物基本計画） 

耐震設計の基本方針 
（耐震重要度分類，設計用地震力） 

機器外形図・基礎図 

ダクト計画 

総合配置計画調整 

ダクト支持間隔及び 
支持点位置の決定 

ダクト及び支持構造物
と建物・構築物， 

機器・配管・トレイ等
との位置関係の調整 

ダクト製作図 

製 作 製 作 

支持構造物製作図 

据 付 

検 査 
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4. ダクト設計の基本方針 

4.1 重要度別による設計方針 

ダクトは，耐震重要度分類に応じてクラス分類し，表4－1に示す設計方針とする。 

 

表4－1 耐震重要度分類と設計方針 

分類 耐震重要度分類 機器等の区分 設計方針 

設計基準 

対象施設 

Ｓクラス 

― 

地震時の加速度及び相対変位に対し機能が

保たれるようサポートのスパン長を最大許

容ピッチ以下に確保すること。または，加速

度及び相対変位に対し構造健全性が保たれ

るよう，ダクトの発生曲げモーメントが許

容座屈曲げモーメント以下になるようにす

ること。 

Ｂクラス 

Ｃクラス 

重大事故等 

対処設備 
― 

重大事故等 

クラス２管 

 

4.2 荷重の組合せ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ･･････････････････････････････････････(4．1)＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ･･････････････････････････････････････(4．2) 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ ･･････････････････････････････････････(4．3) 

 

ここで， 

Ｄ：死荷重＊2 

ＰＤ：最高使用圧力による機械的荷重 

ＭＤ：設計上定められた機械的荷重 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓより定まる地震力＊2 

Ｓｄ*：弾性設計用地震力Ｓｄより定まる地震力又は静的地震力＊3 

ＰＳＡＤ：ＳＡ時における最高使用圧力による機械的荷重 

ＭＳＡＤ：ＳＡ時における設計上定められた機械的荷重 

注記＊1：(4．3)式「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」が(4．1)式「Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ」の評

価に包絡される場合は，(4．3)式「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」による評価を省

略する。 

＊2：ダクトは座屈評価のため，死荷重(Ｄ)，地震荷重(Ｓｓ)を考慮して評価を行う。 

＊3：ダクトの耐震支持間隔の算出においては，許容値となる許容座屈曲げモーメント

の算出に当たり，評価手法上，ダクト材の降伏点又は弾性座屈応力を使用するた

め，Ｓｓに対する評価とＳｄ*に対する評価に用いる係数，許容値に差異はない。

したがって，発生曲げモーメントの算出に当たり，表4－2に示すようにＳｄ*が

Ｓｓに包絡される場合は，Ｓｄ*に対する評価を省略する。  
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表4－2 「基準地震動Ｓｓ」と「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的地震力」の比較例 

建物・構築物 設計用地震力 

標高 

（EL） 

(m) 

震度 

静的震度又は 

1.2・ZPA 

設計用床応答*2 

スペクトル 

水平 鉛直 
固有周期 

(s) 
水平 鉛直 

原子炉建物 

基準地震動Ｓｓ 

42.8 

1.75 1.81 

0.066 

4.96 7.49 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的地震力*1 
1.36 0.98 2.64 3.83 

注記＊1：静的震度及び1.2・ZPAのうち，大きな値を示す。（1.2・ZPA：基準床の最大応答加速度

の1.2倍の値） 

＊2：ダクトの固有周期は，設計用床応答スペクトルのピーク周期の1／√2倍よりも短周期側で

あり，水平，鉛直震度は，それぞれ当該固有周期よりも短周期側における最大応答を示す。 

 

4.3 設計用地震力 

ダクトについては，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に示す設計用地震力を用いて評価を行

う。なお，「4.4 ダクトの設計方法」のうち，手法1はダクトの固有振動数が十分剛（20Hz以

上）となる領域で設計することから，静的震度及び1.2・ZPAを使用する。 

また，手法2はダクトの固有周期が0.05秒よりも長周期側で，かつ設計用床応答スペクトルの

ピーク周期の1／√2倍よりも短周期側となる領域で設計することから，設計用床応答スペクト

ルの震度を使用する。減衰は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用い

る。 

なお，手法2に使用する設計用床応答スペクトルの震度は，図4－1に示すように谷埋め／ピー

ク保持を行い，右肩上がりの領域で設計することで保守性を担保する。 

手法3はダクトを多質点系モデルにモデル化して地震応答解析を実施することから，1.2・ZPA

並びに設計用床応答スペクトルの震度を使用する。減衰は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方

針」に記載の減衰定数を用いる。 

 

図4－1 手法2における床応答スペクトルの谷埋め／ピーク保持の例 

固有周期(s)

震

度
：谷埋め／ピーク保持前の床応答スペクトル

：谷埋め／ピーク保持後の床応答スペクトル



 

 

 

5 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
3 
R1
 

 

4.4 ダクトの設計方法 

ダクト及びその支持構造物は適切な剛性を有する設計とする。また，ダクトは長尺物である

ため曲げによる影響が強度評価上支配的であることから，許容座屈曲げモーメントを満足する

支持間隔とすること又は支持点位置を設定することにより耐震性を確保する。 

支持間隔の算定は，ダクトの固有振動数(ｆ)が十分剛（20Hz以上）となるよう算定する手法

とダクトの固有振動数に応じた地震力で算定する手法があり，このうち前者を手法1，後者を手

法2と呼ぶ。 

一方，ダクトのモデル化及び地震応答解析を行い，支持点位置を設定する手法があり，これ

を手法3と呼ぶ。手法3は個別に耐震評価を行う場合に適用する。この3つの手法を用いてダクト

の設計を行う。 

手法1もしくは手法2を適用する場合，ダクトの支持点は，まず手法1の支持間隔で計画し，施

工性及びダクトの周辺条件等を考慮して手法1の支持間隔以内に収まらない場合は，手法2の設

計手法で計画する。 

以上，3つの手法による支持点決定までの設計手順を図4－2に示す。 

 

4.4.1 手法 1の支持間隔算定方法 

ダクトの固有振動数が20Hz以上となる支持間隔と静的震度及び1.2・ZPAによりダクトに生

じる曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となる支持間隔を算定し，いずれか小

さい方を支持間隔とする。 

 

4.4.2 手法 2の支持間隔算定方法 

静的震度及び1.2・ZPA並びに設計用床応答スペクトルから地震力を算定し，ダクトに生じ

る曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となるように支持間隔を算定する。 

 

4.4.3 手法 3の設計方法 

ダクトを多質点系のはり要素にモデル化し，有限要素法によりはりに生じる曲げモーメ

ントを求め，ダクトの許容座屈曲げモーメント以下となるように支持点位置を設定する。 
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図4－2 ダクトの耐震設計手順 

 

  

 
座屈評価 
Ｍ0≦Ｍ 

Fd ≧ 20Hz 

ＳＴＡＲＴ 

 ＥＮＤ 

支持点計画 

静的震度，1.2・ZPA 

地震力の算定 

設計用床応答 
スペクトル 

地震力の算定 

Ｍ0：地震力による曲げモーメント算定 

Ｍ：許容座屈曲げモーメント算定 

Fd：ダクト固有振動数算定 

支持点決定 

NO 

YES 

YES 

NO 

手法 1 手法 2 手法 3 

：手法 1 
：手法 2 
：手法 3 

設計手法の設定 

耐震支持間隔を 

設定する手法 

個別に設計する手法 
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4.5 耐震支持間隔 

ダクトの耐震支持間隔は，ダクトが薄板構造であることを考慮し，手法1及び手法2は，4.5.1

項に，手法3は4.5.2項に示す剛性評価及び座屈強度に基づき定める。 

 

4.5.1 手法 1及び手法 2の座屈評価 

(1) 矩形ダクトの固有振動数 

両端単純支持された矩形ダクトの固有振動数は，次式で与えられる。 

ｆ＝
π

2・ℓ
2・√

Ｅ・Ｉ・g

Ｗ
 ･･･････････････････････････････････（4．4） 

ここで，図4－3に示す矩形ダクトの断面二次モーメントは，次式で与えられる。 

 

Ｉ＝(
ｔ・ｂｅ

3

6
＋ａｅ･ｔ･

ｂｅ
2

2
)･β ･････････････････････････（4．5） 

(4．4)及び(4．5)式の出典：共同研究報告書「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確立

に関する研究」(S60～S61) 

 

なお，上式はダクト長辺に対して平行軸回りの断面二次モーメントであるが，矩形ダクトの

断面二次モーメントは，ダクト長辺に対して平行軸回りが弱軸となるため，弱軸における評価

としている。 

ここで， 

ｆ：固有振動数              (Hz) 

π：円周率                (－) 

ℓ：両端単純支持間隔            (㎜) 

Ｅ：縦弾性係数              (MPa) 

g：重力加速度              (㎜/s2) 

Ｉ：断面二次モーメント          (㎜4) 

Ｗ：ダクト単位長さ重量          (N/㎜) 

β：断面二次モーメントの安全係数＊     (－) 

(幅厚比ｂ／ｔ≦600…β＝0.75，ｂ／ｔ＞600…β＝0.6） 

注記＊：出典 共同研究報告書「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確立に関する研究」

(S60～S61)より，理論値と実験値の比率から定まる係数を用いる。 
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図4－3 矩形ダクトの断面図 

 

(2) 円形ダクトの固有振動数 

両端単純支持された円形ダクトの固有振動数は，次式で与えられる。 

ｆ＝
π

2・ℓ
2・√

Ｅ・Ｉ・g

Ｗ
 ･････････････････････････････････････（4．6） 

ここで，図4－4に示す円形ダクトの断面二次モーメントは，次式で与えられる。  

Ｉ＝
π

64
・(ｄ2

4
-ｄ1

4
) ････････････････････････････････････････（4．7） 

 

ここで， 

ｆ：固有振動数              (Hz) 

π：円周率                (－) 

ℓ：両端単純支持間隔            (㎜) 

Ｅ：縦弾性係数              (MPa) 

g ：重力加速度              (㎜/s2) 

Ｉ：断面二次モーメント          (㎜4) 

Ｗ：ダクト単位長さ重量          (N/㎜) 

 

図4－4 円形ダクトの断面図  

  

 
 

ａ 

ｔ 
ｂ

 

ａｅ

2
 

ａ ：ダクト長辺寸法          (mm) 

ｂ ：ダクト短辺寸法          (mm) 

ａｅ：ダクトフランジの有効幅  (mm) 

ｂｅ：ダクトウェブの有効幅    (mm) 

ｔ ：ダクト板厚              (mm) 

中立軸 

ｂ
ｅ 2

 
ｂ
ｅ 2

 

 

ｄ1 

ｄ2 

ｄ1  ：ダクト内径寸法    (mm) 

ｄ2  ：ダクト外径寸法    (mm) 

Ｒ ：ダクト内半径寸法  (mm) 

ｔ ：ダクト板厚        (mm) 

ａｅ

2
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(3) 矩形ダクトの座屈評価 

両端単純支持はりモデルを図4－5に示す。地震時，両端支持されたダクトに生じる曲げモ

ーメントは次式で与えられる。 

 

Ｍ0＝
α・Ｗ・ℓ

2

8
 ･･･････････（4．8） 

 

図4－5 両端単純支持はり 

 

ここで，設計震度αは水平震度又は鉛直震度の大きい方をダクト短辺寸法に考慮する。な

お，鉛直震度の評価では自重も考慮する。また，ダクトの座屈による大変形を防ぐためにダ

クトに生じる曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となるようにする。 

Ｍ0≦Ｍ ･･････････････････････････････････････････････････（4．9） 

(4．8)，(4．9)式より許容座屈曲げモーメントから定まる支持間隔は次式で与えられる。 

ℓ＝√
8・Ｍ

Ｗ・α
 ･････････････････････････････････････････････（4．10） 

ここで， 

Ｍ ＝Ｓ・ＭＴ ･････････････････････････（4．11） 

ＭＴ＝λ・
π・ｔ・Ｉ

√1－ν
2
・ｂ

2

・√Ｅ･σy･γ ･････････････････････････（4．12） 

Ｉ＝
ｔ・ｂ

3

6
＋ａｅ･ｔ･

ｂ
2

2
 ･････････････････････････（4．13） 

(4．9)から(4．13)式の出典：共同研究報告書「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確立

に関する研究」(S60～S61)  

 

  

α・Ｗ 

ℓ 
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ここで， 

ＭO ：発生曲げモーメント             (N･㎜) 

α ：設計震度（水平震度又は鉛直震度の大きい方＊1）(－) 

Ｗ ：ダクト単位長さ重量             (N/㎜) 

ℓ ：両端単純支持間隔               (㎜) 

Ｍ ：許容座屈曲げモーメント           (N･㎜) 

Ｓ ：許容座屈曲げモーメントの安全係数（＝0.7）  (－) 

ＭＴ ：座屈限界曲げモーメント           (N･㎜) 

λ ：座屈限界曲げモーメントの補正係数*2      (－) 

ｔ ：ダクト板厚                 (㎜) 

Ｉ ：断面二次モーメント             (㎜4) 

ν ：ポアソン比（＝0.3）             (－) 

ｂ ：ダクト短辺寸法               (㎜) 

Ｅ ：縦弾性係数                 (MPa) 

σｙ ：降伏点                   (MPa) 

γ ：座屈限界曲げモーメントの安全係数（＝0.6）*2 (－) 

ａｅ：ダクトフランジの有効幅           (㎜) 

 

注記＊1：矩形ダクトは，形状から弱軸が明確であることから，水平震度又は鉛直震度の大

きい方を設計震度に適用する。 

＊2：出典 共同研究報告書「機器配管系の合理的な耐震設計手法の確立に関する研究」

(S60～S61)より，理論値と実験値の比率から定まる係数を用いる。 
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(4) 円形ダクトの座屈評価 

両端単純支持はりモデルを図4－6に示す。地震時，両端支持されたダクトに生じる曲げモ

ーメントは次式で与えられる。 

 

Ｍ0＝
α・Ｗ・ℓ

2

8
 ･･････････（4．14） 

 

図4－6 両端単純支持はり 

 

ここで，設計震度αは軸直角２方向の震度をベクトル和で組み合わせ，自重が軸直角方向に

作用する場合は，自重も考慮する。また，ダクトの座屈による大変形を防ぐためにダクトに生

じる曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となるようにする。 

 

Ｍ0≦Ｍ ････････････････････････････････････････････････････（4．15） 

(4．14)，(4．15)式より許容座屈曲げモーメントから定まる支持間隔は次式で与えられる。 

ℓ＝√
8・Ｍ

Ｗ・α
 ･････････････････････････････････････････････（4．16） 

 

ここで， 

Ｍ ＝Ｓ・ＭＴ ････････････････････････････････････（4．17） 

ＭＴ＝min (σｃｒ,σｙ)・Ｚ ････････････････････････････････････（4．18） 

σｃｒ＝
Ｍｃｒ

Ｚ
 ････････････････････････････････････（4．19） 

Ｍｃｒ＝
Ｃ・Ｅ・Ｒ・ｔ

2

(1−ν
2
)

 ････････････････････････････････････（4．20） 

Ｚ＝
π

32
･
ｄ2

4
−ｄ1

4

ｄ2

 ････････････････････････････････････（4．21） 

  

α・Ｗ 

ℓ 
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ここで， 

ＭO ：発生曲げモーメント                 (N･㎜) 

α  ：設計震度（軸直角２方向の震度のベクトル和＊） (－) 

Ｗ  ：ダクト単位長さ重量                (N/㎜) 

ℓ  ：両端単純支持間隔                  (㎜) 

Ｍ  ：許容座屈曲げモーメント              (N･㎜) 

Ｓ  ：許容座屈曲げモーメントの安全係数（＝0.7）    (－) 

ＭＴ ：座屈限界曲げモーメント               (N･㎜) 

σｃｒ：弾性座屈応力                     (MPa) 

σｙ ：降伏点                       (MPa) 

Ｚ  ：断面係数                     (㎜3) 

Ｍｃｒ：弾性座屈曲げモーメント                (N･㎜) 

Ｃ  ：弾性座屈曲げモーメントの補正係数（＝0.72）   (－) 

Ｅ  ：縦弾性係数                    (MPa) 

Ｒ  ：ダクト内半径寸法                 (㎜) 

ｔ  ：ダクト板厚                    (㎜) 

ν  ：ポアソン比（＝0.3）               (－) 

π  ：円周率                      (－) 

ｄ1  ：ダクト内径寸法                   (㎜) 

ｄ2  ：ダクト外径寸法                   (㎜) 

注記＊：円形ダクトは，形状から弱軸となる方向がないため，軸直角２方向の震度のベクト

ル和を設計震度に適用する。自重が軸直角方向に作用する場合は，自重も考慮する。 
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4.5.2 手法 3の座屈評価 

手法 3 は個別の設備における耐震評価に適用する手法とすることから，手法 3 におけ

る断面二次モーメント及び許容座屈曲げモーメントの算出方法については，適用する耐

震計算書に個別に示す。 

 

4.6 支持方法 

   手法 1及び 2の場合，以下の(1)～(6)を考慮し，支持構造物を設ける設計とする。手法 3で

は，ダクトに生じる曲げモーメントが許容座屈曲げモーメント以下となるよう，支持構造物を

設ける設計とする。 

(1) 直管部 

ダクトの直管部は，4.5項で求まる支持間隔以下で支持するものとする。また，直管部が長

い箇所には軸方向を拘束する支持構造物を設ける設計とする。 

(2) 曲管部 

曲管部は，直管部に比べ剛性及び強度が低下するが，4.5項で求まる支持間隔は，これら曲

管部の支持間隔縮小率を包絡する支持間隔としている。 

(3) 分岐部 

分岐部は，4.5項で求まる支持間隔に縮小率を乗じた支持間隔を用いて支持点を設計する。 

(4) 重量物の取付部 

ダクトに自動ダンパ等の重量物が取付く場合は，その近傍又は重量物自体を支持するもの

とする。なお，近傍を支持する場合においては，4.5項で求まる支持間隔と，当該重量物を考

慮した支持間隔を用いて，支持点を設計する。 

(5) 伸縮継手部 

ダクトに伸縮継手がある場合は，双方接続部の近傍を支持するものとする。 

(6) ダクトの支持構造物は，原則として建物の壁，天井等に埋め込まれた埋込金物より支持す

るものとする。 

 

4.7 ダクトの構造 

空調換気系ダクトは，構造上，溶接型，ハゼ折型及びスパイラル型に大別され，また，その

断面形状から矩形ダクトと円形ダクトがある。ダクト構造の代表例を図4－7に示す。 

(1) 溶接ダクトは，二隅あるいは四隅を溶接継手とする。補強材として圧力及び自重による面

外荷重に対して必要な強度を有するように定ピッチで全周を形鋼で囲い，ダクトに断続溶接

する。 

(2) ハゼ折ダクトの補強は，定ピッチで全周を形鋼で囲い，ダクトにリベット止めする。 

(3) スパイラルダクトの継目は甲ハゼとし，ダクトの接続はフランジ又は差込み継手とする。 

なお，ダクトと差込み継手は鋼製の鉄板ビスを用いて固定する。 
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図4－7 ダクト構造の代表例 
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4.8 伸縮継手の使用 

   伸縮継手は，設置場所及び設置条件に応じてフレクター又は金属ベローズを使用する。また，

その用途は以下に大別される。伸縮継手構造の代表例を図 4－8に示す。 

(1) ダクトが建物又は構築物相互間を通過する場合は，必要に応じて相対変位を吸収できる伸

縮継手を設ける設計とする。 

(2) ダクトを他の機器類に接続する場合は，必要に応じて相互作用を吸収できる伸縮継手を設

ける設計とする。 

フレクター（断面図） 

 

 

金属ベローズ（断面図） 

 

図 4－8 伸縮継手構造の代表例 

  

ダクト接続フランジ ベローズ パイプ

流路 
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5. 支持構造物設計の基本方針 

5.1 支持構造物の構造及び種類 

支持構造物は，形鋼及び角形鋼管を組み合わせた溶接構造を原則とし，その用途に応じて以

下に大別する。 

(1) ダクト軸直角の2方向を拘束するもの 

(2) ダクト軸方向及び軸直角の3方向を拘束するもの 

(3) ダクト軸方向及び軸直角の3方向並びにモーメントを拘束するもの（アンカ） 

図5－1～図5－4に支持構造物の代表例を示す。 

 

5.2 支持構造物に関する考慮事項 

支持構造物の構造は，ダクトに作用する地震荷重に対し十分な強度を有する構造とする。な

お，ダクトの荷重は，隣接する支持構造物の距離より定まる負担割合（ダクト長さ）から求め

たダクト重量（ダクトに取付くダンパ等の重量物も考慮する）に地震力（震度）を乗じて算出

する。また，ダクトを多質点系モデルにモデル化し，有限要素法による支持点反力を使用する。 

 

 

 

図5－1 2方向(軸直角方向)拘束の代表例 

 

 

図5－2 3方向(軸方向及び軸直角方向)拘束の代表例 
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図5－3 3方向（軸方向及び軸直角方向）並びにモーメント拘束の代表例 

 

 

図 5－4 垂直ダクトの支持の代表例 
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Ⅵ-2-1-14 機器・配管系の計算書作成の方法 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる横形ポンプ（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐

震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

なお，本基本方針は横形ブロワ及びファンにも適用する（その場合は，ポンプをブロワ又は

ファンと読み替える。）。 

ただし，本基本方針が適用できない横形ポンプにあっては，個別耐震計算書にその耐震計算

方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

横形ポンプの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の

組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所に作用する設計用地震

力による応力等が許容限界内に収まることを，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認

することで実施する。また，横形ポンプの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済

加速度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマット」にて示す。 

横形ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 横形ポンプの耐震評価フロー 

横形ポンプの機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

横形ポンプの構造強度評価 

地震時における応力 

計算モデルの設定 

設計用地震力 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒ ｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒ ｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒ ｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力）＊1 
MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離＊1，＊3 mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍｉ 運転時質量＊2 kg 

Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料 

の 40℃における値＊1 
MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，ƒ ｓｂｉ，ƒ ｔｏｉ，ƒ ｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，ｎｉ，ｎ

ｆｉ，Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下

のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

ｉ＝3：原動機取付ボルト 

なお，ポンプと原動機間に減速機がある場合は，次のように定義する。 
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ｉ＝4：減速機取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

ｉ＝3：原動機取付面 

なお，ポンプと原動機間に減速機がある場合は，次のように定義する。 

ｉ＝4：減速機取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 

 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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3. 評価部位 

  横形ポンプの耐震評価は「4.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なる基礎ボルト及び取付ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) 横形ポンプは構造的に 1 個の大きなブロック状をしており，重心の位置がブロック状の

ほぼ中心にあり，かつ，下面が基礎ボルトにて固定されている。 

したがって，全体的に一つの剛体と見なせるため，固有周期は十分に小さく，固有周期

の計算は省略する。 

(2) ポンプ及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

(3) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(4) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

(5) 転倒方向は図 4－1 概要図における軸直角方向及び軸方向について検討し，計算書には計

算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(6) 設計用地震力はⅥ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

なお，横形ポンプは剛体として扱うため，設置床面の最大応答加速度の 1.2 倍の値を用

いて評価する。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

 

 

      軸直角方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

     軸方向 

 

 

 

 

図 4－1 概要図 

基  礎 

原動機 

ポンプ 

ポンプベース 

原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

ポンプベース 

原動機 
ポンプ 

原動機取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

軸中心 

基  礎 
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4.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力の計算方法 

4.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作

用するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2(1) 計算モデル 

（軸直角方向転倒－1  )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ≧0の場合） 

(１ｉ≦２ｉ) 転倒支点となる 
ボルト列 

引張を受ける 
ボルト列 

２i １i 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

ｈ
i 

２i １i 

転倒方向 

据付面又は 
取付面 

(1－Ｃｐ－Ｃｖ )・ｍｉ・g 
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図 4－2(2) 計算モデル 

（軸直角方向転倒－2  )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ＜0の場合） 

 

(１ｉ≦２ｉ) 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

ｈ
i 

２i １i 

転倒方向 

据付面又は 
取付面 

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g 

転倒支点となる 
ボルト列 

引張を受ける 
ボルト列 

２i １i 
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図 4－3(1) 計算モデル 

（軸方向転倒－1   )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ≧0の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3(2) 計算モデル 

（軸方向転倒－2   )Ｃ－(1－Ｃ ｖｐ ＜0の場合） 

(１ｉ≦２ｉ) 
１i ２i 

ｈ
i 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

据付面又は 
取付面 

(1－Ｃｐ－Ｃｖ )・ｍｉ・g 

(１ｉ≦２ｉ) 

１i ２i 

ｈ
i 

(ＣＨ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

据付面又は 
取付面 

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g 

引張を受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

１i ２i 

転倒方向 

転倒方向 

引張を受ける 
ボルト列 

転倒支点となる 
ボルト列 

１i ２i 
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図 4－3(3) 計算モデル 

（軸方向転倒－3  軸方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

              の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3(4) 計算モデル 

（軸方向転倒－4  軸方向の重心位置が，両端のボルトの間にない場合で 

              の場合） 

 

ｈ
i 

(ＣＨ ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

据付面又は 
取付面 

１i 

２i 

(1＋Ｃｐ＋Ｃｖ )・ｍｉ・g 

（２i＋１i )／(２i－１i ）≧ (Ｃｖ＋Ｃｐ ) 

ｈ
i 

(ＣＨ ＋Ｃｐ )・ｍｉ・g 

転倒支点 

据付面又は 
取付面 

１i 

２i 

(Ｃｐ＋Ｃｖ－1)・ｍｉ・g 

（２i＋１i )／(２i－１i ）＜ (Ｃｖ＋Ｃｐ ) 

転倒方向 

転倒方向 

２i－１i  

転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 
引張を受ける 

ボルト列 

２i－１i  
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 4－2 及び図 4－3 で最外列のボルト

を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

なお，ポンプと原動機のベースが共通である場合の基礎ボルト（ｉ＝1）及び計算モデル

図 4－3 の場合のボルト（ｉ＝1～4）については，ポンプ回転によるモーメントは作用しな

い。 

引張力 

計算モデル図 4－2(1)及び 4－3(1)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)＋・(ｎ

・)Ｃ－(1－Ｃ・・ｍ＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

２ｉ１ｉｆｉ

１ｉｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－


 gg
 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
２ｉ１ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

１ｉｖｉＨｉ

－






gg

g

 

 ··················  (4.3.1.1.1) 

【ＳＲＳＳ法】 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
２ｉ１ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

2
１ｉｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－






gg

g

 

((

 

 ··················  (4.3.1.1.2) 

計算モデル図 4－2(2)及び 4－3(2)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)＋・(ｎ

・)Ｃ－(1－Ｃ・・ｍ＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－


 gg
 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

ｉ２ｖｉＨｉ

－






gg

g

 

 ··················  (4.3.1.1.3) 

【ＳＲＳＳ法】 

)＋・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
２ｉ１ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

2
ｉ２ｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－






gg

g

 

((

 

 ··················  (4.3.1.1.4) 
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計算モデル図 4－3(3)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)・(ｎ

・)Ｃ＋Ｃ＋(1・・ｍ＋＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－
 gg

 

)・(ｎ

・・ｍ＋＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

１ｉｖｉＨｉ

－




gg

g

 

 ··················  (4.3.1.1.5) 

【ＳＲＳＳ法】 

)・(ｎ

・・ｍ＋＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
ｉ１２ｉｆｉ

１ｉｉｐ１ｉｉｐｉ

2
１ｉｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－





gg

g

 

((

 

 ··················  (4.3.1.1.6) 

計算モデル図 4－3(4)の場合の引張力 

【絶対値和】 

)・(ｎ

・1)Ｃ＋(Ｃ・・ｍ＋＋Ｍ)・ｈ＋Ｃ・(Ｃ・ｍ
＝Ｆ

ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｖｐｉｐｉｐＨｉ
ｂｉ

－
－


 gg

 

)・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・・・Ｃｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋・ｈ・(Ｃ・ｍ

＝   　　
ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

ｉ２ｖｉＨｉ

－
－






gg

g

 

 ··················  (4.3.1.1.7) 

【ＳＲＳＳ法】 

)・(ｎ

・・ｍ＋Ｍ)＋(ｈ・Ｃ・・ｍ　　　　　　　＋

)・Ｃ＋)・ｈＣ ・・ｍ

＝Ｆ
ｉ１２ｉｆｉ

ｉ２ｉｐｉ２ｉｐｉ

2
ｉ２ｖ

2
ｉＨｉ

ｂｉ
－

－






gg

g

 

((

 

 ··················  (4.3.1.1.8) 

 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

・Ｐ ・10 
・Ｎ2・

60
＝Ｍ 6

π
ｐ 








  ·····························  (4.3.1.1.9) 

（ N･mm/s1kW＝106 ） 

ただし，ベースが共通でポンプと原動機間に減速機がある場合，ポンプ及び減速機取付

ボルト（ｉ＝2及び 4）における（4.3.1.1.9）式中のＮはポンプ回転数とする。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮して定める値で，次式

で求める。 

・1000

60

Ｎ
 2・π・ ・ 

1000

Ｈ
 ・ 

2

1

＝Ｃ

2
ｐ

ｐ
g










  ··························  (4.3.1.1.10) 
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引張応力 

ｂｉ

ｂｉ
ｂｉ

Ａ

Ｆ
＝σ   ··········································  (4.3.1.1.11) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

2 
ｉｂｉ ・ｄ 

4
＝Ａ
π

  ·······································  (4.3.1.1.12) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

 

(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

g・)・ｍ＋Ｃ＝(ＣＱ ｉｐｂｉ Ｈ   ···························  (4.3.1.1.13) 

せん断応力 

ｂｉｉ

ｂｉ
ｂｉ

・Ａｎ

Ｑ
＝τ   ·····································  (4.3.1.1.14) 
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4.4 応力の評価 

4.4.1 ボルトの応力評価 

4.3.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容組合せ応力 ƒ ｔｓｉ以

下であること。ただし，ƒ ｔｏｉは下表による。 

 

ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒ ｔｏｉ]  ···········  (4.4.1.1) 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒ ｓｂｉは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆｉ

2
・1.5  

 Ｆｉ  

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆｉ

1.5・ 3
・1.5 

 Ｆｉ  

1.5・ 3
・1.5 

 

 

 
＊ 

＊ 
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5. 機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の動的機能

維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基

準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」による。 

なお，この適用形式を外れる場合は，加振試験等に基づき確認した加速度を用いることと

し，個別計算書にその旨を記載する。 

 

6. 耐震計算書のフォーマット 

横形ポンプの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2.」から「1.」とする。 
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【フォーマットⅠ  設計基準対象施設としての評価結果】  

【○○○○○ポンプの耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
  ○○建物 

EL   ＊1 
―＊2 ―＊2 ＣＨ＝ ＊3  ＣＶ＝ ＊3 ＣＨ＝ ＊4 ＣＶ＝ ＊4 Ｃｐ＝    

 

 
 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1 

(mm) 

２ｉ＊1 

(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

   
(M  ) 

  
 

   

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
  

   

(M  ) 
  

 

   

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

  
   

(M  ) 
  

 

   

減速機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

  
   

(M  ) 
  

 

   

 

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ  
(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ ＊ 
(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N･mm) 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

     ＊2 

 

  ＊2 

 
     

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

     ＊3 

 

  ＊3 

 
     

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

     ＊2 

 

  ＊2 

 
     

減速機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

     ＊2 

 

  ＊2 

 
     

 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 
＊3：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 
 

 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

  ＊3：最高使用温度で算出 
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Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                            (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

    

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

    

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

    

減速機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                              (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 

引張 σb １＝ ƒ ｔｓ１＝  ＊ σb １＝ ƒ ｔｓ１＝  ＊ 

せん断 τb １＝ ƒ ｓｂ１＝  τb １＝ ƒ ｓｂ１＝  

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張 σb ２＝ ƒ ｔｓ２＝  ＊ σb ２＝ ƒ ｔｓ２＝  ＊ 

せん断 τb ２＝ ƒ ｓｂ２＝ τb ２＝ ƒ ｓｂ２＝ 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

 
引張 σb ３＝ ƒ ｔｓ３＝  ＊ σb ３＝ ƒ ｔｓ３＝  ＊ 

せん断 τb ３＝ ƒ ｓｂ３＝ τb ３＝ ƒ ｓｂ３＝ 

減速機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

 
引張 σb ４＝ ƒ ｔｓ４＝  ＊ σb ４＝ ƒ ｔｓ４＝  ＊ 

せん断 τb ４＝ ƒ ｓｂ４＝ τb ４＝ ƒ ｓｂ４＝ 

注記＊：ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒ ｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。  

 

1.4.2 動的機能維持の評価結果                          (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向   

鉛直方向   

原動機 
水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【フォーマットⅡ  重大事故等対処設備としての評価結果】  

【○○○○○ポンプの耐震性についての計算結果】  

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 
による震度 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
  〇〇建物 
EL    ＊1 

―＊2 ―＊2 ― ― ＣＨ＝ ＊3 ＣＶ＝ ＊3 Ｃｐ＝   

 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

１ｉ＊1 
(mm) 

２ｉ＊1 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ＊1 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

  
   

(M  ) 
  

 

   

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

  
   

(M  ) 
  

 

   

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

  
   

(M  ) 
  

 

   

減速機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

  
   

(M  ) 
  

 

   

 

部材 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ  
(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ ＊ 
(MPa) 

転倒方向 
Ｍｐ 

(N･mm) 弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

        ＊2 

 

      ＊2 

 
―  ―   

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 

        ＊3 

 

      ＊3 

 
―  ―   

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

        ＊2 

 

      ＊2 

 
―  ―   

減速機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

       ＊2 

 

      ＊2 

 
―  ―   

 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

注記＊1：各ボルトの機器要目における上段は軸直角方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は軸方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

  ＊2：周囲環境温度で算出 

  ＊3：最高使用温度で算出 
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Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

 

2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                            (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―  ―  

ポンプ取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

―  ―  

減速機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                               (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 

引張 ― ― σb １＝ ƒ ｔｓ１＝  ＊ 

せん断 ― ― τb １＝ ƒ ｓｂ１＝  

ポンプ取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張 ― ― σb ２＝ ƒ ｔｓ２＝  ＊ 

せん断 ― ― τb ２＝ ƒ ｓｂ２＝ 

原動機取付ボルト 
（ｉ＝3） 

 
引張 ― ― σb ３＝ ƒ ｔｓ３＝  ＊ 

せん断 ― ― τb ３＝ ƒ ｓｂ３＝ 

減速機取付ボルト 
（ｉ＝4） 

 
引張 ― ― σb ４＝ ƒ ｔｓ４＝  ＊ 

せん断 ― ― τb ４＝ ƒ ｓｂ４＝ 

注記＊：ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒ ｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。                       

 

2.4.2 動的機能維持の評価結果                          (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向   

鉛直方向   

原動機 
水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。
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減速機取付ボルト 

１４ ２４ 

転 倒 方 
向 

基礎ボルト 

１１ ２１ 

１１ ２１ 

１２         ２２ 

 

１３ ２３ 

１２    ２２ 

 

転 倒 方 向 
 

原動機取付ボルト 
 

 
 
 
 
 
 
 

  

１３               ２３ 

Ｃ～Ｃ矢視図 

（原動機取付ボルト） 
 

転 倒 方 向  
 

 

 
 
 
 
 
 

  

 

 

Ｄ～Ｄ矢視図 

（減速機取付ボルト） 

 

   

  
 
 
 
 
 
 
 
 
                

（１ｉ≦２ｉ）     Ａ～Ａ矢視図  
                  （基礎ボルト）   

    

Ａ 

 

Ｃ 

Ｃ 

１４ ２４ 

Ｄ Ｄ 

ｈ
１
 

 
２
１
 

 
１
１

 

 
１
２
 

 
２
２

 
 
２
３
 

 
１
３
 

ｈ
２
 

ｈ
４
 

ｈ
３
 

2
0
0 

(ポンプ取付ボルト) 

 

Ａ 

 

Ｃ 

 

Ｂ～Ｂ矢視図 

 

Ｂ 

Ｂ 

Ａ 

 

ポンプ取付ボルト 

転 倒 方 向 

ｍ 3･g 

ｍ 4･g 

ｍ 2･g 
ｍ 1･g 

転 倒 方 向 

 １
４
 

 

 ２
４
 

 

軸直角方向 

軸
方
向
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添付資料-2 立形ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる立形ポンプ（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐

震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従う。 

ただし，本基本方針が適用できない立形ポンプにあっては，個別耐震計算書にその耐震計算

方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

   立形ポンプの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.2 固有周

期の計算」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まること

を，「4. 固有値解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，

立形ポンプの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機器の機能

維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「5. 機

能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォ

ーマット」に示す。 

立形ポンプの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 立形ポンプの耐震評価フロー 

 

設計用地震力 

立形ポンプの機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震時における応力 

立形ポンプの構造強度評価 

地震応答解析 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

Ａｃ バレルケーシング又はコラムパイプの断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｐ ポンプ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｃ バレルケーシング又はコラムパイプの内径 mm 

Ｄｉ ボルトのピッチ円直径＊1 mm 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ ＊ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

ƒ ｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒ ｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒ ｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力）＊1 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈｐ 予想最大両振幅 μm 

Ｍ 図 4－2 計算モデルによる多質点解析により求められる水平方向地

震及び水平方向のポンプ振動によるモーメント 

N･mm 

Ｍ 0 図 4－2 計算モデルによる多質点解析により求められる水平方向地

震によるモーメント 

N･mm 

Ｍ cp 図 4－2 計算モデルによる多質点解析により求められる水平方向の

ポンプ振動によるモーメント 

N･mm 

Ｍｉ 

 

図 4－2 計算モデルのイ，ロ，ハ及びニを支点とする水平方向

地震及び水平方向のポンプ振動による転倒モーメント＊2 

N･mm 

Ｍ 0i 

 

図 4－2 計算モデルのイ，ロ，ハ及びニを支点とする水平方向

地震による転倒モーメント＊2 

N･mm 

Ｍ cpi 

 

図 4－2 計算モデルのイ，ロ，ハ及びニを支点とする水平方向

のポンプ振動による転倒モーメント＊2 

N･mm 

Ｍｐ ポンプ回転により作用するモーメント N･mm 

ｍ バレルケーシング付根部に対しては，ポンプ床下部質量 

コラムパイプ付根部に対しては，コラムパイプ総質量 

kg 

ｍｉ 運転時質量＊3 kg 

Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数＊1 ― 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｐｃ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧 MPa 

Ｑｂｉ 

 

図 4－2計算モデルのイ，ロ，ハ及びニにおける水平方向地震

及び水平方向のポンプ振動によりボルトに作用するせん断力＊1 

N 
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記号 記号の説明 単位 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 MPa 

Ｓａ バレルケーシング又はコラムパイプの許容応力 MPa 

Ｓｕ，Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙ，Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値＊1 

MPa 

ＴＨｉ 水平方向固有周期＊4 ｓ 

ＴＶｉ 鉛直方向固有周期＊4 ｓ 

ｔ バレルケーシング又はコラムパイプの厚さ mm 

Ｚ バレルケーシング又はコラムパイプの断面係数 mm3 

π 円周率 ― 

σ バレルケーシング又はコラムパイプの一次一般膜応力の最大値 MPa 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

σｃＨ 水平方向地震及び水平方向のポンプ振動によりバレルケーシング

又はコラムパイプに生じる応力 

MPa 

σｃＨ 1 σｃＨのうち水平方向地震により生じる応力 MPa 

σｃＨ 2 σｃＨのうち水平方向のポンプ振動により生じる応力 MPa 

σｃｖ 鉛直方向地震，自重及び鉛直方向のポンプ振動によりバレルケー

シング又はコラムパイプに生じる応力 

MPa 

σｃｖ 1 σｃｖのうち鉛直方向地震により生じる応力 MPa 

σｃｖ 2 σｃｖのうち自重及び鉛直方向のポンプ振動により生じる応力 MPa 

σｚＰ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧による軸方向応力 MPa 

σθＰ バレルケーシング又はコラムパイプの内圧による周方向応力 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

注記＊1：Ａｂｉ，Ｄｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ＊，Ｆｂｉ，ƒ ｓｂｉ，ƒ ｔｏｉ，ƒ ｔｓｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，

Ｑｂｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のと

おりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト 

ｉ＝3：原動機台取付ボルト 

ｉ＝4：原動機取付ボルト 

なお，ポンプ取付ボルト（上），（下）がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取付ボルト

（下），ｉ＝3：ポンプ取付ボルト（上）とし，ｉ＝3 をｉ＝4，ｉ＝4 をｉ＝5 とする。 

＊2：Ｍｉ，Ｍ 0ｉ及びＭ cpiの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：イ 

ｉ＝2：ロ 

ｉ＝3：ハ 

ｉ＝4：ニ 
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＊3：ｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：ポンプ取付面 

ｉ＝3：原動機台取付面 

ｉ＝4：原動機取付面 

なお，ポンプ取付面（上），（下）がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取付面（下）， 

ｉ＝3：ポンプ取付面（上）とし，ｉ＝3をｉ＝4，ｉ＝4をｉ＝5とする。 

＊4：ＴＨｉ，ＴＶｉの添字ｉの意味は，固有周期の次数を示す。 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 

 

3. 評価部位 

  立形ポンプの耐震評価は「4.1 固有値解析及び構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐

震評価上厳しくなる基礎ボルト，取付ボルト並びにバレルケーシング及びコラムパイプについて

評価を実施する。また，海水ポンプのように，コラムパイプ端部をサポートで水平方向の支持を

する場合には，サポート基礎ボルトについて評価を実施する。 
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4. 固有値解析及び構造強度評価 

4.1 固有値解析及び構造強度評価方法 

立形ポンプの固有値解析及び構造評価に用いる解析モデルの作成条件を以下に示す。 

(1) ポンプは基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

(2) ポンプは原動機も含めて多質点モデルにてモデル化し，軸とケーシングとを分け軸受部を

ばねで接続した複列式多質点モデルとする。また，解析モデルは水平方向及び鉛直方向の

応答を考慮した２次元の解析モデルとする。 

(3) モデル化に際しては，原動機，ポンプ及び内容物の質量は各質点に集中するものとする。 

(4) ピットバレル形立形ポンプの下部サポートは水平方向に対して剛性が十分に大きく鉛直方

向は拘束しないため，ローラ支点としてモデル化し，水平方向の地震力を受ける。 

(5) 地震力はポンプに対して水平方向及び鉛直方向から作用する。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(7) 固有値解析及び地震応答解析に用いる解析コードは「ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ピットバレル形立形ポンプ】       【ターボ形立形ポンプ（海水ポンプ）】 

図 4－1 概要図 

原動機 

ポンプ 

コラムパイプ 

バレルケーシング 
下部サポート 

基礎 

原動機取付ボルト 

 ポンプ取付ボルト 

基礎ボルト 

コラムパイプ 

基礎 

基礎 

原動機 

サポート 

サポート取付ボルト 

サポートベース 

サポート基礎ボルト 
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4.2 固有周期の計算 

立形ポンプの固有周期について，「4.1 固有値解析及び構造強度評価方法」に基づき作成

した解析モデルにより計算する。 

 

4.3 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

4.4 計算方法 

4.4.1 応力の計算方法 

    ポンプが鉛直方向について剛構造であることを確認のうえ，以下の式により応力の計算

を行う。 

4.4.1.1 ボルトの計算方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－2 計算モデル 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：ポンプ取付ボルト＊ 

ｉ＝3：原動機台取付ボルト＊ 

ｉ＝4：原動機取付ボルト＊ 

Ｄ i 

転倒支点 

転倒支点から最 

も離れたボルト 

ポンプ中心 

イ 
ロ 

ハ 

ニ 

軸 

軸受

け 

バレルケーシング 

コラムパイプ 

注記＊：ポンプ取付ボルト（上），（下）がある場合は，ｉ＝2：ポンプ取

付ボルト（下），ｉ＝3：ポンプ取付ボルト（上）とし，ｉ＝3を

ｉ＝4，ｉ＝4をｉ＝5とする。 
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ボルトの応力は地震による震度，ポンプ振動による震度及びポンプ回転により作用

するモーメントによって生じる引張力とせん断力について計算する。 

なお，転倒モーメント及びせん断力は，水平方向には設計震度とポンプ振動による

震度を考慮し，地震応答解析により算出する。 

 

(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は転倒支点から正比例した力が作用するものとし，最も厳し

い条件として転倒支点から最も離れたボルトについて計算する。 

引張力 

【絶対値和】 

ｉｆｉ

ｉ
ｉｖｐｉ

ｂｉ

・Ｄ・ｎ
8

3
2

Ｄ
 ・・)・ｍ－Ｃ－（1－ＣＭ

＝Ｆ

 

g

  ·············  (4.4.1.1.1) 

【ＳＲＳＳ法】 

ｉｆｉ

ｉ
ｉｐ0

ｂｉ

・Ｄ 
8

3
2

ｍ－1)（＋

・ｎ

Ｄ
 ・・・ＣＭcpi＋

2

2

Ｄｉ
 ・Ｃｖ・ｍｉ・＋2ｉＭ

＝Ｆ

gg 








 

  ··············  (4.4.1.1.2) 

 

ここで，Ｍｉ，Ｍ 0i及びＭ cpiは解析により求める。 

また，Ｃｐはポンプ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮して定める値で，

次式で求める。 

・1000

60

Ｎ
 2・π・ ・ 

1000

Ｈ
 ・ 

2

1

＝Ｃ

2
ｐ

ｐ
g










  ···························  (4.4.1.1.3) 

 

引張応力 

ｂｉ

ｂｉ
ｂｉ

Ａ

Ｆ
＝σ   ···········································  (4.4.1.1.4) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

2 
ｉｂｉ ・ｄ 

4
＝Ａ
π

  ········································  (4.4.1.1.5) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力はボルト全本数で受けるものとして計算する。なお，基礎

ボルト（ｉ＝1）については，ポンプ回転によるモーメントは作用しない。 

せん断力 

せん断力は地震応答解析により求めるＱｂｉ及びポンプ回転により作用するモーメ

ントＭｐを考慮して求める。 

 

せん断応力 

ｉｂｉ

ｉｐｉｂ
ｉｂ

Ａ・ｎ

／Ｄ・Ｍ ＋2Ｑ
＝τ   ·····························  (4.4.1.1.6) 

ここで，ポンプ回転により作用するモーメントＭｐは次式で求める。 

・Ｐ ・10 
・Ｎ2・

60
＝Ｍ 6

π
ｐ 








  ·····························  (4.4.1.1.7) 

N･mm/s）（1kW＝106  

 

4.4.1.2 バレルケーシング及びコラムパイプの計算方法 

バレルケーシング及びコラムパイプの応力は次式により求める。 

(1) 水平方向地震及びポンプ振動による応力 

多質点モデルを用いて応答計算を行い，得られた各部に働くモーメントにより，曲

げ応力は以下のようになる。 

【絶対値和】 

Ｚ

Ｍ
＝Ｈｃσ   ··············································  (4.4.1.2.1) 

【ＳＲＳＳ法】 

Ｚ

Ｍ
＝Ｈ1ｃσ 0   ············································  (4.4.1.2.2) 

Ｚ

Ｍ
＝

ｃｐ
Ｈ2ｃσ   ···········································  (4.4.1.2.3) 

(2) 鉛直方向地震及びポンプ振動による応力 

【絶対値和】 

c

pｖ
ｖc

Ａ

）・ｍ・＋Ｃ（1＋Ｃ
＝σ

g
  ···························  (4.4.1.2.4) 

【ＳＲＳＳ法】 

c

ｖ
ｖc

Ａ

・ｍ・Ｃ
σ ＝

g
1   ····································  (4.4.1.2.5) 



 

 11 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
2)
 R

1 

c

p
ｖc

Ａ

）・ｍ・（1＋Ｃ
σ ＝

g
2   ······························  (4.4.1.2.6) 

(3) 内圧による応力 

ｔ2・

Ｄ・Ｐ
＝

cc
θＰσ   ·········································  (4.4.1.2.7) 

4・ｔ

Ｄ・Ｐ
＝

cc
ｚＰσ  ·········································  (4.4.1.2.8) 

以上の(1)～(3)の各応力から，一次一般膜応力は 

【絶対値和】 

）（＝Max θＰＰＨ σ，σ＋σ＋σσ ｚcvc   ····················  (4.4.1.2.9) 

【ＳＲＳＳ法】 

    ）（＝Max θＰＰＨ2ｃｖｃ σ，σ＋σ＋σ＋σ＋σσ ｚcv2c
2

1
2

Ｈ1  

  ···················  (4.4.1.2.10) 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 
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4.5 応力の評価 

4.5.1 ボルトの応力評価 

4.4.1.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容組合せ応力 ƒ ｔｓｉ以

下であること。ただし，ƒ ｔｏｉは下表による。 

 

ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒ ｔｏｉ]  ·················  (4.5.1.1) 

 

せん断応力τｂｉはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒ ｓｂｉ以下であるこ

と。ただし，ƒ ｓｂｉは下表による。 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

Ｆｉ

2
・1.5  

 Ｆｉ  

2
・1.5 

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

Ｆｉ

1.5・ 3
・1.5 

 Ｆｉ  

1.5・ 3
・1.5 

 
＊ 

＊ 
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4.5.2 バレルケーシング及びコラムパイプの応力評価 

4.4.1.2 項で求めた応力が最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であること。ただし，

Ｓａは下表による。 

 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強

さＳｕの 0.6 倍のいずれか小

さい方の値。ただし，オース

テナイト系ステンレス鋼及び

高ニッケル合金にあっては許

容引張応力Ｓの 1.2 倍の方が

大きい場合は，この大きい方

の値とする。 

設計引張強さＳｕの 0.6倍 
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5. 機能維持評価 

5.1 動的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の動的機能維

持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。なお，水平方向の機能維

持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度又は設置床の最大応答

加速度のいずれか大きい方とする。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」による。 

なお，この適用形式を外れる場合は，加振試験等に基づき確認した加速度を用いることとし，

個別計算書にその旨を記載する。 

 

6. 耐震計算書のフォーマット 

立形ポンプの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備に

示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章番を

「2.」から「1.」とする。 
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【フォーマットⅠ  設計基準対象施設としての評価結果】  

【○○○○ポンプの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

  
〇〇建物 

EL    ＊1 
  

ＣＨ＝   ＊2 

又は＊3 
ＣＶ＝ ＊2 

ＣＨ＝ ＊4 

又は＊5 
ＣＶ＝  ＊4 Ｃｐ＝     

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）により得られる震度 
  ＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 
  ＊5：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 
 
1.2 機器要目 

(1) ボルト                                                        (2) バレルケーシング，コラムパイプ 

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

 

 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ 
Ｍｐ 

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ ＊

 

(MPa) 

 

部材 
Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄｃ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

 
基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

 

(M  ) 

 

 
   ＊2 ＊2   バレルケーシング ＊ ＊ ＊   

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
  

 

(M  ) 

 

 
   ＊1 ＊1   コラムパイプ ＊ ＊ ＊   

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
  

 

(M  ) 

 

 
   ＊1 ＊1   

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
  

 

(M  ) 

 

 
   ＊1 ＊1   

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
  

 

(M  ) 

 

 
   ＊2 ＊2   

Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

注記＊：最高使用温度で算出 
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1.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力                                                      (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力 

(単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N)  

部材 

Ｍ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
      バレルケーシング   

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
      コラムパイプ   

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
      

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
      

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
      

 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期              (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 ＴＨ１＝ 

鉛直方向 

 

ＴＶ１＝ 

 

1.4.2 ボルトの応力                                    (単位：MPa)    1.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力           (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

 

 

部材 材料  
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力  
バレルケーシング  

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝   Ｓａ＝ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 

引張 σb １＝ ƒ ｔｓ１＝  ＊ σb １＝ ƒ ｔｓ１＝  ＊  基準地震動Ｓｓ σ＝ Ｓａ＝ 

せん断 τb １＝ ƒ ｓｂ１＝  τb １＝ ƒ ｓｂ１＝   
コラムパイプ  

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
σ＝   Ｓａ＝ 

ポンプ取付ボルト(下)  

（ｉ＝2） 
 

引張 σb ２＝ ƒ ｔｓ２＝  ＊ σb ２＝ ƒ ｔｓ２＝  ＊  基準地震動Ｓｓ σ＝ Ｓａ＝ 

せん断 τb ２＝ ƒ ｓｂ２＝ τb ２＝ ƒ ｓｂ２＝  すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上)  

（ｉ＝3） 
 

引張 σb ３＝ ƒ ｔｓ３＝  ＊ σb ３＝ ƒ ｔｓ３＝  ＊ 

 

せん断 τb ３＝ ƒ ｓｂ３＝ τb ３＝ ƒ ｓｂ３＝ 

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
 

引張 σb ４＝ ƒ ｔｓ４＝  ＊ σb ４＝ ƒ ｔｓ４＝  ＊ 

せん断 τb ４＝ ƒ ｓｂ４＝ τb ４＝ ƒ ｓｂ４＝ 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
 

引張 σb ５＝ ƒ ｔｓ５＝  ＊ σb ５＝ ƒ ｔｓ５＝  ＊ 

せん断 τb ５＝ ƒ ｓｂ５＝ τb ５＝ ƒ ｓｂ５＝ 

注記＊：ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒ ｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。                                         
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1.4.4 動的機能維持の評価結果               (×9.8m/s2) 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向   

鉛直方向   

原動機 
水平方向   

鉛直方向   
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1.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

1     

2     

3     

4     

5     

6     

7     

8     

9     

10     

11     

12     

13     

14     

15     

16     

17     

18     

19     

20     

21     

22     

23     

24     

25     

26     

27     

28     

29     

30     

31     

32     

 

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 ばねの方向 

1 15 (N/mm)  

3 17 (N/mm)  

6 20 (N/mm)  

9 23 (N/mm)  

12 38 (N/mm)  

13 39 (N/mm)  

17 27 (N/mm)  

31 33 (N･mm/rad)  
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(－) 
材質 

1      

2      

3      

4      

5      
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【フォーマットⅡ  重大事故等対処設備としての評価結果】  

【○○○○ポンプの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び 

床面高さ(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用 

温度 

(℃) 

周囲環境 

温度 

(℃) 

最高使用圧力(MPa) 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 
吸込側 吐出側 

  
〇〇建物 

EL     ＊1 
  ― ― 

ＣＨ＝  ＊2 

又は＊3 
ＣＶ＝ ＊2 Ｃｐ＝     

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

 

2.2 機器要目 

(1) ボルト                                                         (2) バレルケーシング，コラムパイプ 

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

 

Ｈｐ 

(μm) 

Ｎ 

(rpm) 

  

部材 
ｍｉ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ ｎｆｉ 
Ｍｐ 

(N･mm) 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ ＊

 

(MPa) 

 

部材 
Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｄｃ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

 

(M  ) 

 

 
   ＊2 ＊2 ―  バレルケーシング ― ＊ ＊   

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
  

 

(M  ) 

 

 
   ＊1 ＊1 ―  コラムパイプ ― ＊ ＊   

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
  

 

(M  ) 

 

 
   ＊1 ＊1 ―  

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
  

 

(M  ) 

 

 
   ＊1 ＊1 ―  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
  

 

(M  ) 

 

 
   ＊2 ＊2 ―  

注記＊：最高使用温度で算出 
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2.3 計算数値 

(1) ボルトに作用する力                                                      (2) バレルケーシング，コラムパイプに作用する力 

 (単位：N･mm) 

部材 

Ｍｉ(N･mm) Ｆｂｉ(N) Ｑｂｉ(N)  

部材 

Ｍ 

 
弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

弾性設計用 

地震動Ｓｄ又は

静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  ―  バレルケーシング ―  

ポンプ取付ボルト(下) 

（ｉ＝2） 
―  ―  ―  コラムパイプ ―  

ポンプ取付ボルト(上) 

（ｉ＝3） 
―  ―  ―  

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
―  ―  ―  

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
―  ―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 固有周期              (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 ＴＨ１＝ 

鉛直方向 ＴＶ１＝ 

 

2.4.2 ボルトの応力                                    (単位：MPa)     2.4.3 バレルケーシング，コラムパイプの応力           (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

 

 

 

部材 材料  
一次一般膜応力 

算出応力 許容応力 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力  
バレルケーシング  

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ― 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 

引張 ― ― σb １＝ ƒ ｔｓ１＝  ＊  基準地震動Ｓｓ σ＝ Ｓａ＝ 

せん断 ― ― τb １＝ ƒ ｓｂ１＝   
コラムパイプ  

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
― ― 

ポンプ取付ボルト(下)  

（ｉ＝2） 
 

引張 ― ― σb ２＝ ƒ ｔｓ２＝  ＊  基準地震動Ｓｓ σ＝ Ｓａ＝ 

せん断 ― ― τb ２＝ ƒ ｓｂ２＝  すべて許容応力以下である。 

ポンプ取付ボルト(上)  

（ｉ＝3） 
 

引張 ― ― σb ３＝ ƒ ｔｓ３＝  ＊ 

 

せん断 ― ― τb ３＝ ƒ ｓｂ３＝ 

原動機台取付ボルト 

（ｉ＝4） 
 

引張 ― ― σb ４＝ ƒ ｔｓ４＝  ＊ 

せん断 ― ― τb ４＝ ƒ ｓｂ４＝ 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝5） 
 

引張 ― ― σb ５＝ ƒ ｔｓ５＝  ＊ 

せん断 ― ― τb ５＝ ƒ ｓｂ５＝ 

注記＊：ƒ ｔｓｉ＝Min[1.4・ƒ ｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒ ｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。              
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2.4.4 動的機能維持の評価結果                (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

ポンプ 
水平方向   

鉛直方向   

原動機 
水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度。なお，水平方向の機能維持評価用加速度はコラム先端（原動機にあっては軸受部）の応答加速度 

又は設置床の最大応答加速度のいずれか大きい方とする。 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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2.5 その他の機器要目 

(1) 節点データ 

節点番号 
節点座標(mm) 

x y z 

1    

2    

3    

4    

5    

6    

7    

8    

9    

10    

11    

12    

13    

14    

15    

16    

17    

18    

19    

20    

21    

22    

23    

24    

25    

26    

27    

28    

29    

30    

31    

32    

33    

34    

35    

36    

37    

38    

39    

40    
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(2) 要素の断面性状 

断面特性番号 

（要素番号） 

要素両端の節点 

番号 

材料 

番号 

断面積 

(mm2) 

断面二次 

モーメント 

(mm4) 

1     

2     

3     

4     

5     

6     

7     

8     

9     

10     

11     

12     

13     

14     

15     

16     

17     

18     

19     

20     

21     

22     

23     

24     

25     

26     

27     

28     

29     

30     

31     

32     

 

(3) ばね結合部の指定 

ばねの両端の節点番号 ばね定数 ばねの方向 

1 15 (N/mm)  

3 17 (N/mm)  

6 20 (N/mm)  

9 23 (N/mm)  

12 38 (N/mm)  

13 39 (N/mm)  

17 27 (N/mm)   

31 33 (N･mm/rad)   
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(4) 節点の質量 

節点番号 
質量 

(kg) 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

23  

24  

25  

26  

27  

28  

29  

30  

31  

32  

33  

34  

35  

36  

37  

38  

39  

40  
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(5) 材料物性値 

材料番号 
温度 

(℃) 

縦弾性係数 

(MPa) 

質量密度 

(kg/mm3) 

ポアソン比 

(－) 
材質 

1      

2      

3      

4      

5      
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コラムパイプ 

バレルケーシング 
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添付資料-3 スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての

計算書作成の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められてい

るスカート支持たて置円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）

が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものであ

る。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できないスカート支持たて置円筒形容器にあっては，個別耐震計算

書にその耐震計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

スカート支持たて置円筒形容器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定し

た荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所におい

て，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 

耐震計算書のフォーマット」にて示す。 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

 

計算モデルの設定 

理論式による固有周期 

地震時における応力 

スカート支持たて置円筒形容器の構造強度評価 

設計用地震力 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 胴の軸断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ スカートの軸断面積 mm2 

Ａｓｅ スカートの有効せん断断面積 mm2 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 ― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｄｊ スカートに設けられた各開口部の穴径（ｊ＝1，2，3…ｊ１） mm 

Ｄｓ スカートの内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ スカートの縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 ― 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂｍ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃｍ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｍ スカートの許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 
引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 
MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ スカートのせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

Ｉｓ スカートの断面二次モーメント mm4 

ｊ１ スカートに設けられた開口部の穴の個数 ― 

＊  
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記号 記号の説明 単位 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 ― 

 胴のスカート接合点から重心までの距離 mm 

１，２ 
基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図5－2に示す距離） 
mm 

ｒ 容器の重心から上端支持部までの距離 mm 

ｓ スカートの長さ mm 

Ｍｓ スカートに作用する転倒モーメント N･mm 

Ｍｓ１ スカートの上端部に作用する転倒モーメント N･mm 

Ｍｓ２ スカートの下端部に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器のスカート接合部から上部の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ 重心に作用する任意の水平力 N 

Ｑ′ Ｑにより上端の支持部に作用する反力 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 
MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

ＴＨ 水平方向固有周期 ｓ 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｔｓ スカートの厚さ mm 

Ｙ スカート開口部の水平断面における最大円周長さ mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 ― 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

δ 荷重Ｑによる容器の上端での変位量 mm 

δ′ 荷重Ｑ′による容器の上端での変位量 mm 

δ０ 荷重Ｑ，Ｑ′による容器の重心での変位量 mm 

η 座屈応力に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 
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記号 記号の説明 単位 

ρ′ 液体の密度 kg/mm3 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 
地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 
MPa 

σ２ｔ 
地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 
MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ スカートの組合せ応力 MPa 

σｓ１ スカートの運転時質量による軸方向応力 MPa 

σｓ２ 

水平方向地震によりスカートに生じる曲げモーメントによる 

軸方向応力 
MPa 

σｓ３ スカートの鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ１，σφ１ 静水頭又は内圧により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の運転時質量による軸方向引張応力 MPa 

σｘ３ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ４ 水平方向地震により胴に生じる曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｘ５ 胴の鉛直方向地震による軸方向引張応力 MPa 

σｘ６ 胴の鉛直方向地震による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｓ 地震によりスカートに生じるせん断応力 MPa 

φ１(ｘ) 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２(ｘ) 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3位 四捨五入 小数点以下第 2位 

質量 kg ― ― 整数位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

スカートの厚さ mm ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

耐震評価上厳しくなる胴，スカート及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

スカート支持たて置円筒形容器の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 容器はスカートで支持され，スカート下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の

基礎ボルトで基礎に固定されており，固定端とする。 

c. 胴とスカートをはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. スカート部材において，マンホール等の開口部があって補強をしていない場合は，欠損

の影響を考慮する。 

e. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器は，前記の条件より図4－1に示す下端固定の1質点系振動モデルあるいは下端固

定上端支持の1質点系振動モデルとして考える。 

 

 
g ＣＨ・ｍ０・  



ｓ ｓ



ｒg ＣＨ・ｍ０・  

g ｍ０・  g ｍ０・  （1＋Ｃｖ） （1＋Ｃｖ） 

 

下端固定の場合         下端固定上端支持の場合 

 

図4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

a. 下端固定の場合 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

)＋・3・・3・ ・( 
・Ｉ3・Ｅ

1
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000Ｋ  3  2  2 

3 

Ｈ ｓｓｓ
ｓｓ

＋ 






 





ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ
 ＋ 

Ｇ・Ａ
 ＋


   ····························  (4.1.1) 
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ここで，スカートの開口部（図4－2参照）による影響を考慮し，胴及びスカートの断面

性能は次のように求める。 

胴の断面性能は次式で求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

Ｉ＝  3 
ｉ

π
   ·····································  (4.1.2) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π    ·······························  (4.1.3) 

スカートの断面性能は次式で求める。 

・Ｙ・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 
4

1
 －・ｔ)＋ｔ・(Ｄ 

8
＝Ｉ ｓｓｓｓｓｓｓ

 2  3 π
 

 ··························  (4.1.4) 

スカート開口部の水平断面における最大円周長さは次式で求める。 

（図 4－2及び図 4－3参照） 










ｓｓ
ｓｓ

＋ｔＤ

Ｄ
)・sin＋ｔ(Ｄ＝Ｙ

ｊ
ｊ１

ｊ＝

－１Σ
1

   ······················  (4.1.5) 

ｓｓｓｓｅ )－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ・{ 
3

2
＝Ａ π    ······················  (4.1.6) 

したがって，固有周期は次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・2・＝Ｔ π    ·········································  (4.1.7) 

 

 

Ｄ２ 

Ｄ３ 

Ｄｊ１ 

Ｄ１ 

 

 

図4－2 スカート開口部の形状 

 

ｔｓ

Ｄｓ Ｙ  

図4－3 スカート開口部の水平断面における最大円周長さ 

ｓ
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b. 下端固定上端支持の場合 

重心の位置に水平方向の荷重Ｑが作用したときに上端の支持部に生じる反力Ｑ′は，

図4－4に示すように荷重Ｑ及び反力Ｑ′による上端の変位量δとδ′が等しいとし

て求める。 

 

 

図4－4 下端固定上端支持の場合の変形モデル 

 

図4－4の(1)の場合 

ｓｓ・Ｉ6・Ｅ

Ｑ
)＋＋3・・(2・

6・Ｅ・Ｉ

Ｑ・
＝ ｒ

2 

δ 


 

)}＋＋・(・6・ ＋・3・ ＋2・ ・{ ｒｓｓｒｓｓ
 2  3   

ｓｅｓ

ｓ

ｅ ・ＡＧ

Ｑ・
＋

Ｇ・Ａ

Ｑ・
＋


   ·································  (4.1.8) 

図4－4の(2)の場合 

ｓｓ

ｒ

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ′
＋

3・Ｅ・Ｉ

)＋Ｑ′・(
′＝

3 

δ


 

}＋)・＋3・( ＋・)＋3・( ・{  3  2  2 
ｓｓｒｓｒ   

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ

・Ｑ′
＋

Ｇ・Ａ

)＋・(Ｑ′
＋


   ···························  (4.1.9) 

（4.1.8）式と（4.1.9）式を等しく置くことにより， 

ｓｓ

ｓｓｓ

ｅｓｓ

ｓ

ｅ

ｓｓ

ｓｓｓｓ

・Ｉ3・Ｅ

＋)・＋3・( ＋・)＋3・(
　　　　

＋ 
3・Ｅ・Ｉ

)＋(
 ／ 

・ＡＧ
 ＋ 

Ｇ・Ａ
 ＋　　　

・Ｉ6・Ｅ

)＋＋・(・6・ ＋・3・ ＋2・
 ＋　　　

6・Ｅ・Ｉ

)＋3・2・ ・(
 Ｑ′＝Ｑ・

3  2  2 

3 

 2 3 

2

ｒｒ

ｒ

ｒｒ

ｒ





















 





ｅｓｓ

ｓ

ｅ

ｒ

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ

＋
＋


   ····························  (4.1.10) 

Ｑ 
Ｑ 

δ′ δ 

 r 



 s

 r 



 s

 r 



 s

δ０ 

(1) (2) (3) 

Ｑ′ Ｑ′ 
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したがって，図4－4の(3)に示す重心位置での変位量δ０は図4－4の(1)及び(2)の重心位

置での変位量の重ね合わせから求めることができ，ばね定数ＫＨは次式で求める。 



































ｓｓ

ｒｓｒｓｓｓｓ

ｒ

ｓｅｓ

ｓ

ｅ

ｓｓ

ｓｓｓ

o

・Ｉ3・Ｅ

・・
2

3
＋・・＋3・・＋3・＋・3・

＋          

6・Ｅ・Ｉ

・＋3・2・
 ・ 

 Ｑ

Ｑ′
 － 

・ＡＧ
＋

Ｇ・Ａ
 ・ 

 Ｑ

Ｑ′
－1＋         

・Ｉ3・Ｅ

＋・＋3・・3・
 ＋ 

3・Ｅ・Ｉ
 ／ ＝1000

Ｑ
＝Ｋ

 2  2  3  2 

 2  3 

3 2 2 3 

Ｈ

δ







 

 ·························  (4.1.11) 

固有周期は（4.1.7）式により求める。 

 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは，次式で求める。 










ｓｓ

ｓ
ｖ

・ＡＥ
＋

Ｅ・Ａ
 ／ 1000＝Ｋ

   ····························  (4.1.12) 

・ｔ＋ｔ)(Ｄ・Ａ＝ ｉπ    ·······································  (4.1.13) 

  ｓｓｓｓ ・ｔ)－Ｙｔ＋・(Ｄ＝Ａ π    ······························  (4.1.14) 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｖ

Ｋ

ｍ
・・＝Ｔ

０

π2   ···········································  (4.1.15) 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～e.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

 

 

 

基礎ボルト 

ベースプレート 

開 口 部 

スカート 

基礎ボルト 

ベースプレート 
胴板 

基礎 

 
 

図5－1 概要図 

 

 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地震力を用いる場合は絶

対値和を用いる。動的地震力を用いる場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

Ｄ・Ｈ・・′
＝

ｉ
φ

ρ
σ １

g 
   ·····························  (5.3.1.1.1) 

2・ｔ

Ｃ・Ｄ・Ｈ・・′
＝

ｖｉ
φ

ρ
σ

g 
２    ·······················  (5.3.1.1.2) 

σｘ１＝0   ···········································  (5.3.1.1.3) 

内圧による場合 

2・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝

ｉｒ
φ１σ    ·······················  (5.3.1.1.4) 

σφ２＝0   ···········································  (5.3.1.1.5) 

4・ｔ

＋1.2・ｔ)・(ＤＰ
＝

ｉｒ
ｘ１σ    ·······················  (5.3.1.1.6) 

 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がスカートと接合する点を境界として，上部には胴自身の質量による圧縮応力

が，下部には下部の胴自身の質量と内容物の質量による引張応力が生じる。 

下部の胴について 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

)・－ｍ(ｍ
＝

ｉ

ｅ
ｘ

π
σ

０
２

g
   ·························  (5.3.1.1.7) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ)・－ｍ(ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
σ

０
５

g
   ························  (5.3.1.1.8) 

上部の胴について 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝

ｉ

ｅ
ｘ

π
σ ３

g
   ·························  (5.3.1.1.9) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
σ ６

g
   ························  (5.3.1.1.10) 

 



 

 13 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
3)
 R
1 

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はスカート接合部で最大となる曲げモーメントを受ける。

この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のように求める。 

a. 下端固定の場合 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝

 2 

０
４

ｉ

Ｈ
ｘ

π
σ

g
   ·····················  (5.3.1.1.11) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
＝

ｉ

Ｈ

π
τ

０ g
   ··························  (5.3.1.1.12) 

b. 下端固定上端支持の場合 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ

 )＋・( 
Ｑ

Ｑ′
－ ・・・ｍ4・Ｃ

＝
 2 

０

４

ｉ

ｒＨ

ｘ
π

σ

g
   ·····  (5.3.1.1.13) 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

) 
Ｑ

Ｑ′
(1－ ・・・ｍ2・Ｃ

＝
ｉ

Ｈ

π
τ

０ g
   ··················  (5.3.1.1.14) 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

σφ＝σφ１＋σφ２   ····························  (5.3.1.1.15) 

  2  2 
０ τ)－σ(σσσσ 4・ ＋＋＋・

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ

 

 ·························  (5.3.1.1.16) 

ここで， 

【絶対値和】 

σｘｔ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５   ············  (5.3.1.1.17) 

【ＳＲＳＳ法】 
 2 

５
 2 

４２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋＋＝    ········  (5.3.1.1.18) 

(b) 組合せ圧縮応力 

σφ＝－σφ１－σφ２   ··························  (5.3.1.1.19) 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 







  2 2 

０ τσσσσ σ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 
2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ  

 ·····················  (5.3.1.1.20) 
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ここで， 

【絶対値和】 

σｘｃ＝－σｘ１＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ６   ··········  (5.3.1.1.21) 

【ＳＲＳＳ法】 

 2 
６

 2 
４３１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋－＝   ·······  (5.3.1.1.22) 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法 

それぞれに対して， 

）｝），組合せ圧縮応力（｛組合せ引張応力（＝ ｃ００ σσMaxσ ｔ０  

 ·····················  (5.3.1.1.23) 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じ値になるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(a) 組合せ引張応力 

σ２φ＝σφ２   ······························  (5.3.1.1.24) 

　4・τ ＋)－σ(σ ＋＋σ＝σσ 2  2 
２２２２２ ｘｔφｘｔφｔ  

 ·····················  (5.3.1.1.25)
 

ここで， 

【絶対値和】 

σ２ｘｔ＝σｘ４＋σｘ５   ·························  (5.3.1.1.26) 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
５

2
４２ ｘｘｔｘ σσσ ＋＝       ·······················  (5.3.1.1.27) 

(b) 組合せ圧縮応力 

σ２φ＝－σφ２   ································  (5.3.1.1.28) 

　4・ ＋)－( ＋＋＝ 2  2 
２２２２２ τσσσσσ ｘｃφｘｃφｃ  

 ·····················  (5.3.1.1.29) 

ここで， 

【絶対値和】 

σ２ｘｃ＝σｘ４＋σｘ６   ·························  (5.3.1.1.30) 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
６

2
４２ ｘｘｃｘ σσσ ＋＝       ··················  (5.3.1.1.31) 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最大値

は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

σ２＝Max { 組合せ引張応力（σ２ｔ），組合せ圧縮応力（σ２ｃ）} 

 ·····················  (5.3.1.1.32) 

とする。 
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5.3.1.2 スカートの計算方法 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

スカート底部に生じる運転時質量及び鉛直方向地震による圧縮応力は次式で求め

る。 

ｓｓｓ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・ｍ
＝

π
σ

０
１

g
  ··················  (5.3.1.2.1) 

ｓｓｓ

ｖ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・Ｃ・ｍ
＝

π
σ

０
３

g
  ···················  (5.3.1.2.2) 

 

(2) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力によりスカートに作用する曲げモーメントにより生じる軸方向応

力及び水平方向地震力によるせん断応力は次のように求める。 

a. 下端固定の場合 









2

Ｙ
)－＋ｔ ・(Ｄ 

4
 ・ｔ・ )＋ｔＤ(

Ｍ
＝

ｓｓｓｓｓ

ｓ
ｓ

π
σ ２

 

 ·············································  (5.3.1.2.3) 

ｓｓｓ
ｓ

)－Ｙ}・ｔ＋ｔ・(Ｄ{

・・ｍ2・Ｃ
＝

π
τ

０Ｈ g

   ···············  (5.3.1.2.4) 

ここで， 

Ｍｓ＝ＣＨ・ｍ０・g・(ｓ＋)   ······················  (5.3.1.2.5) 

b. 下端固定上端支持の場合 

軸方向応力は(5.3.1.2.3)式で表されるが，曲げモーメントＭｓは次のＭｓ１又は

Ｍｓ２のいずれか大きい方の値とする。 

)＋( ・ 
Ｑ

Ｑ′
 － ・・・ｍ＝ＣＭ ｒＨｓ ０１ g

 

 ·············································  (5.3.1.2.6) 

)＋＋( ・ 
Ｑ

Ｑ′
 － ＋ ・・・ｍ＝ＣＭ ｒｓｓＨｓ ０２ g

 

 ·············································  (5.3.1.2.7) 

ｓｓｓ

Ｈ

ｓ
｝・ｔ )－Ｙ＋ｔ・（Ｄ ｛

)
Ｑ

Ｑ′
 (1－ ・・・ｍ2・Ｃ

＝
π

τ
０ g

   ·············  (5.3.1.2.8) 
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(3) 組合せ応力 

組合せ応力は次式で求める。 

【絶対値和】 

2  2 
３２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝    ··········  (5.3.1.2.9) 

【ＳＲＳＳ法】 

2 2 2 
３

 2 
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ·····  (5.3.1.2.10) 
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5.3.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力 

基礎に作用する転倒モーメントＭｓは下端固定の場合，（5.3.1.2.5）式を，下端

固定上端支持の場合は（5.3.1.2.6）式又は（5.3.1.2.7）式のいずれか大きい方を用

いる。 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重

については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める（図 5－2参

照）。 

以下にその手順を示す。 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを求

める。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
＋1

1
ｋ＝

   ··································  (5.3.1.3.1) 

b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

α＝cos－１（1－2・ｋ）  ····························  (5.3.1.3.2) 

 

 

 
 

 

図5－2 基礎の荷重説明図 

 

 ２ 

 

ｚ・Ｄｃ 

σｂ 

ｋ･Ｄｃ 

(1－ｋ)・Ｄｃ 

ｔ２ ｔ１ 
Ｆｔ 

α 

 １ 

ｅ・Ｄｃ 
Ｆｔ 

Ｆｃ 

Ｆｃ 

ｓ・σｃ 
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c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 









αααπ

αααπααπ

＋sin)・cos－(

・cos・sin 
2

3
)＋－・( 

2

1
＋)・cos－(

 ・ 
2

1
ｅ＝

2

 










ααα

ααααα

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
－・ 

2

1

＋

2

  ········  (5.3.1.3.3) 



















ααα

ααααα
α

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋cos ・ 
2

1
ｚ＝

2

 

 ··························  (5.3.1.3.4) 

α

 ααα

＋cos 1

＋sin・cos)(π－  2・
＝Ｃ

}{
ｔ    ··············  (5.3.1.3.5) 

α
ααα

cos－1

)・cos－2・(sin
＝Ｃｃ    ·····················  (5.3.1.3.6) 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

・Ｄｅ

・ｚ・Ｄ・）・ｍ－（1－ＣＭ
＝Ｆ

０ g
   ·········  (5.3.1.3.7) 

Ｆｃ＝Ｆｔ＋（1－Ｃｖ）・ｍ０・g   ····················  (5.3.1.3.8) 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・・ｍ
ｅ

ｚ
－

ｅ・Ｄ

)・ｚ・Ｄ・・ｍ（ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｖｓ
ｔ

＋
 

 ··························  (5.3.1.3.9) 

g
g

・・ｍ)
ｅ

ｚ
－(1＋

ｅ・Ｄ

)ｅ)・Ｄ－(ｚ・・ｍ（ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｃ

ｃｖｓ
ｃ

・＋
 

 ·························  (5.3.1.3.10) 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（5.3.1.3.3）式及び（5.3.1.3.4）式においてαをπに近づけた場合の値ｅ＝0.75

及びｚ＝0.25を（5.3.1.3.7）式又は（5.3.1.3.9）式に代入し，得られるＦｔの値に

よって引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ    ····························  (5.3.1.3.11) 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔｔ(

2・Ｆ
＝

１２

σ    ··················  (5.3.1.3.12) 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１    ···································  (5.3.1.3.13) 

１２ ｔ－)－ＤＤ・( 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ    ····················  (5.3.1.3.14) 

Ａｂ＝
π

4・ｄ２  ····································  (5.3.1.3.15) 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この場

合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

 

(2) せん断応力 

a. 下端固定の場合 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・ｍ・Ｃ
＝

０
τ

g
   ·····························  (5.3.1.3.16) 

b. 下端固定上端支持の場合 

ｂ

Ｈ

ｂ
ｎ・Ａ

)
Ｑ

Ｑ′
(1－・・ｍ・Ｃ

＝

０

τ
 g

   ····················  (5.3.1.3.17) 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 Ｓｙと0.6・Ｓｕのいずれか小さい

方の値。ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金にあっては1.2・Ｓの方が大

きい場合は，この大きい方の値と

する。 

0.6・Ｓｕ 

一次＋二次応力 
地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は不要とする。 
一次＋二次 

＋ピーク応力 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

5.4.2 スカートの応力評価 

(1) 5.3.1.2項で求めたスカートの組合せ応力が許容引張応力ƒｔｍ以下であること。 

ただし，ƒｔｍは下表による。 

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

 

許容引張応力 

ƒｔｍ 

 

 

     ・1.5 
1.5

Ｆ
 

 

     ・1.5 
1.5

Ｆ
 

＊  
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(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。 

（座屈の評価） 

 
1≦

η・σ
＋

＋σση・

ｂｍ

ｓ

ｃｍ

ｓｓ ２３１

ff
   ··························  (5.4.2.1) 

ここで，ƒｃｍは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

Ｆ＝ｃｍ　 f  ···················································  (5.4.2.2) 

 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 























Ｆ

8000・
Ｆ－φ  ・ 

6800・

1
 － 1  ・ ＝Ｆ  １ｃｍ

g

g
 f 













Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ
・

g
 

 ····························  (5.4.2.3) 

800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・

ｓ

ｓｓg
 のとき 










ｓ

ｓｓ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
φ＝  １ｃｍ f    ··································  (5.4.2.4) 

ただし，φ１(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－ｘｐｅ－11－0.901・・

ｘ

Ｅ
(ｘ)＝0.6・φ

ｓ
１   ·····  (5.4.2.5) 

また，ƒｂｍは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

Ｆ＝ｂｍ f   ·················································  (5.4.2.6) 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 























Ｆ

9600・
φＦ－・

8400・

1
－1＝Ｆ・　 ２ｂｍ

g

g
         f 













Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

ｓ

ｓｓ g
    

 ····························  (5.4.2.7) 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・

ｓ

ｓｓg
 のとき 










ｓ

ｓｓ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝φ  ２ｂｍf   ···································  (5.4.2.8) 
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ただし，φ２(ｘ)は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－－ｅｘｐ11－0.731・・

ｘ

Ｅ
0.6・＝(ｘ)φ

ｓ
２    ······  (5.4.2.9) 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤ

ｓ

ｓｓ g
 のとき 

η＝１   ·················································  (5.4.2.10) 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・

ｓ

ｓｓ gg
 のとき 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｓ

ｓｓ
η

g

g
   ···············  (5.4.2.11) 

ｓ

ｓｓ

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・g
 のとき 

η＝1.5   ················································  (5.4.2.12) 
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5.4.3 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·····················  (5.4.3.1) 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 
・1.5 

2

Ｆ

 
・1.5 

2

Ｆ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

3 1.5・

Ｆ

 
・1.5 

3 1.5・

Ｆ

 

 

＊  

＊  
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6. 耐震計算書のフォーマット 

スカート支持たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備に

示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章番

を「2.」から「1.」とする。 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる横置一胴円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，

十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

ただし，本基本方針が適用できない横置一胴円筒形容器にあっては，個別耐震計算書にその

耐震計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

横置一胴円筒形容器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及

び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まるこ

とを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 

耐震計算書のフォーマット」に示す。 

横置一胴円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 横置一胴円筒形容器の耐震評価フロー 

設計用地震力 

計算モデル設定 

理論式による固有周期 

地震時における応力 

横置一胴円筒形容器の構造強度評価 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｓ 第1脚の断面積 mm2 

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm2 

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm2 

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm2 

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

Ｃ１ 第1脚の胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1 

（胴の横方向） 

mm 

Ｃ２ 第1脚の胴付根部のアタッチメントの幅の2分の1 

（胴の長手方向） 

mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｊ 軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得ら

れる値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

ｄ１ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第1脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの横方向の距離 mm 

ｄ３ 第1脚底板端面から基礎ボルト（内側）中心までの横方向の距離 mm 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

ｅ 第1脚中心から偏心荷重作用点までの距離 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｍ 脚の許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力

（許容組合せ応力） 

MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈ 水頭 mm 

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

＊ 
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記号 記号の説明 単位 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm4 

ｊ１ 荷重分布で分割する荷重の数 ― 

ｊ２ 第1脚より第2脚と反対の方向に作用する荷重の数（第1脚上の荷

重は含まない。） 

― 

ｊ３ 第2脚より第1脚と反対の方向に作用する荷重の数（第2脚上の荷

重は含まない。） 

― 

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

Ｋｃ 第1脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ 第1脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 第1脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m 

Ｋｃｊ，Ｋｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

― 

０ 脚中心間距離 mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その

反対側は負とする。）（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） 

mm 

ｗ 当板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ mm 

Ｍ 第1脚底板に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 第1脚付根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ２ 第2脚付根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍｃ 横方向地震により胴の第1脚付根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍｃ１ 横方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍ 長手方向地震により胴の第1脚付根部に作用するモーメント N･mm 

Ｍ１ 長手方向地震により第1脚底面に作用するモーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm/mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm/mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3･･･ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

ｎ 脚1個当たりの基礎ボルトの本数 ― 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける基礎ボルトの本数 ― 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張を受ける基礎ボルトの本数 ― 

Ｐ 運転時質量により胴の第1脚付根部に作用する反力 N 

Ｐｅ 鉛直方向地震により胴の第1脚付根部に作用する反力 N 

Ｐ 長手方向地震により胴の第1脚付根部に作用する鉛直荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｐｓ 長手方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直荷重 N 



 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-1
-
14
(4
) 
R1
 

5 

 

記号 記号の説明 単位 

Ｐｓ１ 横方向及び鉛直方向地震により第1脚底部に作用する鉛直荷重 N 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ２ 第2脚の受ける荷重 N 

ｒｍ 第1脚付根部における胴の平均半径 mm 

ｒｏ 第1脚付根部における胴の外半径 mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 第1脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 第1脚付根部における胴の有効板厚 mm 

Ｘｎ 基礎が圧縮力を受ける幅 mm 

Ｚ 引用文献(1)による胴の断面係数 mm3 

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm3 

β，β１，β２ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータ ― 

γ 引用文献(2)によるシェルパラメータ ― 

θ 引用文献(1)による胴の有効範囲角の2分の1 rad 

θ０ 胴の第1脚端部より鉛直軸までの角度 rad 

θｗ 胴の第1脚端部より当板端部までの角度 Rad 

π 円周率 ― 

ρ 液体の密度 kg/mm3 

σ０ 胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一般膜応

力 

MPa 

σ０ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一般 

膜応力の和 

MPa 

σ０ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一般

膜応力の和 

MPa 

σ０ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次一

般膜応力 

MPa 

σ０ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次一

般膜応力の和 

MPa 

 

´ 
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記号 記号の説明 単位 

σ０φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次一

般膜応力の和 

MPa 

σ１ 胴の組合せ一次応力の最大値 MPa 

σ１ｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応力 MPa 

σ１ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力

の和 

MPa 

σ１ｃφ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力

の和 

MPa 

σ１ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の組合せ一次応

力 

MPa 

σ１ｘ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の軸方向一次応力の

和 

MPa 

σ１φ 長手方向及び鉛直方向地震が作用した場合の胴の周方向一次応力の

和 

MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の組合せ一次応力と二次応力の和の変動値

の最大値 

MPa 

σ２ｃ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ｃｘ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ｃφ 横方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二次

応力の和 

MPa 

σ２ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の組合せ一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２ｘ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の軸方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σ２φ 長手方向及び鉛直方向地震のみによる胴の周方向一次応力と二

次応力の和 

MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｂ１ 長手方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｂ２ 横方向及び鉛直方向地震により基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｓ 第1脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓｃ 横方向及び鉛直方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の第1脚の組合せ応力 MPa 

σｓ１ 運転時質量により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じる曲げ及び圧縮応力の和 MPa 

σｓ３ 横方向地震により第1脚に生じる曲げ応力 MPa 

σｓ４ 鉛直方向地震により第1脚に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付根

部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ３ 運転時質量により胴の第1脚付根部に生じる軸方向一次応力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

σｘ４１，σｘ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付根部に生じる軸方向一次応力の

和及び二次応力の和 

MPa 

σｘ４１１，σｘ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付根部に生

じる軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１２，σｘ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付根部に生じる軸

方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ４１３ 長手方向地震による水平方向荷重により胴に生じる軸方向一次応力 MPa 

σｘ５１，σｘ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付根部に生じ

る軸方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σｘ６ 鉛直方向地震による長手方向曲げモーメントにより胴の第1脚付

根部に生じる軸方向一次応力 

MPa 

σｘ７１，σｘ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付根部に生じる軸方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

σφ１ 内圧又は静水頭により胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直地震力が加わり胴に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ３ 運転時質量により胴の第1脚付根部に生じる周方向一次応力 MPa 

σφ４１，σφ４２ 長手方向地震により胴の第1脚付根部に生じる周方向一次応力の

和及び二次応力の和 

MPa 

σφ４１１，σφ４２１ 長手方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付根部に生

じる周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ４１２，σφ４２２ 長手方向地震による鉛直荷重により胴の第1脚付根部に生じる周

方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ５１，σφ５２ 横方向地震による曲げモーメントにより胴の第1脚付根部に生じ

る周方向一次応力及び二次応力 

MPa 

σφ７１，σφ７２ 鉛直方向地震により胴の第1脚付根部に生じる周方向一次応力及

び二次応力 

MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 

τｂ１ 長手方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｂ２ 横方向地震により基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｃ 横方向地震により胴の第1脚付根部に生じるせん断応力 MPa 

τ 長手方向地震により胴の第1脚付根部に生じるせん断応力 MPa 

τｓ２ 長手方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 

τｓ３ 横方向地震により第1脚に生じるせん断応力 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

角度 rad 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

  ＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

  ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 

長

さ 
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3. 評価部位 

  横置一胴円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価

上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は胴の中心軸に集中するものとする。 

b. 容器の胴は2個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎ボルトで基礎に固定されており，固

定端とする。 

c. 胴は剛体とし，脚をはりと考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 脚が長手方向に変形する場合，脚を基礎に取り付ける基礎ボルトが，脚の変形方向に

直角な方向より見て脚1個につき1列の場合は下端を単純支持とする。 

その他の場合は，固定とする。 

e. 第2脚は長手方向にスライドするものとし，その方向の力はすべて第1脚で受けるもの

とする。 

f. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器の荷重状態及び胴に生じるモーメントを図4－1～図4－4に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 荷重状態 図4－2 脚の位置での曲げ 

モーメント 

 

３ 

２ 

１ 

４ 

５ 

６ 

７ 

ｊ１ 

 

０ 

第 1 脚 第 2脚 

ｍ７･g ｍ５･g 

ｍ６･g ｍ１･g 

ｍ２･g 

ｍ３･g ｍ４･g 

Ｒ２ Ｒ１ 

ｍｓ２･g ｍｓ１･g 

Ｍ２ 

第 1脚 第 2脚 

Ｍ１ 

ｍj１･g 
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図4－3 長手方向荷重による胴の第1脚付        図4－4 横方向荷重による 

根部のモーメント及び鉛直荷重            胴の第1脚付根部の 

モーメント 

 

本容器は，前記の条件より図4－5，図4－6及び図4－7のような1質点系振動モデルとし

て考える。 

 

 

ｈ１ ｈ２ 

+ｍｓ１ 
Ｒ1 
g 

Ｋｃ 

第 1脚 

ｈ１ Ｋ 

下端固定 
の場合 

ｍ０ 

ｈ１ 

+ｍｓ１ 
Ｒ1 
g 

Ｋｖ 

 

図 4－5 長手方向の固有周期  図 4－6 横方向の固有周期  図 4－7 鉛直方向の固有周期 

計算モデル          計算モデル         計算モデル 

 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重はモーメントの釣合いより求める。図4－1において第1脚回りのモーメン

トの釣合いは次式で求める。 


1

０２

j

1=i
ｉｉ ＝0・－Ｒ・・ｍ g   ······································ （4.1.1） 

したがって，脚の受ける荷重は次式で求める。 


1

０２

j

1=i

ｉｉ ／・・ｍ＝Ｒ g   ·········································· （4.1.2）
 


1

２１

j

1=i

ｉ －Ｒ・ｍ＝Ｒ g
 
 ············································· （4.1.3） 

Ｐ 

Ｍ 

第 1 脚 第 2脚 

ＣＨ･(ｍ０－ｍｓ１)･g 

Ｍｃ ｈ１ 

ＣＨ ･Ｒ１ 

ro 
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(3) 長手方向の固有周期 

図4－5におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3 

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ

 
 ································ （4.1.4）

 

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 
················································ （4.1.5）

 

 

(4) 横方向の固有周期 

図4－6におけるばね定数は次式で求める。 

２

１１２１１２１２
 2 

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 

  ····························· （4.1.6）
 

固有周期は次式で求める。 

ｃ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

　・＝2・Ｔ

１
１

２ π
g

 
 ········································ （4.1.7） 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

 

(5) 鉛直方向の固有周期 

図4－7におけるばね定数は次式で求める。 

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
  ················································· （4.1.8）

 

固有周期は次式で求める。 

ｖ

ｓ

Ｋ

＋ｍ
Ｒ

＝2・π・Ｔ

１
１

３
g

   ········································· （4.1.9）
 

ただし，脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～f.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。ここで，水平方

向地震力は胴の長手方向に作用する場合と胴の横方向に作用する場合を考慮する。 

(2) 第1脚と第2脚は同形状であり，受ける荷重の大きい方の脚についての評価を計算書に記

載する。 

 

   

 

当 板 胴 

第 1脚 

第 2脚 基礎ボルト 

基 礎 
 

図5－1 概要図 

 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7 

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地震力を用いる場合は

絶対値和を用いる。動的地震力を用いる場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 曲げモーメント 

図4－1に示すように胴を集中荷重を受けるはりとして考える。 

図4－2において脚付根部における曲げモーメントＭ１及びＭ２は次式で求める。 


2j

1=i
ｉｉ１ ・・ｍ＝Ｍ g

 
 ·································· （5.3.1.1.1）

 


1

131

０２

j

+-j=ji
ｉ－ｉ  ・・ｍ＝Ｍ g

  ··························· （5.3.1.1.2） 

 

 

 

 

 

長手方向 横方向 
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(2) 静水頭又は内圧による応力 

静水頭による場合（鉛直方向地震時を含む。） 

2・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

ｉ
１φ

・
＝

H´ g

 
 ··································· （5.3.1.1.3） 

2・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

 ｖｉ
２φ

Ｃ・・
＝

H´ g

 
 ···························· （5.3.1.1.4） 

4・ｔ

・Ｄ・ρ
σ

ｉ
１ｘ

・
＝

H´ g

  ·································· （5.3.1.1.5） 

内圧による場合 

2・ｔ

)(Ｐ
σ

＋1.2・ｔＤ・
＝

ｉｒ
１φ

 
 ····························· （5.3.1.1.6） 

０＝２φσ   ··············································· （5.3.1.1.7） 

4・ｔ

)(Ｄ・Ｐ
σ

＋1.2・ｔ
＝

ｉｒ
１ｘ

  ······························ （5.3.1.1.8） 

 

(3) 運転時質量及び鉛直方向地震により生じる長手方向曲げモーメントによる応力 

(1)で求めた曲げモーメントにより胴の第1脚付根部に生じる応力は次のように求

める。 

引用文献(1)によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一様に作用するも

のではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置き換えられ，胴の局

部変形を生じさせようとする。 

長手方向の曲げモーメントによる胴の応力の影響範囲を脚上
6

θ0
の点とすると長手 

方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は図5－2に2・θで示される円殻である。 

したがって，運転時質量による応力は次式で求める。 

Ｚ

Ｍ
＝

１
２ｘσ

 
 ············································ （5.3.1.1.9）

 

また，鉛直方向地震による応力は次式で求める。 

ｖｘ Ｃ・
Ｚ

Ｍ１
６σ    ······································· （5.3.1.1.10） 
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ここで， 

2

＋ｔＤ
＝ｒ

ｅｉ
ｍ

 
 ······································· （5.3.1.1.11）

 









osθ(sinθ／θ)－c

θ／θθ－2・sinθ＋sinθ・cos
 ・・ｔＺ＝ｒ

2

 2
ｅｍ

 
 ···· （5.3.1.1.12）

 

 

有効範囲w
2

w
2

非有効範囲

θ0

2･θ

ｔ
eθ0

6θw

ｒm

 
 

図 5－2 脚付根部の有効範囲 

 

胴の脚付根部に取り付く当板の大きさが 

周方向範囲   
＊1

ｗ
6

θ
 ≧θ

０ 

 
 ·························· （5.3.1.1.13）

 

長手方向範囲  

2＊ 
ｉ

ｗ ・ｔ 
2

＋ｔＤ
　1.56・≧ 








 
 ········· （5.3.1.1.14） 

である場合，脚付根部における胴の有効板厚ｔｅは胴板の厚さと当板の厚さの合

計とする。また，当板が上記の範囲を満たさない場合，ｔｅは胴板の厚さとする。 

注記＊1：引用文献(1)より引用 

＊2：引用文献(3)より引用 

＊1 

＊2 
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(4) 運転時質量及び鉛直方向地震による脚付根部の応力 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

胴の脚付根部には脚反力による周方向応力及び軸方向応力が生じる。胴の第1脚付

根部に作用する反力は次式で求める。 

運転時質量による反力は， 

１Ｐ＝Ｒ   ·············································· （5.3.1.1.15） 

鉛直方向地震による反力は， 

１・Ｒ＝ＣＰ ｖe   ········································ （5.3.1.1.16） 

この反力Ｐ及びＰｅにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，引用文献(2)

により次のように求める。 

脚が胴に及ぼす力の関係を図5－3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3 脚が胴に及ぼす力の関係 

 

ここで，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは以下のように定

義する。 

ｅｍ ｔ／ｒ＝γ  ·········································· （5.3.1.1.17） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ １１  ········································· （5.3.1.1.18） 

ｍ／ｒ＝Ｃβ ２２  ········································· （5.3.1.1.19） 

4≧β１／β２≧1のとき 

２１１２１ ・ββ・)－1)・(1－Ｋ／β・(β
3

1
1－β＝ ｊ







  ········· （5.3.1.1.20） 

ただし， 0.5≦β   

4

1
≦β１／β２＜1のとき 

２１２２１ ・ββ・))・(1－Ｋ／β・(1－β
3

4
1－β＝ ｊ







  ········· （5.3.1.1.21） 

ただし， 0.5≦β   

Ｐ 

Ｍ 

Ｍ c 

2･Ｃ２ 

2･Ｃ１ 

ｔ e ｒｍ 
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シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図よ

り値（以下＊を付記するもの）を求めることにより応力は次式で求める。 

反力Ｐによる応力は， 

一次応力 


















ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ   ························ （5.3.1.1.22） 


















ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

Ｐ／ｒ

Ｎ
＝３σ   ························ （5.3.1.1.23） 

反力Ｐｅによる応力は， 

一次応力 


















ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ   ······················ （5.3.1.1.24） 


















ｅｍ

ｅ
＊

ｍｅ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝７１σ   ······················ （5.3.1.1.25） 

二次応力 

















2 

７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

φ
φ

ｔ

Ｐ･ 6
 ・

Ｐ

Ｍ
＝σ   ····························· （5.3.1.1.26） 

















2 

７２

ｅ

ｅ
＊

ｅ

ｘ
ｘ

ｔ

Ｐ・ 6
 ・

Ｐ

Ｍ
＝σ   ····························· （5.3.1.1.27） 

 

(5) 長手方向地震による脚付根部の応力 

第2脚は長手方向に自由にスライドできるので第1脚は図4－3のように変形し，脚

付根部に生じる曲げモーメント及び鉛直荷重は次式で求める。 

１１０ ・ｈ)・－ｍ・(ｍ・Ｃ
2

1
＝Ｍ ｓＨ g   ···················· （5.3.1.1.28） 

０

１ ２

１０

・ｈ 
2

1
 －ｈ

 ・)・－ｍ・(ｍ＝ＣＰ ｓＨ


 g   ·············· （5.3.1.1.29） 

曲げモーメントＭと鉛直荷重Ｐにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より

値 （ 以 下 ＊ を 付 記 す る も の ） を 求 め る こ と に よ り （ 5.3.1.1.31 ）式～

（5.3.1.1.38）式で求める。 

ここで，シェルパラメータγ及びＰの場合のアタッチメントパラメータβは(4)

と同じであるが，Ｍの場合のアタッチメントパラメータβは次式による。 

ただし，二次応力を求める場合は更にＫｊを乗じた値とする。 

 3 2 
２１・βββ＝   ······································ （5.3.1.1.30） 

ただし， 0.5≦β  



 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-1
-
14
(4
) 
R1
 

17 

曲げモーメントＭにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 

１
 2 2

４１１ ・Ｃ
・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
＝

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φσ 




  
















  ····· （5.3.1.1.31） 

２
 2 2

４１１ ・Ｃ 
・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘσ 





















  

 ···························· （5.3.1.1.32） 

二次応力 


















2 
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ




  ········· （5.3.1.1.33） 


















2 
４２１

ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ




  ········· （5.3.1.1.34） 

鉛直荷重Ｐにより生じる応力は次式で求める。 

一次応力 


















ｅｍ

＊

ｍ

φ
φ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ




  ····················· （5.3.1.1.35） 


















ｅｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘ

・ｔｒ

Ｐ
 ・

／ｒＰ

Ｎ
＝４１２σ




  ····················· （5.3.1.1.36） 

二次応力 

















2 

４２２

ｅ

＊
φ

φ
ｔ

6・Ｐ
 ・

Ｐ

Ｍ
 ＝σ




  ··························· （5.3.1.1.37） 

















2 

４２２

ｅ

＊
ｘ

ｘ
ｔ

6・Ｐ
 ・

Ｐ

Ｍ
 ＝σ




  ··························· （5.3.1.1.38） 

また，水平方向荷重により胴には，次式で求める引張応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

)・－ｍ・(ｍＣ
＝

ｉ

ｓ
ｘ

π
σ

１０
１３４

Ｈ g
 ························ （5.3.1.1.39） 

したがって，曲げモーメントＭ，鉛直荷重Ｐ及び水平方向荷重により生じる胴の

応力は次式で求める。 

一次応力 

４１２４１１４１ φφφ σσσ ＋＝   ····························· （5.3.1.1.40） 

４１３４１２４１１４１ ｘｘｘｘ σσσσ ＋＋＝   ···················· （5.3.1.1.41） 

二次応力 

４２２４２１４２ φφφ σσσ ＋＝   ····························· （5.3.1.1.42） 

４２２４２１４２ ｘｘｘ σσσ ＋＝   ····························· （5.3.1.1.43） 

また，長手方向地震が作用した場合，第1脚付根部に生じるせん断応力は次式で求

める。 

・ｔ4・Ｃ

)・－ｍ・(ｍＣ
＝

２

１０ ｓＨ
τ

g
   ···························· （5.3.1.1.44） 
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(6) 横方向地震による脚付根部の応力 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

横方向地震が作用した場合，第1脚の付根部に生じる曲げモーメントＭｃは次式で

求める。 

ｏｃ ・ｒ・Ｒ＝ＣＭ １Ｈ   ·································· （5.3.1.1.45） 

ｅ
ｉ

ｏ ＋ｔ
2

Ｄ
＝ｒ   ······································· （5.3.1.1.46） 

この曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は，シェル

パラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図より値（以

下＊を付記するもの）を求めることにより（5.3.1.1.48）式～（5.3.1.1.51）式で

求める。 

ここで，シェルパラメータγは(4)と同じであるが，アタッチメントパラメータβ

は次式による。ただし，二次応力を求める場合は更にＫｃｊを乗じた値とする。 

 3 
２

 2 
１ ・βββ＝  ········································ （5.3.1.1.47） 

ただし， 0.5≦β   

したがって，応力は次式で求める。 

一次応力 

１
 2 2

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ ・Ｃ 

・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ 

















  

 ···························· （5.3.1.1.48） 

２
 2 2

５１ ｃ
ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ ・Ｃ 

・β・ｔｒ

Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｎ
 ＝σ 

















  

 ···························· （5.3.1.1.49） 

二次応力 


















2 
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
φ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ   ········· （5.3.1.1.50） 


















2 
５２

ｅｍ

ｃ
＊

ｍｃ

ｘ
ｘ

・β・ｔｒ

6・Ｍ
 ・

・β)／(ｒＭ

Ｍ
 ＝σ

  ········· （5.3.1.1.51） 

また，横方向地震が作用した場合，第1脚付根部に生じるせん断応力は次式で求め

る。 

・ｔ4・Ｃ

・ＲＣ
＝

１

１Ｈ
ｃτ   ····································· （5.3.1.1.52） 
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(7) 組合せ応力 

(2)～(6)によって求めた第1脚付根部に生じる胴の応力は以下のように組み合わせ

る。 

a. 一次一般膜応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

σ０＝Max｛周方向応力(σ０φ)，軸方向応力(σ０ｘ)｝  

 ···························· （5.3.1.1.53） 

ここで， 

σ０φ＝σφ１＋σφ２  ································ （5.3.1.1.54） 

【絶対値和】 

σ０ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６＋σｘ４１３  ················ （5.3.1.1.55） 

【ＳＲＳＳ法】 

     2
４１３

2
６２１０ ｘｘｘｘｘ σσσσσ ＋＋＋＝   ············· （5.3.1.1.56） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

σ０ｃ＝Max｛周方向応力(σ０ｃφ)，軸方向応力(σ０ｃｘ)｝ 

 ···························· （5.3.1.1.57） 

ここで， 

σ０ｃφ＝σφ１＋σφ２  ······························· （5.3.1.1.58） 

【絶対値和】 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６  ························ （5.3.1.1.59） 

【ＳＲＳＳ法】 

σ０ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ６  ························ （5.3.1.1.60） 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，

それぞれに対して， 

σ０＝Max｛長手方向地震時応力(σ０)，横方向地震時応力(σ０ｃ)｝ 

 ···························· （5.3.1.1.61） 

とする。 
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b. 一次応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 









      22
１１１１１ 4・τ＋)－()＋＋(・

2

1
＝ ｘｘφ σσσσσ φ   

 ···························· （5.3.1.1.62） 

ここで， 

【絶対値和】 

σ１φ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ４１＋σφ７１  ········· （5.3.1.1.63） 

σ１ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４１＋σｘ６＋σｘ７１  

 ···························· （5.3.1.1.64） 

【ＳＲＳＳ法】 

    )( 2
７１２

2
４１３１１  σ＋＋＋＝ φφφφφφ σσσσσ    ····· （5.3.1.1.65） 

   2
７１６

2
４１３２１１ )＋(＋＋＋＋＝ ｘｘｘｘｘｘｘ σσσσσσσ    

 ···························· （5.3.1.1.66） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 







 2 2 

１１１１１ ｃｃｘｃφｃｘｃφｃ τσσσσσ 4・ ＋ )－( )＋＋( ・
2

1
＝  

 ···························· （5.3.1.1.67） 

ここで， 

【絶対値和】 

σ１ｃφ＝σφ１＋σφ２＋σφ３＋σφ５１＋σφ７１  ········ （5.3.1.1.68） 

σ１ｃｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ５１＋σｘ６＋σｘ７１ 

  ············ （5.3.1.1.69） 

【ＳＲＳＳ法】 

    )( 2
７１２

2
５１３１１ φφφφφφｃ σσσσσ σ＋＋＋＝    ····· （5.3.1.1.70） 

   2
７１６

2
５１３２１１ )＋(＋＋＋＋＝ ｘｘｘｘｘｘｘｃ σσσσσσσ  

 ···························· （5.3.1.1.71） 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞ

れに対して， 

σ１＝Max｛長手方向地震時応力(σ１)，横方向地震時応力(σ１ｃ)｝ 

 ···························· （5.3.1.1.72） 

とする。 
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c. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合の変動値 

2  2 
２２２２２ τσσσσσ 4・ ＋)－( )＋＋＝( ｘφxφ    

 ···························· （5.3.1.1.73） 

ここで， 

【絶対値和】 

２７１７２４１４２２ φφφφφφ σσσσσσ ＋＋＋＋＝   ······· （5.3.1.1.74） 

７２７１６４２４１２ ｘｘｘｘｘｘ σσσσσσ ＋＋＋＋＝   ······· （5.3.1.1.75） 

【ＳＲＳＳ法】 

     2
４２４１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφφ σσσσσσ   

 ······························ （5.3.1.1.76） 
     2

７２７１６
2

４２４１２ ）＋＋（＋）＋（＝ ｘｘｘｘｘｘ σσσσσσ   

 ···························· （5.3.1.1.77） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合の変動値 

2  2 
２２２２２ ｃｃｘｃφｃxｃφｃ τσσσσσ 4・ ＋)－( )＋＋＝(  

 ···························· （5.3.1.1.78） 

ここで， 

【絶対値和】 

２７７１５２５１２２ φφφφφφｃ σσσσσσ ＋＋＋＋＝   ······ （5.3.1.1.79） 

２７１７６５２５１２ ｘｘｘｘｘｃｘ σσσσσσ ＋＋＋＋＝   ······ （5.3.1.1.80） 

【ＳＲＳＳ法】 

     2
５２５１

2
７２７１２２ ）＋（＋）＋＋（＝ φφφφφｃφ σσσσσσ   

 ·········· （5.3.1.1.81） 
     2

７２７１６
2

５２５１２ ）＋＋（＋）＋（＝ ｘｘｘｘｘｃｘ σσσσσσ   

 ·········· （5.3.1.1.82） 

したがって，胴に生じる地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の

最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれに対して， 

σ２＝Max｛長手方向地震時応力(σ２)，横方向地震時応力(σ２ｃ)｝ 

 ···························· （5.3.1.1.83） 

とする。 
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5.3.1.2 脚の計算方法 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は，Ｒ１をＲ２に置き換える。 

(1) 運転時荷重による応力 

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
１σ

g   ·································· （5.3.1.2.1） 

(2) 鉛直方向地震による応力 

ｖ
ｓ

ｓ
ｓ ・Ｃ

Ａ

・＋ｍＲ
＝

１１
４σ

g
  ····························· （5.3.1.2.2） 

(3) 長手方向地震による応力 

曲げ及び圧縮応力は次式で求める。 

ｓｓｙ
ｓ

Ａ

Ｐ
＋

Ｚ

Ｍ
＝

１
２σ


  ····································· （5.3.1.2.3） 

ここで， 

１０１ ・ｈ・・ｍＣ・
2

1
＝Ｍ Ｈ g    ···························· （5.3.1.2.4） 

せん断応力は次式で求める。 

３

０
２

ｓ
ｓ

Ａ

・・ｍＣ
＝

Ｈ
τ

g
  ··································· （5.3.1.2.5） 

(4) 横方向地震による応力 

曲げ応力は次式で求める。 

ｓｘ

ｓ
ｓ

Ｚ

)・ｈ・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

２１１
３

Ｈ
σ

g
  ······················ （5.3.1.2.6） 

せん断応力は次式で求める。 

４

１１
３

ｓ

ｓ
ｓ

Ａ

)・ｍ＋Ｒ・(Ｃ
＝

Ｈ
τ

g
  ···························· （5.3.1.2.7） 

(5) 組合せ応力 

鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 
2 

２
 2 

４２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ············ （5.3.1.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
２

 2 2
４

2
２１ ｓｓｓｓｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ··········· （5.3.1.2.9） 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 
2 

３
 2 

４３１ ｓｓｓｓｓｃ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ··········· （5.3.1.2.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2 
３

 2 2
４

2
３１ ｓｓｓｓｃｓ τσσσσ 3・ ＋)＋＋( ＝   ········· （5.3.1.2.11） 

したがって，脚に生じる最大応力は，絶対値和，ＳＲＳＳ法，それぞれに対して， 

σｓ＝Max｛長手方向地震時応力(σｓ)，横方向地震時応力(σｓｃ)｝ 

 ····························· （5.3.1.2.12） 

とする。 
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5.3.1.3 基礎ボルトの計算方法 

(1) 鉛直方向と長手方向地震が作用した場合 

a. 引張応力 

長手方向地震が作用した場合に脚底面に作用するモーメントは次式で求める。 

１Ｍ＝Ｍ   ············································ （5.3.1.3.1） 

鉛直荷重は 

【絶対値和】 

）－Ｐ・＋ｍ)・(Ｒ＝(1－ＣＰ １１ ｓｖｓ g   ··············· （5.3.1.3.2） 

【ＳＲＳＳ法】 

  22
１１１１ Ｐ＋）・＋ｍＣｖ・(Ｒ－・ｍ＋Ｒ＝Ｐ ｓｓｓ gg  

 ······························ （5.3.1.3.3） 

である。ここで，モーメントと鉛直荷重の比を 

ｓｅ＝Ｍ／Ｐ   ········································· （5.3.1.3.4） 

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－4のように脚底面においてボルト位置に圧縮荷重がかかる状況では基礎ボ

ルトに引張力は作用しないため，引張力の評価は行わない。 

一方，図5－5のように，ボルト位置に圧縮荷重がかからない状況に相当する 

3

ｄ
＋

6

ａ
ｅ＞

１
  ·········································· （5.3.1.3.5） 

のとき，基礎ボルトに引張力が生じる。 

図 5－5 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 2） 

図 5－4 基礎部に作用する外荷重より 

生じる荷重の関係（その 1） 

Ｍ 

Ａ 

Ｆｂ 

 

ｂ 

Ｘｎ 

ｅ ｄ１ 

Ｐｓ 

 

Ｐｓ 

 

ｂ 

Ｘｎ 

Ｍ 

ｅ ｄ１ 

Ｐｓ 

 

Ｐｓ 

 

ａ ａ 



 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-1
-
14
(4
) 
R1
 

24 

このとき図5－5において，鉛直荷重の釣合い，Ａ点回りのモーメントの釣合い，

基礎ボルトの伸びと基礎の縮みの関係から中立軸の位置Ｘｎは 

)－ｄ
2

ａ
・(ｅ＋

ｂ

・ｎ6・ｓ・Ａ
－)・Ｘ

2

ａ
＋3・(ｅ－ １

１ 2 3 ｂ
ｎｎＸ  

)＝0－Ｘ・(ａ－ｄ ｎ１
  ············· （5.3.1.3.6） 

より求めることができ，基礎ボルトに生じる引張力は 

3

Ｘ
－ａ－ｄ

)
3

Ｘ
＋

2

ａ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ
ｎ

ｎ
ｓ

ｂ

１

  ····························· （5.3.1.3.7） 

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

１

１σ   ····································· （5.3.1.3.8） 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

Ａｂ＝
π

4・ｄ２ 
 ········································ （5.3.1.3.9） 

b. せん断応力 

ｂ
ｂ

ｎ・Ａ

・・ｍＣ
＝

０
１

Ｈ
τ

g
  ································ （5.3.1.3.10） 

 

(2) 鉛直方向と横方向地震が作用した場合 

脚の受ける荷重がＲ２＞Ｒ１となる場合は， 

Ｒ１をＲ２に置き換える。 

a. 引張応力 

(a) 長手方向から見て図5－6のように応力を

2列の基礎ボルトで受ける場合 

鉛直方向と横方向地震が作用した場合に脚

底面に作用するモーメントは 

２１１１ )・ｈ・＋ｍ・(Ｒ＝ＣＭ ｓｃ Ｈ g   

 ·············· （5.3.1.3.11） 

鉛直荷重は 

)・＋ｍ)・(Ｒ＝(1－ＣＰ １１１ ｓｖｓ g

  ·············· （5.3.1.3.12） 

で求める。 
図 5－6 基礎部に作用する外荷重より

生じる荷重の関係（その 3） 

Ｘｎ 

ｄ２ 

ｄ３ 

Ｐｓ１ 
Ｐｓ１ 

ｅ 

Ｍｃ１ 

ａ 

ｂ 



 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-1
-
14
(4
) 
R1
 

25 

(1)と同様にして中立軸の位置Ｘｎを 

 ・ 
ａ

・ｎ6・ｓ・Ａ
 －)・Ｘ

2

ｂ
＋3・(ｅ－Ｘ

２ 2 3 ｂ
ｎｎ  

0 ＝ )－ｄ)・(ｂ－Ｘ－ｄ 
2

ｂ
 ＋(ｅ＋)－ｄ)・(ｂ－Ｘ－ｄ

2

ｂ
(ｅ＋ ３３２２ ｎｎ









 

 ····················· （5.3.1.3.13） 

ただし 

１１ ｓｃ ／Ｐｅ＝Ｍ  ······································ （5.3.1.3.14） 

より求めると，基礎ボルトに生じる引張力は 

)－ｄ)・(ｂ－Ｘ
3

Ｘ
－)＋(ｂ－ｄ－ｄ)・(ｂ－Ｘ

3

Ｘ
－(ｂ－ｄ

)－ｄ)・(ｂ－Ｘ
3

Ｘ
＋

2

ｂ
・(ｅ－Ｐ

＝Ｆ

３３２２

２１

ｎ
ｎ

ｎ
ｎ

ｎ
ｎ

ｓ

ｂ  

  ······························· （5.3.1.3.15） 

となる。 

したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。 

ｂ

ｂ
ｂ

・Ａｎ

Ｆ
＝

２

２σ   ···································· （5.3.1.3.16） 

(b) 長手方向から見て応力を1列の基礎ボルトで受ける場合 

(1)と同様にして引張応力は求められるが，ＭをＭｃ１，ＰｓをＰｓ１，ｄ１を

ｄ２，ａをｂ，ｂをａ及びｎ１をｎ２に置き換え，得られた基礎ボルトの応力を

σｂ２とする。 

b. せん断応力 

ｂ

ｓ
ｂ

ｎ・Ａ

)・＋ｍ・(ＲＣ
＝

１１
２

Ｈ
τ

g
  ························ （5.3.1.3.17） 

 

(3) 基礎ボルトに生じる最大応力 

(1)及び(2)より求められた基礎ボルトの応力のうち最大のものをσｂ及びτｂと

する。 

a. 基礎ボルトの最大引張応力 

σｂ＝Max｛長手方向地震時応力(σｂ１)，横方向地震時応力(σｂ２)｝ 

 ···························· （5.3.1.3.18） 

b. 基礎ボルトの最大せん断応力 

τｂ＝Max｛長手方向地震時応力(τｂ１)，横方向地震時応力(τｂ２)｝ 

 ···························· （5.3.1.3.19） 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 Ｓｙと0.6・Ｓｕのいずれか小さ

い方の値。ただし，オーステナ

イト系ステンレス鋼及び高ニッ

ケル合金にあっては1.2・Ｓの方

が大きい場合は，この大きい方

の値とする。 

0.6・Ｓｕ 

一次応力 

（一次膜応力＋ 

一次曲げ応力） 

上記の1.5倍の値 

一次＋二次応力 
地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は不要とする。 
一次＋二次 

＋ピーク応力 

 

5.4.2 脚の応力評価 

5.3.1.2項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力ƒｔｍ以下であること。 

ただし，ƒｔｍは下表による。 
 

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｍ 
・1.5 

1.5

Ｆ
 ・1.5 

1.5

Ｆ
 

 

＊  
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5.4.3 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.3項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ······················· （5.4.3.1） 

 

せん断応力τｂはせん断力のみ受ける基礎ボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ ・1.5 
2

Ｆ  
 ・1.5 

2

Ｆ  
 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 
・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 ・1.5 

 3  1.5・

Ｆ
 

 

＊  

＊  
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6. 耐震計算書のフォーマット 

横置一胴円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2.」から「1.」とする。 

 

7. 引用文献 

(1) Stresses in Large Horizontal Cylindrical Pressure Vessels on Two Saddle Supports，
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to External Loadings，Welding Research Council bulletin，March 1979 revision of WRC 

bulletin 107 / August 1965. 

(3) 日本産業規格 ＪＩＳ Ｂ ８２７８(2003)「サドル支持の横置圧力容器」 
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添付資料-5 平底たて置円筒形容器の耐震性についての 

計算書作成の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められて

いる平底たて置円筒形容器（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，

十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

ただし，本基本方針が適用されない平底たて置円筒形容器にあっては，個別耐震計算書にそ

の耐震計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

平底たて置円筒形容器の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重

及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，

「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を

「6. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

平底たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 平底たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

  

設計用地震力 

計算モデル設定 

理論式による固有周期 

地震時における応力 

平底たて置円筒形容器の構造強度評価 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 胴の軸断面積 mm2 

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm2 

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 ― 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 ― 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm  

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 ― 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂｍ 曲げモーメントに対する許容座屈応力 MPa 

ƒｃｍ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力（許

容組合せ応力） 

MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 ― 

１，２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図5－2に示す距離） 

mm 

ｇ 基礎から容器重心までの距離 mm 

Ｍｓ 基礎に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 ― 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

＊ 
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記号 記号の説明 単位 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 ― 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 ― 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

η 座屈応力に対する安全率 ― 

π 円周率 ― 

ρ′ 液体の密度 kg/mm3 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 

MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１，σφ１ 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ４ 水平方向地震により胴に生じる曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

φ１（ｘ） 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２（ｘ） 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 

  

長

さ 



 

 
6 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
5)
 R
1 

3. 評価部位 

平底たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評

価上厳しくなる胴及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定さ

れており，固定端とする。 

c. 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器は，前記の条件より図4－1に示すような下端固定の1質点系振動モデルとして考

える。 

 

 

ｇ

ＣＨ・ｍ０・g 

(1＋ＣＶ)･ｍ０･g 

 
 

図4－1 固有周期の計算モデル 

 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

ｅ

ｇｇ

Ｇ・Ａ
＋

3・Ｅ・Ｉ

1000
＝Ｋ

3 
Ｈ



 

 ········································ （4.1.1）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

 Ｉ＝ 3 
ｉ

π

 
 ········································· （4.1.2） 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ・ 
3

2
＝Ａ ｉｅ π

 
 ····································· （4.1.3）

 

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

Ｈ

０
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ··············································· （4.1.4） 
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(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 

Ａ・Ｅ

1000
＝Ｋ

ｇ
Ｖ



 

 ···················································· （4.1.5）

 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

＋ｔ)・ｔ・(ＤＡ＝ ｉπ  
 ·········································· （4.1.6）

 

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｖ

ｅ
ｖ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ π

 
 ··············································· （4.1.7） 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1(1)項a.～d.のほか，次の条件で計算する。概要図を図5－1に示す。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

 

 

基礎 

胴板 

ベースプレート 

基礎ボルト 

 

 

図5－1 概要図 

 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

  

基礎ボルト 

ベ－スプレ－ト 
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地震力を用いる場合は，

絶対値和を用いる。動的地震力を用いる場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭及び鉛直方向地震による応力 

2・ｔ

・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｉ
φ

ρ
１σ

g

 
 ······························ （5.3.1.1.1）

 

2・ｔ

・Ｃ・Ｈ・Ｄ′・
＝

ｖｉ
φ

ρ
２σ

g

 
 ························· （5.3.1.1.2）

 

＝0１ｘσ   ··············································· （5.3.1.1.3） 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレートと接合する点には，胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向

地震による軸方向応力が生じる。 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝σ

ｉ

ｅ
ｘ

π
２

g

 

······························· （5.3.1.1.4）
 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・Ｃ・ｍ
＝σ

ｉ

ｖｅ
ｘ

π
３

g

 

 ······························· （5.3.1.1.5）
 

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメント

を受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次の

ように求める。 

・ｔ  ＋ｔ)・(Ｄ

・・・ｍ4・Ｃ
＝σ

2

０
４

ｉ

ｇＨ
ｘ

π

g

 
 ···························· （5.3.1.1.6）

 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・・ｍ2・Ｃ
τ＝

ｉ

Ｈ

π
０ g

 
 ································· （5.3.1.1.7）

 

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

２１ φφφ σσσ ＋＝   ································ （5.3.1.1.8） 

 2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｔφｘｔφｔ   

 ································ （5.3.1.1.9） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｔ σσσσσ ＋＋－＝   ················ （5.3.1.1.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2
４

2
３２１ ｘｘｘｘｔｘ σσσσσ ＋＋－＝    ··········· （5.3.1.1.11）  
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(b) 組合せ圧縮応力 

２１ φφφ σσσ －＝－   ····························· （5.3.1.1.12） 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

 2 2 
０ τσσσσσ 4・ ＋ )－( ＋＋ ・ 

2

1
＝ ｘｃφｘｃφｃ

 

 ······················· （5.3.1.1.13）
 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－   ·············· （5.3.1.1.14） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２１ ｘｘｘｘｘｃ σσσσσ ＋＋＋＝－  ·············· （5.3.1.1.15） 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法

それぞれに対して， 

σ０＝Max｛組合せ引張応力（σ０ｔ），組合せ圧縮応力（σ０ｃ）｝ 

 ······················· （5.3.1.1.16） 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じ値になるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(a) 組合せ引張応力 

２２ φφ σσ ＝   ····································· （5.3.1.1.17） 

2  2 
２２２２２ τσσσσσ 4・ ＋)－( ＋＋＝ ｘｔφｘｔφｔ  

 ······················· （5.3.1.1.18） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２ ｘｘｘｔ σσσ ＋＝   ····························· （5.3.1.1.19） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２ ｘｘｘｔ σσσ ＋＝   ··························· （5.3.1.1.20） 

(b) 組合せ圧縮応力 

２２ φφ σσ ＝－   ···································· （5.3.1.1.21） 
2  2 

２２２２２ τσσσσσ 4・ ＋)－( ＋＋＝ ｘｃφｘｃφｃ  

 ······················· （5.3.1.1.22） 

ここで， 

【絶対値和】 

４３２ ｘｘｘｃ σσσ ＋＝   ····························· （5.3.1.1.23） 

【ＳＲＳＳ法】 
2

４
2

３２ ｘｘｘｃ σσσ ＋＝   ··························· （5.3.1.1.24） 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最大

値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

σ２＝Max｛組合せ引張応力（σ２ｔ），組合せ圧縮応力（σ２ｃ）｝ 

 ······················· （5.3.1.1.25） 

とする。  
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5.3.1.2 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷

重については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める（図5－2参

照）。 

以下にその手順を示す。 

 

 

 

 

図5－2 基礎の荷重説明図 

 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを求

める。 

ｃ

ｂ

σ
σ

ｓ・
1＋

1
ｋ＝

 

 ····································· （5.3.1.2.1）

 

１ ２

ｔ２ 
ｔ１ 

α 

Ｆ  c Ｆ  t 

ｅ･Ｄｃ 

Ｆｔ 

Ｆｃ ｚ･Ｄｃ 

(1－ｋ)･Ｄｃ 

ｓ･σｃ 

σｂ 

ｋ･Ｄｃ 



 

 
12 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
5)
 R
1 

b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

(1－2・ｋ)＝cos－１α   ································ （5.3.1.2.2） 

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπαπ
ｅ

sin ＋)・cos－(

・cos・sin 
2

3
 )＋－・( 

2

1
 α＋)・cos－(

 ・ 
2

1
 ＝

2









 









 
・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋
ααα

ααααα 2

 

 ······· （5.3.1.2.3）

 

















ααα

ααααα
αｚ

・cos－sin

・cos＋・cos・sin 
2

3
 －・ 

2

1

＋cos ・ 
2

1
 ＝

2

 
 ························ （5.3.1.2.4） 

α
 αααπ

1＋cos

＋sin・cos )－(  2・
＝Ｃ

}{
ｔ

 
 ·················· （5.3.1.2.5） 

α
ααα

1－cos

)cos・－2・(sin
＝ＣＣ   ························· （5.3.1.2.6） 

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

ｃ

ｃｖ
ｔ

Ｄ・ｅ

Ｄ・・(1－ＣＭｓ－
＝Ｆ

・ｚ・ｍ) ０ g 

 

 ························ （5.3.1.2.7） 

g・)・ｍ＋(1－ＣＦ＝Ｆ ０ｖｔｃ   ························ （5.3.1.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

g
g

・・
ｅ

－
ｅ・Ｄ

)Ｄ・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・ｚ・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｔ  

 ························ （5.3.1.2.9） 

g
g

・・) 
ｅ

1－ (＋
ｅ・Ｄ

)Ｄ(ｚ－ｅ)・・＋(ＣＭ
＝Ｆ ０

2
０

2

ｍ
ｚ・・ｍ

ｃ

ｃｖｓ
ｃ  

 ······················· （5.3.1.2.10） 

ここで， 

ｇＨｓ ・・ｍ ・＝ＣＭ ０ g   ···························· （5.3.1.2.11） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（5.3.1.2.3）式及び（5.3.1.2.4）式においてαをπに近づけた場合の値 

ｅ＝0.75及びｚ＝0.25を（5.3.1.2.7）式又は（5.3.1.2.9）式に代入し，得られ

るＦｔの値によって引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔｃ

ｔ
ｂ

・Ｃ・Ｄｔ

2・Ｆ
＝

１

σ
 

 ······························· （5.3.1.2.12） 

ｃｃ

ｃ
ｃ

・Ｃ)・Ｄ＋ｓ・ｔ(ｔ

2・Ｆ
＝

１２

σ
 
 ···················· （5.3.1.2.13） 

ここで， 

ｃ

ｂ

・Ｄ

ｎ・Ａ
＝ｔ
π

１   ······································ （5.3.1.2.14） 

１２ )－ｔ－Ｄ・(Ｄ 
2

1
＝ｔ ｂｉｂｏ

 
 ························ （5.3.1.2.15） 

Ａｂ＝
π

4
・ｄ２  ······································ （5.3.1.2.16） 

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。この

場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

 

(2) せん断応力 

ｂ

Ｈ
ｂ

ｎ・Ａ

・
＝

０・ｍ
τ

Ｃ g

 
 ·································· （5.3.1.2.17） 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

(1) 5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許容応力Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

一次一般膜応力 Ｓｙと0.6・Ｓｕのいずれか小さ

い方の値。ただし，オーステナ

イト系ステンレス鋼及び高ニッ

ケル合金にあっては1.2・Ｓの方

が大きい場合は，この大きい方

の値とする。 

0.6・Ｓｕ 

一次＋二次応力 
地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は不要とする。 
一次＋二次 

＋ピーク応力 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。

（座屈の評価） 

１≦
ση・

＋
）σ＋ση・（

ｂｍ

ｘ

ｃｍ

ｘｘ ４３２

 f f  
  ························· （5.4.1.1） 

ここで，ƒｃｍは次による。 

Ｆ

1200・
 ≦ 

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆｃｍ f   ···················································· （5.4.1.2） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
のとき 



































Ｆ

1200・
 － 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ・ 

Ｆ

8000・
Ｆ－φ  ・ 

6800・

1
 － 1 ・ ＝Ｆ

ｉ
 １ｃｍ

gg

g
 f

              

 ······························································ （5.4.1.3） 

800≦  
2・ｔ

＋2・ｔＤ
 ≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 










2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝

ｉ

ｃｍ １φ f   ······································ （5.4.1.4） 
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ただし， （ｘ）φ１ は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.901・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ１  

 ·························· （5.4.1.5） 

また，ƒｂｍは次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝Ｆｂｍ f   ···················································· （5.4.1.6） 

Ｆ

9600・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 



































Ｆ

1200・
－

2・ｔ

＋2・ｔＤ
・

Ｆ

9600・
Ｆ－φ・

8400・

1
－1＝Ｆ・

ｉ
２ｂｍ

gg

g
            f

 

 ·························· （5.4.1.7） 

800≦
2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

9600・ ｉg
 のとき 










2・ｔ

＋2・ｔＤ
＝

ｉ

ｂｍ ２φ f   ······································ （5.4.1.8） 

ただし， （ｘ）φ２ は次の関数とする。 


























ｘ・

16

1
－1－exp 1－0.731・ ・ 

ｘ

Ｅ
 （ｘ）＝0.6・φ２  

 ·························· （5.4.1.9） 

ηは安全率で次による。 

Ｆ

1200・
≦

2・ｔ

＋2・ｔＤｉ g
 のとき 

＝1η   ······················································ （5.4.1.10） 

Ｆ

8000・
＜

2・ｔ

＋2・ｔＤ
＜

Ｆ

1200・ ｉ gg
 のとき 










Ｆ

1200・
－

2・ｔ

2・ｔ＋Ｄ
 ・ 

6800・

0.5・Ｆ
＝1＋

ｉ
η

g

g
  ················ （5.4.1.11） 

2・ｔ

＋2・ｔＤ
≦

Ｆ

8000・ ｉg
 のとき 

＝1.5η   ··················································· （5.4.1.12） 
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5.4.2 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.2項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以

下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ······················· （5.4.2.1） 

 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下である

こと。ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

 弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 

・1.5 
2

Ｆ

 

 

 

・1.5 
2

Ｆ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 

・1.5 
3 1.5・

Ｆ

 

 

 

・1.5 
3 1.5・

Ｆ

 

 

 
  

＊ 

＊ 
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6. 耐震計算書のフォーマット 

平底たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 
 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備に

示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章番

を「2.」から「1.」とする。 
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【フォーマットⅠ  設計基準対象施設としての評価結果】  
【○○○容器の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 
最高使用温度 

(℃) 
周囲環境温度 

(℃) 
比重 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
〇〇建物 

EL    ＊1 
  ＣＨ＝  ＊2 ＣＶ＝ ＊2 ＣＨ＝ ＊3 ＣＶ＝ ＊3    

 

 

 

 

1.2 機器要目 

ｍ０ 

(kg) 

ｍｅ 

(kg) 

Ｄｉ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

ｇ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 
ｓ ｎ 

    
＊1 ＊1 

  
  

 

Ｄｃ 

(mm) 
Ｄｂｏ 

(mm) 
Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ  

(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

   (M  ) 
 

  

 

Ｓｙ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 
(MPa) 

Ｓ（胴板） 
(MPa) 

Ｆ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 
Ｆ （基礎ボルト）

 

(MPa) 

＊1 ＊1 ＊1  ＊2 ＊2   

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 
 

  

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 
＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

＊ 
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1.3 計算数値 
1.3.1 胴に生じる応力 
(1) 一次一般膜応力                                                                   (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 σφ１＝ ― ― σφ１＝ ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 σφ２＝ ― ― σφ２＝ ― ― 

空質量による圧縮応力 ― σｘ２＝ ― ― σｘ２＝ ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― σｘ３＝ ― ― σｘ３＝ ― 

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝ τ＝ ― σｘ４＝ τ＝ 

応力の和 
引張側 σφ＝ σｘｔ＝ ― σφ＝ σｘｔ＝ ― 

圧縮側 σφ＝ σｘｃ＝ ― σφ＝ σｘｃ＝ ― 

組合せ応力 
引張  σ０ｔ＝   σ０ｔ＝  

圧  縮  σ０ｃ＝   σ０ｃ＝  

 

(2) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                          (単位：MPa)              

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ  

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力  

鉛直方向地震による応力 σφ２＝ σｘ３＝ ― σφ２＝ σｘ３＝ ―  

水平方向地震による応力 ― σｘ４＝ τ＝ ― σｘ４＝ τ＝  

応力の和 
引張側 σ２φ＝ σ２ｘｔ＝ ― σ２φ＝ σ２ｘｔ＝ ―     

圧縮側 σ２φ＝ σ２ｘｃ＝ ― σ２φ＝ σ２ｘｃ＝ ―     

組合せ応力 

（変動値） 

引張  σ２ｔ＝   σ２ｔ＝      

圧  縮  σ２ｃ＝   σ２ｃ＝      

 
1.3.2 基礎ボルトに生じる応力                (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 σｂ＝ σｂ＝ 

せん断応力 τｂ＝ τｂ＝ 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期    (単位：s)             1.4.2 応力                                               (単位：MPa) 

方向 固有周期  
部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 ＴＨ＝  算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鉛直方向 ＴＶ＝  

胴板 

 一次一般膜 σ０＝ Ｓａ＝ σ０＝ Ｓａ＝ 

   一次＋二次 σ２＝ Ｓａ＝ σ２＝ Ｓａ＝ 

   圧縮と曲げの 

組合せ 

  

   （座屈の評価） （無次元） （無次元） 

   
基礎ボルト 

 引張 σｂ＝ ƒｔｓ＝  ＊ σｂ＝ ƒｔｓ＝  ＊ 

   せん断 τb＝ ƒｓｂ＝  τb＝ ƒｓｂ＝  

                          注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。                                  

＋       ≦1 
η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃｍ        ƒｂｍ 
＋       ≦1 

η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃｍ        ƒｂｍ 
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【フォーマットⅡ  重大事故等対処設備としての評価結果】  

【○○○容器の耐震性についての計算結果】  

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 
(℃) 

周囲環境温度 
(℃) 

比重 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

  
〇〇建物 

EL    ＊1 
  ―   ―  ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2    

 

 

 

 
2.2 機器要目 

ｍ０ 
(kg) 

ｍｅ 
(kg) 

Ｄｉ 
(mm) 

ｔ 
(mm) 

Ｅ 
(MPa) 

Ｇ 
(MPa) 

ｇ 
(mm) 

Ｈ 
(mm) 

ｓ ｎ 

    
＊1 ＊1 

  
  

 

Ｄｃ 

(mm) 
Ｄｂｏ 

(mm) 
Ｄｂｉ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 

Ｍｓ(N･mm) 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

   (M  ) 
 

―  

 

Ｓｙ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｕ（胴板） 
(MPa) 

Ｓ（胴板） 
(MPa) 

Ｆ（胴板） 
(MPa) 

Ｓｙ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｓｕ（基礎ボルト） 

(MPa) 

Ｆ（基礎ボルト） 

(MPa) 
Ｆ （基礎ボルト） 

(MPa) 

＊1 ＊1 ―  ＊2 ＊2 ―  

注記＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 
 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

＊ 
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2.3 計算数値 

2.3.1 胴に生じる応力 

 (1) 一次一般膜応力                                     (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力 

静水頭による応力 ― ― ― σφ１＝ ― ― 

鉛直方向地震による引張応力 ― ― ― σφ２＝ ― ― 

空質量による圧縮応力 ― ― ― ― σｘ２＝ ― 

鉛直方向地震による軸方向応力 ― ― ― ― σｘ３＝ ― 

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝ τ＝ 

応力の和 
引張側 ― ― ― σφ＝ σｘｔ＝ ― 

圧縮側 ― ― ― σφ＝ σｘｃ＝ ― 

組合せ応力 
引張  ―   σ０ｔ＝  

圧 縮  ―   σ０ｃ＝  

 

(2) 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値                          (単位：MPa)                

 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ  

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力  

鉛直方向地震による応力 ― ― ― σφ２＝ σｘ３＝ ―  

水平方向地震による応力 ― ― ― ― σｘ４＝ τ＝  

応力の和 
引張側 ― ― ― σ２φ＝ σ２ｘｔ＝ ―     

圧縮側 ― ― ― σ２φ＝ σ２ｘｃ＝ ―     

組合せ応力 

（変動値） 

引張  ―   σ２ｔ＝      

圧 縮  ―   σ２ｃ＝      

 

2.3.2 基礎ボルトに生じる応力             (単位：MPa) 

 弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

引張応力 ― σｂ＝ 

せん断応力 ― τｂ＝ 

 

 

 



S2 補 Ⅵ-2-1-14(5) R1E 
  

 

23 

 

2.4 結論 

2.4.1 固有周期    (単位：s)             2.4.2 応力                                               (単位：MPa) 

方向 固有周期  
部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 ＴＨ＝  算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鉛直方向 ＴＶ＝  

胴板 

 一次一般膜 ― ― σ０＝ Ｓａ＝ 

   一次＋二次 ― ― σ２＝ Ｓａ＝ 

 
  圧縮と曲げの 

組合せ 
― 

 

   （座屈の評価） ― （無次元） 

   
基礎ボルト 

 引張 ― ― σｂ＝ ƒｔｓ＝  ＊ 

   せん断 ― ― τb＝ ƒｓｂ＝  

                          注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。 

 

 

 
 

 

＋       ≦1 
η･(σｘ２＋σｘ３)   η・σｘ４ 

    ƒｃｍ        ƒｂｍ 
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添付資料-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められてい

る管（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）並びに管に取り付く支持構

造物及び弁が十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載し

たものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

管及び管に取り付く支持構造物の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定し

た荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，

「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収ま

ることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，管に取り付

く弁の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動的機能維持の方針に

基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」に

て示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示

す。 

管並びに管に取り付く支持構造物及び弁の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 管並びに管に取り付く支持構造物及び弁の耐震評価フロー 

  

設計用地震力 

弁の機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

解析モデル設定 

解析による固有周期 

地震時における応力 

管，支持構造物の構造強度評価 

地震応答解析 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ｂ１，Ｂ２， 

Ｂ２ｂ，Ｂ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数（一次応力の

計算に使用するもの） 
― 

Ｃ２，Ｃ２ｂ， 

Ｃ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数（一次＋二次

応力の計算に使用するもの） 
― 

Ｄ０ 管の外径 mm 

Ｅ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part6 表 1に規定する縦弾性

係数 
MPa 

ｉ１ 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810に規定する値又は 1.33

のいずれか大きい方の値 
― 

ｉ２ 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810に規定する値又は 1.0

のいずれか大きい方の値 
― 

Ｋ２，Ｋ２ｂ， 

Ｋ２ｒ 

設計・建設規格 PPB-3810に規定する応力係数（ピーク応力

の計算に使用するもの） 
― 

Ｍａ 
管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）により生

じるモーメント 
N･mm 

Ｍｂ 
耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震を含めた短期

的荷重）により生じるモーメント 
N･mm 

Ｍｂ⚹ 地震による慣性力により生じるモーメントの全振幅 N･mm 

Ｍｂｐ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続

される分岐管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）によ

り生じるモーメント 

N･mm 

Ｍｂｓ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続

される分岐管の地震による慣性力と相対変位により生じるモ

ーメントの全振幅 

N･mm 

Ｍｃ 
耐震性についての計算：地震による相対変位により生じるモ

ーメントの全振幅 
N･mm 

Ｍｉｐ 
耐震性についての計算：管の機械的荷重（地震による慣性力

を含む。)により生じるモーメント 
N･mm 

Ｍｉｓ 
耐震性についての計算：管の地震による慣性力と相対変位に

より生じるモーメントの全振幅 
N･mm 

Ｍｒｐ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続

される主管の機械的荷重（地震による慣性力を含む。）により

生じるモーメント 

N･mm 
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記号 記号の説明 単位 

Ｍｒｓ 

耐震性についての計算：管台又は突合せ溶接式ティーに接続

される主管の地震による慣性力と相対変位により生じるモー

メントの全振幅 

N･mm 

ｎｉ 繰返し荷重 iの実際の繰返し回数 回 

Ｎｉ 
繰返し荷重 iに対し，設計・建設規格 PPB-3534に従って算

出された許容繰返し回数 
回 

Ｐ 
耐震性についての計算：地震と組合せるべき運転状態におけ

る圧力 
MPa 

Ｓ 
最高使用温度における設計・建設規格 付録材料図表 Part5 

表 5に規定する材料の許容引張応力 
MPa 

Ｓℓ 繰返しピーク応力強さ MPa 

Ｓｍ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 1に規定する材料の

設計応力強さ 
MPa 

Ｓｎ 一次＋二次応力 MPa 

Ｓｐ ピーク応力 MPa 

Ｓｐｒｍ 一次応力 MPa 

Ｓｔ ねじりによる応力 MPa 

Ｓｔ＋Ｓｂ 曲げとねじりによる応力 MPa 

Ｓｙ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に規定する材料の

設計降伏点 
MPa 

Ｓｕ 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に規定する材料の

設計引張強さ 
MPa 

ｔ 管の厚さ mm 

Ｕ 運転状態Ⅰ，Ⅱにおける疲労累積係数 ― 

ＵＳｄ Ｓｄ地震動のみによる疲労累積係数 ― 

ＵＳｓ Ｓｓ地震動のみによる疲労累積係数 ― 

Ｚ，Ｚｉ 管の断面係数 mm3 

Ｚｂ 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される分岐管の断面係数 mm3 

Ｚｒ 管台又は突合せ溶接式ティーに接続される主管の断面係数 mm3 

εｅ 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，弾性解析に

より計算したときのひずみであり，次の計算式により計算し

た値 

εｅ＝σ⚹／Ｅ 

σ⚹：弾性解析によるミーゼス相当応力 

― 

  



 

5 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
6)
 R
1 

記号 記号の説明 単位 

εｅｐ 

Ｓｐを求めたピーク応力強さのサイクルに対して，材料の応力

－ひずみ関係として，降伏応力をＳｍの 1.5倍の値とした弾

完全塑性体とした弾塑性解析により計算したときのひずみで

あり，次の計算式により計算した値 

εｅｐ＝σ／Ｅ＋εｐ 

σ：弾塑性解析によるミーゼス相当応力 

εｐ：弾塑性解析によるミーゼス相当塑性ひずみ 

― 
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 2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 
寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

変位量 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

計算条件 

圧力 MPa 小数点第 3位 四捨五入 小数点第 2位＊1 

温度 ℃ 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

外径 mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

厚さ mm 小数点第 2位 四捨五入 小数点第 1位 

縦弾性係数 MPa 小数点第 1位＊2 四捨五入 整数位＊2 

質量 kg 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

単位長さ質量 kg/m 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

ばね定数 N/mm 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

回転ばね定数 N･mm/rad 有効桁数 3桁 四捨五入 有効桁数 2桁 

方向余弦 ― 小数点第 5位 四捨五入 小数点第 4位 

許容応力＊3 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

減衰定数 ％ ― ― 小数点第 1位 

解析結果

及び評価 

固有周期 s 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

震度 ― 小数点第 3位 切上げ 小数点第 2位 

刺激係数 ― 小数点第 4位 四捨五入 小数点第 3位 

計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

計算荷重及び反力 kN 小数点第 1位 切上げ 整数位＊4 

モーメント kN･m 小数点第 1位 切上げ 整数位＊4 

許容荷重 kN 小数点第 1位 切捨て 整数位＊4 

疲労累積係数 ― 小数点第 5位 切上げ 小数点第 4位 

機能維持評価用 

加速度 
×9.8m/s2 小数点第 2位 切上げ 小数点第 1位 

機能確認済加速度 ×9.8m/s2 ― ― 小数点第 1位 

注記＊1：必要に応じて小数点第 3位表示とする。また，静水頭は「静水頭」と記載する。 

＊2：必要に応じて処理桁を有効数字 4桁，表示桁を有効数字 3桁とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容応力は，比例法 

により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

＊4：必要に応じて小数点第 1位表示とする。  
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3. 評価部位 

 管の耐震評価については，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき一次応力評価，一次

＋二次応力評価及び疲労評価を実施する。 

 管に取り付く支持構造物の耐震評価については，「5.1 構造強度評価方法」に基づき，種類及

び型式に区分して評価を実施する。 

 管に取り付く弁の耐震評価については，「6.1 動的機能維持評価方法」に基づき，動的機能維

持要求弁に対する動的機能維持評価を実施し，計算により求めた機能維持評価用加速度が機能確

認済加速度以下であることを確認する。 

 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

管の固有周期の計算は三次元多質点系はりモデルによる解析により実施する。配管系の解析

モデルの作成に当たっては，以下を考慮する。 

(1) 配管系は三次元多質点系はりモデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に対する剛性を

考慮する。 

(2) 弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。また，弁の剛性

を考慮したモデル化を行う。 

(3) 同一モデルに含める範囲は，原則としてアンカ点からアンカ点までとする。 

(4) 分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母管に対して分

岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小さい場合にはこの限りで

はない。 

(5) 質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モードを十分

に表現できるように，適切な間隔で設ける。 

(6) 配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。 

a. レストレイント：支持構造物の剛性を考慮したばね＊にて支持する並進方向を拘束，回

転方向を自由として扱う。 

b. スナッバ：支持構造物の剛性を考慮したばねにて支持する並進方向を拘束，回転方向を

自由として扱う。 

c. アンカ：支持構造物の剛性を考慮したばね＊にて並進方向及び回転方向を拘束として扱

う。 

d. ガイド：支持構造物の剛性を考慮したばね＊にて支持する並進方向及び回転方向を拘束

として扱う。 

注記＊：実機支持構造物の剛性を考慮し，一律設定したばね定数を適用する。 

(7) 配管系の質量は，配管自体の質量の他に弁等の集中質量，保温材等の付加質量及び管内流

体の質量を考慮するものとする。 

(8) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。  
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 管の構造強度評価は，「4.1 固有周期の計算方法」に基づき作成した解析モデルによる地

震応答解析を行い，得られたモーメント等から「5.4 計算方法」に記載した方法で実施す

る。配管系の動的解析手法としては，スペクトルモーダル解析法を用いる。評価に当たって

は，以下の荷重を考慮する。また，水平２方向及び鉛直方向地震力は個別に作用させる。 

水平２方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適用する。 

a. 内圧 

b. 機械的荷重（自重その他の長期的荷重） 

c. 機械的荷重（逃がし弁又は安全弁の吹出し反力及びその他の短期的荷重） 

d. 地震荷重（基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度による慣性力並びに相

対変位） 

 

(2) 管に取り付く支持構造物の構造強度評価は，Ⅵ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算

について」に基づき，以下に示す種類及び型式に区分して実施する。 

a. オイルスナッバ 

b. メカニカルスナッバ 

c. ロッドレストレイント 

d. スプリングハンガ 

e. コンスタントハンガ 

f. リジットハンガ 

g. レストレイント 

h. アンカ 

上記の支持構造物のうち，a.～f.については，Ⅵ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計

算について」において，種類及び型式単位に設定した許容荷重に対する応力評価を実施し，

計算応力が許容応力以下であることを確認していることから，荷重確認による評価を実施

し，計算荷重が許容荷重以下であることを確認する。なお，支持構造物は強度計算及び耐震

性についての計算の基本式が同一であることから，強度計算を耐震性についての計算に含

めて実施する。 
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5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

耐震性についての計算において考慮する荷重の組合せ及び許容応力を表 5－1～表 5－3 に示

す。 

 

表 5－1 荷重の組合せ 

施設分類＊1 設備 管クラス 荷重の組合せ＊2 
許容応

力状態 

設計基準 

対象施設 

原子炉冷却材 

圧力バウンダリ 
クラス１管 

ⅠＬ＋Ｓｄ 

ⅢＡＳ ⅡＬ＋Ｓｄ 

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ＊3 

ⅠＬ＋Ｓｓ 

ⅣＡＳ ⅡＬ＋Ｓｓ 

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ＊4 

上記を除く設備 

クラス２管 

クラス３管 

クラス４管 

火力技術基準適用の管 

ⅠＬ＋Ｓｄ 

ⅢＡＳ ⅡＬ＋Ｓｄ 

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ＊3 

ⅠＬ＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 

ⅡＬ＋Ｓｓ 

重大事故等 

対処設備 

原子炉冷却材 

圧力バウンダリ 
重大事故等クラス２管 

ⅠＬ＋Ｓｓ 

ⅣＡＳ ⅡＬ＋Ｓｓ 

ⅣＬ（Ｌ）＋Ｓｄ 

ⅤＬ（Ｌ）＋Ｓｄ 
ⅤＡＳ 

ⅤＬ（ＬＬ）＋Ｓｓ 

原子炉格納容器

バウンダリ 
重大事故等クラス２管 

ⅠＬ＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 

ⅡＬ＋Ｓｓ 

ⅤＬ（Ｌ）＋Ｓｄ＊5，＊6 
ⅤＡＳ 

ⅤＬ（ＬＬ）＋Ｓｓ＊7 

上記を除く設備 

重大事故等クラス２管 

重大事故等クラス３管 

火力技術基準適用の管 

ⅠＬ＋Ｓｓ 
ⅣＡＳ 

ⅡＬ＋Ｓｓ 

ⅤＬ＋Ｓｓ＊8 ⅤＡＳ 
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注記＊1：設計基準対象施設と重大事故等対処設備の兼用範囲は設計基準対象施設及び重大事故等

対処設備の荷重の組合せを考慮する。 

＊2：ⅠＬ，ⅡＬ，ⅣＬ（Ｌ），ⅤＬ，ⅤＬ（Ｌ），ⅤＬ（ＬＬ）はそれぞれ，運転状態Ⅰ，Ⅱ，Ⅳ（Ｌ）， 

Ⅴ，Ⅴ（Ｌ），Ⅴ（ＬＬ）において作用する荷重を示す。なお，（Ｌ）は長期的に荷重が作

用している状態，（ＬＬ）は更に長期的に荷重が作用している状態を示す。 

＊3：ＥＣＣＳ等（非常用炉心冷却系及びそれに関連する系統）のみにおいて考慮する。 

＊4：ＥＣＣＳ等（非常用炉心冷却系及びそれに関連する系統）以外において考慮する。 

＊5：原子炉格納容器バウンダリは，事象の進展によっては，重大事故等時の最大荷重の発生タ

イミングが遅くなる可能性があることから，保守的に重大事故等時の最大荷重とＳｄ地震

力の組合せを考慮する。 

＊6：原子炉格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない場合）における荷重条件

を適用する。 

＊7：原子炉格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）における荷重条件を

適用する。 

＊8：原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納容器バウンダリを除く設備は必ずしも重大事

故等時の荷重の時間履歴を詳細に評価しないことから，重大事故等時の最大荷重とＳｓ地

震力の組合せを考慮する。 
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表 5－2 許容応力（クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管） 

許容応力 

状態 

一次一般 

膜応力 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 
一次＋二次応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 1.5・Ｓｍ＊1 

2.25・Ｓｍ 

ただし，ねじりによる応力

が 0.55・Ｓｍを超える場合

は，曲げとねじりによる応

力について 1.8・Ｓｍとす

る。 

3・Ｓｍ＊2 

Ｓｄ又はＳｓ地震

動のみによる応力

振幅について評価

する。 

Ｓｄ又はＳｓ地震動

のみによる疲労累積

係数と運転状態Ⅰ，Ⅱ

における疲労累積係

数の和が 1.0 以下で

あること。 ⅣＡＳ 

ⅤＡＳ＊3 
2・Ｓｍ＊1 

3・Ｓｍ 

ただし，ねじりによる応力

が 0.73・Ｓｍを超える場合

は，曲げとねじりによる応

力について 2.4・Ｓｍとす

る。 

注記＊1：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値

（1.5・Ｓｍ）の 0.8倍の値とする。 

＊2：3・Ｓｍを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格PVB-3300（同PVB-

3313を除く）又はPPB-3536(1)，(2)，(4)及び(5)の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊3：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとし

て評価を実施する。 
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表 5－3 許容応力（「クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管」を除く管で 

耐震重要度分類Ｓクラス及びＳｓ機能維持対象） 

許容応力 

状態 

一次一般 

膜応力 

一次応力 

（曲げ応力を含む） 

一次＋二次 

応力 

一次＋二次 

＋ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Min(Ｓｙ，0.6・Ｓｕ)＊1 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニ

ッケル合金については，

上記値と 1.2・Ｓとの大

きい方 

Ｓｙ 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高

ニッケル合金について

は，上記値と 1.2・Ｓと

の大きい方 

Ｓｄ又はＳｓ地震動のみによ

る疲労解析を行い疲労累積係

数が 1.0以下であること。ただ

し，地震動のみによる一次＋二

次応力の変動値が 2・Ｓｙ以下

であれば，疲労解析は不要であ

る。＊2 
ⅣＡＳ 

ⅤＡＳ＊3 
0.6・Ｓｕ＊1 0.9・Ｓｕ 

注記＊1：軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値

の 0.8倍の値とする。 

＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格PPB-3536(1)，(2)，

(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは2／3・Ｓｙと読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

＊3：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとし

て評価を実施する。 

  



 

13 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
6)
 R
1 

5.3 設計用地震力 

設計用地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定した設計用

床応答スペクトルを用いる。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の

減衰定数を用いる。なお，設計用床応答スペクトルは配管系の重心レベルの上階の設計用床応

答スペクトルを適用する。ただし，設計用床応答スペクトルの運用において合理性が示される

場合には，その方法を採用できるものとする。 

 

5.4 計算方法 

(1) クラス１管及び重大事故等クラス２管であってクラス１管 

a. 一次応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２ｂ・Ｍｂｐ／Ｚｂ＋Ｂ２ｒ・Ｍｒｐ／Ｚｒ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐｒｍ＝Ｂ１・Ｐ・Ｄ０／(2・ｔ)＋Ｂ２・Ｍｉｐ／Ｚｉ 

b. 一次＋二次応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｎ＝Ｃ２ｂ・Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｃ２ｒ・Ｍｒｓ／Ｚｒ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｎ＝Ｃ２・Ｍｉｓ／Ｚｉ 

c. ピーク応力 

(a) 管台及び突合せ溶接式ティー 

Ｓｐ＝Ｋ２ｂ・Ｃ２ｂ・Ｍｂｓ／Ｚｂ＋Ｋ２ｒ・Ｃ２ｒ・Ｍｒｓ／Ｚｒ 

(b) (a)以外の管 

Ｓｐ＝Ｋ２・Ｃ２・Ｍｉｓ／Ｚｉ 

d. 繰返しピーク応力強さ 

Ｓℓ＝Ｋｅ・Ｓｐ／2 

Ｋｅ：次の計算式により計算した値 

イ. Ｓｎ＜3・Ｓｍの場合 

Ｋｅ＝1 
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ロ. Ｓｎ≧3・Ｓｍの場合 

(イ) Ｋ＜Ｂ０の場合 

ⅰ. Ｓｎ／(3・Ｓｍ)＜［(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 

 

Ｋｅ＝Ｋｅ⚹＝1＋Ａ０･{Ｓｎ／(3・Ｓｍ)－1／Ｋ} 

ⅱ. Ｓｎ／(3・Ｓｍ)≧［(ｑ＋Ａ０／Ｋ－1) 

 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋(ｑ－1)・(1－3・Ｓｍ／Ｓｎ) 

 

(ロ) Ｋ≧Ｂ０の場合 

 

Ｋｅ＝Ｋｅ⚹⚹＝ａ・Ｓｎ／(3・Ｓｍ)＋Ａ０・(1－1／Ｋ)＋1－ａ 

 

Ｋｅ＝Ｋｅ’＝1＋(ｑ－1)・(1－3・Ｓｍ／Ｓｎ) 

ここで， 

Ｋ＝Ｓｐ／Ｓｎ， 

 

ｑ，Ａ０，Ｂ０：下表に掲げる材料の種類に応じ，それぞれの同表に掲げる値 

材料の種類 ｑ Ａ０ Ｂ０ 

低合金鋼 3.1 1.0 1.25 

マルテンサイト系ステンレス鋼 3.1 1.0 1.25 

炭素鋼 3.1 0.66 2.59 

オーステナイト系ステンレス鋼 3.1 0.7 2.15 

高ニッケル合金 3.1 0.7 2.15 

Ｓｎ≧3・Ｓｍの場合，5.4(1)d.ロ.に関わらず，次の計算式により計算した値を用

いてもよい。 

Ｋｅ＝εｅｐ／εｅ 

 

e. 疲労累積係数 

Σ(ｎｉ／Ｎｉ)≦1.0 
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(2) (1)を除く管 

a. 一次応力 

Ｓｐｒｍ＝Ｐ・Ｄ０／(4・ｔ)＋0.75・ｉ１・(Ｍａ＋Ｍｂ)／Ｚ 

b. 一次＋二次応力 

Ｓｎ＝(0.75・ｉ１・Ｍｂ⚹＋ｉ２・Ｍｃ)／Ｚ 

c. ピーク応力 

(1)c.に同じ。 

d. 繰返しピーク応力強さ 

(1)d.に同じ。 

ただし，Ｋｅの計算においては，Ｓｍを 2／3・Ｓｙに読み替えるものとする。 

e. 疲労累積係数 

(1)e.に同じ。 

 

5.5 応力の評価 

5.4項で求めた応力及び疲労累積係数が 5.2項に示す許容値以下であることを確認する。 

 

  



 

16 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1
-1
4(
6)
 R
1 

6. 機能維持評価 

6.1 動的機能維持評価方法 

配管系の地震応答解析から得られた弁の機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較

により，地震時又は地震後の動的機能維持を評価する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

なお，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評価を実施し，機能

維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認

する。 

 

7. 耐震計算書のフォーマット 

管の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 (1) 概要 

本資料及びⅥ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐震計算について」に基づき，管，支持

構造物及び弁の耐震性についての計算を実施した結果を示す旨を記載する。 

なお，支持構造物は強度計算及び耐震性についての計算の基本式が同一であることか

ら，強度計算を耐震性についての計算に含めて実施している旨を記載する。 

また，評価結果の記載方法は以下とする旨を記載する。 

 

a. 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析

モデル単位に記載する。また，各応力区分における最大応力評価点の許容値／発生値（以

下「裕度」という。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び評価結

果を記載する。各応力区分における代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果につ

いても記載する。 

b. 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式単位に反力が最大となる支持点の評

価結果を代表として記載する。 

c. 弁 

評価結果を記載する対象弁は，工認主要弁かつ動的機能維持要求弁とし，機能確認済

加速度の機能維持評価用加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して，弁型式別に評価結果を記載する。 
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(2) 概略系統図及び鳥瞰図 

a. 概略系統図 

工事計画記載範囲の系統の概略を示した図面を添付する。概略系統図の記号凡例を下表に

示す。 

 

記号 内容 

   （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該計算書記載範囲の管（重大事故等対処設

備） 

   （太破線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該計算書記載範囲の管（設計基準対象施設） 

   （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該系統の管であって他計算書記載範囲の管 

   （破線） 工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系統の管であ

って計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であって系統の概略を示すた

めに表記する管 

 鳥瞰図番号（代表モデル） 

 鳥瞰図番号（代表モデル以外） 

 アンカ 
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b. 鳥瞰図 

評価結果記載の解析モデルの解析モデル図を添付する。 

なお，複数建物・構築物に跨る解析モデルについては，建物・構築物の境界を記載する。

また，設計基準対象施設と重大事故等対処設備の兼用範囲を含む解析モデルについては，設

計基準対象施設に該当する範囲を示した鳥瞰図と重大事故等対処設備に該当する範囲を示し

た鳥瞰図に分けて添付する。鳥瞰図の記号凡例を下表に示す。 

 

記号 内容 

   （太線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該計算書記載範囲の管 

（重大事故等対処設備の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(SA)」，設計基準対象施

設の場合は鳥瞰図番号の末尾を「(DB)」とする。） 

   （細線） 工事計画記載範囲の管のうち，当該系統の管であって他計算書記載範囲の管 

   （破線） 工事計画記載範囲外の管，又は工事計画記載範囲の管のうち本系統の管であ

って計算書作成対象範囲外の管及び他系統の管であって解析モデルの概略を

示すために表記する管 

 質点 

 アンカ 

 レストレイント 

 
レストレイント（斜め拘束の場合） 

 スナッバ 

 スナッバ（斜め拘束の場合） 

 ハンガ 

 リジットハンガ 

 拘束点の地震による相対変位量(mm) 

（＊は評価点番号，矢印は拘束方向を示す。また，   内に変位量を記載す

る。なお，Ｓｓ機能維持の範囲はＳｓ地震動による変位量のみを記載する。） 

 

 

(3) 計算条件 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 耐－1～耐－7に示す。 

 

(4) 解析結果及び評価 

本項目記載内容及び記載フォーマットを FORMAT 耐－8～耐－13に示す。 
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・FORMAT 耐－1： 

荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

施設 

名称 

設備 

名称 

系統 

名称 

施設 

分類＊1 

設備 

分類＊2 

機器等 

の区分 

耐震 

重要度 

分類 

荷重の 

組合せ＊3，＊4 

許容応力 

状態＊5 

         

         

注記＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大

事故防止設備以外の常設重大事故防止設備，「常設／防止（ＤＢ拡張）」は常設重大事故防

止設備（設計基準拡張），「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3：運転状態の添字Ｌは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態，(ＬＬ)は(Ｌ)より更に

長期的に荷重が作用している状態を示す。 

＊4：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

＊5：許容応力状態ⅤＡＳは許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣＡＳとして

評価を実施する。 

 

・FORMAT 耐－2－1： 

設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥瞰図番号 

管番号 対応する評価点 許容応力状態 
最高使用圧力 

(MPa) 

最高使用温度 

(℃) 

  ⅢＡＳ   

  ⅣＡＳ   

  ⅤＡＳ   

 

・FORMAT 耐－2－2： 

設計条件 

鳥瞰図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。 

鳥瞰図番号 

管番号 対応する評価点 
外径 

(mm) 

厚さ 

(mm) 
材料 

耐震 

重要度 

分類 

縦弾性 

係数 

(MPa) 
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・FORMAT 耐－3： 

配管の付加質量，フランジ部の質量，弁部の質量 

鳥瞰図番号 

質量 対応する評価点 

  

  

注：配管の付加質量は，保温等の配管に付加される質量を示す。 

 

・FORMAT 耐－4： 

弁部の寸法 

鳥瞰図番号 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 

    

    

 

・FORMAT 耐－5： 

支持点及び貫通部ばね定数 

鳥瞰図番号 

支持点番号 
各軸方向ばね定数(N/mm)＊ 各軸回り回転ばね定数(N･mm/rad)＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

       

**    ** 
      

      

注：支持点番号における**印は斜め拘束を示す。また，下段は方向余弦を示す。 

注記＊：拘束のない方向については「―」と記載する。 

 

・FORMAT 耐－6： 

材料及び許容応力 

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。 

材料 
最高使用温度 

(℃) 

許容応力(MPa)＊ 

Ｓｍ Ｓｙ Ｓｕ Ｓ 

      

      

注記＊：評価に使用しない許容応力については「―」と記載する。 
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・FORMAT 耐－7： 

設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトル及び等価繰返し

回数を下表に示す。 

なお，設計用床応答スペクトルは，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設

定したものを用いる。減衰定数は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載の減衰定数を用い

る。等価繰返し回数は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定したものを用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 
標高 

(m) 

減衰定数 

(％) 

等価繰返し回数 

Ｓｄ Ｓｓ 

      

      

 

・FORMAT 耐－8： 

 固有周期及び設計震度 

鳥瞰図番号 

適用する地震動等 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

及び静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード＊1 
固有周期 

(s) 

応答水平震度＊2 
応答鉛直 

震度＊2 
応答水平震度＊3 

応答鉛直 

震度＊3 

Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｚ方向 Ｙ方向 

1次        

2次        

･･･        

8次        

n次        

動的震度＊4，＊5       

静的震度＊6    ― ― ― 

注：本表はＳクラスの場合を示す。なお，Ｓｓ機能維持評価の場合は，「弾性設計用地震動Ｓｄ及び

静的震度」欄及び「静的震度」欄を削除したものを使用する。 

注記＊1：固有周期が 0.050s 以上のモードを示す。0.020s 以上 0.050s 未満のモードに対しては，

最大応答加速度又はこれを上回る震度を適用する。なお，１次固有周期が 0.050s未満で

ある場合は，１次モードのみを示す。 

＊2：設計用床応答スペクトルⅠ（弾性設計用地震動Ｓｄ）により得られる震度 

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

＊5：最大応答加速度を 1.2倍した震度 

＊6：3.6・ＣＩ及び 1.2・ＣＶより定めた震度  
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・FORMAT 耐－9： 

各モードに対応する刺激係数 

鳥瞰図番号 

モード 
固有周期 

(s) 

刺激係数＊ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｚ方向 

1次     

2次     

3次     

・・・     

8次     

n次     

注：3 次モードまでを代表として，各質点の変位の相対量･方向を示した振動モード図を添付する。

なお，1次固有周期が 0.050s未満である場合は，1次モードのみを添付する。 

注記＊：モード質量を正規化するモードベクトルを用いる。 

 

・FORMAT 耐－10－1： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

クラス１管 

許容応力 

状態 

最大応力区分(許容応力) 

鳥瞰図 

番号 

最大 

応力 

評価点 

配管 

要素 

名称 

応力評価 疲労評価 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

疲労累積 

係数 

ⅢＡＳ 

一次 

応力 

膜＋曲げ Ｓｐｒｍ(2.25・Ｓｍ)    Ｓｐｒｍ 2.25・Ｓｍ ― 

ねじり Ｓｔ(0.55・Ｓｍ)    Ｓｔ 0.55・Ｓｍ ― 

ねじり＋曲げ Ｓｔ＋Ｓｂ(1.8・Ｓｍ)    Ｓｔ＋Ｓｂ＊1 1.8・Ｓｍ ― 

一次＋二次応力 Ｓｎ(3・Ｓｍ)    Ｓｎ 3・Ｓｍ Ｕ＋ＵＳｄ＊2 

疲労累積係数 Ｕ＋ＵＳｄ    ― ― Ｕ＋ＵＳｄ 

ⅣＡＳ 

一次 

応力 

膜＋曲げ Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ)    Ｓｐｒｍ 3・Ｓｍ ― 

ねじり Ｓｔ(0.73・Ｓｍ)    Ｓｔ 0.73・Ｓｍ ― 

ねじり＋曲げ Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ)    Ｓｔ＋Ｓｂ＊1 2.4・Ｓｍ ― 

一次＋二次応力 Ｓｎ(3・Ｓｍ)    Ｓｎ 3・Ｓｍ Ｕ＋ＵＳｓ＊2 

疲労累積係数 Ｕ＋ＵＳｓ    ― ― Ｕ＋ＵＳｓ 

注記＊1：ねじり応力が許容応力以下の場合は，「―」と記載する。 

＊2：一次＋二次応力が 3・Ｓｍ以下の場合は，「―」と記載する。 
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・FORMAT 耐－10－2： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管（原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲） 

許容応力 

状態 

最大応力区分(許容応力) 

鳥瞰図 

番号 

最大 

応力 

評価点 

配管 

要素 

名称 

応力評価 疲労評価 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

疲労累積 

係数 

ⅣＡＳ 

一次 

応力 

膜＋曲げ Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ)    Ｓｐｒｍ 3・Ｓｍ ― 

ねじり Ｓｔ(0.73・Ｓｍ)    Ｓｔ 0.73・Ｓｍ ― 

ねじり＋曲げ Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ)    Ｓｔ＋Ｓｂ＊1 2.4・Ｓｍ ― 

一次＋二次応力 Ｓｎ(3・Ｓｍ)    Ｓｎ 3・Ｓｍ Ｕ＋ＵＳｓ＊2 

疲労累積係数 Ｕ＋ＵＳｓ    ― ― Ｕ＋ＵＳｓ 

ⅤＡＳ 

一次 

応力 

膜＋曲げ Ｓｐｒｍ(3・Ｓｍ)    Ｓｐｒｍ 3・Ｓｍ ― 

ねじり Ｓｔ(0.73・Ｓｍ)    Ｓｔ 0.73・Ｓｍ ― 

ねじり＋曲げ Ｓｔ＋Ｓｂ(2.4・Ｓｍ)    Ｓｔ＋Ｓｂ＊1 2.4・Ｓｍ ― 

一次＋二次応力 Ｓｎ(3・Ｓｍ)    Ｓｎ 3・Ｓｍ Ｕ＋ＵＳｓ＊2 

疲労累積係数 Ｕ＋ＵＳｓ    ― ― Ｕ＋ＵＳｓ 

注：本表は重大事故等クラス２管であってクラス１管範囲に適用する。 

注記＊1：ねじり応力が許容応力以下の場合は，「―」と記載する。 

＊2：一次＋二次応力が 3・Ｓｍ以下の場合は，「―」と記載する。 

 

・FORMAT 耐－10－3： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

クラス２以下の管 

許容応力 

状態 
最大応力区分(許容応力) 

鳥瞰図 

番号 

最大応力 

評価点 

応力評価 疲労評価 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

疲労累積 

係数 

ＵＳｄ 

ＵＳｓ 

ⅢＡＳ 
一次応力 Ｓｐｒｍ(Ｓｙ＊1)   Ｓｐｒｍ Ｓｙ＊1 ― 

一次＋二次応力 Ｓｎ(2・Ｓｙ)   Ｓｎ 2・Ｓｙ ＵＳｄ＊2 

ⅣＡＳ 
一次応力 Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)   Ｓｐｒｍ 0.9・Ｓｕ ― 

一次＋二次応力 Ｓｎ(2・Ｓｙ)   Ｓｎ 2・Ｓｙ ＵＳｓ＊2 

注記＊1：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと 1.2・Ｓのうち大

きい方とする。 

＊2：一次＋二次応力が 2・Ｓｙ以下の場合は，「―」と記載する。 
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・FORMAT 耐－10－4： 

管の応力評価結果 

下表に示すとおり最大応力及び疲労累積係数はそれぞれの許容値以下である。 

重大事故等クラス２管＊1 

許容応力 

状態 
最大応力区分(許容応力) 

鳥瞰図 

番号 

最大応力 

評価点 

応力評価 疲労評価 

計算応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

疲労累積 

係数 

ＵＳｓ 

ⅣＡＳ 
一次応力 Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)   Ｓｐｒｍ 0.9・Ｓｕ ― 

一次＋二次応力 Ｓｎ(2・Ｓｙ)   Ｓｎ 2・Ｓｙ ＵＳｓ＊2 

ⅤＡＳ 
一次応力 Ｓｐｒｍ(0.9・Ｓｕ)   Ｓｐｒｍ 0.9・Ｓｕ ― 

一次＋二次応力 Ｓｎ(2・Ｓｙ)   Ｓｎ 2・Ｓｙ ＵＳｓ＊2 

注記＊1：本表は原子炉冷却材圧力バウンダリを除く範囲に適用する。なお，同一計算書にて原子炉

冷却材圧力バウンダリ範囲の重大事故等クラス２管の結果を示す場合は，原子炉冷却材

圧力バウンダリを除く範囲の結果である旨を記載する。 

＊2：一次＋二次応力が 2・Ｓｙ以下の場合は，「―」と記載する。 
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・FORMAT 耐－11： 

支持構造物評価結果 

 下表に示すとおり計算応力及び計算荷重はそれぞれの許容値以下である。 

 

支持構造物評価結果（荷重評価） 

支持 

構造物 

番号 

種類 型式 材料 
温度 

(℃) 

評価結果 

計算荷重 

(kN) 

許容荷重(kN) 

一次評価＊1 二次評価＊2 

 メカニカルスナッバ  

Ⅵ-2-1-12「配管及び支持構

造物の耐震計算について」参

照 

   

 オイルスナッバ     

 ロッドレストレイント     

 スプリングハンガ     

 コンスタントハンガ     

 リジットハンガ     

注記＊1：あらかじめ設定した設計上の基準値を許容荷重として実施する評価 

＊2：計算荷重があらかじめ設定した設計上の基準値を超過した箇所に対して，ＪＥＡＧ４６０

１に定める許容限界を満足する範囲内で新たに設定した設計上の基準値を許容荷重として

実施する評価。なお，一次評価を満足する場合は「―」と記載する。 

 

支持構造物評価結果（応力評価） 

支持 

構造物 

番号 

種類 型式 材料 
温度 

(℃) 

支持点荷重 評価結果 

反力(kN) モーメント(kN･m) 
応力 

分類 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 
ＦＸ ＦＹ ＦＺ ＭＸ ＭＹ ＭＺ 

 レストレイント             

 アンカ             

注：評価対象がない場合はすべての欄に「―」と記載する。 

  評価結果のうち，裕度が最小の結果を記載する。 
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・FORMAT 耐－12： 

弁の動的機能維持の評価結果 

下表に示すとおり水平及び鉛直方向の機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下又は水平及

び鉛直方向を合成した機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速度以下かつ計算応力が許容応力

以下である。 

 

弁 

番号 
形式 

要求 

機能＊1 

機能維持評価用 

加速度 

(×9.8m/s2) 

機能確認済 

加速度 

(×9.8m/s2) 

詳細評価＊2，＊3 

動作機能確認済 

加速度 

(×9.8m/s2) 

構造強度評価結果 

(MPa) 

水平 鉛直 合成＊3，＊4 水平 鉛直 水平 鉛直 
評価

部位 

応力

分類 

計算

応力 

許容

応力 

              

              

              

注：評価対象がない場合はすべての欄に「―」と記載する。 

  構造強度評価については裕度が最小となる部位の評価結果を記載する。 

注記＊1：弁に要求される機能に応じて以下を記載する。 

α（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ時に動的機能が要求されるもの 

β（Ｓｓ）：基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ後に動的機能が要求されるもの 

＊2：水平又は鉛直方向の機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を超過する場合は詳細評

価を実施し，水平及び鉛直方向を合成した機能維持評価用加速度が動作機能確認済加速

度の最小値以下かつ計算応力が許容応力以下であることを確認する。 

＊3：詳細評価を実施しない場合は「―」と記載する。 

＊4：水平及び鉛直方向の機能維持評価用加速度をベクトル和により合成した値であり，詳細

評価を実施する場合に使用する。 
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・FORMAT 耐－13－1： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを

選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モ

デルの評価結果を示す。 

 

クラス１管 

No 
鳥瞰図 

番号 

許容応力状態ⅣＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

評 

価 

点 

疲労 

累積 

係数 

代 

表 

               

               

注：本表は許容応力状態ⅣＡＳの場合を示す。許容応力状態ⅢＡＳについても同様の表を作成する。 

 

・FORMAT 耐－13－2： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを

選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モ

デルの評価結果を示す。 

 

重大事故等クラス２管（原子炉冷却材圧力バウンダリ範囲） 

No 
鳥瞰図 

番号 

許容応力状態ⅤＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 疲労評価 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 
代 

表 

評 

価 

点 

疲労 

累積 

係数 

代 

表 

               

               

注：本表は重大事故等クラス２管であってクラス１管範囲に適用する。なお，本表は許容応力状態

ⅤＡＳの場合を示す。許容応力状態ⅣＡＳについても同様の表を作成する。 
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・FORMAT 耐－13－3： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを

選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モ

デルの評価結果を示す。 

 

クラス２以下の管 

No 
鳥瞰図 

番号 

許容応力状態ⅣＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕

度 

疲労 

累積 

係数 

代表＊ 

             

             

注：本表は許容応力状態ⅣＡＳの場合を示す。許容応力状態ⅢＡＳについても同様の表を作成する。 

注記＊：計算応力が許容応力を超過するモデルがある場合は，疲労累積係数が最大のものを代表と

する。 

 

・FORMAT 耐－13－4： 

代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果 

代表モデルは各モデルの最大応力点の応力と裕度を算出し，応力分類ごとに裕度最小のモデルを

選定して鳥瞰図，計算条件及び評価結果を記載している。下表に，代表モデルの選定結果及び全モ

デルの評価結果を示す。 

 

重大事故等クラス２管＊1 

No 
鳥瞰図 

番号 

許容応力状態ⅤＡＳ 

一次応力評価 一次＋二次応力評価 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 代表 

評 

価 

点 

計算 

応力 

(MPa) 

許容 

応力 

(MPa) 

裕度 

疲労 

累積 

係数 

代表＊2 

             

             

注：本表は許容応力状態ⅤＡＳの場合を示す。許容応力状態ⅣＡＳについても同様の表を作成する。 

注記＊1：本表は原子炉冷却材圧力バウンダリを除く範囲に適用する。なお，同一計算書にて原子

炉冷却材圧力バウンダリ範囲の重大事故等クラス２管の結果を示す場合は，原子炉冷却

材圧力バウンダリを除く範囲の結果である旨を記載する。 

＊2：計算応力が許容応力を超過するモデルがある場合は，疲労累積係数が最大のものを代表

とする。 
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添付資料-7 計装ラックの耐震性についての計算書作成の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められてい

る計装ラック（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震性

を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない計装ラックにあっては，個別耐震計算書にその耐震計算方

法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

計装ラックの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」

で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構

造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，計装ラックの機能維持評価は，

Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価

用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

計装ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 計装ラックの耐震評価フロー 

計器の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

計装ラックの構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛取付面に対し左右方向の水平方向地震によ

りボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 

N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛取付面に対し前後方向の水平方向地震によ

りボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 

N 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力(許容組

合せ応力）＊1 

MPa 

g  重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

１ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

２ｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

３ｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ｍｉ 計装ラックの質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（直立形）＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（前後方向）

（壁掛形）＊1 

― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（左右方向）

（壁掛形）＊1 

― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値＊1 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

 

＊  
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注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，３ｉ，

ｎｉ，ｎｆｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ(ＲＴ)， 

σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 

 

 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 

＊  
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3. 評価部位 

計装ラックの耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくな

る基礎ボルト及び取付ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

計装ラックの固有周期は，振動試験（加振試験又は自由振動試験）にて求める。なお，振動試

験により固有周期が求められていない計装ラックについては，構造が同等な計装ラックに対する

振動試験より算定された固有周期を使用する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計装ラックの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計装ラックに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。 

   また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用する。 

(3) 計装ラックは取付ボルトでチャンネルベースに固定されており，固定端とする。 

(4) チャンネルベースは基礎ボルト又は埋込金物で基礎と固定されており，固定端とする。 

(5) 床面据付の計装ラックの転倒方向は，図 5－1概要図（直立形）における長辺方向及び短辺

方向＊1について検討し，計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をい

う。）を記載する。壁掛形の計装ラック＊2については，図 5－2概要図（壁掛形）における正

面方向及び側面方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。 

(6) 計装ラックの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に重

心位置を設定して耐震性の計算を行う。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

注記＊1：長辺，短辺方向の寸法が同じ直立形の計装ラックの転倒方向は，計装ラックを正面よ

り見て左右に転倒する場合を「左右方向転倒」，前方又は後方に転倒する場合を「前

後方向転倒」という。 

  ＊2：壁掛形の計装ラックの転倒方向は，計装ラックを正面より見て左右に転倒する場合を

「左右方向転倒」，前方に転倒する場合を「前後方向転倒」という。 
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図 5－1 概要図（直立形） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 概要図（壁掛形） 

 

 

 

5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。なお，壁掛形の計装ラックの設計

用地震力については，設置床上下階のいずれか大きい方を用いる。 

チャンネルベース 

 
 

取付ボルト 

正面 側面 

基礎 

計装ラック 

基礎ボルト 

壁 

取付ボルト 

壁 

チャンネルベース 

計装ラック 基礎ボルト 

上面                       側面 
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。計算モデルは，取付ボルトの場合を示す。 

 

 

図5－3(1) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

 

図5－3(2) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

 

転倒方向 

ｈ
2 
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22 12 
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22 12 

ｍ2･ＣＨ･g 
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ｈ
2 

ｍ2･ＣＨ･g 

ｍ2･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点 
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転倒支点となる 
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22 12 22 12 

取付ボルト 

チャンネルベース 

取付ボルト 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1

-1
4(
7)
 R
1 

 

8 

 

図5－3(3) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

 

 

図5－3(4) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

 

転倒方向 

ｈ
2 

引張を受ける 

ボルト列 

ｍ2･ＣＨ･g 

ｍ2･(ＣＶ－1)･g 

転倒支点 

22 12 

22 12 

取付ボルト 

転倒方向 

ｈ
2 

引張を受ける 

ボルト列 

（12≦22） 

転倒支点となる 

ボルト列 

ｍ2･ＣＨ･g 

ｍ2･(1－ＣＶ)･g 

転倒支点 

22 12 

22 12 

チャンネルベース 

チャンネルベース 

転倒支点となる 

ボルト列 

（12≦22） 

取付ボルト 
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引張を受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 

32 ｈ2 

転倒方向 

転倒方向 

ｍ2・ ＣＨ・g 

図 5－4(1) 計算モデル（壁掛形 左右方向転倒の場合） 

ｍ2・ＣＨ・g 

ｍ2・(1＋ＣＶ)・g 

 2
2 

 1
2 

32 
転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 

ボルト列 

 

転倒支点 

ｈ
2 

 

 1
2 

 2
2 

ｍ2・(1＋ＣＶ)・g 

壁 

転倒支点 

チャンネルベース 

取付ボルト 

チャンネルベース 

取付ボルト 

壁 

図 5－4(2) 計算モデル（壁掛形 前後方向転倒の場合） 

 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-1

-1
4(
7)
 R
1 

 

10 

(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－3及び図5－4で最外列のボ

ルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算

する。 

引張力 

計算モデル図5－3(1)及び図5－3(3)の場合の引張力 

Ｆｂｉ＝                         

････････････････ (5.3.1.1.1) 

計算モデル図5－3(2)及び図5－3(4)の場合の引張力 

Ｆｂｉ＝                    

     ････････････････ (5.3.1.1.2) 

計算モデル図5－4(1)及び図5－4(2)の場合の引張力 

   

Ｆｂ１ｉ＝                       

････････････････ (5.3.1.1.3) 

  

Ｆｂ２ｉ＝                       

････････････････ (5.3.1.1.4) 

 

Ｆｂｉ  ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ） ･････････････････････････････ (5.3.1.1.5) 

 

引張応力 

σｂｉ＝     ･････････････････････････････････････････ (5.3.1.1.6) 

 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

Ａｂｉ＝
π

4
・ｄｉ２ ･････････････････････････････････････････ (5.3.1.1.7) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

Ｆｂｉ 

Ａｂｉ 

ｎｆＨｉ・３ｉ 

ｍｉ・（1＋ＣＶ）・ｈｉ・g ＋ ｍｉ・ＣＨ・１ｉ・g 

 

ｍｉ・ＣＨ・ｈｉ・g ｍｉ・（1＋ＣＶ）・ｈｉ・g 

 ｎｆＶｉ・２ｉ 
＋ 

ｎｆＶｉ・２ｉ 

 

ｍｉ・g・ＣＨ・ｈｉ－ｍｉ・g・（ 1－ＣＶ）・１ ｉ  

ｎｆｉ・（ １ ｉ＋ ２ ｉ）  

ｍｉ・g・ＣＨ・ｈｉ－ｍｉ・g・（1－ＣＶ）・２ｉ 

ｎｆｉ・（１ ｉ＋ ２ ｉ） 
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

a. 直立形の場合 

 Ｑｂｉ ＝ｍｉ・g・ＣＨ  ·······························  (5.3.1.1.8) 

b. 壁掛形の場合 

 Ｑｂ１ｉ ＝ｍｉ・ＣＨ・g  ······························  (5.3.1.1.9) 

 Ｑｂ２ｉ ＝ｍｉ・（1＋ＣＶ）・g  ························  (5.3.1.1.10) 

 Ｑｂｉ  ＝ （Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2  ················  (5.3.1.1.11) 

せん断応力 

τｂｉ＝         ································  (5.3.1.1.12) 

 

 

 

√ 

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1.1項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓｉ以下

であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] ･････････････････････ (5.4.1.1) 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

 Ｆｉ 

2
・1.5  

 Ｆｉ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

 Ｆｉ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆｉ  

1.5・ 3
・1.5  

 

 

＊  

＊  
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的機能

維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

直立形計装ラックの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

7.2 壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマット 

壁掛形計装ラックの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

 フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡ及びⅣを使用するものとする。ただし，評価結果表に記

載の章番を「2.」から「1.」とする。 
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【フォーマットⅠ  直立形計装ラックの設計基準対象施設としての評価結果】  

【○○○○（○○○○）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
○○建物 

EL     ＊1 
  ＣＨ＝ ＊2   ＣＶ＝ ＊2     ＣＨ＝ ＊3    ＣＶ＝ ＊3      

 

 

1.2 機器要目  

部材 
ｍｉ 
(kg) 

ｈｉ 
(mm) 

ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) 

ｎｉ 
Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1）  ＊1 

 

(M   ) 
    

取付ボルト 
（ｉ＝2）  ＊1 

 

(M  ) 
    

 

部材 
１ｉ＊2

 

(mm) 
２ｉ＊2

 

(mm) 
ｎｆｉ＊2 

Ｆｉ 
(MPa) 

Ｆｉ ＊ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

     ＊1      ＊1  

    
     ＊1      ＊1  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

     ＊1      ＊1  

    
     ＊1      ＊1  

 

 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

  ＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-2-1-14(7) R1 

 

15
 

1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                                     (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

    

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

    

  

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                                             (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張 σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ 

せん断 τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張 σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ 

せん断 τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ 

注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。                       

  

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                          (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【フォーマットⅡ  直立形計装ラックの重大事故等対処設備としての評価結果】  

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
○○建物 

EL     ＊1 
  ― ― ＣＨ＝ ＊2   ＣＶ＝ ＊2     

 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1）  ＊1 

 

(M   )     

取付ボルト 
（ｉ＝2）  ＊1 

 

(M  )     

 

部材 
１ｉ＊2

 

(mm) 
２ｉ＊2

 

(mm) 
ｎｆｉ＊2 

Ｆｉ 
(MPa) 

Ｆｉ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

     ＊1      ＊1  

― 

 

―  
     ＊1      ＊1  

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

     ＊1      ＊1  

―  ―  
     ＊1      ＊1  

 

 

 

注記＊1：重心位置を保守的な位置に設定して評価する。 

＊2：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

 

＊
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                                 (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                                             (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張 ― ― σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張 ― ― σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ 

注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。                       

  

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                           (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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11

 

 

（長辺方向）      （短辺方向） 

正面      側面      

Ａ～Ａ矢視図 

ｈ
1
 


21

 

 基礎ボルト 

転倒方向 

（
11
≦

21
）  

チャンネルベース 

Ａ Ａ 

基礎ボルト 

ｍ1･g 


11

 
21

 

（
11
≦

21
）  

（長辺方向） （短辺方向） 

正面      側面      


22

 

 


12

 

 

Ａ～Ａ矢視図 

チャンネルベース 

取付ボルト 

取付ボルト 

Ａ Ａ 

（
12
≦

22） 

転倒方向 


12

 

 


22

 

 
（

12
≦

22） 

ｈ
2 ｍ2･g 
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【フォーマットⅢ  壁掛形計装ラックの設計基準対象施設としての評価結果】  

【○○○○（○○○○）の耐震性についての計算結果】   

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

 

 
○○建物 

EL    

（EL     ＊1） 

  ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2 ＣＨ＝ ＊3    ＣＶ＝ ＊3    

 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 
hｉ 

(mm) 
ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) ｎｉ 

Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1）   
 

（M  ） 
    

取付ボルト 
（ｉ＝2）   

 

（M  ） 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

部材 

１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 

３ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆＶｉ＊ ｎｆＨｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

     

    
     

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

    

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                              (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張 σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ 

せん断 τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 
引張 σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ 

せん断 τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ 

注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。                     

 
1.4.2 電気的機能維持の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【フォーマットⅣ  壁掛形計装ラックの重大事故等対処設備としての評価結果】  

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

  
○○建物 

EL    

(EL     ＊1) 

  ― ― ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 

Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1）   

 

(M  ) 
    

取付ボルト 
（ｉ＝2）   

 

(M  ) 
    

 

部材 

１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 

３ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆＶｉ＊ ｎｆＨｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

     

―  ―  
     

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

     

―  ―  
     

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

―  ―  

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                              (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張 ― ― σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 
引張 ― ― σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ 

注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。                                       

 
2.4.2 電気的機能維持の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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取付ボルト 

壁 

転倒方向 

   
22
 

   
12
 


32

 

ｈ
2
 

チャンネルベース 

基礎ボルト 

壁 

基礎ボルト 


31

 

転倒方向 

チャンネルベース 

ｈ
1
 

取付ボルト 

ｈ2 

転倒方向 

壁 

ｈ1 

 

転倒方向 

壁 

ｍ2･g 
ｍ1･g 

   
1
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められてい

る計器スタンション（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な

耐震性を有していることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとする。 

ただし，本基本方針が適用できない計器スタンションにあっては，個別耐震計算書にその耐震

計算方法を含めて記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

計器スタンションの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷

重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有

周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，

「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，計器スタンションの

機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づ

き，機能維持評価用加速度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

計器スタンションの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 計器スタンションの耐震評価フロー 

計器の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

計器スタンションの構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂ ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1) に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133 に定める値 MPa 

Ｆｂ ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂ１ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震

によりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形） 

N 

Ｆｂ２ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震

によりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形） 

N 

ƒｓｂ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ１ 取付面から重心までの距離 mm 

ｈ２ 取付面から重心までの距離（壁掛形） mm 

１ 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

２ 重心とボルト間の水平方向距離＊ mm 

３ 重心と下側ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ａ 側面（左右）ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ｂ 上下ボルト間の距離（壁掛形） mm 

ｍ 計器スタンションの質量 kg 

ｎ ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 ― 

ｎｆＶ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（前後方向）（壁掛形） 

― 

ｎｆＨ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（左右方向）（壁掛形） 

― 

Ｑｂ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｑｂ１ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｑｂ２ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形） N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂ ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

＊  
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注記＊：１≦２ 

 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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3. 評価部位 

計器スタンションの耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳

しくなる基礎ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

計器スタンションの固有周期は，振動試験（加振試験又は自由振動試験）にて求める。なお，

振動試験により固有周期が求められていない計器スタンションについては，構造が同等な計器ス

タンションに対する振動試験より算定された固有周期を使用する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計器スタンションの質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は計器スタンションに対して，水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。 

   また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用する。 

(3) 計器スタンションは基礎ボルトで床面及び壁面に固定されており，固定端とする。 

(4) 転倒方向＊は，図 5－1概要図（直立形）における正面方向及び側面方向並びに図 5－2概

要図（壁掛形）における正面方向及び側面方向について検討し，計算書には計算結果の厳し

い方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 計器スタンションの重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位

置に重心位置を設定して耐震性の計算を行う。 

(6) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

注記＊：計器スタンションの転倒方向は，計器スタンションを正面より見て左右に転倒する場

合を「左右方向転倒」，前方又は後方に転倒する場合を「前後方向転倒」という。
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図 5－1 概要図（直立形） 

 

図 5－2 概要図（壁掛形） 
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5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7 

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。なお，壁掛形の計器スタンション

の設計用地震力については，設置床上下階のいずれか大きい方を用いる。 

 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。 

 

図5－3(1) 計算モデル 

（直立形 左右方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

 

 

図5－3(2) 計算モデル 

（直立形 左右方向転倒－2 (1－ＣＶ)＜0の場合） 
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図5－4(1) 計算モデル 

（直立形 前後方向転倒－1 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

 

図5－4(2) 計算モデル 

（直立形 前後方向転倒－1 (1－ＣＶ)＜0の場合） 
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図5－4(3) 計算モデル 

（直立形 前後方向転倒－3 重心位置が両端のボルトの間にない場合で 

(２＋１)／(２－１)≧ＣＶの場合） 

 

 

図5－4(4) 計算モデル 

（直立形 前後方向転倒－4 重心位置が両端のボルトの間にない場合で 

(２＋１)／(２－１)＜ＣＶの場合） 
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図5－5(1) 計算モデル 

（壁掛形 左右方向転倒の場合） 

 

 

 

図5－5(2) 計算モデル 

（壁掛形 前後方向転倒の場合） 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として，図5－3，図5－4及び図5－5で最

外列のボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものと

して計算する。 

 

引張力 

計算モデル図5－3(1)及び5－4(1)の場合の引張力 

     Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・1 

ｎf・(1＋2)
  ·········· (5.3.1.1.1) 

計算モデル図5－3(2)及び5－4(2)の場合の引張力 

     Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・2 

ｎf・(1＋2)
  ·········· (5.3.1.1.2) 

計算モデル図5－4(3)の場合の引張力 

     Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 ＋ｍ・g ・(１＋ＣＶ)・1 

ｎf・(2－1)
  ·········· (5.3.1.1.3) 

計算モデル図5－4(4)の場合の引張力 

     Ｆｂ＝
ｍ・g・ＣＨ・ｈ1 －ｍ・g ・(１－ＣＶ)・2 

ｎf・(2－1)
  ·········· (5.3.1.1.4) 

計算モデル図5－5(1)の場合の引張力 

     Ｆｂ１＝ｍ・g・






ＣＨ・ｈ2

 ｎf H・a
 ＋

(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・b
  ··············· (5.3.1.1.5) 

計算モデル図5－5(2)の場合の引張力 

     Ｆｂ２＝ｍ・g・






ＣＨ・3＋(１＋ＣＶ)・ｈ2

 ｎf V・b
  ················ (5.3.1.1.6) 

Ｆｂ ＝Max（Ｆｂ１，Ｆｂ２） ································ (5.3.1.1.7) 

引張応力 

 σｂ＝
Ｆｂ

Ａｂ
  ·············································· (5.3.1.1.8) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂは次式により求める。 

 Ａｂ＝
π

4
・ｄ２  ·········································· (5.3.1.1.9) 

ただし，Ｆｂが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わ

ない。 
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

a. 直立形の場合 

 Ｑｂ ＝ ｍ・g・ＣＨ  ································ (5.3.1.1.10) 

b. 壁掛形の場合 

 Ｑｂ１＝ ｍ・g・ＣＨ  ································ (5.3.1.1.11) 

 Ｑｂ２＝ ｍ・g・（1＋ＣＶ） ··························· (5.3.1.1.12) 

 Ｑｂ ＝ (Ｑｂ1)2 ＋(Ｑｂ2)2  ························· (5.3.1.1.13) 
 

せん断応力 

 τｂ＝
Ｑｂ

ｎ・Ａｂ
  ········································ (5.3.1.1.14) 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1.1項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓ以下で

あること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

 

 ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] ·················· (5.4.1.1) 

 

せん断応力τｂは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。

ただし，ƒｓｂは下表による。 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ 

2
・1.5  

 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ 

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  

＊  

＊  
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的機能

維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

 

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形計器スタンションの耐震計算書のフォーマット 

直立形計器スタンションの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

7.2 壁掛形計器スタンションの耐震計算書のフォーマット 

壁掛形計器スタンションの耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡ及びⅣを使用するものとする。ただし，評価結果表に記

載の章番を「2.」から「1.」とする。 
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【フォーマットⅠ  直立形計器スタンションの設計基準対象施設としての評価結果】  

【○○○○（〇〇〇〇）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
○○建物 

EL    ＊1 
  ＣＨ＝ ＊2   ＣＶ＝ ＊2   ＣＨ＝ ＊3   ＣＶ＝ ＊3    

 

 

 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ１ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 

(MPa) 
Ｓｕ 

(MPa) 

基礎ボルト   
 

(M   ) 
    

 

部材 
１

＊ 
(mm) 

２
＊ 

(mm) 
ｎｆ＊ 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ ＊ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 
   

    

   

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

1.3 計算数値     

1.3.1 ボルトに作用する力                                       (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト     

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 
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1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張 σｂ＝ ƒｔｓ＝     ＊ σｂ＝ ƒｔｓ＝     ＊ 

せん断 τｂ＝ ƒｓｂ＝ τｂ＝ ƒｓｂ＝ 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。                             

 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【フォーマットⅡ  直立形計器スタンションの重大事故等対処設備としての評価結果】  

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
○○建物 

EL    ＊1 
  ― ― ＣＨ＝ ＊2   ＣＶ＝ ＊2    

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ１ 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ 
Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

基礎ボルト   
 

(M   ) 
    

 

部材 
１

＊ 

(mm) 

２
＊ 

(mm) 
ｎｆ＊ 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
   

―   ―   

   

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

2.3 計算数値     

2.3.1 ボルトに作用する力                                       (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ―   ―   
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2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                 (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張 ― ― σｂ＝ ƒｔｓ＝     ＊ 

せん断 ― ― τｂ＝ ƒｓｂ＝ 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。 

 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

（1≦2） 

（左右方向） 

1 2 

ｈ
1 

転倒方向 

ｍ･g 

基礎ボルト 

（1≦2） 

（前後方向） 

転倒方向 

2 1 

ｈ
1 

ｍ･g 

基礎ボルト 
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【フォーマットⅢ  壁掛形計器スタンションの設計基準対象施設としての評価結果】  

【○○○○（○○○○）の耐震性についての計算結果】  

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  

○○建物 

EL    

(EL       ＊1) 

  ＣＨ＝ ＊2    ＣＶ＝ ＊2    ＣＨ＝ ＊3    ＣＶ＝ ＊3     

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 
 

1.2 機器要目 

部材 
ｍ 

(kg) 

ｈ２ 

(mm) 

ｄ 

(mm) 

Ａｂ 

(mm2) 
ｎ 

Ｓｙ 

(MPa) 
Ｓｕ 

(MPa) 

基礎ボルト   
 

(M  ) 
    

 

部材 
３

＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 
ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ

＊ ｎｆＨ
＊ 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
     

    
     

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

1.3 計算数値     

1.3.1 ボルトに作用する力                                          (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト     
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1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                  (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張 σｂ＝ ƒｔｓ＝     ＊ σｂ＝ ƒｔｓ＝     ＊ 

せん断 τｂ＝ ƒｓｂ＝ τｂ＝ ƒｓｂ＝ 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。                            

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                         (×9.8m/s2)  

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向  
 

鉛直方向  
 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【フォーマットⅣ  壁掛形計器スタンションの重大事故等対処設備としての評価結果】  

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  

○○建物 

EL    

(EL       ＊1) 

  ― ― ＣＨ＝ ＊2   ＣＶ＝ ＊2    

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

  

2.2 機器要目 

部材 
ｍ 
(kg) 

ｈ２ 
(mm) 

ｄ 
(mm) 

Ａｂ 
(mm2) 

ｎ Ｓｙ 
(MPa) 

Ｓｕ 
(MPa) 

基礎ボルト   
 

(M  ) 
    

 

部材 
３

＊ 

(mm) 

ａ＊ 

(mm) 
ｂ＊ 

(mm) 
ｎｆＶ

＊ ｎｆＨ
＊ 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 
     

―   ―   
     

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
 

2.3 計算数値     

2.3.1 ボルトに作用する力                                       (単位：N) 

部材 

Ｆｂ Ｑｂ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト ―   ―   
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2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                               (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト  
引張 ― ― σｂ＝ ƒｔｓ＝     ＊ 

せん断 ― ― τｂ＝ ƒｓｂ＝ 

注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 

すべて許容応力以下である。                             

 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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転倒方向 
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添付資料-9 盤の耐震性についての計算書作成の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-1-1「耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書が求められてい

る盤（耐震重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の計算を行うもの）が，十分な耐震性を有して

いることを確認するための耐震計算の方法について記載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に従うものとす

る。 

ただし，本基本方針が適用できない盤にあっては，個別耐震計算書にその耐震計算方法を含め

て記載する。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

盤の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並

びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算

出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造

強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。また，盤の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-

9「機能維持の基本方針」にて設定した電気的機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速

度が機能確認済加速度以下であることを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認するこ

とで実施する。確認結果を「7. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

盤の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 盤の耐震評価フロー 

  

器具の電気的機能維持評価 

機能維持評価用加速度 

盤の構造強度評価 

地震時における応力 

固有周期 

設計用地震力 
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2.2 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｉ ボルトの軸断面積＊1 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄｉ ボルトの呼び径＊1 mm 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値＊1 MPa 

Ｆｉ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値＊1 MPa 

Ｆｂｉ ボルトに作用する引張力（1本当たり）＊1 N 

Ｆｂ１ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し左右方向の水平方向地震に

よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 
N 

Ｆｂ２ｉ 鉛直方向地震及び壁掛盤取付面に対し前後方向の水平方向地震に

よりボルトに作用する引張力（1本当たり）（壁掛形）＊1 
N 

 

ƒｓｂｉ せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力＊1 MPa 

ƒｔｏｉ 引張力のみを受けるボルトの許容引張応力＊1 MPa 

ƒｔｓｉ 引張力とせん断力を同時に受けるボルトの許容引張応力（許容組

合せ応力）＊1 
MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈｉ 据付面又は取付面から重心までの距離＊2 mm 

１ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

１ｉ 重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

２ｉ 重心とボルト間の水平方向距離（直立形）＊1，＊3 mm 

２ｉ 上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛形）＊1 mm 

３ｉ 左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛形）＊1 mm 

ｍｉ 盤の質量＊2 kg 

ｎｉ ボルトの本数＊1 ― 

ｎｆｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（直立形）＊1 ― 

ｎｆＶｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（前後方向）

（壁掛形）＊1 
― 

ｎｆＨｉ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数（左右方向）

（壁掛形）＊1 
― 

Ｑｂｉ ボルトに作用するせん断力＊1 N 

Ｑｂ１ｉ 水平方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｑｂ２ｉ 鉛直方向地震によりボルトに作用するせん断力（壁掛形）＊1 N 

Ｓｕｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値＊1 MPa 

Ｓｙｉ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値＊1 
MPa 

π 円周率 ― 

σｂｉ ボルトに生じる引張応力＊1 MPa 

τｂｉ ボルトに生じるせん断応力＊1 MPa 

  

＊  
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注記＊1：Ａｂｉ，ｄｉ，Ｆｉ，Ｆｉ ，Ｆｂｉ，Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ，ƒｓｂｉ，ƒｔｏｉ，ƒｔｓｉ，１ｉ，２ｉ，

３ｉ，ｎｉ，ｎｆｉ，ｎｆＶｉ，ｎｆＨｉ，Ｑｂｉ，Ｑｂ１ｉ，Ｑｂ２ｉ，Ｓｕｉ，Ｓｙｉ，Ｓｙｉ

(ＲＴ)，σｂｉ及びτｂｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：基礎ボルト 

ｉ＝2：取付ボルト 

＊2：ｈｉ及びｍｉの添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

ｉ＝1：据付面 

ｉ＝2：取付面 

＊3：１ｉ≦２ｉ 

 

 

2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－1に示すとおりである。 

 

表 2－1 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。  

 

＊  
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3. 評価部位 

盤の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる基礎

ボルト及び取付ボルトについて評価を実施する。 

 

4. 固有周期 

盤の固有周期は，振動試験（加振試験又は自由振動試験）にて求める。なお，振動試験により

固有周期が求められていない盤については，構造が同等な盤に対する振動試験より算定された固

有周期を使用する。 

 

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 盤の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 地震力は盤に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用させる。 

   また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用す

る。 

(3) 盤は取付ボルトでチャンネルベースに固定されており，固定端とする。 

(4) チャンネルベースは基礎ボルト又は埋込金物で基礎に固定されており，固定端とする。 

(5) 床面据付の盤の転倒方向は，図 5－1概要図（直立形）における長辺方向及び短辺方向＊1

について検討し，計算書には計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を

記載する。壁掛形の盤＊2については，図 5－2概要図（壁掛形）における正面方向及び側面

方向について検討し，計算書には計算結果の厳しい方を記載する。 

(6) 盤の重心位置については，転倒方向を考慮して，計算条件が厳しくなる位置に重心位置を

設定して耐震性の計算を行う。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

注記＊1：長辺，短辺方向の寸法が同じ盤の転倒方向は，盤を正面より見て左右に転倒する場

合を「左右方向転倒」，前方又は後方に転倒する場合を「前後方向転倒」という。 

  ＊2：壁掛形の盤の転倒方向は，盤を正面より見て左右に転倒する場合を「左右方向転

倒」，前方に転倒する場合を「前後方向転倒」という。 
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図 5－1 概要図（直立形） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2 概要図（壁掛形） 
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5.2 設計用地震力 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7 

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。なお，壁掛形の盤の設計用地震力

については，設置床上下階のいずれか大きい方を用いる。 

 

5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

5.3.1.1 ボルトの計算方法 

ボルトの応力は，地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。計算モデルは，取付ボルトの場合を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5－3(1) 計算モデル 

（ベンチ形 短辺方向転倒 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

  

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２）  

チャンネルベース 

Ａ Ａ 

取付ボルト 

ｍ２･ＣＨ･g 

ｍ２･(１－ＣＶ)･g 

転倒方向 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 

ボルト列 

転倒支点 
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図5－3(2) 計算モデル 

（ベンチ形 短辺方向転倒 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

  

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

ｈ
２

 

Ａ Ａ 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 

ボルト列 

取付ボルト 

ｍ２･ＣＨ･g 

ｍ２･(ＣＶ－１)･g 

転倒方向 

（１２≦２２） 
２２ １２ 

チャンネルベース 転倒支点 
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図5－3(3) 計算モデル 

（ベンチ形 長辺方向転倒 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

  

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２） 

チャンネルベース 

引張を受ける 

ボルト列 

ｍ２･(１－ＣＶ)･g 

転倒方向 

転倒支点 

転倒支点となる 

ボルト列 

ｍ２･ＣＨ･g 

Ａ Ａ 

取付ボルト 
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図5－3(4) 計算モデル 

（ベンチ形 長辺方向転倒 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

  

転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 

ボルト列 
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ｈ
２

 

（１２≦２２） 

チャンネルベース 

取付ボルト 

転倒支点 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 
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図5－4(1) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

  

Ａ～Ａ矢視図 
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ｈ
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図5－4(2) 計算モデル 

（直立形 短辺方向転倒 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

  

Ａ～Ａ矢視図 

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２） 

チャンネルベース 

転倒支点 

Ａ Ａ 
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転倒支点となる 

ボルト列 

取付ボルト 

転倒方向 

ｍ２･ＣＨ･g 

ｍ２･(ＣＶ－１)･g 
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図5－4(3) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒 (1－ＣＶ)≧0の場合） 

 

  

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２） チャンネルベース 

転倒支点 
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取付ボルト 
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ｍ２･(１－ＣＶ)･g 
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Ａ～Ａ矢視図 
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図5－4(4) 計算モデル 

（直立形 長辺方向転倒 (1－ＣＶ)＜0の場合） 

  

引張を受ける 

ボルト列 転倒支点となる 

ボルト列 

ｍ２･ＣＨ･g 

ｍ２･(ＣＶ－１)･g 

取付ボルト 

２２ １２ 

ｈ
２

 

（１２≦２２） チャンネルベース 
転倒支点 

取付ボルト 

転倒方向 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 
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引張を受ける 

ボルト列 

転倒支点となる 

ボルト列 

３２ ｈ２ 

転倒方向 

転倒方向 

図 5－5(1) 計算モデル（壁掛形 左右方向転倒の場合） 

ｍ２・ＣＨ・g 

ｍ２・(1＋ＣＶ)・g 

３２ 

 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受けるボ

ルト列 

 

転倒支点 
 

ｈ
２
 

チャンネルベース 

図 5－5(2) 計算モデル（壁掛形 前後方向転倒の場合） 
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(1) 引張応力 

ボルトに対する引張力は，最も厳しい条件として図5－3，図5－4及び図5－5で最外列のボ

ルトを支点とする転倒を考え，これを片側の最外列のボルトで受けるものとして計算する。 

 

引張力 

計算モデル図5－3(1)，5－3(3)，5－4(1)及び5－4(3)の場合の引張力 

 

Ｆｂｉ＝                        ······ (5.3.1.1.1) 

 

計算モデル図5－3(2)，5－3(4)，5－4(2)及び5－4(4)の場合の引張力 

 

Ｆｂｉ＝                        ······ (5.3.1.1.2) 

 

計算モデル図5－5(1)及び5－5(2)の場合の引張力 

   

Ｆｂ１ｉ＝                       ······ (5.3.1.1.3) 

  

 

Ｆｂ２ｉ＝                         ····· (5.3.1.1.4) 

 

Ｆｂｉ＝Max（Ｆｂ１ｉ，Ｆｂ２ｉ）  ····························· (5.3.1.1.5) 

 

引張応力 

σｂｉ＝
Ｆｂi

Ａｂi
  ··············································· (5.3.1.1.6) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂｉは次式により求める。 

Ａｂｉ＝
π

4
・ｄｉ2  ············································ (5.3.1.1.7) 

ただし，Ｆｂｉが負のときボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行わない。 

   

 

  

＋ 
ｎｆＨｉ・３ｉ 

ｍｉ・ＣＨ・ｈｉ・g ｍｉ・（1＋ＣＶ）・ｈｉ・g 

 

ｍｉ・ＣＨ・ｈｉ・g－ｍｉ・（1－ＣＶ）・１ｉ・g 

ｍｉ・ＣＨ・ｈｉ・g－ｍｉ・（1－ＣＶ）・２ｉ・g 

 

 

ｎｆＶｉ・２ｉ 

ｎｆｉ・（１ｉ＋２ｉ） 

ｍｉ・（1＋ＣＶ）・ｈｉ・g＋ｍｉ・ＣＨ・１ｉ・g 

 

ｎｆｉ・（１ｉ＋２ｉ） 

ｎｆＶｉ・２ｉ 
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(2) せん断応力 

ボルトに対するせん断力は，ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

a. ベンチ形，直立形の場合 

Ｑｂｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g  ·································· (5.3.1.1.8) 

b. 壁掛形の場合 

Ｑｂ１ｉ＝ｍｉ・ＣＨ・g  ································· (5.3.1.1.9) 

Ｑｂ２ｉ＝ｍｉ・（1＋ＣＶ）・g  ··························· (5.3.1.1.10) 

Ｑｂｉ＝ （Ｑｂ１ｉ）2＋（Ｑｂ２ｉ）2  ···················· (5.3.1.1.11) 

 

せん断応力 

τｂｉ＝       ········································ (5.3.1.1.12) 

 

Ｑｂｉ 

ｎｉ・Ａｂｉ 

√ 
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5.4 応力の評価 

5.4.1 ボルトの応力評価 

5.3.1 項で求めたボルトの引張応力σｂｉは次式より求めた許容組合せ応力 ƒｔｓｉ以下

であること。ただし，ƒｔｏｉは下表による。 

 

ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ]  ·············· (5.4.1.1) 

 

せん断応力τｂｉは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂｉ以下である

こと。ただし，ƒｓｂｉは下表による。 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏｉ 

 Ｆi 

2
・1.5  

 Ｆi
  

2
・1.5  

許容せん断応力 

ƒｓｂｉ 

 Ｆi

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆi
  

1.5・ 3
・1.5  

 

 

 

＊
 

＊
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6. 機能維持評価 

6.1 電気的機能維持評価方法 

機能維持評価用加速度と機能確認済加速度との比較により，地震時又は地震後の電気的機能

維持を評価する。 

機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

機能確認済加速度は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき加振試験により確認した加

速度を用いることとし，個別計算書にその旨を記載する。 

 

7. 耐震計算書のフォーマット 

7.1 直立形盤の耐震計算書のフォーマット 

直立形盤の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

 フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

 フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

 フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

7.2 壁掛形盤の耐震計算書のフォーマット 

壁掛形盤の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

 フォーマットⅢ 設計基準対象施設としての評価結果 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

 フォーマットⅣ 重大事故等対処設備としての評価結果＊ 

 

注記＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡ及びⅣを使用するものとする。ただし，評価結果表に記

載の章番を「2.」から「1.」とする。 
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【フォーマットⅠ 直立形盤の設計基準対象施設としての評価結果】 

【○○盤（〇〇〇〇）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
○○建物 

EL     ＊1 
  ＣＨ＝ ＊2 

 

ＣＶ＝ ＊2 ＣＨ＝ ＊3 

 

ＣＶ＝ ＊3  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 
 

1.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

  
 

(M   ) 
 

 
 

 

取付ボルト 
（ｉ＝2）   

 

(M   ) 
 

 
 

 

 

部材 

１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

   
    

   

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

   

    

   

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                               (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

    

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 引張 σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ 

せん断 τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

 引張 σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ 

せん断 τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ 

注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。 

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                        (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【フォーマットⅡ 直立形盤の重大事故等対処設備としての評価結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
○○建物 

EL    ＊1 
  ― ― ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

2.2 機器要目 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

  
 

(M   ) 
  

  

取付ボルト 
（ｉ＝2）   

 

(M   ) 
  

  

 

部材 

１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 

(mm) 
ｎｆｉ＊ 

Ｆｉ 

(MPa) 

Ｆｉ ＊ 

(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

   
―  ―  

   

取付ボルト 

（ｉ＝2） 

   
―  ―  

   

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は短辺方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は長辺方向転倒に対する評価時の要目を示す。 
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ― 

 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ― 
 

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張 ― ― σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ 

取付ボルト 

（ｉ＝2） 
 

引張 ― ― σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ 

注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。                     

 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【フォーマットⅢ 壁掛形盤の設計基準対象施設としての評価結果】 

【○○盤（〇〇〇〇）の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設 

1.1 設計条件 

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s)  

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
○○建物 

EL    

(EL      ＊1) 

  ＣＨ＝ ＊2 ＣＶ＝ ＊2 ＣＨ＝ ＊3 ＣＶ＝ ＊3  

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

1.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 
(mm) 

３ｉ＊ 
(mm) 

ｎｆＶｉ＊ ｎｆＨｉ＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ ＊ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

     
    

     

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

     
    

     

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

 

部材 
ｍｉ 

(kg) 
hｉ 

(mm) 
ｄｉ 
(mm) 

Ａｂｉ 
(mm2) ｎｉ 

Ｓｙｉ 
(MPa) 

Ｓｕｉ 
(MPa) 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
  

 

(M  )     

取付ボルト 
（ｉ＝2）   

 

(M  )     
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
    

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

    

 

1.4 結論 

1.4.1 ボルトの応力                                                               (単位：MPa)  

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
 

引張 σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ 

せん断 τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 
引張 σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ 

せん断 τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ 

注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。                       

 

1.4.2 電気的機能維持の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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【フォーマットⅣ 壁掛形盤の重大事故等対処設備としての評価結果】 

2. 重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

  
○○建物 

EL     

(EL      ＊1) 

  ― ― ＣＨ＝ ＊2   ＣＶ＝ ＊2    

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ） 

 

2.2 機器要目 

 

 

部材 
１ｉ＊ 

(mm) 

２ｉ＊ 
(mm) 

３ｉ＊ 
(mm) 

ｎｆＶｉ＊ ｎｆＨｉ＊ 
Ｆｉ 

(MPa) 
Ｆｉ ＊ 
(MPa) 

転倒方向 

弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 
Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 

     
―  ―  

     

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

     
―  ―  

     

注記＊：各ボルトの機器要目における上段は左右方向転倒に対する評価時の要目を示し，下段は前後方向転倒に対する評価時の要目を示す。 

部材 
ｍｉ 

(kg) 

hｉ 

(mm) 

ｄｉ 

(mm) 
Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

Ｓｙｉ 

(MPa) 
Ｓｕｉ 

(MPa) 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

  
 

(M  )     

取付ボルト 
（ｉ＝2）   

 

(M  )     
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2.3 計算数値 

2.3.1 ボルトに作用する力                              (単位：N) 

部材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 
弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

基礎ボルト 

（ｉ＝1） 
―  ―  

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

―  ―  

 

2.4 結論 

2.4.1 ボルトの応力                                                       (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

基礎ボルト 
（ｉ＝1） 

 
引張 ― ― σｂ１＝ ƒｔｓ１＝   ＊ 

せん断 ― ― τｂ１＝ ƒｓｂ１＝ 

取付ボルト 
（ｉ＝2） 

 
引張 ― ― σｂ２＝ ƒｔｓ２＝   ＊ 

せん断 ― ― τｂ２＝ ƒｓｂ２＝ 
 

注記＊：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ，ƒｔｏｉ] 

すべて許容応力以下である。                                      

 

2.4.2 電気的機能維持の評価結果                         (×9.8m/s2) 

 機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

 

水平方向   

鉛直方向   

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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